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EDI推 進協議会 平成10年度普及研修会実施概要

EDI推 進協議会は、EDIの 一層の普及、特 に、業界横断的なEDIや 国際的なEDIの 普及を 目指

して ビジネスプロ トコルや通信手順の標準化、EDI取 引のための環境整備等について産業界への普

及啓蒙 を目的 として、平成10年 度 に以下のよ うに普及研修会 を開催 しました。

● 第1回 国内外のEDI最 新 事情(平 成10年6月30日(火)10:00～16:00)

●第2回EDI/EC関 連 の最新標準化動 向(平 成10年9月4日(金)10:00～16:00)

●第3回 インターネッ トEDIと 電子調達 ネッ トワーク(平 成10年12月4日(金)10:00～16:20)

●第4回EDI先 進業界 の最新動 向(平 成11年3月5日(金)10:∞ ～16:00)

*文 中講師の所属や固有名詞(組織名等)は講演当時のものです。

●第1回 普及研修会 国内外のEDI最 新事情 一プログラムー

10:00講 演1-1米 国EDI最 新事情報告 －DISAEC/EDI`98一 総括セッション

(社)日本電機工業会 重電 ・原子力部 高度情報化推進室長 藤野大助 氏

講演1-2米 国EDI最 新事情報告 －DISAEC/EDI`98一 技術セッション

(株)三菱総合研究所 システムソリューション研究センター 応用 システム部 研究員

吉田大祐 氏

講演1-3米 国EDI最 新事情報告 －DISAEC/EDI`98一 事例 セッション

古河電気工業(株)情 報システム部補佐 三橋 博 氏

12:15～13:00昼 休み

13:00講 演2米 国におけるEDI実 態調査報告とわが国におけるEDIの 現状 と今後

(財)日本情報処理開発協会 調査部次長

産業情報化推進センター総括推進課長事務取扱い ・

庶務課長事務取扱い 浜中栄治

14:00

15:00

16:00

講演3国 内のEDI実 態調査報告一1998年EDI実 態調査より－

EDI推 進協議会 普及 ・啓蒙部会委員/NBS研 究所 所長

講演4貿 易金融EDIの 動向について

(財)日本貿易関係手続簡易化協会 常務理事

終了

関根直弘 氏

上演隆一 氏

●第2回 普及研修会EDI/EC関 連 の最新標 準化動向 一プログラムー

10:00講i演1シ ンタックスルールーCIIとUN/EDIFACT-'

蝶 理情報 システム(株)シ ステム営業本部 販売促 進部次長 藤野裕司

11:00講 演2XML(拡 張可能 なマーク付 け言語)一 インターネッ トEDI向 け新言語 一

東芝 ア ドバ ンス トシステム(株)

ソリューション事業推進 部SGML/XML担 当部長 池田 実

氏

氏
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12:15～13:15昼 休 み

13:15講 演3二 次 元 コー ド ー情 ・物一致 を目指すEDIー

工ーアイエムジャパンEDI研 究会委 員長/

(株)テ ックBCS商 品部 部長

14:15講 演4暗 号化技 術の現状 と展望

三菱電機(株)情 報技 術総合研究所 情報 セキュ リテ ィ技術部

15:15講 演5イ ンターネ ットEDI導 入に あたって

(社)日 本電子機械工業会(EIAJ)EDIセ ンター技 術WG主 査/

富士通(株)ネ ットワークコンテンツ本 部

ネッ トワークサービス統括 部 ネッ トワークアプ リケーション部 部長

16:15終 了

久野四朗 氏

主事 松井 充 氏

笠井利一 氏

●第3回 普及研修会 インターネットEDIと 電子 調達 ネットワーク ープログラムー

10:00講 演1EDIの インターネッ ト化 とWebEDI

EDI推 進協議 会 普及 ・啓 蒙部会委 員/経 営 コンサルタン ト 太 田秀一 氏

11:00講 演2GE-TPN(rradingProcessNetwork)の 最新動 向

(株)電 通国際情報 サービスEC事 業部長 鈴木和典 氏

GEイ ンフォメーションサービス社

プロフェッショナルサービス部 門 シニアコンサルタント シン・キヨハラ 氏

(株)電 通国際情報 サービスEC事 業 部

ソリューションコンサルテ ィング部 主任 城山泰二 氏

12:30～13:30昼 休 み

13:30講 演3ソ フ トウェアベ ンダが提供す るインターネッ トEDI

富士通(株)第 ニ システム事業 部ECソ リューション推進室 室長 鈴木英彦 氏

14:30講 演4調 達側 か ら見 たインターネッ トEDI

(株)日 立製作所 資材部EC推 進 センタ長 稲上次男 氏

15:30講 演51SOC-IETFに おけるインターネッ トEDIの 検討状 況

(株)三 菱総合研究所

情報 技術研 究 センター 情 報技術 開発部 主 任研 究員 飯 村次郎 氏

16:20終 了

●第4回 普及研修会EDI先 進業界の最新動向 一プログラムー

10:00産 業情報化推進センターEDI推 進協議会よりご案内

事務局
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10:10

11:05

12:00--13:00

13:00

13:15

14:10

15:05

16:00

講演1鉄 鋼業界事例紹介

(社)鋼材倶楽部 鉄鋼EDIセ ンター鉄鋼EDI幹 事会委員長/

新 日本製鐵(株)営 業総括部営業システム企画グループリーダー 部長 植坂 良 氏

(社)鋼材倶楽部 鉄鋼EDIセ ンターシステム技術検討会サブリーダー/

三菱商事(株)金 属総括部次長

情報化推進室国内システム支援チームリーダー 伊藤善文 氏

講演2物 流業界事例紹介

物流EDI推 進委員会 委員/

出光石油化学(株)情 報 システム室開発課課長 三上 誠 氏

昼休み

産業情報化推進センターからのお知 らせ

事務局

講演3石 油化学業界事例紹介

石油化学工業協会 情報通信委員会EC2小 委員会主査/

住友化学工業(株)総 合計画室主席部員

講演4電 力業界事例紹介

電気事業連合会 情報通信部 部長

講演5石 油業界事例紹介

石油連盟EDI専 門委員会委員長/

(財)石油産業活性化センター石油EDI研 究会委員長/

日本石油(株)情 報 システム改革室長

終了

村上統某 氏

岩田隆太郎氏

中村克一 氏
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講演1-1

2-1-1(1)米 国EDI最 新 事 情 報 告 －DISAEC/EDI'98一

総 括 セ ッション

(社)日本電機工業会 重電・原子力部 高度情報化推進室長

藤野大助 氏
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2-1-1(1)講 演1-1米 国EDI最 新 事情 報 告 －DISAEC/EDI'98一 総 括 セッション

【講師】

(社)日 本電機工業会 重電・原子力部 高度情報化推進室長 藤野大助 氏

DISAEC/EDI'98ConferenceのDISA(DataInterchangeStandardsAssociation)と は 、EDIを 含

め て各 種 の 標 準 の 管 理 を してい るデ ー タ交 換 の標 準 協 会 の ことで ある。

ここに はNationalStandardsDevelopmentとInternationalStandardsDevelopmentの2つ の 部 門

が あり、アメリカに お けるEDIを 推 進 す る上 での 基 盤 とな ってい る組 織 で ある。既 に1988年 か らこ

の コンファレンスが行 わ れ てお り、今 年 で第11回 目 とな った 。開 催 期 間 は3日 間(3月30日 ～4

.月1日)で 展 示 参 加 会 社 数 は 、69社 で ある。但 し、日本 企 業 の展 示 は なか った。

1.チ ュートリアル

DISAEC/EDI'98の 初 日に行 われ たチュー トリアル の中から、「EC/EDI戦 略 とサ ポートチ ームの

展 開(DevelopinganEC/EDIStrategy&SupportTeam)」 をご紹 介す る。

このセッションで はEC/EDIを 実行す る上での概念 的 な体 制と方 法論 が発表 され た。ビジネス上

の戦 略的な 目的として、1番 目はオー ダ情 報 のや り方 の最適化 、2番 目には製造 工程 におい ての

オ ーダのか け方のル ール決 め 、そして3番 目には、インターネットによる電子 カタログや 電 子オ ー

ダ サービスの提供 がある。1番 目と2番 目についてはEDIの 情 報連携 、3番 目についてはWeb

ベ ースの仕 組 みを作 れ ば実 現可能 ではないかということである。90年 代の価値 基 準 はコスト、品 質、

スピー ド、サ ービスというものだった。今 後考 えられるものでは物 流 、情 報の連 携 、サプライチェーン

となるだろう。

また、EC/EDIを 実行 す る上 での重要な成 功要 因として組 織 、教育 、戦術 そして変化 に対す る計

画 立 案 だと言 っている。その計 画 立案 をす る上で 下記 の項 目を明確 にしなけれ ばならない。(1)

EC/EDIの 目的 、(2)正 当とされるコストと利 益 分析 、(3)実 行す る上での 障害 物、(4)教 育 、の4

つ である。そのためにも十分 に調 査 、役 割 の決 定 、技術 の検証 ということが重要 となる。

改 めて注意 しなけれ ばならないことは、EDIと はあくまでもツール であり、EDIが ビジネスの 目的 に

ならないように気 をっけなけれ ばならないということである。
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2.テ クニカルセッション

翌3月31日 ～4月1日 の2日 間はテクニカル セッションという形 で10の カテゴリー で発 表 が行

われ た。10種 類のカテゴリ名 は、

「電 子 商取 引とインターネット」、

「インターネット、イントラネット及 びエ クストラネット」、

「将 来動 向と新技術 」、

「WEBとEDIの 統合 」、

「ビジネスソリューションと戦 略」、

「インプリメンテーションの合 理化 」、

「セキュリティ問題 」、

「サプライチェーンのイニシアチブ」、

「金 融EC/EDIの イニシアチブ」、

「産 業界 の焦 点 」である。

3.基 調講演

この 中での 昨年 のキーワー ドは「EDIOvertheIntemet」 であった。そして1998年 の大きな特 徴

は 「WebEDI」 である。デ ジタル 情報 による商 取引化 、ペーパ か らデ ジタル 情報 によるビジネスの 形

に変化 してお り、「ElectronicCommerce」 か ら、さらに発 展 して 「ElectronicBusiness」 へ 変化 してき

ているのが大きな特徴だ と思 われ る。

まとめ として、全 体 の傾 向 だ が 、米 国 で は ビジネスフ ロー の デ ジタル 化 、つ まりElectronic

Businessが どんどん推 進 している。インターネ ットを利 用 したEC/EDIシ ステムの実施 段 階に来 て

いると強く感 じられ る。今後 、インターネットを利用 したEC/EDIは 普及 ・定着 して主流 になってい く

だろうと思われる。
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米国EDI最 新事情報告
7DISAEC/EDI'98

国～1推進協議会 第一回普及研修会

＼ 平成10年6月30日

(社Q日 本電機工業会

高度ペ ヒ推進室長/

藤野大助/
＼/

図 一1

/

報告の構成
・DISA関 係

1イ全体の概要

2.3ユ_ト リアル

3.テ ク=Mル セッション

4.基 調講演＼

展示紹介 ＼

・米国における技術動向績 介

・企業訪問 ＼

図 一2

-7



DISAECA/IEDI'98Conference

主 催 者:D㎡lnterchangeStandardsAssociation

DISA:1デ ータ交 換 標 準 協 会http//www.disa.。rg

A>ccreditedStandardsCommittee(ASC)Xl2の 管 理

㌫/竃nu=㌶a「d(PAEB)の 管理

開催:1988年 余ち開催 第11回 目/

開催場所・フロリダ州て一ランド

開催期間:1998年3月30日 ～4月1日(3日 間)/

展 示参加 数:69社(日 本企 業の 展示 は無 し)/

参加者:約1600名(事 前登録者や)内 日本人約40名

内E3か ら 電気11名 電線7名 電機3名 計21名 参 加

図 一3

/
E3とUlG・/

E3=電 力事 業関連3団 体のEか ら命名

電気:電 気事業連合会(FEPC)

電線ト電線工業会(JCMA)

lSAの 国際会議Nあ わせて会議を開催

/
UIG:Utilitylndus的 ←oup

米国の電力会社と電気機器サプライヤーとで構成レピいる

電力業界のEDI推 進の為め団体

ANSIXI2に 対するニーズ反映、ガイドラインめ作成

新技術紹介、情報交換等の活動を寒施

図 一4
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DISA .EC/EDI98の 内 容

/-

・チ這三 トリアル

.テ クニら ルセッション

・基調講演 ＼

・展 示会場
'

＼

/

/

＼

/
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チ ュー トリア ル3月3(γ 白(月)9:00～17:00＼

/
1:EC/EDI戦 略とサポートチームの展開

D・v剛 ・g・ ・EC/EDISt・at・gy&S・pP。rtTeam

2:EDIコ ンセプト・用語 ・コンポーネントの理解
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チュー トリアル 紹介

/

E9/EDI米 国調査報告書 から

199S年5月 共同執筆

電気事業連合会

(社)日ぺ 線工業会

(社)日 本電機工業会

＼

＼
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(EC/EDI米 国調査報告書く電気事業連合会 ・(社)日 本電線工業会 ・(社)日 本電機工業会〉より)

ECEDIセ"シ ョン:TAIECEDI ボー ー ムの EDI

DevelopinganEC!EDIStrategy&SupportTeam&ManagingtheChangeofEDI

日 時3月30日(月)9:00～12:00

講 師RachelFoerster、RachelFoerster&Associate8

【概 要】

本セ ッシ ョンで はECIEDIを 実行 す る上で の概念 的な体制 と方法 論 につ いて述べ られ てい る。今

回 のプ レゼ ンテー シ ョンは 、チー ム構 成 、役 割 、責任 な どを含 ん だECプ ロ ジェク トチー ム の進 め

方 のセ ッシ ョンで ある。 また、EC!EDIに お ける9段 階 の変化の 実行 を述 べ る。

【内容 】

ビジネ ス上 の戦 略的 な 目的 として`あ る特 定の顧 客 に対 し非 常 に優 れ たサ ー ビス を提供 したい'

とす るな らば どの よ うな戦略 が必要 にな るのだろ うか?

① オー ダー情 報のや り取 りの最適 化

② 製造工程 においてのオ ー ダー のか け方のルール決 め

③ イ ンターネ ッ トを使 って電子 カ タロ グやオー ダー をお こな う

上記①② につい てはEDIの 情報連 携 がで きる よ うに なれ ば実現 で き、③ につい てはWebベ ー

スの仕組み を配備すれ ば実現 可能 で あろ う。

90年 代 の顧 客に とっ ての価 値基 準 は コス ト、品 質 、 ス ピ一一ド、 サー ビス で あっ たが 、 これ が

2000年 にな る と物 流 、情報 連携 、 サプ ライ チ ェー ンにな るで あろ う。 直送 出荷が増加 し、それ

が よ り細 かな単位 で頻 繁 に送 られ る こ とを要求 され る。 複 雑 さが 増 し、物 流 システ ムに圧 力 がかか

るであろ う。

EC/EDIの 実行 をする上で厳密な成功要因として組織 、教育、戦術、変化に対する計画が挙げ ら

れる。戦術的な計画の結末 として、EDIは ビジネスの目的をサポー トしなければならないとい う

こと、期待 された結果 と同一にな らなければな らないとい うことである。期待 された結果 とは、例

えば人間がお こな う作業の削減やエ ラーの削減などの合理化、在庫管理であれば在庫量削減、その

他定性的なものとしてレスポンスの向上、顧客 との親交などが挙げ られ る。 いずれに してもEDI

計画をする上で明 らかに しなければな らないのは

・EC/EDIの 目的 ・ 正当とされるコス トと利益分析

・ 実行す る上での障害物 ・ 教育

そのためには本質的で厳密な調査を行 う必要性がある。戦略的 に進めるEDIの 役割 を決定 した

り、技術を検証 したりす ることが必要である。

なぜEC/EDIを お こな うのだ ろ うか?そ れ は コス ト削減 であ った り政 府 か らの命 令で あ った り

ビジネ ス戦略 であ った り、ときには顧 客か らの要求 で もあ るか も しれ ない。EDIを 行 うときには、

コス ト1利益分析 をお こな い、 それ に適 合 した条件 の下で進 めるべ きであ る。 例 えば コン ピュー タ と

コン ピュー タをアプ リケ ー シ ョン接続 す るイ ンテ グ レー ト型 は コス トも大 きいがそ の利 益 も莫大 な

もの である。

ここで コス トと利益 にっい ての主 なカ テ ゴ リー を述 べ る

・コス ト～ ソフ トウエ ア、ハ ー ドウエ ア、ネ ッ トワー ク、人 的サ ポー ト費 用、時 間

・利 益～間違 いの削減
、在庫 削減 、 主要 な業務 削減 、個人節約 、顧 客サ ー ビスの改 良
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そ して成功の障害物、その障害を打ち破るものとして以下の項 目が挙げられ る。

・障害物～教育不足、標準外、組織 、会計検査、法律的な心配、変化の抵抗

・打 ち破 るもの～強力 な実行者 、教育、プロジェク トチーム、よく練 られた計画、

ビジネスの必要性の焦点

ここで我々は何をすべ きなのだろ うか?

・EC!EDI戦 略の検討 ・戦術の用意周到

・内部、顧客、サプライヤーを含めた教育

だれがすべきなのであろ うか?

・管理者 ・技術 スタッフ ・市場

・取引業者の見分け と実行

・顧客サー ビス

それ らをどのよ うに保持すべ きなのであろ うか?

・管理者 の委任 として 予算、資源、時間

EDIを 進 めてい く前に忘れないでほ しいこととして

・EDIと は単にツールで しかすぎない
。 あくまで ビジネス 目的が達成 され るとい う意味である。

・EDIが ビジネス 目的にな らない ように気をつけなけれ ばな らない

EC/EDIの 体制を作る

キー となる構成要素は以下の6つ である。

1:実 行する発起人

EC/EDIの 委員会のキーとなるメンバー

他の実行す るとの関係や邪魔物を取 り払 う容易さが必要

2:EC/EDIの 舵取 り的な委員会

戦略的な方向性を打 ち出 し、人、時間、金 とい う資源 を準備す る

3:EC/EDIの プログラム管理者

変化 に対す る触媒

数々の責任(進 捗 スケジュール、チームの行動管理、上司への報告 、EDI技 術情報の習得、

新 しい資格の推薦な ど)

(ECIEDI計 画過程 においては)

明確 で数量的にビジネス目的 を述べる

次ステ ップの為に上か らのサポー トを受ける

(EC/EDIの 機会の評価 においては)

現在の ビジネスプロセスや情報の流れの ドキュメン ト作成

ABC分 析、コス トと効果の見積 も り

4:EDI実 行チーム

EDIプ ログラムマネージャ

ITプ ロジェク トマネー ジャ

物流、資材、会計 などのすべての分野にわたって個々に意思決定できる人材

チーム責任 として現在の ビジネ スシステムの レビュー、EC∫EDIへ の コンバージ ョンへの

優先順位付けな ど
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5:テ クニカル サ ポー トチー ム

集 中化 か否 か

EC/EDIソ フトウエアの選 択 、イ ンス トー ル な どの 責任 、デ ー タ通 信 の責任 、 アプ リケー シ ョン

イ ンター フ ェースの 責任

6:取 引業者 のス ター トア ップ とサポ ー ト

集 中化 か否 か

取 引き業者 技術的 に準備 して い るか ど うか の判断 の責 任 、開始 時 の責任 、サ ポー トの責任

EDIの 人的側面:EDIの 変化 を管理す る9段 階プ ログラム

Step1

Step2

Step3

Step4

Step5

Step6

Step7

Step8

Step9

変化の試みを集中させ るためのビジ ョンを作 りなさい

その ビジ ョンを達成す るための戦略を立てなさい

緊急事態であるとい う認識 を持 ちなさい

影響があると思われる業務 を分析 しな さい

各々の業務の変化の理 由を最大限に増加 させ る参考書を検証 しなさい

変化 しない ことによる苦労を気づかせ なさい

ビジョンを伝達 しな さい

例 を示 し新 しい動作を教えな さい

共同作業で必要な教育や技術的なスキルを提供 しな さい

他の人に権限を与える

変化の実行 をお こないな さい

確実に伝達 したか

影響のある業務には個別に注意を払いな さい

す ぐに成功 を公表 した り伝達 した りす ることを計画 しな さい

否定的な意見の表現方法に対 し安全で開かれ た風土を保 ちなさい

勉強す るとい うことで否定的な意見を正当化 しな さい

実行結果の評価を変 えなさい

その結果を伝達 しなさい

す ばらしい業績に対 し謝礼を して認 めてあげなさい

結果を評価 しなさい

改良を強化 しなさい

更なる変化 を生み出 しな さい

新 しいアプローチを制度化 しなさい

結論

・よ り多 くの成功 している企業達はそのコンペテ ィターよ りもより早 く変化 し、改善す るだろ う。

・よ り迅速かつよ り効果的に変化す る能力だけが
、本 当に継続 した競争力のある優位 面であろう。
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(EC/EDI米 国調査報告書〈電気事業連合会 ・(社)日 本電線工業会 ・(社)日 本電機工業会〉よ り)

ECEDIセ ・シ ョン:TA5ビ ジ ス アプ1一 シ ョンへ のEDIム

HowtoIntegrateEDIintoyourBusinessApplication

日 時3月30日(月)9`:00～12:00

講 師JohnL.Stelzer、SterlingCommerce

[概 要]

取 引先 とEDI取 引 を行 う時 に必 要 とな る会社 のア プ リケー シ ョンシ ステ ム と取引先 とのデー タ

交換 を行 う上 で、 効率 的 に運用 す る為 の仕 組 み の説 明 と、 アプ リケー シ ョンイ ンタ フェー スシ ステ

ム(AIS)の 詳 細説 明。

このAISシ ステ ムの特 徴 は、EDI標 準 のバ ー ジ ョンア ップ、 メ ッセー ジの 追加 、取 引先 の追

加 、 トラン ス レー タの変 更 、アプ リケー シ ョン ソフ トの変 更に対 して柔 軟 に対 応 で きる とい う特 徴

を持つ こ とが紹 介 され た。

[内容]

1.EDIシ ス テム の概 要

①EDIシ ステ ムの コ ンポーネ ン ト

EDIシ ステ ムは以 下 の コンポーネ ン トで構成 。

アプ リケー シ ョン → アプ リケー シ ョン →EDIト ランス → デ ー タ → 取引先

シ ステム イ ンター フエー ス レ一夕 通 信 銀 行

ア プ リケー シ ョンイ ンター フ ェー スな しに、 アプ リケー シ ョン システ ムか らダイ レク トにEDI

トランス レー タ と接 続 す る場 合 もあ る。

②MappingとMapper

・lnformationとData

Informationと は社員 が仕 事 をす る為 に使 用 し、人 に よって処理 され る

(例 えば 、テ キス ト)。

Dataと は コ ン ピュータ処理 に よ り電子的 に移動 、蓄積 され る

(例 えば 、 ファイル フォーマ ッ ト、EDI、 バ ー コー ド)。

EDIは 電子 デ ー タ交換 で あ り、電子 情報交換 ではない。

・Mappingと はEDI標 準 フォー マ ッ トのデー タか らビジネ ス アプ リケー シ ョンフォーマ ッ

トの情報 へ 、或 いは ビジネ ス アプ リケー シ ョン フォー マ ッ トの情 報か らEDI標 準 フォー マ ッ ト

のデー タへ の構造 変換 。

・Mapperと は事 前 に定義 され た命 令(MAP)に よって制御 され 、EDIト ランス レー タ

の要素 に供給 。 ソフ トベ ンダー がサ ポー ト。

・マ ッピン グの進化

配 置変換:ビ ジネ ス フ ォーマ ッ ト(EDIフ ォー マ ッ ト)をEDIフ ォー マ ッ ト(ビ ジネ ス フォ

ー マ ッ ト)へ

目次変換:例 えばShip-to名 称 とShip-toコ ー ド間 の変換 。

複数 の行 き先 ・源 をサ ポー ト:ビ ジネ スア プ リケー シ ョンシステ ム だけで な く、 キーエ ン トリ、

バ ー コー ドも可能。不 十分 な情報 への対応:ビ ジネ スデ フォル トフ ァイルの 活用。
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階層構 造変 換:内 部 フ ァイル(フ ラ ッ トフ ァイル)と 中間 フ ァイル(階 層 構 造 の フ ァイル 、

ヘ ッダー部 、デ ィテール 部 、サ マ リ部)間 で フォーマ ッ ト変換 。

制御 モニ ター:ア プ リケー シ ョンイ ンター フ ェース システ ムが システ ム制御 、電 子的 追跡検 査、

バ ックア ップ。

2.AIS(ApplicationInterfaceSystem)に つ いて

① ア プ リケー シ ョンイ ン ター フ ェース シ ステ ム(AIS)は 以下 の5つ の変 更 の影 響 を最 小 にす る

もの であ る。

・標 準 のバー ジ ョン(EDI標 準 の変 更へ の対応(上 位互換))

・取 引先 の追加

・取引情 報

・EDIト ランス レー タ ソフ ト

・ビジネ ス アプ リケー シ ョンフ ァイル

②デ ー タの効 率化

・沢 山 の情 報 を可能 な限 り少 量のデ ー タに して伝 送 の最適化

・マ ニ ュアル で発 生す る エ ラー、遅 延 、 コス ト増 を回避

・EDIコ ス ト、 ドキ ュメ ン ト処理 コス トに最小 化

③ トランザ クシ ョンセ ッ トの効 率化

・ トランザ クシ ョンセ ッ トはヘ ッダー部 、デ ィテ ール 部、サ マ リ部 で構 成。

・ 定数 は コー ド化す る。 品名 は省 略 可能(製 品一 覧 表か ら入 手)

④AISの 構造

以 下の3レ ベル の機能 で構成

・ス ター コン トロール モ ジ ュール(Leve11)

ドキ ュメ ン トコン トロール モ ジ ュール を制御 。

・ドキ ュメ ン トコン トロール モ ジ ュール(Level2)

内部 ファイル と中間 ファイル の入 出力 を行 う。

・LogicalUnitsofWork(Leve13)

AISの 核 。 取 引先 の処理 定 義 に基 づ い て ドキ ュ メン トコン トロー ル モ ジ ューール がLUWを ア クセ

スす る。(製 品ID変 換 、会社 名 ・住 所変 換 等)
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(EC/EDI米 国調査報告書く電気事業連合会 ・(社)日 本電線工業会 ・(社)日 本電機工業会〉より)

ECEDIセ ・シ ョン:TA7ン ター ・ 上 でのEDIン プ1ン

ImplementingEDIOvertheInternet

日 時3月30日(月)9:00～12:00

講 師DaveDarnel1、SysTrends,Inc

[内 容]

1.序 論

イ ン タ ー ネ ッ ト利 用 者 は1990年 代 に 入 っ て か ら爆 発 的 に 増 加 して お り、 イ ン タ ー ネ ッ ト

EC/EDIは 従 来 のEDIよ り 有利 で 重 要 な 位 置 を 占 め る と予想 され る。

2.イ ンターネ ッ トの基 礎

TCP/IPプ ロ トコル をベ ー ス に した グ ローバル な ネ ッ トワー クで あ り、幅広 い 下位 レイ ヤ に

対応(ISDN,ADSL,HDSL,SDSL,CATV,衛 星等)し てい るのが特 徴。 イ ン ター ネ ッ ト上の アプ リケー シ ョ

ンには、電 子 メール 、ニ ュー ス、"ラ イ ブAUDIO/VIDEO、Telnet、FrP、WWWな どが あ る。

3.イ ンターネ ッ トEC/EDI

イ ン ター ネ ッ トEC/EDIの 普 及 はセ キュ リテ ィや 暗号化技 術 に依存 してお り、以下 に概 要 を示す。

(1)概 要

a.EDIの 現状

EDIが 使 用 され てか ら20年 たつ が、現在、ビジネ ス におい て約3%がEDIを 使 用 して い る。

普及 が進 まない のは導入 コス トにあ る。

b.最 近 の トレン ド

ビ ジネ ス トラ ンザ ク シ ョンの新 ハ イ ウエ イ は イ ンター ネ ッ トで あ り、 「イ ンター ネ ッ トEDIは

VAN-EDIに とってか わ るか」が ホ ッ トな話題。

セ キュアな イ ンターネ ッ トEDIの ソフ トウエ アが開発 中。

c.イ ン ターネ ッ トEDIの 注 目点

効率性

・EDIド キュ メン トの送受信 の コス ト低減

・ビジネ スパ ー トナー との リアル タイム性

拡張性

・小 規模 な ビジネ スパー トナ ー とのEDI取 引の増加

・サ プ ライ ・デ マ ン ドチ ェー ン での ビジネ ス価 値の増加

d.イ ン ター ネ ッ トEDI導 入 時期

導入 時期 にあた って は以下 を考慮 して決 定す るのが よい。

・EDIで の通信 コス トの問題

・リアル タイ ム性 の要 求度 合

・イ ン ターネ ッ トEDIで あ る(移 行可 で ある)パ ー トナー とそ の数

・既 存 シ ステ ムにイ ン ター ネ ッ トEDIを 組 み込 む費用
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e.イ ンターネ ッ トEDI導 入 リス ク

・投 資の 回収:イ ンターネ ッ トEDIの 導入 費用 の回 収

・セ キ ュ リテ ィ:デ ー タセ キ ュ リテ ィの リス クを最小 にす る技術 が必 要

f.イ ンターネ ッ トEDIの 利 点

・V州 に比べ て ロー コス ト、単純 な価 格構成

・リアル タイ ム性 、ハ イ ス ピー ドなネ ッ トワー ク

・End-to-EndのEDI

・数 百万 の相 手 と可能

・サ プ ライ/デ マ ン ドチ ェー ンに おいて100%EDIに 移 行す るこ とが可能

(2)イ ンターネ ッ トEC/EDIで のセキュリティ技術

セキュリティで必要なものは 「プライバシー/秘 密性」、「認証」、「否認防止」、「完全性」

a.暗 号 と暗号化手法

・ 対称鍵暗号方式 と非対称鍵暗号方式(公 開鍵暗号方式)

・ 対称鍵暗号方式

一暗号化 と復号化に同 じ鍵を使 う方式

－DESが 実用化:ア メ リカ政府公認、56ビ ッ ト長の鍵 を使用、ANSIX3.92

一 トリプルDES:鍵 を2つ 使用 し3重 の暗号化 をかける方式
。DESと の互換性 を図 り

っっ安全強度 を上げたもの

・公開鍵暗号方式

一公開鍵で暗号化、秘密鍵で復 号化す る

DESの アタ ックにおけるビッ ト長 と解読(予 想)時 間

Year

1995

2005

2015

2030

40bits

O.2sec

2ms

O.02ms

O.02mcs

56bits

3.6hrs

2min

lsec

lms

64bits

8days

9hrs

5.5min

O.3sec

80bits

7000yrs

70yrs

251days

6hrs

112bits

10**13yrs

10**11yrs

10**9yrs

10**6yrs

128bits

10**18yrs

10**16yrs

10**14yrs

10**11yrs

b.認 証

・ 電子署名

一メッセージに添付す る署名 であ り、データの改 ざん、な りすま しを防止

一プライベー トキーで暗号化、パ ブ リックキーで復号化

一メッセージをハ ッシュ関数(一 方向関数)で 変換、プライベー トキーで暗号化 して電子署名 を

作成 し、メ ッセージ本体 と共に送信。受信側では、公開鍵 で電子署名 を復号化すると同時にメ

ッセージ本体をハ ッシュ関数 を使用 してメ ッセージダイジェス トを作成。公開鍵 で復号化 した

ものとメッセー ジダイジェス トを比較 して一致すれば、デー タの改 ざんがな く、 しかも送信者

本人の確認ができる。 ハ ッシュ関数 として、MD2、MD4、MD5、SHAな どが使用 さ

れている。

・認証局

一広 く認知 され信用 されることが必要。

一デジタルIDと 呼ばれる
、公開鍵 とそれ が誰のものであるかの証明書 を発行す る機関で、電子
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署名 を使 用す る認 証方 法の質 を向上 させ る。

(3)ネ ッ トワー ク(LAN/WAN)で の セ キュ リテ ィ

WWWの セ キ ュ リテ ィ技術 には、SSL、SHTTP、SETが あ り、E-mail、FTP

セ キ ュ リテ ィ技術 にはKerberos、PEM&MOSS、S/MIME、PGPが 知 られ てい る。

4.イ ン タ ー ネ ッ トEC/EDIの イ ンプ リ メ ン ト

(1)Web-BasedEDI

・ ㎜ の特 徴

一世界 中で グ ローバ ル か つス タン ダー ド

ー㎜ にお け るイ ンタ ーネ ッ ト市場 は急激 に成長

一 クライ ア ン ト側 の負 担 小:Webブ ラ ウザの み準備す れ ば よい

・ 通信 量 が少 ない場合 には最適

・ セ ッシ ョン レベ ル のセ キ ュ リテ ィはSSL(SecureSocketLayer)で 行 うため、 ファイル レベ ル の

暗 号化 は不要

・ セ キ ュア なH'1"1'Pに よ り授受 にお け る否認 防止 に な る

・EDI導 入 の障 害 は コス トと価格 の複雑 さにあ るので 、Webベ ー スのEDIは 導 入 のた めの障 害 が低

い 。

・ 商 取 引のパ ー トナ ー との関係 強化:中 小企 業 にお いて もEDIへ の特別 な投 資が 不要。

・Webベ ー ス のEDIは 拡 張性 あ り

〈Web-EDIで のオ ー ダー ファシ リテ ーシ ョン システ ム事例 〉

・ 中小 企 業 ではEDIで 送受 信す るのにWebブ ラ ウザ を使 用 してい る。

・ 中小 企 業 のた めに はEDIマ ッピン グ/ト ランス レー シ ョンが必 要で ある。

・ 既存EDIシ ステ ム とのシー ム レスなイ ンタ フェー ス

・サ プ ライ チ ェー ンの 統合 化が 可能

一サ プ ライ ヤがセ キ ュアなWebサ イ トにア クセ ス しPOを 検 索 した りエデ ィ ッ ト

ーサ プ ライ ヤがPO受 取通 知書
、イ ンボイ ス、船 便通 知 書、製 品 カ タログ を送 付

一既存EDIネ ッ トワー クへ の統合

・EDI可 能 なバイ ヤー の メ リッ ト

ー プライベ ー トなWebサ イ トーイ ンセ ンテ ィブ とコンプ ライ ア ンスの コン トロール

ーサ プ ライ ヤが カ タ ログ をネ ッ ト上 で メンテナ ンス して くれ る

－EDIコ ンプ ライ ア ンスの能 力100%利 用 可能

一サ プ ライ ヤ との タイ トな関係:サ プ ライ ヤ に従来 のEDIを 強制 不要

一ベ ンダ カ タ ログの 管理:カ タ ログ ドキュメ ン トでの価格/セ ール をWebサ イ トか ら社 内 システ

ムヘ ア ップ ロー ド可能

一従来 のEDIシ ス テ ム変 更不要

・サ プ ライヤ/ベ ンダ の利 点

一電 子的 にや りと りす るのに ロー コス ト
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－EDIの 知識 不 要

一 クライア ン ト側 での負担 小:イ ンター ネ ッ トア クセス とWebブ ラウザ のみ

一カス タマー とタイ トな関係 にな る

一社内 システ ムへ の接 続 は容易

〈カタログビジネスモデル事例〉

・ イ ンターネ ッ ト オー ダー シ ステ ム

ー製 品 カタ ログ をセ キ ュア なWebサ イ トに設 置
、カ スタマ はWebサ イ トにア クセ ス しオー ダー

す る

一システ ムは発 注書 をEDIド キ ュメン トと して従 来 のEDIシ ステ ムに配送 す る

一カス タマサ ー ビス:カ ス タマ は インボ イ ス
、通 知書 をWebサ イ トで受 け取 る

・EDI可 能 なサ プ ライヤへ の利 益

一新 しい カス タマはセ キ ュアなWebサ イ トを使 用 で きる

一カス タマ へ のWebサ イ トのマ ーケ ッ ト:イ ンセ ンテ ィブ/プ ロモ ー シ ョン

ーEDIコ ン プ ライ ア ンスの能 力100%利 用 可能

一カス タマ との関係 強化 一競 争 にお け る有利

一従 来のEDIシ ステ ムは変更 不要

一カス タマ サー ビスは24時 間 ・7日/週 で き る

・カ スタマ の利 益

一電 子的 にや りと りす るの に ロー コス ト

ーEDIの 知識 不要

一クライ ア ン ト側 での負 担小:イ ンターネ ッ トア クセ ス とWebブ ラ ウザ のみ

一利便 性:利 用 は24時 間 ・7日/週

一社 内 システ ムへの接続 は容 易

(2)Frpベ ー スのEDI

・ イ ン ターネ ッ トEDIのHubと して は最 適

・ ダイ レク トに接続 す るた め授 受 にお け る否認 防 止 にな る

(3)E-mailベ ー ス のEDI

・S/MIME(Secure/MultipurposeInternetMailExtensions)は 、イ ン ターネ ッ トでの 多 目的 メ ッセ

ー ジ規格 で あ るMIME(RFCI521)とRSAベ ー ス のセ キ ュ リテ ィを融合 させ た もの

'PGP(PrettyGoodPrivacy)は 暗 号通信 を行 う上 で不可 欠 な暗号 化/復 号化/電 子 署名/署 名 検

証 の機 能 を1つ のア プ リケー シ ョン にま とめ た もの

・EDIト ラ ンザ クシ ョンはANSIX12で 転 送 され る

・ 署名 と暗 号 フ ァイル はPGPソ フ トウエ アで行 われ 、添 付 フ ァイル は電子 メール の ソフ トウエ ア

を使 用

・ 受信者 はメール を受 け取 り
、PGPソ フ トウエ ア を利 用 して復 号 化、 署名 の検 証 を行 う
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・E-mailEDIの 信 頼 性

一セ キュ リテ ィは充 分保 証 され てお り
、信 頼性 あ り

一配送 はTimely

－信 頼 あ る配送 が 必要 で ある

5.イ ン ターネ ッ トEDI普 及 活動

・IETF-WorkGroupで 活動

・ 「BIG3」 問題

一認証 局 …心配 不要

一推薦 す る暗 号 方式 …MOSS ,S/MIME,PGP/MIME

－配送 に関す る問題

・配 送 の否認 拒 否

・受 信 の否認 拒 否

・OBI

-OBI(OpenBuyingontheInternet)の 目的 は
、大 量か つ低 コス トでセ キ ュア なBtoBの

イ ン ターネ ッ ト上 での 商取引 の標準 フ レー ムワー クを提供 す る こ とで ある

一 〇BI/1 .0はANSIに 基 づい てお り、将 来 、新EDIFACTも 採 用す る見込み で あ る。

-EDIト ラ ンザ クシ ョンはOBIが サ ポー トす る トラ ンス ミッシ ョン ・プ ロ トコル によ り転送 さ

れ る が、OBI/1.0で は そのプ ロ トコル はSSLを 使 用 したHTTPで あ る。

6.イ ン ターネ ッ トEDIの 事例

(1)構 成

・ コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン の フ ロ ン トエ ン ド:$4500

-PenII300MHz
,RAM128M,HDD8GB,WinNT4.0,ISDNmodem

暗 号 ソ フ ト:PPTP(WinNT4.0に 添 付)

暗 号 の た め の オ ー バ ヘ ッ ド:許 容 量10%

イ ン タ ー ネ ッ トソ フ ト/ハ ー ド:ベ ー ス ユ ニ ッ トに 有 り

イ ン タ ー ネ ッ ト接 続:ISDN128kbps$60/月

イ ン プ リメ ン トと教 育 費 用:$12,000

(2)イ ンターネ ッ トEDI利 用 によ る コス ト低減

・(減)VAN費 用$24 ,000

・(増)新 バ ーード ・ソフ ト費用$200/月(2年 間使 用)

・(増)通 信 費用$60/月

・(増)DPオ ペ レー シ ョン費用$1000/月

・(増)イ ンプ リメン トと教 育費用$500/月($12
,000の2年 間)

・ 月 あ た りの削 減費 用=$22 ,240

一21一



テク カルセツション

1・瀦 のセツシ・ンゾ ÷ゴリー名

電 子 商 取 引とインターネ ット=ECandlntemet

インタ74ッ ト、イントラネット及 びエクストラネット

＼
・1・t・「betL・1・t・a・et&E・t・a・et

将 来 動 向 ど新 技 術:FUtureTrends&NewTechnol。9ies

WE8とEDIの 統 合:.↓ntegratingtheWeb&EDl

ビ ジ ネ ス ソ リュ ー シb-ere略 ・Bu・ ・n6ssS・tut・ ・n・&Str…g・e・

インプリメンテーションの 合 理 化:Streamlininglmptem●ntat㎞

/セキュリティ問題:SecuntylsSUe

サ プライチェー ンのイニ シアチブ,」 ・h。・.1。・,・。tive

/
金 融EC/EDIの ニ シアチブ ・Fi・anci・1昧DII・ ⊇ ○・・

産 業 界 の 焦 点:lndustryFocus＼ 、/

＼ .

、/

図 一10

/

テク カルセション紹介
/

＼

＼

＼

/

/

/

図 一11
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DISA

－

己

ー

テ クニカ ル 「らッション

プログラム 3月31日(火) 4月1日(水)

10:30～11:30 1:15～2:15 3:00～4:00 4:15～5:15 8:30～9130 10:30～11:15 11:30～12:15

1 2 3 4 5 6 7

A ECと インターネット ビジネスの中でのEC Web上 で のEC
デ ジタル時代の「トレ

ンド」としてのEC活 用

インターネット上での
商取引ガイド

インターネット商取引
に向けての戦略的ビ
ジネスプランの展開

インターネット上での
ECに 取って代わるも
の

EC分 析麻痺の終わら
せ方

B

インターネット・イントラ

ネット・エクストラネット

Web開 発を成功させる

ためのプロトタイピング
デジタル世界におけ
る著作権保護

ネットワーク:パ ブリック

かプライベ ートか?

インターネットコマース

でのチャネルの影響

調達手段におけるOB
Iスタンダードの導入

法

オブジェクト指向商取

引へ向けて

エクストラネットでのセ

キュアなアクセスコント

ロール

C 将来動向と新技術
統合EC技 術 を用いた
パッケージ・ソフト

次の黄金時代の準

備:Xl2とEDIの 戦略
的方向

XML/EDI－ 従 来

のEDI問 題 の解決か

否 か?

XML/EDI-一 ワーク

フローとECの 骨 組み

インターネットでの調
達:価値があるか否
か?

インターネット・プロ

ジェクトの失敗理 由と

確認

2000年 を超えて:EC

か らバーチャルエコノ

ミーまで

D WebとEDIの 統合

TACOMのEC/ED

Iプログラム

Webフ ォームとEDIと

の統 合

EDIのWWWへ の結
合

VAN,イ ンターネット

かWebEDI:何 がビ

ジネスに最適か?

COMET(商 用 エ クス

トラネ ット:COMmercial

ExtraneT)

カナディアン・タイヤに

おけるWebEDIケ ー

ススタディ

Webが 可能にしたクリ

ティカル ・ビジネスプロ

セス

E

ビジネスソルーションと戦

略

SAPR/3イ ンプリメ

ンテーション・ケースス

タディ

ECテ クノロジーのED

I適用による有利性 電子マーケット 双方向EC
ED1プ ログラムの戦略

的価値の増大
変革作用としてのE
C:合 併を乗り切る

ECア ウトソーシング:

論理的選択肢

F

インプリメンテーションの

合理化

ECイ ニシアチブの推

進

SMEの 価値があるE
DI提 案 EDIと2000年

EC/EDIソ フトウエア

とコミュニケーションの

選択

クライアント/サ ーバ
におけるEC EC統 合技術

EDIイ ンプリメンテー

ションにお ける5つ の

「W」

G セキュリティ問題

ECの セキュリティ確

保:身分証明と認証

ECの サ クセス・フュー

チャーへの道のり

電子プロパティモデル
とデジタルオブジェク
トのコマース EDL監 査と制御

ECト ランザクション

データのセキュリティ
確保:戦 略と戦術

情報時代における新
世代セキュリティ

セキュリティ技術拡大
の評価とビジョン

H

サプライチェーンの

イニシアチブ

情報技術一ロジスティ
クスでの構成要素

ディズニーワール ドに

おいてベンダー ・イン
ベントリでの統合EDI

今 日のバリューチェー
ンに向けてのEC構 築

法

ECを 利用したサプラ

イチェーンの効率化
VMI:伝 統 、変遷と未

来

MROカ タログとコンテ

ンツ:コ ンテンツはどこ

に? VMI環 境の中のEDI

1 金融EC/EDI戦 略

購 買とインターネット
ーGEに お けるケース

スタディ 支払側のEDIの 影響

EDI/EFTの クロス

ボーダー

EC:EDI、EFTと イン

ターネットの来るべき

収束

ECの 消費者への拡

大

インターネットーEDI

の コスト障害をブレー

クダウンするもの

消費者エネルギー/

センチュリー・セルネッ

ト「ペーパレスの関係」

J 産業界の焦点
生命保険の携帯性と

責任:そのインパクト

EDIの 障壁を突破す

る
損害・障害保険でのE
DI適 用 小売業でのEDI

DLAで のEMALLに
ついて

EDI利 用によるCVO

や信任状の効率化
電子カタログーGSA
の優位性
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一
＼

基調講演 ア

竺r蹴v繊 麗 蒜 竺;,トを介して醐1情 報を交換する
EDIヴ 題としてあげられてL't`・

今年のKき な特長「WebEDI」

商 取 引をWθb上 で行 うビジネス形 態 の 変 化を重 視 した観 点へ

(発展通信モ段としてインターネットを使うと言う技術的な観点から)

EDIが 実際のビジネスにおいて確実に定着しつつある

デジタル情 報による商取 引化

一 「EC」から更に発展しliエレクトロニックビジネス「Electronic
＼

変化してきている。

Ex:IBM社 は いち早 くそれ'

ソフト販売やEDI導 入支援サー

,.,inesA、e

－business」 と した 登 録 商 標 に して

＼

図 一13

2/基 調 講 演 一

.基 襯 演でのM〆 、gnan.(、。t、cap。社 、。。、.,VP&GM)の 強調

・ 最 後 に上lf>f(tS論 の 中 で 「Commercemodelischanging」

一 ビジネス環境が大きく変化していることを強調

//
'遷 繋 縛 ご:鵠

ストラネット1.よるED,
一 「Evolutioni」:電 子 商 取 引の進 化(発 展)

一 「Standardritical」:「 標 準 」の重要 性 等 が最 近の 動 向

・1998年 を 一 言 で表すXExtranetEconomy」 の 年'

.Tech。 。1。gyの面 とb。、i.6Sの 面 とでとらえられ るが その 重要 さはむし傷 者

のb・・inessの 面 である ＼

・Businesst。C。nsumer(Bt。C:企 業 と消 費 者 間)か ら/

BusinesstoBusiness(BtoB:企 業 娘 業 間)のEDIが 急 成 長 す るであ ろう

瓢 一 う4年間で231B$(30兆 ㍗ づ 大するとの予測を

図 一14
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＼
基調講演3
K・yW。 ・d・/

一 蒜惹 ズ㌫1ご㌃1=:蕊 慧:蕊 ご
臼」 。1㎡。m醜G,。 曲 －BωB。 吻 。。.sB,。C

L

EDI・・6÷ne・i・M叩 ・輌 －E・・1西…fEC
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2-1-1(2)米 国EDI最 新 事 情 報 告 －DISAEC/EDI'98一

技 術 セ ッション

(株)三 菱総合研究所 システムソリューション研究センター

応用システム部 研究員

吉田大祐 氏
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2-1-1(2)講 演1-2米 国EDI最 新 事 情 報 告 －DISAEC/EDI'98一 技 術 セッション

【講師】

㈱三菱総合研究所 システムソリューション研究センター 応用システム部 研究員 吉田大祐 氏

今 日は2つ 話 をしたい。1つ は全 体 的な技術 トレンドの概 観 としての 「米 国 におけるEC/EDIの

技 術 トレンド」、あ と1っ は、「米 国 におけるXML/EDIの 取り組 み状 況 と今 後の方 向性 」である。

XMLと はSGMLの 簡 易 なサブ セットである。す なわち構 造化 言 語 の一 種 である。これ はW3C

(WorldWideWebConsortium)と いうアメリカの団体 で標 準化 をされ ているものである。

まず 、「米 国にお けるEC/EDIの 技術 トレンド」の 中の 「将来動 向 と新 技術 」を中心 にテクニカル セ

ッションの発 表 に参加 した。EC全 盛 というのがこの図 表(図 一4)からわかるが 、全 部で70の セッショ

ン中、「ElectronicCommerce」 という言 葉が25の セッションのタイトル 中に含まれ ていた。ECに 関

連 したものをあわせ ると実 に42セ ッションがEC関 連 のキーワードをそのテー マの 中に持 ってきて

いる。

次 に、「米 国にお けるXML/EDIの 取 り組 み状況 と今後 の方 向性 」につ いて見 てみる。まず 、メデ

ィアが どのようにXML/EDIを とらえているか紹 介 したい。コンピュータ関係 の雑 誌 、Byteに よると、

「XMLは 拡 張され たデ ー タ交換 フォーマットとなる可能性 がある。XMLはWebス タイル のEDIで

ある」ということである。また、EDI関 係 の雑 誌 、EDInewsに よれ ば、「XMLとEDIの 融合 は数 百 万

の中小企 業 に対 し、オー プン・スタンダー ドに基づいたWeb-basedEDIの 利 点 を拡 大す ることを約

束 する」と書 れ ている。このように 「XML標 準は将 来 のECの 重要 な一 部 分を担 うだろう」ということ

で 、かなり期 待をされ ているとい う技術 だと言 える。

そしてXML/EDIに つ いて以 下の2つ の特 徴がわかる。

XML対 応 のWebブ ラウザ でデ ータを見ることができるということは、簡 易な仕 組 み であり、中小 企

業 にも導入 しや す い技術 である。

HTMLと 違 い 、独 自のタグを定 義 す ることができる。す なわちデ ータに独 自の意 味 づけをすること

ができ、社 内デ ータベ ースとXMLデ ー タを統合 しや すく、EC/EDIの 利 用 へ注 目される。

次 に、XML/EDIの 仕 組 みを説 明す る。(図一17)

XML/EDIが 注 目を集 める背 景は 、トラディショナルEDIとWeb-basedEC、 それ か らXML/EDI

を、2つ の軸 で比 較 をしてみ た。縦 軸 が仕 組 みの簡 便さであり、横 軸 は業 務 合理 化 効 果 が大 きい

か どうかを表 す。

EDIの 発展 を見 ていくと、一番 最初 にトラディショナルEDIが 、主にごく一 部の 大企 業 で使 われ た。

それ に対 して中小 企業 へ の拡大 ということで昨今 注 目を集めたのがWeb-basedEC、 そしてその後

に 出てきたのがXML/EDIで ある。これ はトラディショナルEDIとWeb-basedECの いい ところを取

り入 れ た、業 務合 理化 効 果 が大 きくてか つ 中小 企 業 にも導入 しや す いものとして注 目を集 め てい

る。

次 にアメリカの 中でのXML/EDIの とらえ方 を紹介 する。最 初 にまずDISAに おけるXML/EDIの
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検 討体制 を見てみると、DISAのSubCommitteeの2っ の中で行われ ている。それ から外の2つ

の組織 と連携 を取っている。外 というのがXML/EDIのTaskForce、 これ はDISAとGCA(Graphic

CommunicationsAssociation)と いう団 体 、それか らCommerceNetと いう団体 、この3つ が共 同で

つ くったTaskForceで ある。あともう一 つ はXML/EDIGroupと いうのがある。

次 に、米 産業 界 にお けるXML/EDIの 取り組 み 状況 と今 後の方 向性 で は、個 々に見ると幾つ か

積極 的 にや っているところがある。

1つ はGCAと いって、印刷 や 出版 業 界 の関連 の業 界団 体である。他 には、XML/EDIGroup、 こ

の 中のIndustryLiaisonに 一部 ユーザ や その業 界 に強 いITベ ンダーなどが入 っている。その他

の業界EDI推 進 団体 では主 に基 礎調 査 をや っているところが多 い。例え ば、CIDX、 これ はケミカ

ル のEDI推 進団 体だ が、こちらはEDI/EContheInternetProjectTeamと いうのがあって、

XML/EDIの 基 礎調査 などを行 っている。

まとめとして、まずDISAで はまだ基 礎調 査 、あるい はフィージビリティスタディの段 階 ではないか

と思 われ る。次 にITベ ンダ、ここは 、アメリカで最 も積極 的 にXML/EDIの イニシアティブを取って

いる印 象である。産業 界 は、や はり基 礎調 査 レベル の段 階で、方 向性 の見 極 めはこれ からとい うと

ころが多いようである。
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EDI推 進協議会

第1回 普及研修会

平成10年6月30日

(株)三菱総合研究 所

吉 田 大祐
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図 一3

米国 におけるECIEDIの 技 術 トレンド
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メディア1見 るXMWEDIの 特徴

■ウエッブ・ブラウザ(XML対 応)で データを見ること

ができる。

→簡易な仕組み

→中小企業にも導入しやすい技術

■独 自の タグを定 義す ることが できる。(HTMLと 相違)

→ データに独 自の意味づ けができる(ex .H付 、数量、…)

→ 社 内データベースとXMLデ ータを統 合 しやすい

※XMLの 正確な定義は、W3Cの 仕様書を参照。

http:〃w…v.w3.org/TR/1998/REC・xmト19980210
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XMUEDIが 注 目を集 める背景

業務合理化

効果 小

少量データ向き

仕組みが簡便 →導入コスト低
→ 中小企業が導入しやすい

仕組みが複雑 →導入コスト高
→主に大企業向け

業務合理化

効果 大
→大量データ向き

図 一17

XML/EDIの 仕 組 み
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図 一19

EDIか ら見 たXML、H'rML、SGML

Web・based

EC

簡易/安 い

低い

標準DTD

ATA

HL7

TCEF

J2008

仕組み/導 入コスト

柔軟性/社 内DBと の整合

て〔℃ ⑪yright(c)株 式会社 三菱総合研究所

複雑/高 い

高い
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図 一21
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DISAIお けるXMUEDI検 討体制

。X12C(Communication/Controls)

一特別XMLプ ロジェクトの運営の枠組みの開発

－Xl2とXMLの 相乗 効果を明 らかにすること

eX12J(TechnicalAssessment)

X12の データディクショナリと、XMLタ グの整

合に関する技術 レポートの開発

図 一23
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XML/EDIGroup

図 一29

XMUEDIGroup

30一図
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XML/EDIGroup
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図 一33

米産業界のXMUEDI対 応状況

。GCA(GraphicCommunicationsAssociation)

・XML/EDIGroupのlndustryLiaisonへ の 参 加

(lnsurance,Chemical,HealthCare,Banking,

US.Government等)

e業 界 標 準 のSGMＬD〈MLDTDの 開 発

(HealthCare-HL7SGMＬIXMLSpeciallnterestGroup)
http://www.mcis.duke.edu/standardstHL7/committeesXsgml/WhitePapers!hl7v2/hl7sgm12.rtf

・ そ の 他 業 界EDI推 進 団 体 で の 検 討

(ex.CIDX-EDI/EConthelnternetProjectTeam等)

図 一34
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図 一37

標準の乱立への懸念

Thirtyyearsago,companiesandindustries

starteddevelopingproprietaryEDIstandards…,

thatitreallydidn'tmakesensefortheretail

industrytohaveonesetofstandardsand

automotiveindustrytohaveanothersetof

standardsbecauseatsomepointweallshared

commontradingpartnerbasesandthatwashow

weevolvedintoacross-industrycrossイunctional

committeelikeXl2.

Mrs.KendraMartin(ASCX12Chair)
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図 一41
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図 一43

XMWEDI… リソース ・リスト

DISA(DatalnterchangeStandardsAssociation)

http://www.disa.org/

XML/EDIGroup

http=〃Www.xmledi.net/

CommerceNet

http://www.commerce.net/

GCA(GraphicCommunicationsAssociation)

http://Wvwv.gca.org/

W3C(WorldWideWebConsortium)

http://www.w3.org/

図 一44
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2-1-1(3)講 演1-3米 国EDI最 新 事 情 報 告 －DISAEC/EDI'98-一 事 例 セッション

【講師 】

EDI推 進協議会 普及 ・啓蒙部会副部会長/

古河電気工業(株)情 報システム部補佐/

(社)日 本電線工業会 産業情報化対応委員長 三橋 博 氏

本 日は、DISAの 大 会 の前 後 の企 業 訪問か ら、その実施 事例 を紹 介 する。

事例 紹介 の 内容 は、UIG(UtilityIndustryGroup:ア メリカの電 力会 社 と電 気機 器 サプライヤとで

構 成 された電 力 業界 のEDI推 進 団体)/E3(電 気事 業連 合会 、(社)日 本 電線 工 業会 、(社)日 本

電機 工 業会)Meetingの 会合 の 中からそのトピックスと、実際 に企 業訪 問したHubbell社 、Cisco

社 の事 例である。

1.UIG/E3Meeting－ 最 近 のUIGの 活 動 か ら 一

今回の話題の中心は、アメリカでは実施段階に入ってきている電力の 自由化 に対応したEDIの

取り組 み等である。電力会社の配電関係の機器 というのは比較的短納期で製品を納めなけれ ばな

らない。電力会社さんの在庫の減り具合で、電線会社に補充をかけてくるということで、日本だと電

力と電線がダブった形で在庫を持っている。製品消費情報ということで、電力さん側 は実際に使っ

た情報だけを電線側に流し、電線側で在庫管理を行って補充をしていくことで、在庫費用の低減と

緊密な関係ができている。昨年はここまで進んでいる話を聞くことができたが、従来 は電力会社さ

んが発電から送電、それから検針、料金徴収というのを一手に引き受けてやっていたわけだが、今

日では、電力の供給がだれでもやれるということで、安い電力を提供するために、取引の内容が

EDIで あるということが必須の条件になっているとの報告があった。

2.Hubbel1社 の事 例 一イ ンタ ーネ ッ トオ ンライ ンEDIサ ー ビス につ いて －

Hubbell社 とは、電力 会社 や 製造 メー カに配 電用 のコネクタや 工業用 のコンセント等 電 気 部 品を

納 めている会社 で、業 界では 中堅の電機 メーカである。そこでSMARTNetSystemと いうHubbell

社 のオ ンラインEDIシ ステムにつ いて、その 内容 の紹介 を受 けた。SMARTNetSystem構 築 のね

らいは 、人が介 在せ ず 、できるだけ企 業 間連携 、コンピュータ同士のデ ータのや り取 りを行 う高いレ

ベル でのEDIシ ステムをね らっているものだそうである。

実際 にそこで取 り扱 っている内容 は、受 注、在 庫 照 会、ステータス回 答 、貨物 追跡 、電 子 カタログ

ということで 、従来 のEDIの 受発 注 のほか に、各 製品 の在 庫照 会 に対 する回 答をす る。それ から、

発 注 の履 歴 や発 注オ ーダ のステー タスを回 答 する。そして、貨 物 追 跡 、これ はFedex(Federal

ExpressCorporation)やUPS(UniedParcelofService.lnc)等 アメリカの有名 な物 流 業者 と連 携 し
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て貨物追跡をオンラインでサポートする。また、電子カタログとしてはCADデ ータや製品の写真等

をWebで 提供する。クライアントサーバー型のシステムで在庫照会やステータス回答といったもの

は基幹のメインフレームのシステムと連携を取っているそうである。

3.Cisco社 の事 例 一イ ンタ ーネ ッ トECサ ー ビス の効 果 につ いて 一

当社は、ルータやネットワーク関連で世界的なメーカである。ここでは特にCommerceサ ービスに

ついて説明を受けた。従来のEDIか ら、WebのECサ ービスに現在移行しているようで、受注処理

のほかに納期照会、製品の価格の検索照会サービス、それからルータやネットワークの製品構成

を設計する支援のサービス、それからHubbell同 様 、配送状況、物流業者 とシステム連携等 同じよ

うなサービス内容を持っているようだった。

計画展開としては、定型的な問い合わせをまず 自動回答する、さらにEDIをWeb-EDIで 行う。

そして非定型の問い合わせ についても自動回答するような形に高めていきたいという話である。投

資効果は、2年 半で2,000万 ドルを投資して、年間億ドルの効果を上げているそうで、その効果は

非常に桁外れに大きいと感じた。

これらの事例から、2つ の感想を持った。1つ 目はアメリカでは、インターネットEDIの 普及が急ピ

ッチで進んでいるという事。そしてEDIサ ービスということでブラウザがあれ ばElectronicCommerce

を行うことができる事である。さらには従来のトラディッショナルなEDIと も連携を取った形でEDIが

行えるサービスが始まっており、単に受発注のや りとりだけではなくて、もう少し拡張した形での企

業間連携をWeb-EDIと いう形で、プロダクトを提供している。それから2つ 目は、情報システムの

力点が企業 内のシステムづくりから企業間へすでにシフトしてきているということであった。従来 の

マニファクチャリングから始まりR&Dま で、企業内の各システムの連携を取った取り組みからカスタ

マ、ファイナンス、それからサプライや等の外部とのサプライチェーンというか、こういった企業間の

連携 に対して基幹システムと連携を取った形で取り組んでいくという、企業内から企業間へ情報シ

ステムの力点が変化してきているようである。
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講演2

2-1-2米 国におけるEDI実 態調査報告とわが国におけるEDIの 現状と今後

(財)日本情報処理開発協会 調査部次長

産業情報化推進センター 総括推進課長事務取扱い・庶務課長事務い

浜中栄治





2-1-2講 演2米 国におけるEDI実 態調査報告とわが国におけるEDIの 現状と今後

【講師】

(財)日本情報処理開発協会 調査部 次長

産業情報化推進センター 総括推進課長事務取扱い

・庶務課長事務取扱い 浜中栄治

本講 演で は 「米 国にお けるEDI実 態 調査報 告」と「わが国 にお けるEDIの 現 状と今 後 」の2テ ー

マについて報 告す る。

まず 、来るべき新ネットワーク時代 は 「いつ でも、どこでも、だれ とでも」シームレスな環境 で通信 が

できるようになり、また、EC、EDI、CALSあ るいはBtoB、BtoCと いったコンセプ トに共通 して言

えることとして、1)利 用 者 本位 の社 会の実 現、2)情 報 の共 有 、3)ペ ーパ レスの推進 、 の3点

が指摘 できる。

1.米 国におけるEDI実 態調査報告

米国ではインターネットをインフラとしたECやEDIが 着実に進展しており、米国政府 におけるEDI

による調達は、政府の当初の 目標通りには実現していないものの、ECの 枠組みの中で、またイン

ターネットを活用した新しい形態へと移行している。また、EDI分 野における1998年 の重要キーワ

ードは、昨年に続いてやはりインターネットEDIで あり、それをより簡易なインタフェースとして実現

するための強力なツールとして、XMLあ るいはXML/EDIの 動 向に注 目する必要がある。

2.わ が国にお けるEDIの 現状 と今後

産業情報化推進センター(CII)が 策定したCII標 準が製造業を中心に約20業 界で採用を決め、

そのCII標 準を使用する企業も4,000社 を超えた。特に、この1年 間だけでも約1,000社 が増え

ている。EDIは 、商流EDI(受 発注)か ら物流EDI、 そして金融EDIへ の拡がりを見せ、今後は物

流と金融を中心とする業際EDIが 増え、いわゆる「商流→物流→金融」といった一気通貫のEDI

の発展が見込まれる。

最近のEDI関 連プロジェクトは通産省に限らず、農水省(生 鮮食品等取引電子化基盤 開発 事

業)や 建設省(建 設CALS/ECア クションプログラム)等でもEDIプ ロジェクトが進行中であり、特に

建設省による公共事業の電子調達構想は影響力が大きい。

今後のEDIの 更なる発展を考えたとき、インターネットそのものの脆弱性(盗 聴、改ざん、なりすま

し)は否定できないものの、TCP/IPやWeb技 術に代表されるインターネットで培われた個々の技

術を無視することはできない。むしろ、試行錯誤しながら積極 的に採用していく可能性 の方が高

い。
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EDIの 多くはVANや 公衆回線を使用しているケースが多いが、今後はオープンなネットワークで

あるインターネットを使用したインターネットEDIが 増えてくることが予想できるが、これまでのEDI

の形態が決 してなくなるわけではなく、VAN-EDIと インターネットEDIの 共存 ・棲み分けが進むと

思われる。

米国を中心にインターネットEDIの 事例が報告されているが、そのほとんどがエクストラネットであ

る。すなわち、TCP/IPに よるネットワークを用いた受発注が行われているが、そのネットワークは特

定ISP(イ ンターネットサービスプロバ イダ)間 を結 んだ閉域接続で、この分野 で有名 になった

AIAG-ANX(米 国自動車工業会のインターネットEDI)も 同じである。

わが国でも総合電機メーカを中心にエクストラネット方式によるEDIが 始まっているが、業界等に

おけるこれまでの成果が無駄にならないように、標準メッセージの維持と、取引企業の囲いこみの

排除が特に重要である。1998(平 成10)年7月1日 「電子計算機を使用して作成する国税関係帳

簿書類の保 存方法等の特例に関する法律」が施行され、1999(平 成11)年1月 から帳簿の電子

保存が可能 になる。この法律によれば、電子保存を希望する場合、電子保存 開始5ヶ 月前に「電

子計算機及びプログラムの概要、申請書」等を所轄税務署等に提 出することになっている(法律上

は3ヶ 月前、施行後1年 以内は経過措置で5ヶ 月)。例えば、1998年7月 に申請すれば、12

月の決算後1999年1月 から電子保存が可能になる。対象は所得税法 、法人税法であり、仕訳

帳、支払伝票、総勘定元帳、決算書等が具体的な帳簿書類になる。この法律 の施行により企業 に

おける帳簿の電子保存が進み、EDIの 導入が加速するものと期待できる。

なお、本講演では講演内容に関連するURLを 可能な限り示すことにより、参加者の理解と最新

情報の入手が促進されるように配慮された。

(hamanaka@jipdec.orjp)
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亘Dl推 進協議会普及研修会 1998.6.30

「米 国 におけるEDI実 態調査報告」

と
「わが 国 にお けるEDIの 現状 と今後 」

浜中 栄治
hamanaka@jipdec.or.jp

EDI推 進 協 議 会(JEDIC)

http:〃www.ecom.or.jp/jedic/index.htm

(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協 会 ・産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー(JIPDEC-Cll)

h廿P=〃www.jipdec.or.jp/

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進センター)〉

図 一1

<Copyright(c)1998>

構 成

シ

米 国 におけるEDI実 態調蔓報告

2・わが 国 におけるEDIの 現状 と今後

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 .JIPDECCII((財)日 本情酬 醐 発協会.麟 情報化推進セ ン=〉

図 一2
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新 ネ ッ トワーク時代 の基本 コンセプ ト

◆ クローズか らオープンへ

◆ 集 中 ・独 占か ら分散 ・共有(共 生 ・協調)へ

◆ シングルか らマルチへ

◆ 標準化でシームレスな環境へ ・

ぽ いつで も、どこで も、だれ とで も

:::蕊 認1誌 ㍍ 晶 二t∵lnlernet-...

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処 ム イ セ ンター)〉<(剛

図 一3

EC(電 子商取引)が 目指 す もの

〉

1.懸 屋 者本 位の 社会 の実 現;

安価 、 高 品質 、短 納 期 、簡 便 、 安全

2.情 報 の共有;

組織 体(企 業 、 行政 、社会(国 内、 国際))

利 用 者(消 費者)

3。 ペーパ レスの推 進;
'正 確性

、効 率性 、信頼 性

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処 理開発協会 ・産 業情報化推進セ ンター)〉<CopyW醐(c)1998>
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1.米 国 にお けるEDI実 態 調 査報 告

DISA、FACNET、GSA、IETF、XML、 イ ン タ ー ネ ッ トEDI

〈JEOIC(EDl推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一5

<Copyright(c)1998>

米 国 に お け るEC,EDI,lnternet最 新 動 向

1997回 顧

UN/ECE/WP.4がUN/CEFACTに 改 組

EDIの 重 要 性 が 再 認 識

XML/EDIの 登 場

OO-ediの 登 場CEFACTとASCX12のSITGに よ り検 討

OO-ediプ ロ トタ イ プ は 、1998年 末 ま で に 開 発 さ れ る

CORBA(CommonObjectRequestBrokerArchitecture)に 注 目

企 業 内EDIの 重 要 性 の 認 識:

ERP(EnterpriseResourcePlanning)と の 連 携

1998予 測
TheYearoflnternetEDl

VANは エ ク ス トラ ネ ッ トの プ ロバ イ ダ と して 再編 成 され る

WebEDlと ア プ リケ ー シ ョ ン プ ロ グ ラ ム と の連 携

XML/EDIの 台 頭

〈JEDIC(EDl推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処 理開発協会 ・産業情報化推進 センタ ー)〉

図 一6

<Copyright{c}1998>
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DlSAl98
ElectronicCommerce&EDl

Conference&Exposition

TheWorld'sLeadingConferenceonElectronicCommerce

MARCH30-APRIL1,1998

DISNEY`SCORONADOSPRINGSRESORT,ORI_ANDO,FL

DISAig9
ELECTRONICCOMMERCECONFE≡RENCE_

TheWorld`sLeadingConferenceonElectronicCommerce

APRIL12-14,1999

CAESARSPALACELASVEGAS,NEVADA

http=//www・disa・org/

〈JEDIC(ED1推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cl1((財)日 本情報処理開発協会 ・産 業情報化推進センタ ー)〉

図 一7

<Copyright(c)1998>

KeynoteSpeaker:

StephenSavignano

SeniorVicePresidentandGeneralManager

NetscapeCommunicationsCorporation

Keyphrases=

lnternetlnnovationandEDI.ExplosivelnternetGrowth

SupPlyChainlntegration.

KillerExtranetApplication.BtoBoutpacesBtoC

EvolutionofComputing.EvolutionofEC

EDIoverExtranetsistheOpportunity.

MoreBusinessconnectedvialnternet.

TheRoleofEDI=

EDIcriteria,standardiskey.Rapidlyusedeverywhere.

Transparentlyaccesed.lnternetEDIsolutionsemerge.

ReducedTransactionsfee.ConnectivityBrokerwillhaveleverage.

Conclusion:

CommerceModelischanging.

EDIenablesExtranet.

PackageApPlicationemerge.

Standardsarecritical.

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進 センター)〉

図 一8

<(;opyright(c}1998>
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米国におけるEDI実 態調査報告
産業情報化推進センターの委託により、米国の調査会社がヒアリングと文献によ り実施したものです。

〈 要 約 〉

● ク リン トン政権のEDI導 入 による調達 改革は、当初、全連邦政府機 関 に
FACNETの 導入を義務づ けていたが、その後、立ち消え とな り、FACNETも 大

幅な修正 を余儀な くされた。

● 一方 、 イ ンターネ ッ トの一般 への普 及 が進 む につれ 、政府 機 関の 中で も 自主

的 にイ ンタ ーネ ッ トによ る業務 改 革 を図 る傾 向が 見 られ 、GSA(General

ServiceAgency:共 通 役 務 庁)やNASA(NationalAeronauticsandSpace

Administration=米 航 空 宇 宙 局)な ど 、 積 極 的 に イ ン タ ー ネ ッ トを活 用 して い

る。

● 現在では、連邦政府 による情報技術 による業務改革は、イ ンターネ ッ トを中

心 とした ものへ と焦点を移 し、EDIやFACNETも 、よ り包括的なエ レク トロニ ッ

クコマース という枠組み の中で、新たな位置づ けを与え られている。

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一9

<Copyrtght{c)1998>

〈米国調査要約(2)〉

●IETFのEDIINTは 、これ まで、セキュ リテ ィ、HTTPへ の応用 を焦点 とす

る、3つ のイ ンターネ ッ トEDIに 関する草案を発表 している。

●互換性 につ いては、業界 団体 コマースネ ッ トがテス ト事業 を行 って お り、
4社 が互換性テス トをパス したことにな っている。

●IETFは 、PGP、S/MIMEの 両方をセ キュリテ ィ標準 として支持 して お

り、さ らに署名入 り受領書の発行機能 の付加を要請 している。

〈JEDlC(EDi推 進協拍会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一10
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"玉 誰 査
tlt・3

●XMLは 、98年2月 に正式 に標準 と して採択 されたが 、EDIへ の応用の本格化

には しば らく時間を要する もの と考 え られ る。すでにEDI/XML製 品を開発

して いるソフ トウェアベ ンダもあるが、全般的 にはXMLをEDIに 応用する こ

とが有用か否か、賛否両論が ある。

●イ ンターネ ッ トEDIへ の興味は、政府、産業 ともに非常 に高 い。多 くの業

界団体がインターネ ッ トEDI推 進のためのイニシアテ ィブを採 ってお り、ま

た、EDI|NTに よる標準設定 もすすんでいることか ら、今後、イ ンターネ ッ ト
EDIは 、一層 の普及を見せる もの と思われる。

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一11

<Copyrtght(c)1998>

<"t玉 誰 査tl"・4>

● インターネ ッ トEDIは 、その コス トの低 さのため、中小企業な どにEDIの 裾

野 を広げる もの と期待 されている。 しか し現在の ところ、 「コス トの高 い
EDIに 取 って代わる」はずのイ ンターネ ッ トEDI関 連製 品は、いずれ もコス ト
的にも性能面で も満足な水準 に至 っていな いとされている。 しか し、XMLや

OBI、ANSIの 新標準な どの登場 によ り、イ ンターネ ッ トによる ビジネス間 ト

ラ ンザクシ ョンが促進 され ていくものと期待 される。

● いかにインターネ ッ トEDIに 関心が集 まろうと、 これ までのVANに よる
EDIは 根強 く残 るものと考え られ る。ハ ー ビンジャ社の ジェームズ ・デ イ ビス

社長は、 「これまでEDIを 利用 してきた大企業 は、従来 のEDIに 満足 してい

る。イ ンターネ ッ トEDIは 、EDIの 対象企業 を中小企業 にまで拡 大す ることを

可能 にする」 と語 ってお り、今後 、VANEDIと イ ンターネ ッ トEDIは 共存 して

いく模様である。

〈JEDtc(EDI推 進協績会)〉 〈JIPDEC-CII((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進 センタ ー)〉

図 一12

<Copyrtght(c)1998>
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〈米国調査要約(5)〉

●イ ンターネ ッ トの普及が進む につれ、企業 による電子的文書交換は、
EDIと してよ りもエ レク トロニ ック コマースの一環 と して認識 されるように

な っている。米国連 邦政府の調達電子化施策は、まさにこの潮流を反映 し

てお り、イ ンターネ ッ トの普及 によ り、EDIは よ り包括 的なエ レク トロニ ッ

ク ・コマースという枠組みの 中で捉え られるよ うにな って いる。特 に
XMLのEDlへ の応用 は、それ までのイ ンターネ ッ トEDl施 策がrEDlを イ ン

ターネ ッ トに適用する」 ものであ ったのに対 し、 「イ ンターネ ッ ト技術を

EDIへ 」応用するものであ り、EDIが インターネ ッ ト・アプ リケーシ ョンの
一つ とな りつつある ことを象徴するものである

。

●EDIか らエ レク トロニ ック ・コマースへ という焦点の シフ トに伴 い、よ り

オープ ンなアーキテクチ ャー、オープンな技術が好 まれ る傾 向が見 られ

る。

〈JEDIC(EDI推 進協閉会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産 業情報化推進セ ンター)〉

図 一13

<Copy「ight(c)1998>

イ ンターネ ッ トEDIの 新 標 準
MIME-basedSecureEDl

http://www.ietf.org/internet-drafts/draft-ietf・ ・ediint-as1-07.txt

May1998

Requirementsforlnter-operablelnternetEDl
http://www.ietf.org/internet-drafts/draft-ietf-ediint-req-05.txt

8July1997

HTTPTransportforSecureEDl

h廿p://www.ietf.org/internet-drafts/draft-ietf-ediint-as2-00.txt

14November1997

GeneralDiscussion:ietf-ediint@imc.org
ToSubscribe:ietf-ediint-request@imc.org
InBody:subscribe
Archive:http://www.imc.org/ietf-ediint/

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-CH((財)日 本情報処理開発協会 ・産 業情報化推進セ ンター)〉

図 一14

<Copyr}ght(c)1998>
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1ETF草 案 「イ ン タ ー ネ ッ トEDIの 互 換 性 要 件 」

(RequirementsforlnteroperablelnternetEDI)

・機能的必要事項

暗号化アルゴリズム
鍵管理(シ ンメ トリック鍵)
鍵管理(公 開 ・プライベー ト鍵)
コンテンツの保存確認

認証、差出人確認

署名入 り受領書
暗号サービスのためのシンタ ックス、プロ トコール

・トラッキング、誤差処理の基礎

暗号化、送信
送信先メールボックスへの送信完了
受領完了

受領者によるメッセージ変換完了
送信の遅れ、エラー探知
二重送信探知

〈JEDIC(EDI推 進協語会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処 理開 発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一15

<Copyright(c)1998>

2.わ が 玉 にお け るEDIの 現 状 と△'

EC関 連 情 報 技 術 、EC関 連 推 進 組 織 、JEDIC、 連 携 指 針 、Cll標 準 、

EC・XML関 連URL、EDIの 拡 大 、 物 流EDI、 金 融EDI、

イ ンタ ー ネ ッ トEDI、 イ ンタ ー ネ ッ トの セ キ ュ リテ ィ、

APEC-lnternetEDlProject、AIAG-ANX、GE-TPN、

xDSL、 衛 星 イ ンタ ー ネ ッ ト、MITI-EC関 連 予 算 、 帳 簿 の 電 子 的 保 存

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Clt((財)日 本情報処理開発協会 ・産 業情報化推進セ ンター)〉

図 一16

<Copyrtght(c}1998>
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ECと 関連情報技術
B2B

8usi…nesst◎ …Business

絵 業間E◎}

CAL$

STEP SGML

Cll

UN/EDlFACT
ANSIXI2

B2C

Businessto

Consumer

(企業一消費者 間EC)

lCカ ー ド

電子マネー

認証 ・公証

VE/VC/El

lnternet

lnternet2

0CN

VAN,専 用 線

加 入 電 話 網

Extranet

Intranet

VPN

通信インフラ 応用形態

VM/EM/CM

XML,HTML
UML,EDMIL
PDF,VRML

文書記述言語

PGP

s/脇ME
● ● ●

暗号化技術

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進センター)〉

図 一17

<Copyright(c}1998>

EC関 連情報技術用語
'EC(ElectronicCommerce:電 子 商 取 引)

'CALS(ComPuterAcquisitionandLifecycleSuPPort=生 産 ・調 達 ・運 用 支 援 統 合 情 報 シ ス テ ム)

・STEP(StandardfortheExchangeofProductmodeldata)

・SGML(StandardGenerallzedMarkupLanguage)

'EDI(ElectronicDatalnterchangel電 子 デ ー タ交 換)

'Cll(Centerforthelnformatizationlndustry:産 業 情 報 化推 進 セ ンタ ー)

・UN/EDlFACT

(UnitedNationsRulesforElectronicDatalnterchangeforAdministration,CommerceandTransport:

行 政 、商 業 、 運 輸 の た め の 電 子 デ ー タ 交 換 に 関 す る 国 連 規 格)
'ANSI(AmericanNationalStandardslnstitute:ア メ リカ 規 格 協 会)

・VE(VirtualEnterprise)
、VC(VirtualCorporatson)→ 仮 想 企 業

・El(Enterpriselntegration:企 業 統 合)

・VM(VirtualMall)
、EM(ElectronlcMall)、CM(CyberMall)→ 仮 想 商 店 街

・OCN(OpenComputerNetwork)

・VAN(ValueAddedNetwork:付 加 価 値 通 信 網)

'VPN(VirtualPnvateNetwork:仮 想 私 設 ネ ッ トワ ー ク)

'XML(ExtensibleMarkupLanguage:拡 張 可 能 な マ ー ク付 け 言 語)

・HTML(HyperTeXtMarkupLanguage)

・UML(Un而edModelingLanguage)

・EDML(ElectronicDataMarkupLanguage)

・PDF(PortableDataFormat)

・VRML(VntualRealltyModelllngLarlguage)

・PGP(PrettyGoodPrivacy)

・S/MlME(Secure!MultipurposelnternetMailExtenslons)

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cl)((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一18
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EC
、

組,'

New! 企 業 間電 子商 取 引推 進機 構(JECALS)
1998・7・1設 立 予定(JIPDECの 付 属機 関)

(財)日 本情報処理開発協会(JIPDEC)
・産業情報化推進 センター(Cll)

EDI推 進協議会(JEDIC)

電 子商取引実証推進協議会(ECOM)
・コンピュータ緊急対応セ ンター(JPCERT/CC)

・STEP推 進セ ンター(JSTEP) 98.6

生産 ・調達 ・運用支援統合情報システム技術研究組合(NCALS)
CALS推 進協議会(CIF)

〈JEDIC(EDl推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Ctl((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進センター)〉

図 一19

<Cq馴9ht(c)1998>

EDI
、 諜 △JEDIC

(JapanElectronicDatalnterchangeCouncil)

(http:〃www.ecom.or.jp/jedic/index.htm)

・EDIの 普及 、啓
・EDIに 係 わ る業界 共通 問題 の 検 討 標 准化

・海 外 にお け るEDIの 利 用 との調 和

・会 員数61団 体 等(1998 .6現 在)

(1992.10発 足 時39)
・通商産 業省 、大 蔵省 、運 輸省 、建 販省

.〈JEDIC(ED)推 進 協 議会)〉 〈JIPDEC-Ctl((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推 進センター)〉

図 一20
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EDI推 進 協 議会(JEDIC)の 現 体 制

会 長=

副会長:

千速 晃

荒木 浩

(社)鋼 材倶楽部 理事長
新日本製鐵(株)代 表取締役社長
電気事業連合会 会長
東京電力(株)代 表取締役社長

運営委員会:

(委員長)吉 田 伸彦

(副委員長)山 本 勝

(社)鋼 材倶楽部 鉄鋼流通情報化委員会副委員長
新日本製鐵(株)営 業総括部長
電気事業連合会 情報高度化推進委員会委員長
東京電力(株)常 務取締役

国際部会= (部会長)窪 田 芳夫 東京電力(株)顧 問

普及 ・啓蒙部会=(部 会長)大 久保秀典 東芝物流(株)常 務取締役

事務局= (財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター
(JlPDEC/CII)

〈JEDlC(EDl推 進協頴会)〉 〈JIPDEC-C||((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進センター)〉

図 一21

<Copyright(c)1998>

EDI推 進 協 議会(JEDIC)の 新 体 制

(平成10年 度)

会 長=

副会長=

荒木 浩 電気事業連合会 会長
東京電力(株)代 表取締役社長
石油化学工業協会

運営委員会:

(委員長)山 本 勝

(副委員長)

電気事業連合会 情報高度化推進委員会委員長
東京電力(株)常 務取締役
石油化学工業協会

国際部会: (部会長)窪 田 芳夫 東京電力(株)顧 問

普及 ・啓蒙部会:(部 会長)大 久保秀典 東芝物流(株)常 務取締役

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Ctl((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一22
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EDI推 進 協議会(JEDIC)会 員 (61会 員:1998.6)

htt:〃www.ecom.or.'/'edic/iedic/member1.htm

工ーアイエムジヤパン

機工VANセ ンター

(社)鋼材倶楽部

(財胤違科学技術センター

(社)情報サービス産業協会

石油化学工業協会

(社}セメント協会

繊維産業構造改善事業協会

全国自動車用品工業会

全日本電設資材勧業協同組合連合会

〔社}日本アパレル産業協会

(社}日本ガス協会

〔社}日本建材産藁協会

(社旧本情報システム・ユーザー協会

(社旧本電気計測器工業会

日本電気大型店協会

(社}日本電線工業会

日本百貨店協会

(財旧本貿易関係手続簡易化協会

{社旧本ロジスティクスシステム協会

{財}流通システム開発センター

(財}エンジニアリング振興協会

(社)軽金属協会

(社)港湾物流情報システム協会

写真業界流通情報システム協議会

(財}情報処理相互運用技術協会

(財}石油産業活性化センター

全国コイルセンター工業組合

全国鉄鋼特約店連合会

(社}全日本文具協会

日本インターネット協会

日本紙商団体連合会

(社田本広告業協会

日本製紙連合会

(社)日本電機工業会

(社}日本電子機械工業会

(社田本パーソナルコンピュータソフトウェア協会

日本フォーム印刷工業連合会

日本紡績協会

物流EDI推進機構

旅行EDI研究会

〔財1家電製 品協会

{財)建設業振興基金

(財間 間 育報化協力センター

(財)住宅産業情報サービス

{財1生活用品振興センター

石油連盟

(社)全国自動車部品商団体連合会

全国電機卸商組合連合会

電気事業連合会

日本化学繊維協會

(社順 本玩具協会

{社順 本自動車工業会

日本チェーンストア協会

{社}日本電気制御機器工業会

(社1日本電子工業振興協会

(社旧 本半導体製造装置協会

(社順 本貿易会

日本優良家具販売協同組合

ユニックス・ビジネス・アソシエーション

(財順本情報処理開発協会/

産業情報化推進センター

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情 報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一23
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情報処理振興審融五(1986,19911996)

・こ れ ま で に 策 定 さ れ た 連 携 指 針(13)

鉄鋼業(1986)電 子出版業(抱88)

中古 自:動車販売業 臼986)電 弓斉麟 製造業{1988)
電気事業{1987)紙 流通業{1988)

家具業界 ◎987}機 械工具業(1990)
国内陸上貨物取弓1及び輸送 ・保管業{'ig97.6)

電気4団 体 臼…99董)

建設業 恨9・1…)

住宅設備機器等流通業{†992}
国際海上貨物輸送業{1…995β)

(h技P:〃wwwjipde《;.or,jp/cii/renkeiQl.html>

・連携指針の狙い

企業が広く連携 してコンピュータを効率的に利用する一とを促進

するための指針

・連 携利 用 の イメ ー ジ

EDI/EC、 共 同DB、 共通ソフ ト利用等

・連携利用実現のための手段

ビジネスプロ トコルの標準化等

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JtPDEC-CIS((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一24
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Cl1標 準 ビ ジ ネ ス プ ロ ト コ ル 識 別 子(BPID)登 録状況(1998.6)

識別子 登録年 標準メッセージ開発機関

EIAJ1989

FEPC1991

JEMA1992

JCMA1992

(社)日 本電子機械工業会

電気事業連合会

(社)日 本電機工業会

)日 工 ム

EDIセ ン タ ー

TRPT1994

JTRN1995

物流EDl推 進機構

国内物流標準((社)日 本ロジステ ィクスシステム協会

/物 流EDl推 進機構)

NEWS1995

WAVE1997

(社)日 本新聞協会広告委員会

(社)日 本広告業協会

JPCA1991

CINT1992

HllS1992

JISI1992

VMDI1992

HOME1994

JGAS1994

TIRA1995

JAMA1996

CPSD1996

石油化学工業協会

(財)建 設業振興基金 建設産業情報化推進センター

(財)住 宅産業情報サービス

(社)鋼 材倶楽部

食品業界企業間情報 システム研究会

ホームセンターシステム研究会

(社)日 本ガス協会

繊維産業構造改善事業協会

(社)日 本 自動車工業会

通信資材EDl推 進部会

〈JEDIC(EDI推 進協蹟会)〉 〈JIPDEC-C||((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進 センター)〉

図 一25
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金頭 標 準 企 業 コ ー ド登録数推移(1998.6.15現 在4,447件)
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〈JEDIC(EDI推 進協柏会)〉 〈J|PDEC・Cll((財)日 本情報処理開 発協会 ・産 業情報化推進セ ンタ ー)〉
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EC関 連組織のURL (1998.6)

(財)日 本情報処理 開発協会(」1PDEC>:h駄p:〃wwwjipdec.o輻jp/

産業情 報 化推進 セ ンタ ー(Cll>;h廿p;〃wwwＬipdec.or婚/6ilc‖,htrn

ED1推 進 協 議 会(JEDIC):憧P:〃www,ecom.orj前ediC加dex、htm

電子商取引実証推進協議会(ECOM>:酷pl〃www.ecom,oEjp/
コンピュータ緊急対応 センター(JPCERT/CC)=http=獅wwJPce庄orjp!

.

STEP推 進 セ ン タ ー(JSTEP):酷P謝www.istep,npdecぶoLiP/

CALS技 術 研 究 組 合(NCALS):h廿p:〃 …w.ncals.cif.orjp/ncals/

CALS推 進 協 議 会(CIF):h廿p:〃www.cif.orjp/

総 務 庁:h廿P:〃 …w.somucho.gojp/gyoukan/kanri/kanri」.htm

通 商 産 業 省=h廿P:〃www・miti・90・jP/

郵 政 省:h廿P=〃w….mpt.go.jp/

lSOC(イ ン タ ー ネ ッ ト協 会)lETF部 会:h廿P:〃 …w.imc.org/ietf-ediinV

W3C(WorldWideWebConsoπium):h廿p=//www.w3.org/

国 連 一欧 州 経 済 委 員 会=http=〃www.unicc.org/unece/trade/untdid/Welcome.html

米 国DISA=h廿p=〃www.disa.org/

〈JEDIC(ED|推 進協議会)〉 〈JlPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産 業情報化推進セ ンター)〉

図 一27
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XML関 連URL
XML(eXtensibleMarkupLanguage=拡 張 可 能 な マ ー ク 付 け 言 語)

XMLFAQ(拡 張 可 能 な マ ー ク 付 け 言 語 に つ い て の よ く 尋 ね ら れ る 質 問 集)

→http:〃www.fxis.co.jp/DMS/sgml/xml/xm肝aq.html(Draft1.1(1997.10.1))

http:〃…w.ucc.ie/xm1/(Version1.3(1998.6.1):英 語)

X12/XMLFAQ

→http=〃www.disa.org/x12/xl2xmlfaq.html

GuidelinesforusingXMLforElectronicDatalnterchange

→http=〃www.geocities.com/VVallStreet/Floor/5815/guide.htm

WWW用 数 式 記 述 マ ー ク ア ッ プ 言 語rMathML」 の 勧 告 案

→http=//www.w3.org/Math/

2次 元 グ ラ フ ィ ッ ク ス 記 述 言 語rVML(VectorMarkupLanguage)」

→http=//www.w3.org/Submission/1998/08/

SMIL(WWW上 で ビデ オ とテ キ ス トを シ ン ク ロ)を 正 式 勧 告

→http://www.w3.org/Press/1998/SMIL-REC

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-CII((財)日 本情報処理開発協会 ・産 業情報化推進セ ンター)〉

図 一28
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EDIの 拡 大(商 流+物 流+金 融)

一

発注者

商 流EDI

受注者

流EDI

運送事業者 ∠コ

倉庫事業者

⑳
、

¥

関機融金

¥

麟

企細EC(Bt・B)蝶 消費者間E6(Bt・C∫'

電子商取引(EC)

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-C|1((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一29

<Copy屯h()

.、EDIの と
■イ アル

油
学
石
化

醜
草

子
器
電
機

¥
¥ 金融 物流 鋼

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JlPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一30
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流EDI:目iJiの き

1995.6 連携指針:運 輸省

国際海上貨物輸送業

1997.5総 合 物流施 策大 綱(閣 議 決定)

1997.6 連携指針:通 産省、運輸省

国内陸上貨物取引及び輸送 ・保管業

1999.10次 期 海 上 貨 物 通 関 情 報 処 理 シス テ ム

(Sea-NACCS)
→(汎 用 端 末 、UN/EDIFACT採 用)

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC・Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一31

<(;opyrtght(C)1998>

玉 内, 流EDl 西港JTRN'、

1.JTRNの5つ の 特 徴

・CIIシ ンタックスルールの採用

・全ての産業界に適用できる国内統一の汎用物流EDI標 準

・汎用標準か ら必要な部分だけを切 り出 して、荷主業界ごとにサブセッ トを作ることを奨励
・理論的にではな く、実務者が集まって現実的に開発
・利用業界参加型による開発保守体制 「物流EDI推 進委員会」を確立

JTRN自 体のデ ータエ レメ ン トは全 体で約500。

EIAJサ ブセ ッ トとして は170項 目(運 送 業務10メ ッセ ージ)。

JPCA(石 油化学工業協 会)サ ブセ ッ トと しては200項 目。

(運 送業務5メ ッセー ジ、倉庫業 務15メ ッセ ー ジ)

2.JTRN 、、 こ EDl

荷主企業 ・運送事業者間(運 送業務)、 荷主企業 ・倉庫事業者間(倉 庫業務 ・運送業務)、
運送事業者相互間(中 継運送、共同輸配送)、 倉庫事業者 ・運送事業者間(運 送業務)が 対象。
今後は、鉄道輸送、船舶輸送、航空輸送等の分野まで拡大の意向。

3.JTRN逼 潅 い__"・

開発終 了JTRN標 準 メ ッセ ージ:

運送EDI標 準 メ ッセー ジ:11種 、倉 庫EDI標 準 メ ッセ ー ジ:19種

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈J|PDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一32
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金 融EDI:最 近 の動 き

国内金融EDl
1996.12=全 銀 協 マ ッチ ング 方 式 の 採 用

1997.3:全 銀 協 全 銀 手 順TCP/lP採 用

国際金融EDl
1997.7:大 蔵 省 、 通 産 省 、運 輸 省

貿易金融EDI調 査研究会設置
1997.12=大 蔵 省 、 通 産 省 、 運 輸 省

貿易管理手続き簡素化のための
流通性書類のための電子化プロジェク ト

〈JEDIC(ED|推 進協議会)〉 〈JlPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進センター)〉<◎Dp頭ght(c)1998>

図 一33

貿易金 融EDI連 プ ロジ エク ・

1. 貿易 金 融EDI調 査 ・研 究会
・現状 の貿易実務 は、

船 荷 証 券(B/L=BillofLandin9)等 、 多 くが 書 類(紙 ベ ー ス)で 行 わ れ て い る 。
・民間事業者では、

書類の作成や不備の確認等に多大な労力が割かれているのが実態。
・書類のため 、国際間のや りと りに国際郵便 を使用する ことにな り、

その書類が貨物よりも遅延 してしまうという事態も発生。

貿易関連業界の実務フローの現状 と問題点、
世界 的な 貿易 金 融EDIプ ロ ジ ェ ク ト(Bolero等)の フ ォ ロー ・評 価 や

日本 中心の貿易金融EDIプ ロジェク トの可能性の検討。

2. EDENプ ロ ジ ェ ク ト

(ElectronicDEIiverlyofNegotiabledocument)
貿 易管 理 手続 き簡 素化 のた め の流通 性書 類 のた め の電 子 化 プ ロジ ェク ト

(参 考)ボ レ ロプ ロ ジ ェ ク ト →h廿P:〃www.boleroproject.com/bolero.nsf

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JlPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産 業情報化推進 センタ ー)〉

図 一34
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流EDIと 金 百 EDl ,、 、'のURL

(財)物 流 技 術 セ ン タ ー1--Nl・物 流EDI推 進 機 構

→h貴p://www.セransport.er.jp/

→

http:〃www亘sc.orjp/

〈JEDIC(EDl推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一35

<COP'(

EDI/EC娼 連 プ ロ ジ ェ ク ト

(1997.5)

農水省

生鮮食料等取引電子化基盤開発事業開始

(1997.6)

建設省

建 設CALS/ECア ク シ ョンプ ログ ラム策 定
httP:"…w.moc.90・jP/Policy/情 報 インフラ/johoimf・htm

http:〃www.moc.go.jp/policy/h10sesaku/yougokoukyoujigyou・htm

〈JEDtc(EDI推 進協議会)〉 J((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンタ ー)〉

図 一36
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利用形態か ら見たイ ンターネ ッ トの進化

ネ ッ トワー ク の

ネ ッ トワ ー ク

Internet

↓
NGI→

1nternet-2→

企業 内

ネ ッ トワーク

lntranet

企業間

ネ ッ トワーク

‡
1nternetEDl

96.10ク リン トン、ゴア提唱

96.10NSF+34大 学が提 唱

研究者用、100倍 の高速通信 、100以 上の大学参加

〈JEDIC(EDI推 進 協 議 会)〉 〈JIPDEC-Cil((財)日 本 情 報処 ム イ ンタ ー)〉<()opyright(c)1998>

図 一37

イ ンターネ ッ トへの 多様な アクセス形態

1'CCIWS

携 帯情 報端 末

Nc∫N:etPc

携 帯 電話

ワー プ ロ

ゲ ーム マ シ ン
InternetT∨

Car■Navi

街角情報端末

xDSL

衛星通信
OCN

VPN

CATV

ISDN

加 入臨網

〈JEDIC(EDI推 進 協議会)〉 〈J|PDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一38
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イ ン ー'、" EDIと は?

(lnternetEDI,WebEDI)

・TCP/IPネ ッ トワ ー ク を 使 用

(Thelnternet、 閉 域TCP/IPネ ッ トワ ー ク 等)

・イ ン タ ー ネ ッ ト技 術 を 使 用

(Web、E-mail、FTP等)

・標 準 デ ー タ 項 目(メ ッセ ー ジ)を 使 用

(Cll、UN/EDIFACT、ANSIXI2等)

〈JEDIC(EDl推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一39

<Copyright(c}1998>

EDI(電 子 デ ー タ交換)と は

異なる組織間で

弓のた め の メ"セ ー ジを

通信回線を介して

示准 的 な 規 約 。 な`△ ー 一 。 を 用 いて

コンピュータ(端 末 を含む)間 で交換すること

通商産業省=「 電子計算機相互運用環境整備委員会」(1988年 度)

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JlPDEC-ClI((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一40
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ネ ッ ・ワー ク環境 の変化 と

EDI而 場 の拡大 麩

V-EDI:VAN-EDI,1-EDI:InternetEDI

〈JEDIC(EDI推 進協 田会)〉 〈JIPDEC'Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産 業情報化推進セ ンター)〉

図 一41

<Copyright(c}1998>

オ ープ ンネ ッ トワーク環境 にお ける

EDIの 変 化

取引先
(特定)

ネ ッ トワーク(オ ー プン)

(2)㎡

(1)

>i臨 蹴 勘 …|i

ノ

//
取
(不

一

一(3)

〆 『＼

.VAN二 鑑1
」.

取引先
(不特定)

ネ ッ トワー ク(ク ロ ー ズ)

〈JEDIC(EDI推 進 協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進 センター)〉

図 一42

<Copyright〔c}1998>

一83一



VAN-EDIとlnternetEDIの 土ヒ

1胤.: tt← 遮)

〈JIPDEC・Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進センター)〉

図 一43

VAN間 接続 とイ ンターネ ッ ト接続

騨

〈J|PDEC-Clt((財)日 本 情 報 処 ム イ ンタ ー)〉

図 一44
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VAN-EDIとlnternetED1の 特 長 比 較

ス

ノ

ビ

タ

イ

ー

ー

テ
サ
デ

リ
値

括

性

ユ
価

一

頼

キ
加

量

信

セ
付

大

・拡 張 性

・ス ピー ド

・コス ト

少 量 多 頻 度 デ ー

● ○ ● ○ ●

〈JEDIC(EDI推 進協頴会)〉 〈JlPDEC-Cl|((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進センター)〉

図 一45

<Cqpyright(c}1998>

EDIか ら見た

イ ン タ ー'、" の セ キ ュ1 口 口頁

盗聴

皇avesdropPing

改ざん

impersonation

datacompromise

nonreudiation

〈JEDIC(EDI推 進協積会)〉 〈JIPDEC・CII((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一46
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6イ ン タ ーlkNss
におけるセ ユ1一

日
口

・セキ ュ リテ ィが心配(盗 聴、改ざん、な りす ま し、否認防止)
→イ ンターネ ッ トで送る電子メールは 「はがき」

・セキュリティ対策

→技術開発が急速に進んでいる(自 己防衛が原則)

暗号化技術、デジタル署名、ファイアウォール技術

・インターネッ トの脆弱性を問題祝するよ り、
拡張性、参加の容易性、選択肢が増えたという姿勢が重要

・メッセージが届かないことがある

→だから、信頼性が低いといわれる

到着確認を相互にすればよい(1

〈JEDIC(EDl推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開 発協会 ・産 業情報化推進セ ンター)〉

図 一47
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イ ン ー'、" EDIの 吉
日頁

㌣認iあ イ 膓1撫 繋 繍 要員裏戸子暗号)

〆

信頼性 遷額豊禦醸証
(籍eliab‖ity)・ エクス トラネ ットで解決

〈JEDIC(EDI推 進脇田会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一48
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な ぜ 、 イ ンタ ーネ ッ ・EDIか?

1.安 価 な通 信 コス ト

2.資 源 の制 約 が あ る中小企業 向 け

3.や さ しいイ ンタ フ ェース

4.ネ ッ トワー クの透過1生

5.シ ー ム レスな環 境拡 張性

6.市 場 へ の参 入 容易性

7.最 新 情報 技 術 の即 時利用

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処 理開発協会 ・産業情報化推進 セ ンター)〉<(⑭9ht(c)1998>

図 一49

亘DI:ElectronicDatalnterchange

NoEDI,NoBusiness

N◎EDI,NoP.O.(PurchaseOrder)

DoEDl,orDE.

EDLEncryptedData/DocumentInterchange

<JEDIC(EDI推 進協議会)>J((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉<(bpy酋ght(c}1998>

図 一50
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一
・APEC(ア ジア太平 洋 経済 協 力会議)

・日本 とAPEC域 内 との国 際EDI

・APEC域 内の 中小企 業 へのEDI導 入 促進

・国 際標 準(UN/EDIFACT)の 採 用

・イ ンタ ー ネ ッ トの使 用

・セ キ ュ リテ ィ対 策(相 手認 証確 認 と暗号化 機 能)

・イ ン タ ー ネ ッ トEDI導 入 ガ イ ドラ イ ン の 作 成

→http://WWw.apii.er.kr/telwg/17tel-frame.html

→http:/1www、edi.eiaj .or.jp/book,html〈H本 語 版 の 案 内)

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産 業情報化推進 センター)〉

図 一51

<Copyright(c}1998>－
MITI
通商産業省

IPA
情報処理振興事業協会

JIPDEiC/Cil

EIAJ
日本電子機械工業会

SONY
ソニ ー(日 本)

菱華マ レーシア
(マ レー シ ア)

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC・Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進センター)〉

図 一52
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イ ンタ ーネ ッ トEDI導 入 ガイ ドライ ン
(EIAJ-EDIセ ン タ ー 技 術WG1998.3)

1.は じめ に
・背景 ・目的

2.実 証 実験報告
・業務モデル ・システムの仕様

・実証実験 システムの評価

3.シ ステム設計ガイ ドライ ン
・前提条件 ・システム構成

4.ネ ッ トワーク構築ガイ ドライ ン
・イ ンターネ ッ ト利用全般

5.運 用ガイ ドライ ン
・EDlシ ステム運用

6.そ の他関連事項
・既存ネ ッ トワークとの比較

・費用概算 ・効果

・開発 した業務システムの内容

・システム設計上の留意事項

・プ ロバイダ利用

・業務運用 ・費用負担 ・運用体制

・法制度 に関する問題点への対応

・今後の展開

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JlPDEC-Cll((財)日 本情報処 理開発協会 ・産業情報化推進センタ ー)〉

図 一53
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CII標 準 による海外接続実験

・国内高炉メーカー ←→ タイ国 ・冷延鋼板製造販売会社

・タイ 国6社(60%) 、 日本5社(37%)、 韓 国1社(3%)の 合 弁 企 業

・Cll標 準の採用(標 準企業 コー ドの取得)

・ 「鉄鋼EDI標 準」をベースに輸出専用の標準メッセージを新設

輸出用出荷現品情報、輸出用圧延検査成績情報、船積通知情報

・国内高炉メーカ ←(既 存のVAN)→ 国内商社

現地拠点 ←(国 際専用回線)→ 国内商社

・TCP/IPの 採 用

・(財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター

(社)鋼 材倶楽部 ・鉄鋼EDIセ ンター

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情 報処理開発協会 ・産業情報化推進 センター)〉

図 一54
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一
米 国:

AIAG-ANX(AutomotiveNetworkeXchange):http://www .aiag.org/

GE-TPN(TradingProcessNetwork):http://www.tpn.geis .com/

国内:
NEC:

三 洋電機:

SONY:

東 芝:

日立製作所

三菱電機:

横河電機:

東京電力:

日本航空=

ミスミ:

http:〃wwwla・meshnet・or・jp/necpd/yokohama/jp/nec
_Plj.htm

http=〃www.sanyo.co.jp/HLB/indexj.html

http://www.sony.co.jp/BizPartners/Procurement/index.html

http:〃www.toshiba.co.jp/procure/index.htm

h廿P=〃 …w3.hitachi.co.jp/HPN/owa/HpWlcm.strt

http=〃www.melco.co.jp/ip/

http:〃www.yokogawa.co.jp/Products/Material/

http:〃www.tepco.co.jp/material-procure/index-」.html

http=〃www.jal.co.jp/procure/index.html

http=〃www.misumi.co.jp/

慶 雁 義 塾 大 学 榊 原 研 究 室GPOMプ ロ ジ ェ ク ト

http=〃dakar.vsr.mag.keio.ac.jp/indexj.html

〈JEDtc(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産 業情報化推進センター)〉

図 一55
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一
(AutomotivelndustryActionGroup-AutomotiveNetworkeXcahnge)

(http://www.aiag.org/)

・1994

AIAGDocument

(TradingPartnerDataTelecommunicationProtocolPosition)

→TCP/IPの 推 奨

ANXConceptdocument:1996.9発 行(非 員 で も 購 入 可 能)

・1995

Chrysler,Ford,GM企 業 間 デ ー タ 交 換 にTCP/IPを 採 用 す る こ と に

目息(endorse)
→ 自動 車 業 界 独 自のTCP/IPネ ッ トワ ー ク

〈JEDIC(EDl推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進センター)〉

図 一56
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AIAG-ANXの 概 要(2)

・AIAGTelecommunicationProjectTeam(TPT)が 中 心 に 検 討

・企業内TCP/IPネ ッ トワークか ら企業間TCP/IPネ ッ トワークへ

・単一の、セキュ リテ ィを考慮 したEC及 びデータ電送 のた めの

ネ ッ トワークの提供

・lnternetに 置き換わるものではな い

→TCP/IPネ ッ トワークに接続するネ ッ トワー クの一つであ る

ネ ッ トワーク全体管理者及び管理機能(サ ー ビス)の 設置

AIAG-ANXFAQs・htt://www.aia.or/anx/anxfa.html#ilot

ANXReleaselislaunchedonMay21,1998.

TheANXReleaselDocumentisavaiiablefororderingfromtheAIAG.

AIAGtrainingcoursesareplannedtobeofferedintheJuIy,1998

〈JEDIC(EDl推 進協議会)〉 〈JIPDEC・Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一57
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ANX⑧NetworkArchitecture
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GE-TPNの 既 1

(GeneralElectric-TradingProcessNetwork)(http://www.tpn.geis.com/)

・TPN:イ ンターネ ッ トを使 った調達方式

インターネ ッ トEDIの 導入

イ ン トラネ ッ トを 「企業 内」か ら 「企業間」へ拡大

暗号化技術 、フ ァイアウォール技術の採用
エ クス トラネ ッ トの構築

・セ キ ュ ア なEC環 境 の 提 供

・Use「au技1entioat|on

・DataEncryption(SSL)

・SQLhand-o打technique

・Flrewall-prQteCted
,proprietarylnformationdatabases

・Datamlxlng

〈JED|C(ED|推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一59
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GE-TPNの 概 要(2)
(GeneralElectric-TradingProcessNetwork)

・サ プライヤ は、

TPNサ イ トヘアクセス後、画面上の調達計画 を見なが ら、取引を行 う。

・入札は、

指名企業グループ、緊急調達価格事前指定、完全競争入札の3方 式
→購買部門の業務効率化、受発注業務のサイクルタイム短縮
→優秀な企業の選択、サプライや間の競争(既 存業者と新規参入業者)

・1994

WebSite設 置

く調達額〉
・1995

約800社(サ プライヤ)参 加、2億5,000万 ドル相当の調達
・199610億 ドル

10年 後は購入額全体の半分 をイ ンターネ ッ トでの調達計画を表 明

(全社の部品調達合計額243億 ドル(1995))

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進 センター)〉

図 一60
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1nternetEDI関 連 シス テ ム 、 サ ー ビス

・NEC

イ ン タ ー ネ ッ トEDIサ ー ビ ス

→http=//biz.biglobe.ne,jp/service/edi/index.html

イ ン ト ラ ネ ッ トサ ー ビ ス

→http=//biz.biglobe.ne.jp/service/meshHG/index.html

・ 日 立 製 作 所

TWX-21(TradeWindsonExtranet-21)

→http://www.twx-21.hitachi.ne.jp/

・富 士 通

WitWeb

→http=//lucifer.fUjitsu.co.jp/hypertext/solution/industry/Package/

Witweb/awitweb.htmI

・電 通 国 際 情 報 サ ー ビ ス

TPN(TradingProcessNetwork)

→http=//wvvw.isid.co.jp/ec/ecsps.html

http=//www.tpn.geis.com/

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC・Cli((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一61

<Copyright(c)1998>

エ クス トラネ ッ ト採用の動 き

・NEC

1997か ら段 階的 に、調達総額の9割 、約2兆 円をインターネ ッ トで
・三井物産

1998始 め 連結対象関連会社 約120社

専用 回線での取引(180社)か らの移行
・安田火災海上保険

1998.1代 理店 への情報提供

現在は1,000以 上の代理店をVANで 接続
・日産 自動 車

1998・4約250社 設計情報 、受発注業務、納期管理、請求書発行等

年間約2兆 円の部品調達全量をイ ンターネ ッ トに切 り換 え

部品設計 ～生産40日 ～10日
・関西電力

1998.10内 外情報通信網の構築

関係会社約50社 、主要取引先約20社
・日立製作所

全事業33ヶ 所がHITVANか らTWX-21へ 移 行(平 成10年 度 中)

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JlPDEC-Cll((財)日 本情報処理開 発協会 ・産 菓情報化推進セ ンター)〉

図 一62
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イ ンタ ーネ ッ 、の 高 速 利 用(地 一二系)

(上 り)http=//www.jipdec.or.jp/(bytes)28.8kbps

(下 り)(Mbytes)1.5Mbps

xDSLDiitalSubscriberLine
・既存 の電話 回線 を対象

1998年 米 ベル コア(ベ ル コミュニケー ションズ リサーチ)

・'・刑(上 りと 下 りの 速 度 が 異 な る)

・ADSL(エ シ ンメ トリ ツクDSL)

米 ベ ル サ ウ ス(98.8ニ ュ ー オ ー リン ズ で 開 始 、99末 、30都 市 予 定)

GTE(98.6開 始 、 全 米16州 、300万 世 帯 予 定)

・RADSL

・VDSL米USウ エ ス ト(98夏 開 始 予 定 、98末 、 ア リゾ ナ 州40万 世 帯)

蝸
・SDSL

・HDSL

NＴrがxDSLの 」実 験(同 一 伝 送 ケ ー ブ ル に お け るISDN回 線 と の 干 渉 問 題)

→http=〃www.at-net.ne.jp/RandD/xdsl/gaiyou.html

〈JEDIC(EDI推 進飽田会)〉 〈J|PDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一63
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イ ンターネ ッ トの高速利用(衛 星系)

衛 星 イ ン タ ・一－e－ネ ッ ト(lnternet-in-the-Sky)

(空 飛 ぶ イ ン タ ー ネ ッ ト、 バ イ パ ス ネ ッ トワー ク)

(上 り)地 上 回 線

(下 り)通 信 衛 星1.5Mbps(ア ンテ ナ+衛 星 チ ュ ーーナ:5～10万 円)

(欧 米 主 導)
・ス カ イ ブ リ ッ ジ計 画(仏 ア ル カ テ ル;東 芝 、 シ ャ ー プ も参 加)

→http://www.skybridgesatellite.com

・テ レデ シ ッ ク社 の 計 画(米 モ トロ ー ラ 、 ボ ー イ ング と共 同)

→http://www.teledesic.com/

・ス ペ ー ス ウ ェ イ 計 画(米 ヒ ュ ー ズ コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ンズ)

→http=//www.spaceway.com/

(国 内)
・NTT(51%)+JSAT(49%)(日 本 サ テ ラ イ トシ ス テ ム ズ)

→NTrSC(Nr「 サ テ ラ イ トコ ミ ュニ ケ ー シ ョ ンズ)社

1998.9企 業 向 け 、1998.12個 人 向 け サ ー ビス 開 始

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cli((財)日 本情報処 理開発協会 ・産業情報化推進センター)〉

図 一64
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lPA(情 報処理振興事業協会):EC関 連 推 進 事 業

1.工 口 二"・ コ マ ー
、 〈

、
、 EC

100億 円(平 成7年 度1次 補 正 予 算)

平 成10年(1998)3月 まで

21テ ー マ(h廿P:〃www.ipa.go.jp/ASTP/ecadopt-j.html)

2.A
古 編
目

、 〈

汐、 EC

217億 円(平 成7年 度2次 補 正 予 算)

平 成10年(1998)3月 ま で

26テ ー マ(h廿P=〃www.ipa.go.jplASTP/ECadopt2-j.html)

3.電 子商取引共通基盤整備事業

56億 円(平 成8年 度 補 正 予 算)

平 成11年(1999)3月 ま で
16テ ー マ(h廿P:〃www.ipa.go.jp/NBP/ECadopt9-j.html)

〈JEDIC(εD|推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一65
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電子商取引共通基盤整備事業に係る採択テーマ一覧
(http=//www.ipa.go.jp/NBP/ECadopt9-j.html)

1.「 インターネ ッ ト特許電子出願」の基盤技術開発及び実証実験
2.XMLとSTEPの 統合化による組織知 と技術知の蓄積と流通

3.複 合コンテンツ提供のための企業間協調環境整備 プロジェク ト
4.CADデ ータ ・EDIデ ータ交換の共通基盤構築実証実験

5.「 販促流電子化」のための共通基盤技術開発と実証実験

6.貿 易管理手続き簡素化のための流通性書類の電子化プロジェク ト
7.SET/SECEプ ロダク トの相互運用性確保に関する検証用テス トプログラムの技術開発

8.EC実 用化を目指 したモール構築およびインフラ整備技術の開発実験
9.イ ンターネッ トを利用 した有価証券の電子取引の実証実験
10.石 油化学業界エクス トラネッ ト基盤システム実証実験
CALSに よる産業基盤の強化一化学産業を中心にして一

11.建 設CALS/EC公 共調達用基盤技術実証実験 プロジェク ト
12.企 業間EC技 術基盤研究

13.FAデ バイス制御システムのオープン化に関する共通基盤技術開発
14.プ ラン ト統合データ ・ウエアハウスの構築とこれをベースとした企業間ECの 実証実験

15.コ ンサー トにおける電子チケッ ト(チ ケ ッ トレス)流 通システムの開発
16.ア ルミニウム産業における電子商取引推進のためのEDI標 準化 ・システム開発 ・実験

〈JEDIC(EDI推 進協鰻 会)〉 〈JIPDEC-Cil((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一66
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・'成10 '
。 産"・ 生 ヒ 施

総額
平成9年 度予算

・中小 ・中堅企業への電子商取引の普及促進(374→308)

地域産業情報高度化支援事業(109→74)

電子商取引普及促進事業(265→234)

中心市街地電子商取引導入促進事業0→50)

・中小企業向け業務 アプ リケーシ ョンソフ トウェアの開発事業等

(2,507→3,755)
・高度物流情報化 システムの構築(0→930)

・電子商取引関連基盤技術 の開発 ・実証(0→434)

・外国為替及び外国貿易法関連手続 きの電子化(0→234)

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈J|PDEC-C|1((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一67
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情報関連総合経済対策の概要

〈予算〉 総 額 約1,100億 円

・電子商取引の本格的導入促進 【約500億 円】

・次世代デ ジタル産業創造 【約265億 円】

〈次世代ソフ トウェア、先導的 コンテンツ、ベンチャー債務保証)
・教育の情報化 【約150億 円】

〈情報学習サポー ト事業、ポス ト100校 プロジxク ト)
・地域の情報化 【約95億 円】

(情報化街づくり推進事業、次世代 創Sモ デル事業)
・医療 ・福祉の情報化 【約30億 円】

(へき地医療遠隔診断システム、デジタル検診システム、

高齢者 ・障害者支援型情報システム)
・基盤的研究開発の推進 【約60億 円】

〈電子デバイス基盤技術開発)

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処 理開発協会 ・産業情報化推進センタ ー)〉

図 一68

-96一

<Copyright(C}1998>



法律第二十五号 電子計算機を使用 して作成ずる

10.3.31

官 報 号 外 特 第5号

第一条 趣旨
第二条 定義
第三条 他の国税に関する法律との関係
第四条 国税関係帳簿書類の電磁的記録による保存等
第五条 国税関係帳簿書類の電子計算機出力マイクロフィルムによる保存等
第六条 電磁的記録による保存等の承認の申請等
第七条 電磁的記録による保存等の承認に係る変更
第八条 電磁的記録による保存等の承認の取消し
第九条 電子計算機出力マイクロフィルムによる保存等の承認に対する準用
第十条 電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存
第十一条 他の国税に関する法律の規定の適用

附則
・施行期 日 平成十年七 月一 日

・経過措置

大蔵大臣 松永 光
内閣総理大臣 橋本 龍太郎

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JlPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推 進センタ ー)〉

図 一69
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電 子 計 算 機 を使用して作成する国税 関 係 帳 簿 書 類 の

保存方法等の特例に関する法 律

1999・'111、 、 工 栢

・電子保存開始5ヶ 月前に 「電子計算機及びプログラムの概要、申請書」等を
所轄税務署等 に提出
→ 法律上は3ヶ 月前、施行後1年 以内は経過措置で5ヶ 月
・7月 申請 →12月 決算 →99年1月 から電子保存可能

・対象:所 得税法、法人税法
仕訳帳、支払伝票、総勘定元帳、決算書 等

・第四条 保存義務者は、国税関係帳簿の全部又は一部について、
自己が最初の記録段階から一貫 して電子計算機を使用して

作成する場合であって …
・システム要件:

データ更新履歴が追跡できる
勘定科 目や取引日時で検索可能
データのフォーマッ トは限定 しない

企業における帳簿の電子保存

↓ ↓

EDIの 導入が加速

〈JEDIC(EDI推 進協議会)〉 〈JIPDEC'Cll((財)日 本情報処 理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一70
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EDI推 進協議会(JEDIC)

EDIフ ォ ー ラ ム1998

エ レクbロ ニ ・yクコマース 《EC)の

国際 展開

革威10年7目10日 《金》

10:00～15:30

会 場:機 械 振 興 会 館(東 京 都 港 区 芝 公 園)

cii-sec@jipdec.or.jp

http=//www.ecom.or.jp/jedic/news/forum98.htm

〈JEDIC(ED|推 進 協 議 会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本 情 報処 ム イ セ ンタ ー)〉<CoPy「ight(c)1998>

図 一71

EDI推 進 協 議 会(JEDIC)

平成10年 度第2回 普及研修会

ED]旭C関 連の最新標準化動向

5F威10i年9目4日 《金 》

10:00・ ～16:00

会 場:機 械 振 興 会 館(東 京 都 港 区 芝 公 園)

cii-sec@jipdec.or.jp

h廿p=//www.ecom.or.jp/jedic/news/semi98.htm

〈JEDIC(EDl推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進セ ンター)〉

図 一 了2
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〈JED℃(EDI推 進協議会)〉 〈JlPDEC-CII((財)日 本情報処理開発協会 ・産 業情報化推進センター)〉

図 一73
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1998.6.30

浜 中 栄 治

hamanaka@jipdec.or.jp

〒105-OO11港 区 芝 公 園3-5-8機 械 振 興 会 館 電 話03-3432-9386FAXO3-3432-9389

財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開 発 協 会(JIPDEC)

調 査 部 次 長

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー(CII)総 括 推 進 課 長

http:〃www.jipdec.or.jp/

EDI推 進 協 議 会(JEDIC)事 務 局

http://www.ecom.or.jp/jedic/index.htm

〈JEDIC(EDl推 進協議会)〉 〈JIPDEC-Cll((財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推 進セ ンター)〉

図 一74
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平成10年7月 設 立(予 定)。

平 成11年 度 末 まで の 活 動 を予 定 。

2.(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協 会(JIPDEC)の 付 属 機 関。

ただし、独 立 採算 。

3.活 動 内容 等(後 掲)。

4.場 所 は生 産 ・調 達 ・運 用 支 援 統 合 情 報 システム技 術 研 究

組 合(NCALS)と 同 じ(タイム24ビ ル10F:予 定)。

5.今 後 の スケジュー ル(後 掲)。

図 一75

活動の基本方針

活動期間
2年 間をスコープに入れた活動期間

2.活 動 方 針

(1)二 一ズ オ リエンテ ド

(2)ユ ー ザ 主 導

(3)プ ロジェクト中 心

3.活 動 目標

(1)従 来のR&D、 実 証実験 の成果を踏 まえ、

実用化、国際標準化を目指して

(2)企 業間電子商取 引の裾 野拡大

図 一76
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役割

企 業間電子商取引のユーザ主導による実用化推進

生産・調達・運用支援統合情報システム技術研究組合(NCALS)等 におけ

るCALS、STEP、 企業間EC/EDI等 の実証実験の成果を継承・集約し、
企業間電子商取引の共通基盤・コンセプトを確立。

調達/販 売、設計/製 造、運用/保 守、廃棄/再 利用のライフサイクルに
資金流、物流等を加えた企業活動全般にわたる電子商取引の推進。

これらに必要な技術開発、業際ビジネス基盤の開発、取引ルールのモデル

化・標準化など実用化を目指したプロジェクトを実施。

国際標準化活動の推進強化

STEP推 進センター(JSTEP)の 標準化活動を継承し、国際標準化活動に

我が国ユーザの意見の反映、新規格提案へ向けた活動等の実施。
-CALSに 関する国際標準化活動も推進。

産業界への普及促進

CALS推 進協議会(CIF)と の連携のもと、技術動向や導入事例などの情報

発信による普及啓蒙。
一 ユーザの声を集約し、プロジェクトに反映。

図 一77

＼会員構成(案)

評箇会員

正会員

1300万 円/年

団体加入 も可

評議会(仮 称)メ ンバー、運営委員会(仮 称)メ ンバー

運営、事業内容、実施プ0ジ ェクト等に関する意思決定

常駐研究員派遣、各種部会・連絡会 ・WG活 動に参加

300万 円/年

団体加入は600万 円/年

プロジェクト主導・参加(複 数)

常駐研究員派遣、各種部会・連絡会・WG活 動参加

一般会 員80万 円/年

事業成果、関連情報等の情報収集、プロジェクト参加

定期的情報配布、セミナー等への優先参加

(注)次 買替考参照

図 一78
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委員会構成(案)

評蹴合

(社 長クラス)

運営委員会
技術'プ ロジェクト部会

普及促進部会

標準化部会
SO国 内対策委員会

JlS化 委員会

プ ロジェクト連絡会

・外部プ ロジェク ト(CALS/ED}

連携 ・■蔓 ・情 報交換

関連)と の

図 一79,

事務局体制(案)

総務部

掴査広報部

ロジ ェク ト

国際標準
推進部

総務課

経理問

広報日

企■頂整艮

技術問
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プロジェクト実施体制(実 用化推進)イ 〆一ジ 』

付 属 機 関 内 プ ロ ジ ェ ク ト プロジェクト連絡会i

常駐研究員 標準化 普及型 統合型 その他プロジェクトとの連携
|'

電 子 化 ドキ ュメンテ ーシ ョン^

、SGMLHTMＬXML等 禽 奎 帯
皮1度1

デジ タルモ デ リング ㌘
STE⇔|GESVRMＬERP等 1〆

一1]

鱗]
勲

里
民1ぎ

関=運 還 ＼

謬 系緩
1-'一 そ
ジ ぱ ≡ 遼ミ

,芦 渓

r㍗

'

業 際 ビジ ネ ス プ ロ セ スe㌧:

EDIFACT,Cll.BSR等.
、 凝
'=へ

鰹 嘉鞠 総。 ・〇 三・∵
」

く二

i-}〉 ■τ

こ ー こい
_

,ぺ く_

〆 ♂

'

コ ラボ レー シ ョン ・ネ ッ トワ ー キ ン グ ・,

TCP/1⇔CORBAセ キュリティ.認 証等 ご「〔

勧)1]

芭

:
紫蘂㌫鵠灘 ㌘"'
、

'
_ロ

ー

ヤ♪
!

'

図 一81

・統合データウエアハウスによるコラボレーション環境の構築

・サプライチェーンにおける業際的な情報共有環境の構築

・セキュアな電子調達/決 済プロトコルの開発

'電子商 談業際ビジネス規約の開発

図 一82
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プロジェクト推進イメージ

統合デ ータベース ClosedNetwork OpenNetwork

電子化ドキュメンテーション

デジタルモデリング
標準 化'

技術開発

業際ビジネスプロセス

情報資源統合化

タ
ウ
エ
ア
ハ
ウ
ズ
に
衷
.

川
シ
ヨ
ジ
環
境
の
構
築

統
合
諺
遼

可
ヴ
飛
レ
ポ

コラポレーションネットワーキング

サ
プ
ラ
イ
チ
エ
ー
ン
に
お
け
る
・

業
際
的
な
情
報
共
有
環
境
の
構
築

一
.
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ル
,な
部
品
サ

分 の
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蟹 夢

プ
ラ
イ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
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の
構

築

ビジネスルール標準化(制度)

図 一83

、、、㌧今 後 の ス ケ ジ ュー ル(案),,.,
』べ ∫ぷ ・,一 ・・..㍍ ㌧(・,ぐ ・

4月 5月 6月 7月

準
備
委
員
会
等

△ △ '、

第1回 設立準 備委員会

①新組債の棒倒・収支計■
②プロジェクト・事象内容
③評■会委員、出向者等

第2回設立準備委員会
①蓮宮規相等規程案
②事集計口裏
③収支予算薬

第3回 設立準備委 員会

①JIPDEC理 事会案確認
②作集四壁事項

△ ∧

冨1口鏡筒プOジェクト
●金■o舎
・プロジェクト治定●

第2口伎爾プロジェクト
田●●霞台
・予口実抱体鯛●

1口日枝爾プロ`エクト
o金 準■舎
実施計■・幽同者●

J
l
P
D
E
C

▲

準債室開設

(

評抱会等メンバー等会則仮入会手続き

▲

理事会(6〆17)

新組

織

工事 ・移転 等
新組織発足

ξ/1)▲ ▲

評齢 開催 運営委員会
(7'10)開 催

●

図 一84
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(別 添)

テーマ1:統 合 データウエアハ ウスによる

コラボ レーション環境 の構 築

・ モデル業種

一 水平統 合:船 舶 、航 空機、プラント、

建設 、土木
一 垂直統合:自 動車

・ ターゲット

共通プラットフォームの構築

(設 計製造プロセスを中心に業務モデ

ルを作成 し、目的別のデータベースや

システムを統 合化し、段階的な業務革

新の手法として実用化を図る)

・STEPAP202 ,203,214,PDMschemaな

どによるデータマッピング

・ 日米独のSTEPセ ンタによる国際協 力

・NCALS/JSTEPの 活 動成果

一 実証(CITIS、PDM連 携)、 自動車

(分 散PDM)、 プラント、鉄鋼設備、

JSTEP(HLDAI)な ど

一
－
PDM

一－
CAD

一－
CAM

一
－
CAE

一
－

ERP

こ～一ぐ ＼ ▽ノ ＼7ノ

企画、設計、製造、明達 、販売、保守

へ

API

i

i
j

1

ママ

嚢(=

.1.、

.}6一 后1、㎝ ぱ .鏑ひ

1

)
一
一 、
既存

1撚1

・逗

一－
A言

一
一
)(
AP214

一
ーレ
AP2XX

巳 レ徽惑i箋一 ソ

図 一85

テーマ2サ プライチェーン1お ける

業際的な情報共有環境の構築

セットメーカ

素材メーカ

ー 公的文書(届 出、法規等)の 交換サービス

セキュリティの確保

海外ネットワークとの接続 など

NCALSの 活動 成果

実証、全業種に各種標準インタフェース

部品メーカ

販 店

塑 蕉ACT:1跡Mζ

鼎,鰯 鱗介

官庁

図 一86

一105一



テ ー マ3 セキュアな電子調達/決 済

プロトコルの開発

モデル業種

電力など

ターゲット

業際ビジネスプロセスの開発・標準化

一 企業間決済業務モデルに必要な

各種トランザクション(売掛・買掛

通知、取引明細通知、変更通知、
ネッティング等)プ ロトコルを
EDIFAcr/CIIを ベースに構築

セキュア通信、企業認証などによ

るオープンネットワーク対応

NCALSの 活動 成果

(電子決済は実証の対象外)対 象システム

販
売
先

↓
E
D
ー

↑

図 一87

テー マ4 電子商談業際ビジネス規約の

開発
・ モデル業種

一 流通

・ ターゲット

業際ビジネスプロセスの開発・標準化

一 基本契約等の初期商談が成立し

小売/調 達側

妻
た後での電子商談
一 流通、卸/メ ーカ間での、商 品情

報(画 像)の 授受、商 品選 定、商

品マスター、自社データベースの

更新までの ワークフローを支援

一 共 同応札、渉 外、公証への発展

・NCALSの 活 動 成 果

一 実証(CITIS)、 船 舶(電 子承認)、

自動車(デ ジタルプロセス)、

ソフト(協調的 問題 解決)な ど

ム・

＼

卸/メ ーカ

熱

}

/

ロド ドヰチふイ ぶ

主契約企業・ ＼噸 驚

共同センター

図 一88
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テーマ5グ ローバ ルな部 品サプライ

ネットワークの構築
モデル業種

電子カタログ:家電、電子機器・部品

標準部品ライブラリ:プラント

ターゲット
共通プラットフォームの構築

(共通辞書、部品の電子調達、部品情報

の設計への反映など、製造業全体の情

報インフラの構築とアジアへの国際協力)

実現する技術

WWWサ ーバからのXMLに よる検索

製品情報データベースへの検索と必

要な情報のみの抽出
(Java,CORBA,STEP,PDMな ど)

NCALSの 活動成果

電子機器・部品、鉄鋼設備、プラント、
ソフト、建設CADな ど部品情報の標

準化、電子化

図 一89

テ ー マ6

・ モデル業種

一 自動車など

・ ターゲット

分散オブジェクトの電子流通

プロトコルの開発

分散オブジェクトの電子流通に必要な共通

ソースデータベースの基盤確立

(分 散オブジェクト技術と、EDIFACT、

STEP、SGML等 の 交換規 約の統合化)

実 現する技術

一 分散オブジェクト技 術

－STEPAP232技 術 データパッケージ、

文 書 、図 面 、画 像 、

プr埠

レ ー

電子商取引の

実用化

,'守
電 子文書パッケージ

⇔
UN/EDIFACrエ ン ベ ロー プ 、Open-edi

参 照 モ デ ル(業 務 シ ナ リオ)

・璽嫌驚㌫
_「ピ 疾

鉄鋼EC、 鉄 鋼設備(エ ージェント)など

図 一90
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テ ー マ7
モデル業種

自動車、家電など

(意匠性の高い曲面の設計部門)

ターゲット
デジタルモデリングの基盤確立

(3次元CADの 利用拡大。2次元CADの

設計データを3次元Solidに自動変換でき

れば、意匠、解析など用途が拡大。)

図面資産の3次 元化技術の

開発

実現する技術

一2次 元図面の不備の 自動補正

2次 元図面から3次 元Wireframeの

自動合成

Wireframeか らSolidの 自動 面張り

Wireframeの 不 備の 自動補正

一 マニュアルによる補正の支援

NCALSの 活 動 成 果

自動車、航空機(デ ジタルモックアップ)、

実証、船舶、建設CAD(デ ー タ交換)な ど

図 一91
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中
「、第
六
項
、
嬬
八
項
及
び
第
九
項
」

を

「及
び
第
六
項
㌔》ら
窮
八
項
ま
で
」
に
改
め
る
.

附
則
窮
十
二
条
期
七
項
を
削
り
.同
条
第
八
項
中
「用

聞
第
十
二
条
柄
八
項
」
を

「
常
用
第
十
二
条
第
七
項
」

に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
七
項
と
し
、
同
条
第
九
項
を

同
条
第
八
項
と
し
、同
条
第
十
項
中
「胴
一二
項
」
を

「前

二
項
」
に
改
め
、
内
項
を
同
条
第
九
項
と
す
る
.

大
躍
大
臣

松
永

光

内
閣
総
理
大
臣

横
本
筒
太
郎

電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税
簡
保
帳
簿
書

類

の
保
存
方
法
等
の
特
例
に
閲
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布

す
る
◆

声

名

飼

■

平
成
十
年
三
月
三
十

一
日

内
閣
総
理
大
臣

頃
本
組
太
郎

遠
埠
冨

二
十
五
。▼

電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税
関
係
帳

簿
●
類
の
保
存
方
法
等

の
特
例
に
閲
す
る
法
律

(趣
旨
)

栖

一
長

こ
の
法
律
11
、
惜
領
化
社
会
に
対
応
し
、
国
税

の
納
税
績
務
の
適
正
な
履
行
を
確
保
し
つ
っ
納
税
者
等

の
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
に
係

る
貞
烈
を
軽
減
す

る
等

の
た
め
、
電
子
計
算
聞
を
使
用
し
て
作
成
す
る
図

説
関
係
帳
簿
書
類

の
保
存
方
法
等
に
つ
い
て
,
所
得
税

法

(昭
和
四
十
年
法
信
第
三
十
三
号
)、法
人
税
法

(昭

和
四
十
年
法
律
窮
一二
十
四
巳
')
そ
の
他
の
国
税
に
閥
†

る
法
律
の
特
例
を
定
め
る
も
の
と
す
る
◆

(定
緒
〉

第

二
条

こ
の
法
律
に
お
い
て
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
用

語
の
縁
日
は
、
当
技
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

国
税

国
税
通
則
法

(昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六

十
六
号
〉
第
二
条
第

一
号

(宝
捜
)
に
規
定
す
る
国

税
を
い
う
.

二

国
税
聞
係
帳
簿
書
類

国
税
岡
部
帳
簿

(
国
税
に

簡
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
り
備
付
け
及
び
保
存
を
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
帳
簿

(輸

入
品
に
対
す
る
内
国
浪
費
臼
「の
徴
収
等

に
閲
す
る
法

律

(昭
和
三
十
年
法
律
類
三
十
七
号
)
第
十
六
条
窮

九
項

(保
税
エ
窃
等
に
お
い
て
保
税
作
寅
を
す
る
場

合
等
の
内
国
清
貧
]反
の
特
例
)
に
規
定
す
る
領
簿
を

除
く
.)
を
い
う
.
以
下
同
じ
.
)又
は
国
税
関
係
書
類

(国
税
に
関
†
る
法
権
の
規
定
に
よ
り
保
存
を
し
な

け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
と
さ
れ
て

い
る
書
類
を
い

う
.
以
下
同
じ
◆
)
を
い
う
.

三

宅
題
的
£
日

電
予
約
方
式
,
磁
気
的
方
式
そ
の

他
の
人
の
知
覚
に
よ

っ
て
は
認
嵩
ず
る
こ
と
が
で
き

な
い
方
式

(第
六
号
に
お
い
て

「電
磁
的
方
式
」
と

い
う
.)
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電
子
計
算
機

に
よ
る
情
緒
処
理

の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
◆

四

保
存
義
務
者

国
税

に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ

り
国
税
図
係
帳
簿
吉
田

の
保
存
を
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
者
を
い
う
。

五

納
税
地
等

保
存
日
務
者
が
、
国
税
悶
係
領
簿
書

類
に
係
る
国
税

の
納
税
占

(
田
島
W通
則
法
第
二
条
第

五
号
に
規
定
す
る
納
税
者
を
い
う
.
以
下
こ
の
号
に

お
い
て
同
じ
.
〉で
あ
る
場
合
に
は
当
蹟
国
税
の
納
税

地
を

い
い
、
、国
税
関
係
帳
簿
書
頸

に
係
る
国
税

の
納

税
者
で
な
い
場
合
に
13
当
技
国
税
関
係
帳
簿
書
類
に

係
る
対
応
宴
務

(国
税
に
関
す
る
法
揖
の
規
定
に
よ

り
填
務
に
関
し
て
国
税
関
係
轍
簿
書
類
の
保
存
を
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
場
合
に
お

け
る
当
該
異
務
を
い
う
.
)を
行
う
葛
「蕗
…所
、
事
業
所

そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
の
所
在
㎏
を
い
う
。

六

電
子
取
引

取
引
情
報
(取
引
に
関
し
て
受
領
し
、

又
は
交
付
す
る
注
文
書
、
契
約
書
、
透
り
状
、
領
収

書
、
見
積
書
七
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
怠
■類
に
通
常

記
載
さ
れ
る
事
項
を
い
う
.
以
下
同
じ
。
)の
授
受
を

電
磁
的
方
式
に
よ
ワ
行
う
取
引
を
い
う
.

七

電
子
計
算
機
出
力
マ
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル
ム

電
子
計

算
機
を
用
い
て
電
磁
的
定
日
を
出
力
す
る
こ
と
に
よ

り
作
成
†
る
マ
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル
ム
を

い
う
◆

(他
の
国
税
に
関
す
る
法
律
と
の
関
係
)

蔦
三
条

国
続
開
係
帳
簿
書
類
の
構
付
け
又
は
保
存
に
つ

い
て
13
、
他
の
国
税
に
関
す
る
法
信
に
定
め
る
も
の
の

ほ
か
、
こ
の
法
律

の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
.

(国
税
間
保
帳
簿
書
房

の
電
磁
的
記
録
に
よ
る
保
存

等
)

眉
四
条

保
存
義
務
者
は
、
国
税
関
係
帳
簿
の
全
部
又
18

一
部
に
つ
い
て
、
自
己
が
最
初
の
£
緑
綬
陪
か
ら

一
貫

し
て
電
子
計
算
簡
を
便
用
し
て
作
成
す
る
場
合
で
あ

っ

て
、
納
税
地
算

の
所
筒
税
務
署
長

(大
蔵
省
令
で
定
め

る
場
合
に
あ

⇔
て
13
、
納
税
地
神

の
所
轄
税
関
長
」
以

下

「所
轄
税
務
署
長
等
」
と
い
う
.)
の
承
認
を
受
け
た

と
き
13
、
×
蔵
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
頴

承
認
を
受
け
た
国
段
間
係
帳
簿
に
係
る
電
磁
的
記
録
の

嶺
付
け
及
び
保
存
を
も
つ
て
当
該
承
認
を
受
け
た
国
税

関
係
帳
簿
の
の
付
け
良
び
保
存
に
代
え
る
こ
と
が
で
き

る
.

2

保
存
促
務
吉
は
、
国
税
凋
係
書
類
の
全
部
又
は

一
部

に
つ
い
て
、
自
己
が

一
貫

し
て
電
子
計
算
機
を
使
用
し

て
作
成
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
所
周
税
務
署
艮
等
の
承

認
を
受
け
た
と
き
は
,
大
蔵
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、
当
頴
承
認

を
受
け
た
国
垣
識
5
保
書
類
に
係
る
電

磁
的
記
録
の
保
存
を
も
っ
て
当
該
承
認
を
受
け
た
国
税

関
係
書
類
の
保
存
に
代
え
る
こ
と
が
で
身
㌧る
.

(国
税
〔国
領
帳
簿
書
類
の
電
子
計
算
痴
出
力

●
イ
ク
ロ

7
イ
ル
ム
に
よ
る
保
存
「お
∨

第
五
最

僚
存
日
筋
書
は
、
国
税
関
係
帳
簿
の
全
部
又
は

一
部
に
つ
い
て
、
自
己
が
最
初
の
記
録
段
僧
か
ら

二
具

し
て
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
場
合
で
あ

っ

て
、
所
轄
税
務
署
長
等
の
承
9
を
受
け
た
と
き
は
、
大

蔵
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
承
認
を
受
け

た
国
税
関
係
帳
簿
に
係

る
電
磁
的
記
録
の
偏
付
け
及
び

当
該
電
磁
的
記
録
の
電
子
計
算
ぬ
出
力

マ
イ
ク
O
フ
ィ

ル
ム
に
よ
る
保
存
を
も
っ
て
当
該
承
認
を
受
け
た
国
税

関
係
領
海
の
鱒
付
け
及
び
保
存
に
代
え
る
こ
と
が
で
き

る
.

2

保
存
■
務
者
13
、.
国
税
図
録
書
類
の
全
部
又
は

一
部

に
つ
い
て
、
自
己
が

一
貫
し
て
電
子
計
算
●
を
使
用
し

て
作
成
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
所
轄
税
務
署
長
等
の
承

認
を
受
け
た
と
き
は
、
×
蔵
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、
当
該
承
認
を
受
け
た
国
税
闘
係
書
類
に
係
る
電

磁
的
記
録
の
電
子
計
寡
.喬
出
力
マ
イ
ク

ロ
7
イ
ル
ム
に

よ
る
保
存
を
も

っ
て
当
鎮
承
認
を
受
け
た
国
税
同
展
書

扇
の
保
存
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
◆

3

前
条
第

一
項
又
12
ぷ
二
項
の
承
9
を
受
け
て
い
る
保

存
磯
簡
古
は
、
大
蔵
省
令
で
定
め
る
場
合
に
お
い
て
、

当
頷
承
認
を
受
け
て
い
る
国
税
関
頭
磯
節
書
蹟

(以
下

「電
磁
的
記
録
に
係
る
承
認
済
国
税
間
弘
報
簿
書
蹟
」

と
い
う
.)
の
全
部
又
は

一
部
に
っ
い
て
所
鰭
税
務
書
長

等
の
承
認
を
受
け
た
と
き
は
.
大
翼
省
令
で
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
、
当
技
承
認
を
受
け
た
電
磁
的
記
録
に
係

る
承
認
済
国
税
〔関
㎡嫌
帳
簿
書
類
に
係
る
電
磁
的
記
録
の

電
子
計
算
槍
出
ヵ

マ
イ
ク
,
7
イ
ル
ム
に
よ
る
保
存
を

も

っ
て
当
旗
承
認
を
受
け
た
竜
田
的
記
録
に
係
る
承
認

済
国
税
関
コ係
饅
簿
書
類

に
係
る
電
磁
的
記
録
の
保
存
に

代
え
る
こ
と
が
で
き
る
・

(電
磁
的
記
録
に
よ
る
保
存
書
の
承
8
の
中
浪
等
)

浪
六
条

保
存
霞
鷺

は
、
窮
四
条
婿

一
項
の
承
認
を
受

け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
当
技
承
認
を
受
け
よ
う
と

す
る
国
税
関
係
鰻
簿
の
吟
付
け
を
開
始
†
る
日

(当
該

国
税
関
係
帳
簿
が
二
以
上
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の

O
付
け
を
開
始
す
る
日
が
異
な
る
と
～
は
、
最
初
に
到

来
す
る
働
付
け
を
開
始
す
る
日
.
潮
五
項
第

一
号
に
お

い
て
同
じ
.〉
の
三
月
"柄
の
日
ま
で
に
、
当
"蹟
国
税
開
扉

領
簿
の
組
垣
、
当
技
田
田
論
国
領
帳
簿
の
作
成
に
使
m刑す

る
電
子
計
算
]覆
及
び
ブ
O
グ
,
ム

(電
エ
・計
算
概
に
対

す
る
指
令
で
あ
っ
て
、

一
の
枯
葉
を
得
る
こ
と
が
で
き

る
よ
う
に
岨
λ
合
わ
さ
れ
た
も
の
を
い
う
.
次
項

に
お

い
て
同
じ
.)
の
蟹
蔓
そ
の
他
大
蔵
省
令
で
定
め
る
事
項

を
記
寂
し
た
申
請
書
に
大
蔵
省
令
で
定
め
る
書
類
を
添

付
し
て
、
こ
れ
を
所
轄
税
務
署
長
等
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
・つ
な
い
.
た
だ
し
、新
た
に
校
立
さ
れ
た
法
人

(法

国旧藩次
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日平成10年3月31

人
税
法
第
二
条
第
八
号

(定
日
)
に
規
定
す
る
人
格
の

な
い
社
団
等
を
含
む
.
次
一珀
(に
お
い
て
⌒同
じ
.)
が
、
当

類
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
承

認
を
受
け
よ
う
と
す
る
国
税
関
係
帳
簿
の
全
部
又
は

一

部
が
、
そ
の
校
正
の
0
か
ら
同
日
以
後
六
月
を
経
過
す

る
日
ま
で
の
間
に
備
付
け
を
開
始
す
る
国
～祝
関
係
饅
簿

で
あ
る
と
き
は
、
設
立
の
8
以
後
三
月
を
経
過
す
る
日

ま
で
に
、
当
該
申
請
書
を
所
閤
税
務
署
長
等
に
提
出
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

2

保
存
義
務
者
は
、
第
四
条
第
二
項
の
承
・認
を
受
け
よ

う
と
す
る
場
合
に
は
、
当
該
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る

国
税
関
係
書
類
に
係
る
電
磁
的
記
録
の
保
存
を
も

っ
て

当
該
国
税
関
係
書
類
の
保
存
に
代
え
る
日

(当
該
国
税

関
係
書
類
が
=
以
上
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
代
え

る
日
が
異
な
る
と
き
は
、最
初
に
到
来
す
る
代
え
る
日
.

第
五
項
哀
～=
号
に
お
い
て
一向
じ
.
〉
の
=
一月
前
…の
日
ま
で

に
、
当
該
国
税
関
係
書
類
の
種
類
,
当
該
国
税
問
係
書

類
の
作
成
に
使
用
す
る
電
子
87
算
機
及
び
プ

ロ
グ
ラ
ム

の
概
要
そ
の
他
大
蔵
省
令
で
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た

申
a
書
に
大
蔵
省
令
で
定
め
る
書
類
を
添
付
し
て
、
こ

れ
を
所
轄
税
務
冒
長
ヨ
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
.
た
だ
し
、
新
た
に
設
立
さ
れ
た
法
人
が
、
当
鎮
承

認
を
受
け
よ
う
と
す
る
槍
合
に
お
い
て
、
当
該
草
露
を

受
け
.(
う
と
す
る
国
税
関
係
書
類
の
全
部
又
は

一
都

‥か
、
そ
の
設
立
の
口
】か
ら
同
日
以
後
み八
月
杉輪経
過
‥下
る

日
ま
で
の
閥
に
当
薮
国
税
間
借
書
類
に
係
る
電
磁
的
記

録
の
保
存
を
も
っ
て
当
頷
国
税
関
係
書
類
の
保
存
に
代

え
る
も

の
で
あ
る
と
き
は
、
股
立
の
日
以
後
三
月
を
経

過
†
る
日
ま
で
に
、
当
誼
巾
飼
畜
を
所
鯖
税
務
曹
長
等

に
提
出
†
・る
こ
と
が
で
き
る
◆

3

所
廟
税
務
署
具
有
は
、
窮

一
項
又
は
前
項
の
ゆ
請
書

の
提
出
81
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
口
叩
摘
書
に
係

る
国
税
関
係
隈
薄
書
頒
の
全
部
又
は

一
部
に
つ
き
次
の

各
号
の
い
ず
れ
か
に
鎮
当
す
る
事
実
が
あ
る
と
き
は
、

そ
の
故
当
す
る
事
実
が
あ
る
国
税
関
係
帳
簿
書
類
に
つ

い
》、
、
そ
の
卓
論
を
却
下
す
る
こ
と
が
で
～
る
.

一

次
条
第

一
項
の
規
定

に
ょ
る
届
出
書
が
提
出
さ

れ
、
又
は
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
受

け
た
国
税
関
係
帳
簿
書
類
で
あ
っ
て
、
当
該
届
出
書

が
提
出
さ
れ
、
又
13
当
該
通
知
を
受
け
た
日
以
後

}

年
以
内
に
そ
の
申
請
書
が
提
出
さ
れ
た
こ
と
.

二

そ
の
電
磁
的
記
録
の
備
付
け
又
は
保
存
が
、
第
四

茶
菓

一
項
又
は
第
二
項
に
煙
足
す
る
大
蔵
省
令
で
定

め
る
と
こ
ろ
に
従

っ
て
行
わ
れ
な
い
と
認
め
ら
れ
る

相
当
の
理
由
が
あ
る
こ
と
.

4

所
蘭
税
務
署
長
等
は
、
第

一
項
又
は
第
二
項
の
申
請

書
の
提
出
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
申
請
に
つ

き
承
認
又
は
却
下
の
処
分
を
す
る
と
き
は
、
そ
の
申
請

を
し
た
者
に
対
し
、書
面
に
よ
り
そ
の
旨
を
通
知
す
る
。

.、
の
場
合
に
お
い
て
、
却
下

の
処
分
の
通
知
を
す
る
と

き
は
、
そ
の
理
由
を
記
敏
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

5

第

一
項
又
11
第
二
項

の
申
捕
書
の
提
出
が
あ
っ
た
場

合
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応

じ
当
該
各
爵
・に
定
め
る
日
ま
で
に
そ
の
申
請
に
つ
き
承

認
又
13
却
下
の
処
分
が
な
か
っ
た
と
き
は
、
同
日
に
お

い
て
そ
の
承
認
が
あ

っ
た
も
の
と
み
な
す
。

一

当
該
申
請
書
が
国
税
関
係
帳
簿
に
係
る
も

の
で
あ

る
場
合

(第
三
号
に
掲
げ
る
場
合
を
除
く
。
)

当
該

国
貨
満
口
振
帳
簿
の
識僧
付
け
を
開
始
す
る
日
の
前
日

二

当
該
申
請
書
が
国
税
関
係
書
類
に
係
る
も
の
で
あ

る
場
合

(次
号
に
掲
げ
る
場
合
を
除
く
。)

当
該
国

税
簡
保
書
類
に
係
る
電
磁
的
記
録
の
保
存
を
も

っ
て

当
技
国
税
聞
係
書
類
の
保
存
に
代
え
る
日
の
前
日

一二

当
該
由
・請
書
が
羽

一
項
た
だ
し
寄
文
は
第
二
填
た

だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
提
出
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
場

合

そ
の
提
出
の
日
か
ら
三
月
を
経
過
す
る
日

6

保
存
義
務
書
は
、
第
四
条
第

一
項
又
は
第
二
項
の
承

認
を
受
け
よ
う
と
す
る
国
税
関
係
帳
簿
書
類
に
つ
き
、

所
轄
税
務
署
良

奔
の
ほ
か
に
窮

一
項
又
は
第
二
項
の
申

調
書
の
提
出
に
当
た
り
便
宜
と
す
る
税
務
署
長

(以
下

こ
の
項
に
お
い
て

「所
聞
外
税
務
署
長
」
と
い
う
.
)が

あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
所
鯖
外
税
務
署
長
が
そ
の

便
宜
と
す
る
事
情

に
っ
い
て
相
当
の
理
由
が
あ
る
と
認

め
た
と
吉
は
、
大
蔵
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

当
政
所
簡
外
税
亙

習
長
を
経
由
し
て
、
当
技
ゆ
損
害
を

当
該
所
舗
税
務
書
展
等
に
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
.

.hの
場
合
に
お
い
て
、
当
蹟
申
請
書
が
所
賄
外
税
務
署

長
に
受
理
さ
れ
た
と
さ
は
、
当
該
申
請
書
は
、
そ
亦
受

理
さ
れ
た
H
に
疏
隔
脱
語
讐
長
等
に
提
出
さ
れ
た
も
り

と
み
な
す
.

〔電
.田
的
記
録
に
よ
る
保
存
等
の
承
認
に
係
る
変
更
)

萬
七
条

第
四
条
第

一
項
又
は
第
二
項

の
承
認
を
受
け
て

い
る
保
存
義
務
者
は
、
電
磁
的
記
録

に
係
る
承
認
済
国
」

税
関
係
帳
簿
書
類
の
全
部
又
は

一
部
に

つ
い
て
、
同
条

第

一
項
に
規
定
す
る
電
磁
的
記
録
の
備
付
け
及
び
保
存

又
13
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
電
磁
的
記
録
の
保
存
を

や
め
、《
う
と
す
る
場
合
に
は
、
大
蔵
省
令
で
定
め
る
と

、、う
に
.《
り
、
そ
の
や
め
よ
う
と
す
る
電
磁
的
記
録
に

係
る
承
認
済
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
種
類
そ
の
他
必
要

な
事
項
を
記
載
し
た
届
出
書
を
所
間
税
　著

長
等
に
提

出
し
な
け
れ
ぱ
な
ら
な

い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当

該
届
出
書
の
提
出
が
あ

っ
た
と
き
13
、
そ
の
提
出
が

あ

っ
た
日
以
後
は
、
当
類
届
出
書
に
係
る
電
磁
的
記
録

に
係
る
承
認
済
国
璽
岡
係
帳
簿
書
類
に
つ
い
て
は
、
そ

の
承
認
は
、
そ
の
効
力
を
失
う
も
の
と
す
る
.

2

第
四
条
第

一
項
又
は
第
二
項
の
承
認
を
受
け
て
い
る

保
存
義
務
者
は
、
電
磁
的
記
録
に
係
る
承
日
済
国
税
関

係
帳
簿
書
類
に
係
る
前
条
第

一
項
又
は
第
二
項
の
申
蹟

書

(当
該
申
請
書
に
添
付
し
た
書
類
を
含
む
。)
に
記
載

し
た
事
項

(国
税
関
係
帳
簿
書
類

の
種
類
を
除
く
.)
の

変
更
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
大
蔵
省
令
で
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
旨
そ
の
他
必
要
な
事
項
を
記

載
し
た
届
出
書
を
所
相
税
務
著
長
等

に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な

い
.

3

前
条
第
六
項
の
規
定
は
、
前
二
項

の
届
出
書
の
提
出

に
つ
い
て
準
用
す
る
.

(電
磁
的
記
録
に
よ
る
保
存
等
の
承
認
の
取
清
し
〉

第
八
長

所
砲
税
務
署
長
等
O
、
電
磁
的
記
録
に
係
る
承

認
済
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
全
部
又
ほ

一
部
に
つ
き
次

の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
事
実
が
あ
る
と
き

は
、
そ
の
該
当
す
る
享
・実
が
あ
る
竜
田
的
記
録

に
係
る

承
認
済
国
税
関
係
帳
簿
書
類
に
つ
い
て
、
そ
の
承
認
を

取
り
消
す
こ
と
が
で
ぎ
る
.

一

そ
の
電
磁
的
記
録
の
備
付
け
又
は
保
存
81
行
わ
れ

て
い
な
い
こ
と
・

二

そ
の
電
磁
的
記
録
の
傷
付
け
又
は
保
存
が
嫡
四
条

第

一
項
又
は
第
二
項
に
規
定
す
る
大
蔵
省
令
で
定
め

る
と
こ
ろ
に
従
っ
て
77
わ
れ
て
い
な
い
こ
と
.

2

所
閉
税
務
署
長
等
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
承
認
の

取
消
し
の
処
分
を
す
る
場
合
に
11
、
そ
の
承
認
を
受
け

て
い
る
者
に
対
し
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
記
載
し

た
書
面
に
よ
り
、
こ
れ
を
通
知
す
る
.

(電
子
計
算
問
出
カ

マ
イ
ク
☆
フ
f
ル
ム
に
よ
る
僚
存

専
の
承
認
に
対
す
る
巾
用
)

筒
九
条

前
三
条
⇔
規
定
は
、
第
五
条
各
項
の
承
認
に
つ

い
て
準
用
す
る
.

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
六
条
第

一

頭
巾

「第
四
条
第

一
項

の
承
認
を
受
け
よ
う
と
†
る
場

合
に
は
」
と
あ
る
の
13

「
前
条
第

一
項
の
承
認
を
受
け

よ
う
と
す
る
場
合

に
あ

っ
て
は
」
と
、「
三
月
前
の
日
ま

づ
、に
」
と
あ
る
の
は

「
三
月
前

の
日
ま
で
に
、
同
条
第

三
項
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
う
て
は
、

当
談
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
第
四
条
第

一
項
の
承
認

を
受
け
て
い
る
国
税
関
係

帳
簿
に
つ
い
て
、
電
子
計
算

機
出
力

マ
イ
ク
ロ
フ
ず
ル
ム
に
よ
る
保
存
を
も
っ
て
電

磁
的
記
録

の
保
存
に
代
え
る
日

(当
該
国
税
関
係
帳
簿

が
二
以
上
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
代
え
る
日
が
異

な
る
と
き
は
、
最
初
に
到
来
す
る
代
え
る
日
.
第
X
項

第

一
号
に
お
い
て
同
じ
.)
の
三
月
前
の
日
ま
で
に
」と
、

「
が
、
当
該
承
認
」
と
あ
る
の
は

「が
、
前
条
第

一
項

の
承
認
」
と
、
同
条
第
二
羽
中

「
第
四
条
第
二
項
の
承

認
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
」
と
あ
る
の
は

「前

条
第
二
項
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す

る
場
合
に
あ

っ
て

は
」
と
、「電
磁
的
記
録

の
」
と
あ
る
の
13

「
電
磁
的
記

録

の
電
子
計
算
機
出
力

マ
イ
ク

ロ
フ
ィ
ル
ム
に
よ
る
」

と
、「
三
月
前
の
日
ま
で
に
」
と
あ
る
の
は

「
三
月
前
の

9
ま
で
に
、
同
条
第
三
項

の
量
　認
を
受
け
よ
う
と
す
る

場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
窮

四
条
第
二
項
の
承
認
を
受
け
て
い
る
国
税
関
原
書
類
に

つ
い
て
、
電
子
計
算
機
出
力

マ
イ
ク

ロ
フ
ィ
ル
ム
に
よ

る
保
存
を
も

っ
て
竜
田
的
記
録

の
保
存
に
代
え
る
日

(当
該
国
税
関
係
書
類
が
二
以
上
あ
る
場
合
に
お
い
で
、

そ
の
代
え
る
日
が
異
な
る
と
き
は
、
最
初
に
到
来
す
る

代
え
る
日
.
第
五
項
第
二
号
に
お
い
て
同
じ
。)
の
三
月

前
の
9
ま
で
に
」
と
、「が
、
当
該
承
認
」
と
あ
る
の
は

「
が
、
前
条
第
二
項
の
承
認
」
と
、
同
条
第
三
項
第
二

号
中

「保
存
」
と
あ
る
の
は

「電
子
計
算
撮
出
力
マ
イ

ク

ロ
フ
ィ
ル
ム
に
、▲
る
保
存
」
と
、「第
四
茶
請

一
項
又

は
第
二
項
」
と
方
る
の
は

「
前
条
各
項
」
と
、
同
条
第

五
項
中

「前
日
」
と
あ
る
の
は

「前
日

(当
故
申
摘
書

が
前
条
購
三
項
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ

る
場
合
に
13
、
電
子
計
算
已
西出
力

マ
イ
ク
O
フ
ィ
ル
ム

に
よ
る
保
存
を
も
う
て
電
磁
的
記
録
の
保
存
に
代
え
る

σ
の
前
0
ご
と
、「電
磁
的
記
録

の
」
と
あ
る
の
は

「電

磁
的
記
録

の
電
子
計
算
ぬ
出
力

㊥
イ
ク
●
フ
'
ル
ム
に

よ
る
」
と
、
同
条
築
山ハ儒唱
⊥甲

「第
四
一条
淑〃
一
項
又
は
一粥

二
項
」
と
あ
る
の
13

「前
条
各
項
の
い
ず
れ
か
」
と
、

第
七
条
罵

一
項
中

「
第
四
莱
第

一
項
又
は
第
二
項
」
と

あ
る
の
は

「
類
五
条
各
項
の
い
ず
れ
か
」
と
、「竜
田
的

記
録
に
係
る
承
認
済
国
嬉
関
係
帳
簿
書
類

の
全
部
」
と

あ
る
の
は

「電
子
計
算
機
出
力

マ
イ
ク

・
フ
ィ
ル
ム
に

係
る
承
認
済
国
税
関
係
帳
簿
書
類

(当
該
承
認
を
受
け

て
い
る
国
税
関
係
帳
簿
書
類
を
い
う
.
以
下
同
じ
.)
の

全
部
」
と
、「及
び
保
俘
」
と
あ
る
の
は

「及
び
当
餓
電

磁
的
記
録
の
電
子
計
算
機
出
力

予
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル
ム
に

ょ
る
保
存
」
と
、「同
条
第
二
項
」
と
あ
る
の
は

「同
条

第
二
項
若
し
く
は
第
三
項
」
と
、「
の
保
存
」
と
あ
る
の

13

「
の
電
子
計
算
機
出
力
マ
イ
ク
o
フ
{
ル
ム
に
よ
る

保
存
」
と
、「電
磁
的
記
録
に
係
る
承
認
済
国
税
国
保
幡

簿
書
類
の
種
類
」
と
あ
る
の
は

「電
子
計
算
ぬ
出
力

マ

イ
ク

ロ
フ

ィ
ル
.一
に
係

る
艶本
仰
●o済

因
島
8

卵
幅
薄

書
■
姐

の
種
類
」
と
、「電
磁
的
記
録
に
係
る
承
諾
済
国
税
関
係

帳
簿
書
類
に
」
と
あ
る
の
は

「電
子
計
算
機
出
力

マ
イ

ク

・
フ
`
ル
ム
に
係
る
承
認
済
国
税
関
係
帳
簿
書
類

割 目 ・二:.、次o・ 回li・i転二1次蛋 ジθジ慧前4
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に
」
と
、
同
条
第
二
項
中

「第
四
粂
第

一
項
又
は
第
二

項
」
と
あ
る
の
は

「第
五
条
各
項
の
い
ず
れ
か
」
と
、

「電
磁
的
記
録
に
係
る
承
認
済
国
税
関
係
帳
簿
書
類
」

と
あ
る
の
は

「電
子
計
算
機
出
力

マ
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル
ム

に
係
る
承
認
済
国
税
簡
保
帳
簿
書
類
」
と
、
前
条
第

一

項
中

「電
磁
的
記
録
に
係
る
承
認
済
国
税
関
係
帳
簿
書

類
」
と
あ
る
の
は

「電
子
計
算
機
出
力

マ
イ
ク
ロ
フ
ィ

ル
ム
に
係
る
承
認
済
国
税
関
係
帳
簿
書
類
」と
、「保
存
」

と
あ
る
の
は

「電
子
計
算
機
出
カ

マ
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル
ム

に
よ
る
保
存
」
と
、「第
四
条
第

一
項
又
は
第
二
項
」
と

あ
る
の
は

「第
五
条
各
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す

る
.(電
子
取
引
の
取
引
情
報
に
係
る
電
磁
的
記
録

の
保

存
)

簡
十
条

所
得
税

(源
泉
徴
収
に
係
る
所
得
税
を
除
く
.)

及
び
法
人
税
に
係
る
保
存
義
務
者
は
、
電
子
取
引
を

行
っ
た
場
合
に
は
、
大
蔵
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
、
当
該
電
子
取
引
の
取
引
情
報
に
係
る
電
磁
的
記
録

を
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
.
た
だ
し
、
大
蔵
省
令

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
技
電
磁
的
記
録
を
出
力

す
る
こ
と
に
よ
り
作
成
し
た
書
面
又
は
電
子
計
算
機
出

力
マ
イ
ク
冒
フ
ィ
ル
ム
を
保
存
す
る
場
合
は
、

こ
の
限

り
で
な
い
.

(他
の
国
税
に
関
す
る
法
律
の
規
定
の
適
用
)

栖
十

一
最

第
四
桑
箒

一
項
著
し
く
は
第
二
項
又
は
第
五

条
各
項
の
い
ず
れ
か
の
承
認
を
受
け
て
い
る
国
税
関
係

帳
簿
書
類
に
係
る
電
磁
的
記
録
又
は
電
子
計
算
機
出
力

マ
イ
ク
ロ
フ
`
ル
ム
に
対
す
る
他
の
国
税
に
関
す
る
法

衛

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
電
磁
的
記
録
又

は
電
子
計
算
機
出
カ

マ
イ
ク
戸
フ
{
ル
ム
を
当
該
国
税

関
係
帳
簿
書
類
と
み
な
す
。

2

前
条

の
規
定
に
よ
り
保
存
が
行
わ
れ
て
い
る
電
磁
的

記
録
又
は
電
子
計
算
機
出
カ
マ
イ
ク
o
フ
ィ
ル
ム
に
対

す
る
他
の
国
税
に
間
†
る
法
律
の
規
定
の
適
用
に
つ
い

て
は
、
岩
頚
電
磁
的
記
録
又
は
電
子
計
算
機
出
力

マ
イ

ク
ロ
フ
ィ
ル
ム
を
国
税
関
係
書
類
以
外
の
書
類
と
み
な

す
.

3

第

一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
所
得

税
法
第
百
五
十
条
第

一
項
第

一.号

(青
色
申
告
の
承
認

の
取
消
し
六
同
法
第
百
六
十
六
条

(非
居
住
者
に
対
す

る
準
用
)
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
.)
及
び
法

人
税
法
第
百
二
十
七
条
第

一
項
第

一
号

(青
色
申
告
の

承
認
の
取
消
し
)〔同
法
第
百
四
†
六
条
第

一
項

(外
国

法
人
に
対
す
る
鵤
用
)
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
.)
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
所
得
税
法
第
百
五

十
条
第

一
項
第

一
号
及
び
法
人
税
法
第
百
二
十
七
条
第

　
項
第

一
号
中

「大
蔵
省
令
で
定

め
る
と
こ
ろ
」
と
あ

る
の
a
、
「大
蔵
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
又
は
電
子
計
算

機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
書

閃
係
帳
簿
書
類
の
保
存

方
法
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律

(平
成
十
年
法
律
第

二

十
五
号
)
第
四
条
第

一
項
若
し
く
は
第
二
項
若
し
く
ほ

第
五
条
各
項
の
い
ず
れ
か
に
規
定
す
る
大
蔵
省
令
で
定

め
る
と
こ
ろ
」
と
す
る
。

附

則

(施
行
期
日
)

-

こ
の
法
律
は
、平
成
⊥T
年
七
月

一
日
か
ら
施
行
す
る
。

(経
過
措
置
)

2

、」
の
法
律
の
施
行

の
日

(以
下

「施
行
日
」

と
い

う
.)
か
ら

一
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
第

六
条
第

一
項
、
第
二
項
及
び
第
五
項
第
三
号

(
こ
れ
ら

の
規

定
を
第
九
条

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
.)
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
六
条
第

}
項
及

び
第
二
項
中
「三
月
前

」
と
あ
る
の
は

「五
月
前
」
と
、

「六
月
」
と
あ
る
の
は

「
八
月
」
と
、
同
条
第
五
項
第

三
号
中

「三
月
」
と
あ
る
の
は

「五
月
」
と
す
る
.

3
.
第
十
条

の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
行
う
取
引
情
報

の
授
受
に
つ
い
て
適
用
す
る
。
大
蔵
大
臣

松
永

光

内
閣
総
理
大
臣

横
本
寵
×
郎

関
税
定
率
法
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

軍

平
成
十
年
三
月
三
十

一
日

内
閣
越
理
大
臣

橋
本
寵
太
郎

法
律
第
二
十
六
号

関
税
定
事
法
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

(関
税
定
率
法
の

一
部
改
正
)

第

一
条

関
税
定
率
法

(明
治
四
十
三
年
法
律
第
五
十
四
号
〉
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
の
三
第

}
項
第

一号
中

「第
四
条
各
号
」
を

「第
四
条
第

一
項
各
号
」
に
改
め
る
◆

第
四
条
の
五
中

「第
四
条
第
二
号
」
を

「第
四
条
第

一
項
第
二
号
」
に
改
め
る
。

別
表
第
〇
七

一
〇

・
入
O
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

〇

七

「
O

・
八
〇

そ
の
他

の
野
※

一

ご
ぼ
う

二

そ
の
他

の
も
の

裂

第
。
七
=

・九
⑪

工

「

二

そ
の
他
の
も
の

H

ご
ぼ
う

⇔

そ
の
他

の
も

の

二

そ
の
他
の
も
の

・聾

ー

二
〇
%

一
〇
%

一五
%
㌃

別

表
第

一
一
類

の
注

2
⑧

の
表
中

コ
一=

五

ミ
ク

ロ
ン
」
を

「
=
=

五

▼
イ

ク

ロ
メ
ー

ト
ル

(
ミ
ク

ロ
ン
)
」
に
、

「
五
〇
〇

ミ
ク

ロ
ン
」

を

「
五
〇
〇

マ
イ

ク

ロ
メ
ー
ト

ル

(
ミ

ク

σ
ン
)
」
に
改

め
る
。

別

表
第

一
七

〇

一
.

一
一
号
及

び
第

一
七
〇

一
二

二
号
中

「
一
五
円
」

を

「
一
〇

円
」

に
、
「
三

二
円
」
を

「
二

八
円

五
〇
銭
」

に
改
め

る
。

別
表

第

一
七
〇

一
・
九

九
号
中

「
三

二
円
」

を

「
二
八

円
五
〇
銭

」

に
改

め

る
。

別
表

第
=
九
〇

二

・
九
〇

号

を
次

の
よ
う

に
改

め
る
。

}

二
九
〇
二

・
九
〇

エ
、
の
他

の
も

の

盲
税

一

別
表

第
=
九
〇

七

・
=

号
中

「
四

・
六
%
」

を

「
無
税

」
に
改

め
ろ
.

別
表
第

二
九
〇

七

・
二
三
号
中

「
四

・
六
%
」

を

「
三

・

一
%
」

に
改

め
る
。

別
表
第

二
九

一
四

.
一

一
号
中

「
四

・
六
%
」

を

「
三

・
九

%
」

に
改

め
る
。

別
表
第

二
九

一
二

・
四

一
号
中

「
六

・
六
%
」

を

「
五

・
四
%

」

に
改

め
る
。

別
表
第
四
八
類
の
注
3
中

「二

・
五

7

ク

・
↑

タ
こ

を

「
二

主

マ
イ
ζ

↑

ト
ル
」
に
改
め
る
.

別

表
第

七
九
類

の
号
注

-
ω
中

「
]
八
一ニ
ミ
ク

ロ
/
」

を

「
六
=
一
マ
イ
ク

ロ
メ
ー

ト
ル

(
ミ
ク

ロ
ン
)
」
に
改

め
る
.

裂

第
八
三

・
九
一
号
中

』

「
別

表
第
九

一

九

一
=
二

・
一
〇

九

一
=
二

・
二
〇

=

そ
の
他

の
も

の

二

そ

の
他

の
も

の

H

ガ
リ

ウ
ム
、

(
フ

ニ
ウ
ム
、

び

レ
ニ
ウ

ム

ロ

そ

の
他

の
も

の

=
一
7

一
〇
号
及

び
第

九

一

ニ
オ
ブ
及

無

税

四

・
一
%

」

に
改
め
る
ざ

=
二
・
二
〇
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
.

貴
金
属
製
又
は
貴
金
属
を
張

っ
た
金
属
製
の
も
の

卑
金
属
製

の
も
の

・(舎
又
は
銀
を
め
つ
き
し
て
あ
る
か
な
い
か
を

問
わ
な
い
.
)

別
表
第
九

一
二
二
・
九
〇
号
中

・「三

・
四
%
」
を

「
無
税
」
に
改
め
る
,

別
表
の
付
表
第

一
第

一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

・
二
%
㌃

無
税

無
税

一

〔2)

ア は し.ヲ ウ

ア
ω ル

了
ル リくム イ ル

中は若 ス 炊
具ジ し 学 科
`xく ,
ル ネは 及
若rプ タ び,

し アフ プ
く'イ ラ

は ウア ン

コ オ' デ
∫,ヅ 1

デカ ン
イ又若

○に一 ○に一
円つ り 円 つ リ
き ツ 身 ツ、

五 ト ∧ ト

Oル ○ル

号∧第 〇八第
又 ・二 号 ・二
は五二 の三二
第(X)一 〇〇
二号八 の号八
=、 ・ H又 ・

○第四 は二
八二〇 第○
・二号 二号
七〇' 二 、

〇八第 ○第
号 ・二 八二
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2-1-3講 演3国 内のEDI実 態 調 査 報 告一1998年EDI実 態 調 査 より一

【講師】

EDI推 進協議会 普及 ・啓蒙部会 委員/

NBS研 究所 所長 関根直弘 氏

日本企業は、1960年 代にはバッチ処理による社内システムを作り、70年 代は72年 の公衆電話

網の開放が契機となって、企業内の情報システムをオンラインで結んだ。80年 代には 日本チェー

ンストア協会がJCA手 順を発表し、83年 に全銀協手順が発表されたことにより、企業間オンライン

が進んだ。84年 の電気通信事業法の改正、85年 の行政による連携指針制定、EIAJ標 準の発表

も情報化促進の大きな要因となった。91年 に電気4団 体((社)日 本電子機 械工業会、電気事業連

合会、(社)日 本電機工業会、(社)日 本電線工業会)に 対する連携指針の中で初めて「EDI」という

言葉が使用され、同年、CIIシンタックスルールが発表された。90年 代 半ば以降、我が国ではEDI

に対する関心が高まってきている。

この流れを受 けて92年 にEDI推 進協議会が発足した。今回の報告はEDI推 進協議会がまとめ

た報告書(「国内のEDI実 態調査報告」平成10年7月 末発行予定)の 国内編の中から報告する

ものである。

この調査ではEDI(ElectronicDataInterchange)は 本来、「広く合意された」標準により実施され

るものだが、この調査では、それに限らず、電子的に行われているデータ交換全般 を対象としてい

る。回答企業はEDI推 進協議会の関連企業3,000社 弱のうちの600社 弱で(回収率21.3%)、 資

本金の規模 による偏りはないが、売上高10～100億 、100～500億 の企業が半数以上であり、従業

員数100～500人 の企業が3分 の1を 占めている。

回答企業の75.4%が 何らかの形でEDIを 行っている。業種でみると食料品、化学、鉄鋼、電気

機器、卸売業 、小売業、倉庫 ・運輸 が非常に高い実施率であることがわかる。また、報告書には明

記されていないが、電力業界では実施率100%を 達成している。わが国では資本金、売上高、従

業員数の規模が大きくなればなるほど、実施率は高くなっている。実施率が80%を 超える分岐点

はそれぞれ資本金が10～50億 、売上高が100～500億 、従業員数では500人 以上である。

EDI推 進上の問題点 は、実施、未実施企業に係わらず、「コストがかかりすぎる」、「社 内の情報

化が進んでいない」、「ハード、ソフトなどの環境整備不足」があげられており、EDI推 進の大きな障

害となっている。また、実施企業は「得意先の理解を得られない」ことも障害として挙げられ ている。

要望事項として「国内の標準を統一してほしい」、「業界内の方式を統一してほしい」が圧倒的に

多くなっており、さらなる標準化の促進が望まれている。「法制度上、電子媒体による書類の保存を

みとめてほしい」も2番 めに多かったが、法改正により、コンピュータのデータで国税調査を受けるこ

とが可能となった。

EDI未 実施企業の導入計画は144社 のうち半数以上が計画はないとしている。だが、今後、彼

等はEDIで 取引をしたい相手業種 として電気機器 、卸売業、小売業を挙 げている。実際銀行の
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方々に聞いた話では、将来全ての取引をEDIで やっていきたいとの声があるので、銀行業界にも

注 目する必要がある。EDI実 施業務 は、圧倒的に受注管理、発注管理が多いが、販売管理、物流

管理、在庫管理の業務 においても30～40%使 用しており、実施範囲は非常に広がってきている。

利用されているネットワークは、VAN、 インターネット、パソコン通信、公衆回線、自社の専用回線

等であり、非常に多彩である。449社 中70社 以上の企業が、殆どの業務でインターネット、パソコ

ン通信を使っている。大企業はVAN、 中小企業はインターネットという住み分けはこの調査におい

てはみられない。様 々な規模の企業がその2つ に関心をもっている。最も利用 している業種は卸売

業、電気機器業界である。

利用件数でのEDI実 施 率を見てみると、販売業務では実施企業の44%が まだデータ件数の1

割未満しかEDIを 使っていないが、購 買業務では実施企業の41%が 注文書データの5割 以上

をEDIで 行っている。販売業務におけるEDIの 交換方式は47.7%の 企業が相手業界の標準、

相手先方式を利用している。逆に購i買業務では自社業界標準、自社方式を51.2%の 企業が使用

している。注文側の方式を活用していることが分かる。

標準化を進める上で、これからのビジネスルール はグローバルスタンダードが主流となることを意

識するべきである。電子デ ータを交換し合う相互が勝者 となるように連携 し、業界を超 えて推進活

動をしなくてはならない。重点分野 は中小企業である。まず、社 内の情報システムを構築する必要

がある。それが完成していない限り、社内の合理化は進まないからである。その解決策として、企業

の基幹 的な業務を統合的に把握しデータベース化 して、自分の経営資源を最大 限に活用する

ERP(EnterpriseResourcePlanning)が あげられる。これは先述のEDI推 進の大きな障害をも将来

解決するのではと考えている。
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国内におけるEDI実 態調査報告書

〈平成10年7月 発行 「国内外のEDI実 態調査報告書 一1998年 度版 一」よ り一部抜粋 〉

平成10年6月

財団法人日本情報処理開発協会

産業情報化推進センター
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は じ め に

産業情報化推進センター(CII)とEDI推 進協 議会(JEDIC)は 、 日本 にお けるEDIの

普及 を推進す るため に、産業界 の各位か らの ご協力をいただきなが ら、各種の普及 ・啓

蒙事業 を行っています。 こうした活動や多くの業界、企業の努 力を通 じて、EDIは 日本

で も着実 に進展 してきているように思われます。

しか しなが ら、その進展状況を定量的に観測できるデータは残念なが らほ とんど無い

よ うです。 このため、EDIの 普及促進 のため に今後 どの よ うな領域に注力すべきか を把

握することが困難であ り、また実際にEDIを 使 い始 めよ うとす る企業 に とっては、相手

先業界のEDI化 の状況 の把握が 困難 にな って います。

こうした背景か らCIIとJEDICで は、国内企 業のEDIの 実態 を把握 し、そ の結果 を広

く一般 に公表することを目的として、平成8年 度か らEDIの 利用実態 に関す る調査 を開

始 しま した。 この調査は、今後継続 して行 う計画であり、本報告書はその第2回 目の調

査結果 をと りまとめた ものです。

最後 に、ご多忙の中、本調査の企画か ら実施、調査の とりまとめのために、ご指導並

びにご協力をいただいた、通商産業省、EDI推 進協議会 を初め とす る関係各 位 に深甚な

る感謝の意を表します。

平成10年6月

(財)日 本情報処理開発協会

産業情報化推進センター
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EDI推 進協議会(参 与)

EDI推 進協議会(参 与)
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副部会長:三 橋 博

委 員:藤 井 研一

石井 均

田原 幸朗

菊田 信行

岩田 隆太郎

矢野 晴一

工藤 俊太郎

紫垣 恒治

石井 徹郎

磯貝 俊夫

関根 直弘

藤木 忠三

東芝物流(株)

(社)日 本電線工業会

工ーアイエムジャパン(国 際自動認識工業会)

(財)住 宅産業情報サービス

(社)情 報サービス産業協会

石油化学工業協会

電気事業連合会

(社)日 本電機工業会

(社)日 本電子機械工業会

(社)日 本貿易会

(社)日 本ロジスティクスシステム協会
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1.概 要

EDIの 導入 企業数、適用 業務 、採 用 している標準等 について、具体的、定量的かつ継

続的に調査 したデータはほとんどないのが実情である。また、国内において、企業間の

電子データ交換は業務遂行上不可欠な ものと認識 されてきているが、米国に比べてわが

国のEDIは 標準化な どの面で遅 れて いる という見方 もあり、 これが産業競争力の回復を

阻害 しているとも指摘されている。

このよ うな背景 の中で、産業情報化推進セ ンター(CII)とEDI推 進協 議会(JEDIC)

は、1997年 に引き続 いて、98年 始 め に国内企 業を対 象にEDI実 態調 査(第2回)を 実

施 した。本章 は、 この第2回 実態 調査結果 の概 要である。

なお、同調査では、EDIの 実施状況 をよ り広 範 に把握 するため、cII、uN/EDIFAcr等

の標 準的な規約 を使用 して いな い、業界等の独自規約による電子 データ交換も調査の対

象としている。また、今回の調査は、EDIの 導入 に前向きなJEDICの 会員所属企 業等 、

2,785社 を対 象 としたの で、前回調 査 同様、電子データ交換が、わが国全体の平均的な

状況よ りもかな り進んでいるという調査結果 になっていることが考え られる。

1.1国 内EDI実 態 調 査(調 査 票 発 送 数2,785社 、 回 収 数594社 、 回 収 率21.3%)

(1)電 子 デ ー タ 交 換 の 実 施 状 況

電 子 デ ー タ 交 換 につ い て 、448社(75.4%)が 実 施 して い る と 回答 して お り、 前 回

(72.5%)同 様 高 い実 施 率 にな って い る 。 業 種 別 で は 卸 売 業(122社)、 電 気 機 器(66

社)、 小 売 業(39社)、 繊 維 製 品(29社)が 多 い。 また 、 実 施 企 業 が 実 際 に電 子 デ ー

タ交 換 して い る 業 務 は 、受 注 管 理(70.8%、 前 回74.8%)、 発 注 管 理(60.1%、 前 回

58.4%)、 販 売管 理(37.9%、 前 回36.1%)、 物 流 管 理(37.2%、 前 回40.3%)、 在 庫

管 理(31.4%、 前 回32.5%)と な っ て お り、 電 子 デ ー タ交 換 の 中心 は 「受 発 注 」 で あ る

が 、 販 売管 理 、物 流 管 理 、 及 び 在 庫 管 理 へ の適 用 も前 回 同 様 約30～40%と 高 い 比率 を

示 して い る。
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(2)使 用 し て い る 標 準

受 注 デ ー タ(販 売 業 務)に つ いて は、 取 引 の 相 手 先方 式 を使 用 す る と ころ が 多 い が

(28.3%)、 実 質 的 な 国 内標 準 で あ るCII標 準 の採 用 は22.1%と な って い る。 一 方 、注

文 デ ー タ(購 買業 務)に つ いて は 、 自社 業 界 標 準(27.9%)、 自 社 方 式(23.3%)、 相

手 先 方式(18.7%)と な っ て お り、CII標 準 は14.7%で あ る。

(3)今 後EDIを 実 施 した い相 手業 種

今後EDIを 実施 した い相手業 種 としては、すでに電子データ交換 を実施 しているか否

かを問わず、前回同様、卸売業、電気機器が多く、すでに実施している企業に限ると、

倉庫 ・運輸が第3位 にな って いる。

(4)電 子 デ ー タ交 換 の課 題

電子 デー タ交換を行っている企業の更なる推進のため の課題 としては、 「ハー ド、ソ

フ トな どの環境 整備不足」(48.6%)が 圧 倒 的 に多 く、 「コ ス トが か か りす ぎる」

(40.8%)、 「法制度 上ペーパ レスにで き ない」(30.9%)と な ってお り、電子 デー タ

交換 を実施 していない企業の導入上の問題点 としては、 「ハー ド、ソフ トなどの環境整

備不足」(56.1%)、 「社 内の情報化 が進 んでいな い」(44.6%)、 「必要性が な い」

(34.5%)と 続 いてお り、 「トップの理解 が得られない」は何れの場合 も約2%で あ り、

EDIの 重要性 に対 する基 本的理解 は得 られてきたと考え られる。

(5)電 子 デ ー タ交 換 を行 うた め の要 望 事項

電子データ交換を行うための要望事項としては、電子 データ交換の実施の有無に係わ

らず、 「国内の標準を統一 して欲 しい」、 「業界内の方式を統一 して欲 しい」、 「法制

度上、電子媒体 による書類の保存を認めて欲しい」が上位3項 目にな って いる。

(6)通 信 回 線 種 別

電 子 デ ー タ 交 換 に使 用 して い る通 信 回 線 と して は 、 公 衆 回線 を 使 用 して い る企 業 が

76.4%と 一 番 高 く、VAN(72.6%)、 専用 回 線(32.3%)と な って い るが、 イ ンタ ー ネ ッ

トに よ る電子 デ ー タ交 換 も16.5%と 高 い 回答 を得 て い る。
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1.2国 際EDI実 態 調 査(調 査 票 発 送 数2,785社 、回 収 数506社 、 回収 率18.2%)

(1)国 際 電 子 デ ー タ 交 換 の 実 施 状 況

国 際 取 引 に電 子 デ ー タ交 換 を 「導 入 して い る」 の は42社(8.3%)、 「導 入 作業 中 」

が7社(1.4%)、 「導 入 の 予 定 で あ る」 が33社(6.5%)と な っ て お り、 「導 入 予定 」

ま で含 め る と約16%に な って い る。

(2)国 際電 子 デ ー タ交 換 の 実施 形 態

電 子データ交換を形態別に見 ると、回答企業の55.6%が 海外 取 引先 との直接 交換型、

42.6%が 現地法人経 由型、在 日法人経 由型と国内商社経由型がいずれも10%未 満 とな っ

て お り、前回調査 とほ ぼ同じ傾向を示 しているが、今回の調査では、取引先別の地域的

な特徴は見られない。

(3)UN/EDIFACTの 利 用 状 況

UN/EDIFACTに つ いて は 「自社 で の 取 引 に 利 用 して い る」(28.8%)、 「名 前 を 知 っ

て い る」(26.3%)、 「内 容 を 知 って い る 」(20.0%)「2年 以 内 に利 用 を 開始 す る計

画 」(13.8%)と な っ て お り、 「知 ら な い 」 は7.5%に と ど ま っ て い る 。 ま た 、

uN/EDIFAcrと 取 引形 態 との 関 係 で は 、 国 際 取 引 に94.6%が 使 用 され て い る。

UN/EDIFACTが 使 われ て い な い理 由 と して は 、 「自社/自 業 界 の 現 在 の 電 子 デー タ交

換 シス テ ム が安 定 稼 働 して お り、 変 更 の 必 要 が 無 い」(18.2%)、ruN/EDIFAcrに つ

い て 全 く知 らな い/あ ま り知 らな い 」(18.2%)、 「取 引 先 がuN/EDIFAcr以 外 の方 式

を 要 求 して い る」(16.9%)が 上 位3位 の 回 答 にな って い る。

(4)シ ン タ ッ ク ス ル ー ル

電 子 デ ー タ 交 換 に用 い られ て い る シ ンタ ッ クス ル ー ル は 、UN/EDIFACT(32.9%)と

固 定 長 自 社 方 式(27.2%)が 多 い が 、CII標 準 も13.9%使 用 され て い る 。 取 引 先 の地 域

別 にみ る と、 北米 はANsIx12、 ヨー ロ ッパ と ア ジ アはuN/EDIFAcrを 使 用 す る傾 向 に

あ る。

(5)通 信 プ ロ トコ ル

使 用 され て い る通 信 プ ロ トコル は 、SDLC/HDLC(17.8%)とTCPAP(15.5%)が 中

心 で 、X.400/435や 、X.25等 を用 い た 国 際 電 子 デ ー タ交 換 の 例 は少 な い 。
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2.国 内EDIの 実 態 調 査

2.1調 査 概 要

本 調査 は、EDI推 進協 議会(JEDIC)の 活 動 の一環 と して、国 内取 引におけるEDIの

実施 状 況 を広 範 に把握 す るた め に、1996年 度 よ り開始 した 。本調査 は今後 も毎年継続

して実施する計画であ り、今回の調査はその2回 目で ある。

2.1.1調 査 の 目 的

本調査では、EDIの 実施 状況 をよ り広 範 に把握す るため、 「標準 的な規約」にもとつ

いていな くても 、取引データをコンピュータ間の通信で交換 しているものを 「電子デー

タ交換」として定義し、その実施状況を調査 した。

日本における電子データ交換は、多 くの業界、企業の努力によ り着実に進展 している

と考 えられる。 しか し米国な どと較べると標準化の面などで大き く立ち後れてお り、こ

れが産業の競争力の回復を阻害 しているという指摘 もある。 こうした状況の中でJEDIC

では、電子デー タ交換 の実態 を把握 してその結果を一般に公表することにより、電子デー

タ交換の一層の普及のために役立てたいと考え調査を実施 した。

2.1.2調 査 の 方 法

調査は、1998年1月 、郵送 によるア ンケー ト方式によ り実施 した。アンケー ト対象は、

JEDIC会 員 の各業界団体 に所属す る企業等2,785社 である。 これ らの企業 に対 し、本ア

ンケー ト調査と第3章 に示す 「国際EDIの 実態調査」 の調査票 を郵送 した。

その結果、594社 か ら回答が得 られ た(回 収率は21.3%)。

2.1.3ア ン ケ ー ト票 の 概 要

今回の調査では、前回の調査 との連続性を維持するために、原則、前年度 のアンケー

ト票の設問と同 じとしてお り、おおよそ以下の通 りである。なお、実際のアンケー ト票

は、添付資料1を 参 照 して いた だきたい。

・回答企業の概要(資 本金 、売上高等)に 関す る設問

・電子データ交換 の実施有無 と、課題や要望に関する設問

・利用している通信の接続形態に関する設問

・取引先との電子データ交換の仕方に関する設問
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2.2ア ンケ ー ト調査 結 果

国内企 業にお けるEDIの 実態 について 、調査票 の項 目に沿って、前回の調査(1997年

度)と 比較 した形で以下 に示す 。

2.2.1回 答 企 業 の 概 要

回答企業の概要(資 本金、売上 高、従 業員数 、業種及び取引状況)は 、以 下 の とお り

前 回 とほ とん ど同じ傾向である。

ま ず 、 資本 金 によ る回 答 企 業 の 特 徴 は 、 「1億 円以 上5億 円未 満 」 が21.7%と 前 回 に

続 い て 最 も多 い。 次 いで 、 「10億 円 以 上50億 円未 満 」 が14.6%と な っ てお り、5億 円

未 満 が全 体 の 約 半 数(45.9%、 前 回41.1%)を 占 め て い る が 、100億 円以 上 も21.5%

(前 回 、26.5%)に 達 して い る(図 表2-1)。

国 内 売 上 高 で 見 て み る と、 「10億 円 以 上100億 円未 満 」(25.4%)と 「100億 円 以 上

500億 円未 満 」(24.4%)が それぞ れ 全 体 の約 四 分 の 一 、 「500億 円以 上1,000億 円未 満 」

と 「1,000億 円 以 上5,000億 円 未 満 」 合 わ せ て29.8%(前 回31.6%)と な って い る(図

表2-2)。

従 業員 数 で は、 多 い 順 か ら、100人 以 上500人 未 満 、1,000人 以 上5,000人 未 満 、500

人 以 上1,000人 未 満 で 、 こ の3つ の 範 囲 だ け で65.2%(前 回 、67.8%)と な っ て い る

(図 表2-3)。
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図表2-1:回 答 企 業 の 資 本 金(1997年3月 末 時 点)

1Q97 198
資本金

企業数 企業数

5000万 円未満 74 12.6% 78 13.1%

～1億 円未満 52 8.8% 66 11.1%

～5億 円未満 116 19.7% 129 21.7%

～10億 円未満 35 5.9% 41 6.9%

～50億 円未満 93 15.8% 87 14.6%
～100億 円未満 51 8.7% 44 74%
～500億 円未満 94 160% 78 13.1%

～1000億 円未満 29 4.9% 23 3.9%

1000億 円以上 33 5.6% 27 4.5%

無回答 12 20% 21 35%

合 計 589 1000% 594 1000%

図表2-2:回 答企業の国内売上高(1997年3月 末 まで1年 間 の年商)

1(97 1998
売上高

企業数 企業数

1億円未満 3 0.5% 3 0.5%

～5億 円未満 11 1.9% 17 2.9%
～10億 円未満 19 3.2% 22 3.7%

～100億 円未満 142 24.1% 151 25.4%

～500億 円未満 154 26.1% 145 24.4%

～1000億 円未満 61 10.4% 76 12.8%

～5000億 円未満 125 21.2% 101 17.0%

～1兆 円未満 27 4.6% 26 4.4%

1兆 円以上 33 5.6% 30 5.1%

無回答 14 24% 23 3.9%

合 計 589 1000% 594 1000%

図表2-3:回 答企業 の国内従業員数(1997年3月 末時点)

1997 198
従業員数

企業数 企業数

10人 未満 9 1.5% 13 2.2%

～50人 未満 49 8.3% 55 9.3%

～100人 未満 48 8.1% 59 9.9%

～500人 未満 155 26.3% 184 31.0%
～1000人 未満 94 16.0% 73 12.3%

～5000人 未満 150 25.5% 130 21.9%

～1万 人未満 36 6.1% 35 5.9%

～5万 人未満 39 6.6% 28 4.7%

5万 人以上 2 0.3% 3 0.5%

無同質 7 t2% 14 2.4%

合 計 589 1000% 594 100.0%
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回答 企 業 の 業 種 は 、卸 売 業 が 圧 倒 的 に 多 く24.7%、 小 売 業(7.4%)ま で含 め る と全

体 の 約 三 分 の 一(32.1%)に な る(図 表2-4)。 以 下 、 電 気機 器(13.8%)、 繊 維 製 品

(7.9%)、 電 機 ・ガ ス(6.1%)と な って い る 。

な お 、 銀 行 につ い て は 、 関係 機 関 がEDI推 進 協 議 会 の 会 員 にな って いな い ので 、 調 査

票 そ の もの を送 って い な い 。次 回以 降 に は、 銀 行 等 の金 融 機 関 のEDIに つ いて 調 査 す る

方 向 で検 討 す る。

図表2-4:回 答 企 業 の 業 種

(複数の業種が考えられる場合は、売上高が最も大きい事業の業種が選択されている)

1 97 1(98
業 種

企業数 企業数

水産 ・農林 1 α2% 1 0.2%

建設 19 3.2% 15 2.5%

食料品 22 3.7% 21 35%

繊維製品 37 63% 47 7.9%

パルプ ・紙 7 1.2% 9 1.5%

化学 30 5.1% 11 1.9%

医薬品 1 0.2% 2 0.3%

石油 ・石炭 1 α2% 1 0.2%

ゴム製品 1 02% 1 02%

ガ ラス ・土 石製品 2 0.3% 2 0.3%

鉄鋼 15 2.5% 23 3.9%

非鉄金属 20 3.4% 14 2.4%

金属製品 9 15% 10 1.7%

機械 16 2.7% 11 1.9%

電気機器 91 15.4% 82 13.8%

輸送用機器 16 2.7% 7 1.2%

精密機器 8 1.4% 8 1.3%

その他製品 23 3.9% 22 3.7%

卸売業 133 226% 147 247%

小売業 33 5.6% 44 7.4%

その他金融 2 0.3% 1 0.2%

保険 1 0.2%

陸運 4 0.7% 5 0.8%

海運 3 05% 7 1.2%

空運 2 0.3%

倉庫 ・運輸 34 58% 25 4.2%

通信 3 0.5% 1 0.2%

電気 ・ガス 25 4.2% 36 6.1%

旅行関連サー ビス 2 0.3%

情報サービス 8 1.4% 13 2.2%

その他サー ビス 5 0.8% 5 0.8%

行政 7 1.2% 7 1.2%

子の他 11 19% 13 22%

合 計 s89 1000% 594 1000%
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次の2表 は、回答企 業 の取 引状況 を示 したものであ り、伝票(発 注、受 注)の 件数 に

よ り整理 した もので あ る。なお、1回 の受発注で複数種 類の商品 、サービスの取引が行

なわれている場合は、総延べ数 の回答 になっている。また、件数は、1997年3月 末 ま

で 国 内にお ける1年 間 の月平均 を示 して いる。

図表2-5:国 内企 業 へ の 発注 件数:

発注伝票(あ るいは商品、サービスの提供に付随する伝票や電子データ)の 件数

1 97 1 8
発注取引件数

企業数 企業数

500件 未満 59 1α0% 69

■

11.6%

～1000件 未満 48 8.1% 34 5.7%
～5000件 未満 102 17.3% 102 172%
～1万件未満 70 11⑨% 76 1Z8%

～5万件未満 121 205% 115 19.4%

～10万 件未満 37 6.3% 37 6.2%
～50万 件未満 47 &0% 42 71%

50万 件以上 38 65% 33 5.6%

無同欠 67 114% 86 145%

合 計 589 1000% 594 1000%

図表2-6:国 内企 業 か らの受 注 件 数:

受注伝票(あ るいは商品、サービスの提供に付随する伝票や電子データ)の 件数

1997 1c98
受注取引件数

企業数 企業数
■

500件 未満 49 83% 75 126%

～1000件 未満 37 63% 29 4.9%
～5000件 未満 83 14.1% 76 12β%

～1万件未満 64 10.9% 58 98%
～5万件未満 126 214% 117 19フ%
～10万 件未満 39 66% 49 82%
～50万 件未満 70 119% 53 89%

50万 件以上 44 75% 42 71%

無回答 77 131% 95 160%

合 計 589 1000% 594 100.0%
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2.2.2電 子 デー タ交 換 の状 況

〈電子データ交換の定義〉

・本調査では、便宜 的に、電子デー タ交換 を次の ように定義 して います。

電子データ交換:

取引に必要なデータを他の企業や組織と交換する際、コンピュータ間の通信を利用すること。

(ただし、電子メールによる事務連絡などは除く)

EDI(EleCtronicDatainterchange)は 本来、 「広 く合意された」標準 によ り実施される ものですが、

本調査 ではそれ に限 らず、電子的 に行われて いるデー タ交換全般 を対象 としています。

また、本調査票(国 内編)で は、 日本国内 にあ る相 手(日 本国籍、外国資本 にかかわ らず)と の

取引での 「電子デー タ交換」 を対象 と して います。

(1)業 種別 「電子データ交換」の実施状況

電 子 デ ー タ交 換 に つ いて 、448社(75.4%)が 実 施 し て い る と 回答 し て お り、 前 回

(72.5%)同 様 高 い実 施 率 にな って い る(図 表2-7)。 実 施 企 業 数 が 多 い業 種 は 、 卸 売

業(122社)、 電 気 機 器(66社)、 小 売 業(39社)、 繊 維 製 品(29社)、 倉 庫 ・運 輸

(22社)、 鉄 鋼(21社)、 食 料 品(20社)が 多 い 。

また 、 実施 企 業 数 が20社 以 上 の業種 の実 施率 は 、食 料 品(95.2%)、 鉄鋼(91.3%)、

小 売業(88.6%)、 倉 庫 ・運 輸(88.0%)の 順 にな っ て お り、 全 体 の実 施 率(75.4%)

よ りは る か に高 い結 果 にな って い る。

な お 、表 で は 、電 気 ・ガス が 一 つ にな って い るが 、 電 力 だ け見 る と電 力会 社9社 す べ

て が電 子 デー タ交 換 を 実 施 して お り、 実 施 率 は100%で あ る。 この ほか 、化 学(11社)

も実 施 率 が100%に な って い る。
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図表2-7:回 答企 業の業種別 「電子データ交換」実施の有無
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(2)回 答企業の特徴別 「電子データ交換」の実施の有無

図表2-8～2-16は 、回答企業 の特 徴(資 本金 、売 上高 、従業員数)別 に電子 デー タ交

換 の実施 の有無 について整理 したものである。

図表2-8～2-10は 、資本 金別 「電 子 デ ー タ交 換1実 施 状 況 を示 して い る 。 基本 的 には 、

資 本 金 が 高 くな る に従 って 、電 子 デ ー タ交 換 の実 施 率 も向上 して い る 。 特 に、 資 本 金 が

10億 円以 上 に な る と、そ れ ぞ れ の 範 囲 で80%を 超 え る実 施 率 に な っ て い る。10億 円未

満 全 体(314社)で は65.9%(前 回66.2%)、10億 円以 上 の全 体(259社)で は88.4%

(前 回84.9%)の 実 施 率 にな って お り、そ の差 は 顕著 で あ る。

図 表2-11～2-13は 、売 上 高 別 「電 子 デ ー タ 交 換 」 実 施 状況 を示 して い る。 売 上 高 の 向

上 に 伴 い電子 デ ー タ交 換 の実 施 率 も高 くな って お り、特 に、 売 上 高 が100億 円以 上 に な

る と、 そ れ ぞれ の 範 囲で80%を 超 える 実 施 率 にな って い る。100億 円未 満 全体(193社)

で は51.8%(前 回53.8%)、100億 円 以 上 の 全 体(378社)で は88.6%(前 回85.2%)

の 実 施 率 にな って お り、そ の差 は顕 著 で あ る。

図 表2-14～2-16は 、従 業 員 数 別 「電 子 デ ー タ交 換 」 実 施 状 況 を示 して い る 。 前2つ の

結 果 と同様 、 企 業 規 模 の大 き さ に 比例 して 電 子 デ ー タ交 換 の実 施 率 も高 くな っ て お り、

従 業 員 数500人 規 模 が1つ の 区切 りに な って い る。500人 未 満 全 体(311社)で は62.4

%、500人 以 上 全 体(269社)で は91.1%の 実 施 率 に な っ て い る 。

以上示した特徴か ら、ある企業が、電子データ交換を実施 しているかどうかは、資本

金10億 円、売 上高100億 円、従 業員数500人 が一 つの指標 になっている ことがわかる。

詳細は、以下に示す図表を参照していただきたい。
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図表2-8:1998一 資 本 金 別 「電 子 デ ー タ 交換 」実 施 状 況(1)

線:電 子データ交換実施率(右 目盛り)

棒:回 答企業数(左 目盛 り)

図表2-9:1998一 資 本 金別 「電 子 デー タ交 換 」 実 施 状 況(2)

資本金 企業数 電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行っていない

5,㎜ 万円未満 78 43 55.1% 35 44.9%
～1億 円未満 66 35 53.0% 31 47.0%

～5億 円未満 129 97 75.2% 32 24.8%
～10億 円未満 41 32 78.0% 9 22.0%

～50億 円未満 87 73 83.9% 14 16.1%

～loo億 円未満 44 41 93.2% 3 6.8%

～500億 円未満 78 69 88.5% 9 115%

～1
,000億 円 未 満 23 22 95.7% 1 4.3%

1.000債 円 以 卜 27 24 889% 3 1t1%

合 計 573 436 761% 137 239%

図 表2-10:1997一 資 本 金 別 「電 子 デ ー タ 交 換 」 実 施 状 況(3)

資本金 企業数 電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行っていない

5,㎜ 万 円未満 71 42 59.2% 29 40.8%
～1億 円未満 51 29 56.9% 22 43.1%

～5億 円未満 111 76 68.5% 35 31.5%

～10億 円未満 33 29 87.9% 4 12.1%

～50億 円未満 91 72 79.1% 19 20.9%

～100億 円未満 49 41 83.7% 8 16.3%

～500億 円未満 90 76 84.4% 14 15.6%

～1 ,000億 円 未 満 29 27 93.1% 2 6.9%

1.000億 円 以 卜 32 31 969% 1 3.1%

合 計 557 423 759% 134 24.1%
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図表2-11:1998一 売 上 高 別 「電 子 デ ー タ交 換 」 実 施 状 況(1)

線:電 子データ交換実施率(右 目盛り)

棒:回 答企業数(左 目盛 り)

図表2-12:1998一 売 上 高 別 「電 子 デ ー タ交 換 」実 施 状 況(2)

売上高 企業数 電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行 っていない

1億 円未満 3 1 33.3% 2 66.7%

～5億 円未満 17 5 29.4% 12 70.6%
～10億 円未満 22 10 45.5% 12 545%
～100億 円未満 151 84 55.6% 67 44.4%
～500億 円未満 145 121 83.4% 24 16.6%

～1 ,000億 円 未 満 76 70 92.1% 6 7.9%

～5
,000億 円 未 満 101 93 92.1% 8 7.9%

～1兆 円未満 26 23 88.5% 3 11.5%

1兆 円以 卜 30 28 933% 2 6.7%

合 計 571 43S 762% 136 238%

図表2-13:1997一 売 上 高 別 「電 子 デ ー タ 交 換 」 実 施 状 況(3)

売上高 企業数 電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行っていない

1億 円未満 3 3 100.0%

～5億 円未満 11 8 72.7% 3 27.3%

～10億 円未満 18 4 22.2% 14 77.8%

～100億 円未満 137 79 57.7% 58 42.3%

～500億 円未満 150 121 80.7% 29 19.3%

～1
,000億 円 未 満 59 49 83.1% 10 16.9%

～5
,000億 円 未 満 118 104 88.1% 14 11.9%

～1兆 円未満 27 23 85.2% 4 14.8%

1兆 円 以 卜 32 32, 1000%

合 計 ∬5 420 7S7% 135 243%
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図表2-14:1998一 従 業 員 数 別 「電 子 デー タ交 換 」 実 施 状 況(1)

線:電 子データ交換実施率(右 目盛 り)

棒:回 答企業数(左 目盛り)

図表2-15:1998一 従 業 員 数 別 「電 子 デー タ交 換 」 実 施 状 況(2)

従業員数 企業数 電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行っていない

10人 未満 13 2 15.4% 11 84.6%

～50人 未満 55 25 45.5% 30 54.5%

～100人 未満 59 31 52.5% 28 475%
～500人 未満 184 136 73.9% 48 26.1%

～1
,000人 未 満 73 65 89.0% 8 11.0%

～5
,000人 未 満 130 121 93.1% 9 6⑨%
～1万 人未満 35 30 85.7% 5 14.3%

～5万 人未満 28 27 964% 1 3.6%

5万 人以 卜 3 2 667% 1 333%

合 計 580 439 75.7% 141 243%

図 表2-16:1997一 従 業 員 数 別 「電 子 デー タ交 換 」 実 施 状 況(3)

従業員数 企業数 電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行っていない

10人 未満 9 5 55.6% 4 44.4%

～50人 未満 47 22 46.8% 25 53.2%

～100人 未満 46 20 43.5% 26 565%

～500人 未満 152 ・109 71.7% 43 28.3%

～1
,000人 未 満 90 75 83.3% 15 16フ%

～5
,000人 未 満 143 122 853% 21 14.7%

～1万 人未満 34 31 91.2% 3 8.8%
～5万 人未満 39 38 97.4% 1 2X～%

5万 人以 卜 2 2 100.0%

合 計 562 424 75.4% 138 24.6%
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(3)「 電子データ交換」推進上の課題 と導入上の問題

電子データ交換を既に実施 している企業には更なる推進上の課題を、実施 していない

企業には導入上の問題点 を聞いた結果(3つ までの複数 回答)が 図表2-17～2-18で ある。

電子 デー タ交換 を行 っている企業の更なる推進のための課題 としては、 「ハー ド、ソ

フ トな どの環境整備不足」(206社 、48.6%)が 圧倒的 に多 く、 「コス トが かか りすぎ

る」(173社 、40.8%)、 「法制度上ペーパ レス にで きない」(131社 、30.9%)と なっ

ている(図 表2-17)。 この法制度 上の課題 は、1998年3月31日 に 「電子 計算機 を使 用

して作 成す る国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律」が官報公示されてお

り、徐々にではあるが解決されていくと思われる。

電子データ交換を実施 していな い企業の導入上の問題点としては、 「ハー ド、ソフ ト

などの環境整備不足」(78社 、56.1%)、 「社 内 の情報化 が進ん でいな い」(62社 、

44.6%)、 「必要 性がな い」(48社 、34.5%)と 続 いてお り、 「トップの理 解が得 られ

ない」は何れの場合 も約2%で あ り、電子 データ交換 の重要性 に対する基本的理解は得

られてきたと考えられる。

電 子 デ ー タ 交換 実 施 企 業 を対 象 に 、 前 回調 査 と比 較 し て み る と、 「得 意 先 の理 解 が得

られ な い」が37.1%か ら29.0%に 減 少 して い るの と、 「法 制度 上 ペー パ レス に で きな い 」

が23.4%か ら30.9%に 、 「コス トが か か りす ぎ る」 が31.0%か ら40.8%に そ れぞ れ 上 昇

して い る のが 特 徴 と いえ る。
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図表2-17:1998-「 電 子 デ ー タ 交 換 」 推 進 上 の課 題 も し くは導 入 上 の 問題 点(1)

(3つ までの複数回答)

電子データ交換を 電子データ交換を
理 由 全 体

行 っている 行っていない

1)必 要性がない 57 10.1% 9 2.1% 48 345%

2)法 制座上 ペー パ レスにで きない 142 25.2% 131 30.9% 11 7.9%

3)ペ ーパ レス以外の法律の問題 30 5.3% 28 6.6% 2 1.4%

4)コ ス トが かか りす ぎる 207 36.8% 173 40.8% 34 245%

5)人 手が足 りない 84 14.9% 65 15.3% 19 13.7%

6)社 内の情報化が進んでいない 161 28.6% 99 23.3% 62 44.6%

7)ハ ー ド、ソ フ トな どの環境 整備不足 284 50.4% 206 48.6% 78 56.1%

8)効 果が分からない 108 19.2% 63 14.9% 45 324%

9)ト ップの理解を得られない 14 25% 11 2.6% 3 2.2%

10)得 意先の理解を得られない 147 26.1% 123 29.0% 24 17.3%

11)そ の他 78 13.9% 67 15.8% 11 7.9%

延べ回答数合計 1312 975 337

回答企業数合計 563 100.0% 424 100.0% 139 100.0%

図表2-18:1997-「 電 子 デ ー タ交 換 」 推 進 上 の課 題 も し くは導 入 上 の 問題(2)

(3つ までの複数回答)

電子データ交換を 電子データ交換を
理 由 全 体

行 って いる 行っていない

1)必 要性がない 46 115% 22 8.9% 22 16.3%

2)法 制度上ペーパレスにできない 74 18.5% 58 23.4% 13 9.6%

3)ペ ーパ レス以外の法律の問題 16 4.0% 11 4.4% 5 3.7%

4)コ ス トがかか りす ぎる 118 29.6% 77 31.0% 35 25.9%

5)人 手が足 りない 67 16.8% 42 16.9% 23 17.0%

6)社 内の情報化が進んでいない 125 31.3% 57 23.0% 65 48.1%

7)ハ ー ド、 ソフ トな どの環境整備不足 218 54.6% 123 49.6% 88 65.2%

8)効 果が分からない 93 23.3% 52 2LO% 37 27.4%

9)ト ップの理解 を得 られない 17 4.3% 10 4.0% 7 5.2%

10)得 意先の理解 を得られない 124 31.1% 92 37.1% 27 20.0%

11)そ の他 60 15.0% 40 16.1% 17 12.6%
.

延べ回答数合計 958 584 339
■

回答企業数合計 399 100.0% 248 100.0% 135 100.0%
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(4)「 電子データ交換」を実施する際の要望

電子データ交換を実施する際の要望事項について聞いた結果(3つ までの複数 回答)

が、 図表2-19～2-21で ある。

電子デー タ交換 を実施す るための要望事項 としては、電子データ交換の実施の有無に

係わ らず、 「国内の標準を統一して欲 しい」(全 体 で59.6%)が 前回に続 いて最 も高 く、

「法制度上、電子媒体による書類の保存を認めて欲 しい」(同46 .1%)、 「業界 内の方

式 を統一 して欲 しい」(同44.8%)が 上位3項 目にな って いる(図 表2-19)。

図表2-20は 、 図表2-19を 回答 の多 か った 順 に並 べ換 え た も ので あ る。

図表2-19:1998一 電 子 デ ー タ交 換 を行 うた め に要 望 す る事 項(1)

(3つ までの複数回答)

電子データ交換を 電子データ交換を
理 由 全 体

行 って いる 行っていない

1)安 価 な トランス レー タがほ しい 183 33.9% 149 35.5% 34 28.3%

2)行 政がEDIを 実施 してほしい 97 18.0% 76 1&1% 21 17.5%

3)EDIの 重 要性 を一般 に知 らしめて ほしい 113 20.9% 74 17.6% 39 325%

4)EDIの 現状 を一般 に知 らしめてほ しい 58 10.7% 33 7.9% 25 20.8%

5)国 内の標準を統一してほしい 322 59.6% 259 61.7% 63 525%

6)業 界内の方式を統一してほしい 242 44.8% 193 46.0% 49 40.8%

7)法 制度上、電子媒体による書類の保存を認めてほしい 249 46.1% 206 49.0% 43 35.8%

8)シ ス テム作 りをアウ トソー シング したい 23 4.3% 17 4.0% 6 50%

9)高 度利用するためのコンサルティングを受けたい 17 3.1% 14 3.3% 3 2.5%

10)そ の他 24 4.4% 16 3.8% 8 6.7%

延べ回答数合計 1328 1037 291

回答企業数合計 540 100.0% 420 100.0% 120 100.0%
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図表2-20:1998電 子 デ ー タ交 換 を行 うた め に要 望 す る事 項(2)

1)安 価な トランスレータがほしい

2)行 政がEDIを 実施してほしい

3)EDIの 重要性 を一般に知 らしめてほしい

4)EDIの 現状を一般に知らしめてほしい

5)国 内の標準を統一してほしい

6)業 界内の方式を統一してほしい

7)法 制度上、電子媒体による書類の保存を認めてほしい

8)シ ステム作 りをアウ トソーシングしたい

9)高 度利用するためのコンサルティングを受けたい

10)そ の他

図表2-21:1997一 電 子 デ ー タ 交 換 を行 うた め に要 望 す る事 項(3)

(3っ までの複数回答)

電子データ交換を 電子データ交換を
理 由 全 体

行 って いる 行っていない

1)安 価な トランスレータがほしい 45 37.2%

2)行 政がEDIを 実施してほしい 27 22.3%

3)EDIの 重要性を一般に知らしめてほしい 30 24.8%

4)EDIの 現 状を一般 に知 らしめて ほ しい 22 18.2%

5)国 内の標準を統一してほしい 84 69.4% 未調査

6)業 界内の方式を統一してほしい 41 33.9%

7)法 制度上、電子媒体による書類の保存を認めてほしい 54 44.6%

8)シ ス テム作 りをア ウ トソー シング した い 12 9.9%

9)高 度利用するためのコンサルティングを受けたい 9 7.4%

10)そ の 他 5 4.1%

延べ回答数合計 329

回答企業数合計 121 100.0%

一137一



(5)「 電子データ交換」の導入計画

図表2-22～2-24は 、現在 、 電子 デ ー タ交 換 を実施 して い な い企 業 に聞 いた結 果 で あ る。

電 子 デ ー タ 交 換 の導 入 計 画 につ いて は 、 「導 入 の計 画 は な い 」 が51.4%と 最 も高 く、

調 査 年 度 内(1998年3月)に 実 施 予 定 は2.1%(3社)と わ ず か で は あ る が 、 「3年 以

内 に実 施 予定 」 まで 含 め る と20.9%(30社)に な る 。

しかし、一方では、 「計画はない」 が前年の40.8%(58社)か ら51.4%(74社)

と大 幅 に増えている要 因を明確 にす るのが、電子データ交換の普及促進につながること

になると考えられる。

図表2-22:「 電 子 デ ー タ 交 換 」 の 導 入 計 画(1)

導入計画
1 97 1 8

企業数 企業数

1)調 査年度内に実施予定
2)3年 以内に実施予定

3)必 要性を調査中

4)計 画はない

7

33

44

58

49%

23.2%

31X)%

408%

3

27

40

74

Z1%

18£%

27.8%

514%

合 計 142 1000% 144 1000%

1)1997年 度 内に実施予定(3)

4)計 画 は

内に実施予定(27)

要性を調査中(40)

(電子データ交換未実施企業の回答、カッコ内は回答企業数)

図表2-23:1998-「 電 子 デ ー タ交 換 」 の導 入 計画(2)
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図表2-24は 、現 在 、電 子 デ ー タ 交 換 を実 施 して いな い企 業 が 、 新 た に電 子 デ ー タ交 換

を実 施 す る場 合 の 、希 望 相 手 業 種 を示 して いる 。

希 望 業 種 と し て 、10%以 上 の 回 答 が あ った の が 、 卸 売 業(15.5%、43社)、 小 売 業

(10.1%、28社)、 電 気 機 器(10.1%、28社)の3業 種 で あ る。 前 回 、10.6%あ った 銀

行 が 今 回5.1%と 半分 以 下 に落 ち 込 んで い るの も特徴 とい え る。

図 表2-24:「 電 子 デー タ交 換 」 を希 望す る相 手 業 種

(現在、電子データ交換未実施企業、3つ までの複数回答)

1097 1(`98
業 種 企業数 企業数

水産 ・農林

■

1 0.4%

鉱業 1 0.4%

建設 13 4.9% 12 4.3%

食料品 1 0.4% 1 0.4%

繊維製品 6 2.3% 16 5.8%

パル プ ・紙 4 1.5% 3 1.1%

化学 3 1.1% 1 0.4%

医薬品

石 油 ・石炭 3 1.1%

ゴム製品 1 04%

ガラス ・土石製 品 2 0.8% 1 0.4%

鉄鋼 10 3.8% 7 25%

非鉄金属 3 1.1% 5 1.8%

金属製品 12 4.5% 12 4.3%

機械 17 6.4% 22 7.9%

電気機器 30 11.3% 28 10ユ%

輸送用機器 3 1.1% 3 1.1%

精密機器 13 4.9% 15 5.4%

その他製品 6 2.3% 14 5.1%

卸売業 4 15」% 43 155%

小売業 15 5.7% 28 10.1%

銀行 28 10.6% 14 5ユ%

その他金融 1 0.4%

証券 1 0.4%

保険
不動産 1 0.4%

陸運 7 2.6% 2 0.7%

海運 8 3.0% 3 1.1%

空運
倉庫 ・運輸 13 49% 3 1.1%

通信 1 0.4% 4 1.4%

電気 ・ガス 5 1.9% 9 3.2%

旅行関連サービス 1 0.4% 1 0.4%

情報サービス 5 1.9% 5 1.8%

その他サー ビス 4 1.4%

行政 9 3.4% 11 4.0%

子の柚 6 23% 5 1.8%

合 計 265 1000% 277 100.0%
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(6)「 電子データ交換」の実施業務 と利用 している通信接続形態

企業 が実 際 に 「電 子 デー タ交換 」 を して いる 業務 は、受注 管理(70.8%、 前 回74.8%)、

発 注 管 理(60.1%、 前 回58.4%)、 販 売 管 理(37.9%、 前 回36.1%)、 物 流 管 理(37.2

%、 前 回40.3%)、 在 庫 管 理(35.9%、 前 回32.5%)と な っ てお り、電 子 デ ー タ交 換 の

中心 は 「受発 注 」 で あ るが 、販 売 管 理 、物 流 管 理 、 及 び在 庫 管 理 へ の適 用 も前 回 同様 約

30～40%と 高 い 比率 を示 して い る(図 表2-25)。

受注管理

発注管理

販売管理

物流管理

在庫管理

事務管理

生産 ・工程管理

製品情報管理

オンライン照会予約

その他の業務

原価管理

設計管理

0 50

62(13.8%)

61(13.6%)

100 150

170(37.9%)

167(37.2%)

200 250 300

318(70.8%)

350

図表2-25:1998一 業 務 別 ・電 子 デ ー タ交 換 の実 施 状 況(1)

(該当する業務全てに回答してもらう複数回答方式)

「電子デー タ交換」の実施業務 を、利用している通信接続形態との関係で示 したのが

図表2-26で ある。なお、1998年 度 の調査 で は、業務 に 「オ ンライン紹介予約」 、通信

接続形態に 「インターネッ ト」をそれぞれ追加 してある。

通 信接 続 形 態 の多 い順 に見 る と、公 衆 回 線(76.4%、343社)、VAN(付 加 価 値 通 信

網 、72.6%、326社)、 自社 の専 用 回線(32.3%、145社)と な って お り、 今 回 か ら調査

項 目 に加 えた イ ン ター ネ ッ トが 、 これ に つ いで16.5%(74社)、 そ して 、 パ ソ コ ン通

信(16.0%、72社)、 そ の 他9.8%(44社)と な って い る(図 表2-27)。

ネ ッ トワー ク の オー プ ン化 、 取 引 の オ ー プ ン化 に伴 っ て 、イ ン ター ネ ッ ト を利 用 した

電子 デ ー タ交 換 の導 入 は 、 今 後 さ らに 増 加 す る傾 向 に あ る と思 わ れ る。

な お 、 参 考 まで に 、 図 表2-28～2-31に 回 答 企 業 の特 徴 別(資 本 金 、 売 上 高 、 従 業 員

数 、 業種)の 通 信 接 続 形 態 を示 す 。
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図表2-26:1998一 業 務 別 ・電 子 デ ー タ交 換 の実 施状 況(2)(複 数回答:い くつでも)

業 務
VANを

利用

イ ンター

ネ ッ ト

パソコン

通信

公衆回線
に接続

自社の

専用回線
その他 業務別合計 回答企業数

生産 ・工程管理 22 7 5 35 35 5 109 5.0% 76 16.9%

在庫管理 59 6 11 73 63 14 226 10.4% 141 314%

受注管理 235 20 32 204 64 17 572 26.3% 318 70β%

発注管理 152 10 18 154 57 23 414 19.1% 270 60.1%

販売管理 73 9 16 88 50 11 247 114% 170 379%

原価管理 6 2 3 13 24 3 51 23% 43 9.6%

事務管理 16 7 9 40 38 6 116 5.3% 90 2α0%

設計管理 5 3 3 10 11 2 34. 1.6% 26 5.8%

物流管理 65 2 12 98 74 8 259 11⑨% 167 372%

製品情報管理 14 25 5 21 18 2 85 3.9% 62 13.8%

わライン照会予約 13 7 5 23 35 7 90 41% 61 13.6%

子の他の業務 2 6 8 31 5 7 79 3.6% 5 127%

延べ回答数合計
682 104 127 790 474 105 2173 100.0%

314% 48% 5.8% 364% 21.8% 48% 100.O%

回答企業数
326 74 72 343 145 44 449

726% 165% 160% 764% 323% 9.8% 100.0%

企業数

350

300

250

200

150

100

50

0

343一

326

7472

145

`

44

, ` 1 1`

VANイ ンターネット パ ソコン 公衆回線 自社 の

通信 専用線

その他

図 表2-27:1998一 通 信 接 続 形 態 別 の 利 用状 況(複 数回答、いくつでも)
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図表2-28:資 本金別 ・通信接続形態別 の利用状況

資本金分類
VANを

利用

イ ンター

ネ ッ ト

パソコン

通信

公衆回線

に接続

自社の

専用回線
その他

～5 ,㎜ 万 円未満 25 8 5 31 7 3

～1億 円未満 25 7 8 25 11 3

～5億 円未満 63 12 19 81 22 12

～10億 円未満 23 5 7 26 6 2

～50億 円未満 46 12 12 54 32 7

～100億 円未満 35 6 5 32 13 3

～500億 円未満 61 9 8 52 29 6

～1ρ00億 円未満 20 2 5 19 11 1

～1ρ00億 円以上 20 11 3 16 11 5

無回答 8 2 0 7 3 2

回答企業数 326 74 72 343 145 44

図表2-29売 上高別 ・通信接 続形態別 の利用状況

売上高分類
VANを

利用

イ ンター

ネ ッ ト

パソコン

通信

公衆回線

に接続

自社の

専用回線
その他

～1億 円未満 1

～5億 円未満 1 2 2 1

～10億 円未満 2 2 2 6 1 2

～100億 円未満 51 15 17 65 22 8

～500億 円未満 83 16 22 100 29 9

～1 ,㎜ 億 円未満 52 8 9 54 25 6

～5 ,㎜ 億 円未満 81 14 12 71 38 11

1兆 円未満 21 3 3 16 12 2

1兆 円以上 24 12 6 20 13 5

無回答 10 2 1 9 4 1

回答企業数 326 74 72 343 145 44

図表2-30:従 業員数別 ・通 信接続 形態別 の利用状況

従業員数分類
VANを

利用

イ ンター

ネ ッ ト

パソコン

通信

公衆回線

に接続

自社の

専用回線
その他

～10人 未満 1 1 1 2

～50人 未満 9 5 2 18 5 4

～100人 未満 16 5 8 22 10 5

～500人 未満 96 20 25 104 33 14

～1 ,㎜ 人未満 50 13 12 52 21 6

～5 ,㎜ 人未満 97 15 17 100 46 5

～1万 人未満 26 2 2 20 14 4

～5万 人未満 24 9 3 18 12 6

～5万 人以上 1 2 1 1 1

無回答 6 2 1 6 3

回答企業数 326 74 72 343 145 44
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図表2-31:業 種別 ・通信接続形態別 の利用状況

業 種
VANを

利用

イ ンター

ネ ッ ト

パソコン

通信

公衆回線

に接続

自社の

専用回線
その他

水産 ・農林 1 1

建設 5 2 3 3 2 1

食料品 15 1 3 17 2

繊維製品 17 5 3 28 13

パル プ ・紙 3 1 3 3 1

化学 8 1 10 5 1

医薬品 2 1 1

石油 ・石炭 1 1

ゴム製品 1 1

ガ ラス ・土石製品 1 1 1

鉄鋼 14 3 1 20 7 2

非鉄金属 9 1 1 11 4

金属製品 6 2 2 7 3 2

機械 1 4 1 1

電気機器 59 14 9 40 21 2

輸送用機器 4 1 2 1

精密機器 3 2

その他製品 16 4 3 14 6

卸売業 91 28 27 98 43 18

小売業 23 4 3 30 11 4

その他金融 1 1 1 1

保険 1 1 1

陸運 3 2 4 1 1

海運 2 1 1 5 2

倉庫 ・運輸 18 4 8 18 8 1

通信

電気 ・ガス 8 1 1 9 5 3

旅行関連サービス 1

情報サービス 4 2 1 4 2 1

その他サービス 1 1

行政

その他 4 1 1 4 2 2

無回答 4
「

3 1

回答企業数 326 74 72 343 145 44
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図表2-32:1997一 業務 別 ・電 子 デ ー タ交 換 の 実 施 状 況(複 数回答:い くっでも)

業務
VANを

利用

インター

ネ ッ ト

パソコン

通信

公衆回線

に接続

自社の

専用回線
その他 業務別合計 回答企業数

生産 ・工程管理 21 8 41 42 3 115 5.3% 77 17.0%

在庫管理 61 7 70 61 15 214 9.8% 147 32.5%

受注管理 251 32 222 68 27 600 27.6% 338 74.8%

発注管理 163 未 9 149 64 21 406 18.7% 264 58.4%

販売管理 81 9 84 51 14 239 11.0% 163 36.1%

原価管理 7 調 2 4 16 1 30 1.4% 26 5.8%

事務管理 18 9 46 27 5 105 4.8% 79 17.5%

設計管理 2 査 6 13 15 1 37 1.7% 31 6.9%

物流管理 86 11 101 66 15 279 12.8% 182 40.3%

製品情報管理 15 8 20 23 5 71 3.3% 53 11.7%

その他の業務 22 8 33 9 8 80 3.7% 64 14.2%

727 109 783 442 115 2176 100.0%
延べ回答数合計

33.4% 5」)% 36.0% 20.3% 5.3% 100.0%

339 73 345 148 56 452
回答企業数

75.0% 16.2% 76.3% 32.7% 12.4% 100.0%
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(7)取 引先 との電子データ交換の仕方

以下では、販売業務(サ ー ビス の販売 を含 む)と 購 買 業務(サ ー ビスの購 買 を含 む)

に分 けて、そ れぞ れの 業務 における 「電子データ交換」実施の有無、電子データ交換交

換方式、今後希望する相手業種等について示す。

(7-1)件 数で見た電子データ交換の実施率

各業務における電子データ交換の実施率について見てみる(図 表2-33～2-35)。

販売側 の実施 率 は77.1%で あ り、前 回の71.3%か ら増 えてお り、受 注 デー タ件 数の

50%以 上の実 施企業が2割 を超え た結果 になって いるが 、10%未 満 の実 施率 も34.2%と

かな り高 い(図 表2-33)。

一方、購買側 の実施率 は、前回の55.5%か ら51.9%へ 実施率 が減少 した結果 にな って

いるが、実施企業か らの回答が得 られなかったことも要因の一つと考えられる。しかし、

データ件数の50%以 上の実施率が、比率的 には一番高 く、前回に続いて2割 を超 えた回

答 にな って いる(図 表2-34)。

図表2-33:販 売業務 にお ける電子 デー タ交換 の実施率

電子データ交換の実施率
1997 1998

企業数 企業数

1)販 売側で は行 っていない

2)受 注デー タ件数 のほぼ10%未 満

3)受 注デー タ件数 の50%未 満

4)受 注デー タ件数 の50%以 上

5)別 のデー タにつ いて行 って いる

129

120

100

88

13

28.7%

26.7%

22.2%

19.6%

2.9%

93

139

76

84

14

22.9%

34.2%

18.7%

20.7%

34%

合 計 450 100.0% 406 100.0%

図表2-34:購 買業務 にお ける電子 デー タ交換 の実施率

電子データ交換の実施率
1997 1998

企業数 企業数

1)購 買側で は行 っていない

2)注 文書デー タ件 数のほぼ10%未 満

3)注 文書デー タ件 数の50%未 満

4)注 文書デー タ件数 の50%以 上

5)別 のデー タにつ いて行 っている

186

63

63

98

8

445%

15.1%

15.1%

234%

1.9%

179

58

43

79

13

48.1%

15.6%

11.6%

21.2%

35%

合 計 418 100.0% 372 100.0%
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販売業務

購買業務

2)ほ ぼ10%未 満 4)50%以 上

0% 20% 40% 60% 80%

5)別 のデータで

406社

13社372社

100%

図 表2-35:1998一 購i買 ・販 売 業 務 別 電 子 デ ー タ 交 換 の 実 施 率

1)販 売側(購 買側)の 業務 では行 っていない。

2)受 注書(注 文)デ ー タ件数 のほぼ10%未 満 について行 って いる。

3)受 注書(注 文)デ ー タ件 数の50%未 満 につ いて行 って いる。

4)受 注 書(注 文)デ ータ件 数の50%以 上 につ いて行 って いる。

5)受 注書(注 文)デ ータでは行 っていな いが、別のデー タにつ いて行 っている。

(7-2)電 子 デー タ交 換 方 式

販売及び購 買業務で使用 されている 「電子データ交換方式」の状況は図表2-36～2-41

に示す とお りであ る。なお、今 回の調査で対象とした交換方式 とその概要を次に示す。

(電 子 デ ー タ交 換方 式 の種 類)

a.EDIFAcr(国 際標準):

国連で定めた国際標準に従 っているもの

b.CII(業 際標準):

CII(ま たは肌M)シ ンタックスルールと業界の標準メッセージを利用しているもの

c.自 社業界標準:

自社が所属 している業界団体などで広 く共通 して使うことを取り決めている方式

d.相 手業界標準:

取引相手先が所属 している業界団体などで広 く共通 して使 うことを取 り決めている方式

e.自 社方式:

a～dに 属さず、自社が主導的に導入を進めているデータ表現方式

f.相 手先方式:

a～dに 属さず、取引相手先が主導的に導入を進めているデータ表現方式

販 売 業 務 で は、 取 引 の 相 手 先 方 式(28.3%)や 相 手業 界 標 準(19.4%)を 使 用 す る と

ころが 多 く、 この2つ 合 わ せ て 半 数 近 くの47.7%を 占め て い る(図 表2-36)。 実 質 的 な

国 内標 準 で あ るCII標 準 は、 前 回 の20.5%か らわず か で は あ るが 上 昇 し、22.1%と な っ

て い る。
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図表2-36:販 売業務 にお ける電子デ ータ交換方式

電子データ交換

方式

1997 1998

企業数 対延べ回答数 企業数 対延べ回答数

EDIFA(汀

CII標 準

自社業界標準

相手業界標準

自社方式

相手先方式

9

109

77

105

85

147

1.7%

20.5%

14.5%

19.7%

16.0%

27.6%

11

109

75

96

63

140

2.2%

22.1%

152%

19.4%

12.8%

28.3%

延べ回答企業数 532 100.0% 494 100.0%

回答企業数 339 419

購買業務 では、自社業界標準(27.9%)や 自社方 式(23.3%)を 使用す る ところ が多

く、 この2つ 合わせ て過 半数の51.2%に 達 して いる(図 表2-37)。CII標 準 は前 回よ り減

少 し14.7%と な って い るが、CII標 準 の採用業 界(1998年6月 現在18業 種)やCIIに

登録 され ている標準企 業 コー ド数の伸びからみると、長期的には販売業務同様増加の傾

向にあると考えてよいと思われる。また、CII標 準 に基づ いて 作成 され た業界標 準の場

合には、統計的に現れてこない可能性がある。

図表2-37:購 買業務 における電子デー タ交換方式

電子データ交換

方式

1997 1998

企業数 対延べ回答数 企業数 対延べ回答数

EDIFA(T

CII標 準

自社業界標準

相手業界標準

自社方式

相手先方式

6

52

59

35

87

55

2.0%

17.7%

20.1%

11.9%

29.6%

18.7%

5

48

91

45

76

61

15%

14.7%

27.9%

13.8%

23.3%

18.7%

延べ回答企業数 294 100.0% 326 100.0%

回答企業数 236 224
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図表2-38～2-41に 、電子デ ータ交 換方式 に関す る参考情報 を示す。各図表の空欄は、

回答がなかった ことを表 している。

まず、図表2-38と 図表2-39は 回答 企業 の取 引企業数別 に、 どのよ うなデータ交換方

式を使用 しているかを示している。

図表2-40と 図表2-41は 回答 企 業 の 相 手 業 種 別 に 、

して い る か を示 して い る 。

どのようなデータ交換方式を使用

図表2-38:取 引企 業数別 ・電子 データ交換方式の状況(販 売業務)

取引企業数 EDIFAcr CII 自社業界 相手業界 自社方式 相手先方式 回答企業数

5社以下 8

4.3%

66

35.9%

18

9.8%

37

20.1%

25

13.6%

73

397%

184

100.0%

～10社 以下 1

1.7%

11

18.3%

12

200%

8

13.3%

12

200%

19

31.7%

60

100.0%

～20社 以下 13

21.0%

17

274%

15

24.2%

7

113%

14

22.6%

62

100.0%

～50社 以下 9

18.8%

11

22.9%

14

29.2%

5

10.4%

10

20.8%

48

100.0%

～100社 以下 3

13.0%

3

13.0%

10

435%

4

17.4%

4

17.4%

23

100.0%

～500社 以下 3

9.7%

11

355%

7

22.6%

3

9.7%

8

25.8%

31

100.0%

超500社 1

10.0%

2

200%

2

20.0%

3

300%

2

20.0%

10

100.0%

図表2-39:取 引企業数別 ・電子デー タ交換方式の状況(購 買業務)

取引企業数 EDIFA(■' CII 自社業界 相手業界 自社方式 相手先方式 回答企業数

5社以下
6

5.2%

20

17.4%

19

16.5%

22

19.1%

20

17.4%

45

39.1%

115

100.0%

～10社 以下 1

4.3%

9

39.1%

4

17.4%

4

17.4%

2

8.7%

4

17.4%

23

1000%

～20社 以下 4

125%

12

37.5%

5

15.6%

9

28.1%

3

94%

32

100.0%

～50社 以下 6

28.6%

8

38.1%

1

48%

5

23.8%

1

4.8%

21

1000%

～100社 以下 1

5.3%

3

15.8%

5

263%

2

10.5%

8

42.1%

19

1000%

～500社 以下 4

16.0%

13

520%

1

4.0%

8

32.0%

1

4.0%

25

100.0%

超500社
7

63.6%

1

9.1%

2

18.2%

1

9ユ%

11

100.0%
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図表2-40:相 手業種別 ・電子データ交換方式 の状況(販 売業務)

相手業種 EDIFACT CII 自社業界 相手業界 自社方式 相手先方式 回答企業数

水産 ・農林 1
スス『%

1

スス ス%

1

τ1ス%1
3

1mn%)

鉱業

建設 4
ス「、ス%

l
Rス%

4

気「、「ζ%

5
417%

12
1mn似

食料品 4
つ「n%1

4
つ「n似

3
1RR似

6

文7「%、

16
1mn%

繊維製品 4
174似

3
1スn%

3
1「1n似

5
つ17%

13
「6く 似

23
1mn似

パル プ ・紙 2
つ只`%

3
4つq砿

2
つR6%

1
14「 叉%

1
14「 、似

7
1mn%

化学 7

4「1R%1

2

1つ 「%
1

6ス 似
3

1RR%
7

4「、R似
16

1mn%、

医薬品 1
ワnn似

2
4nn%

3
6nn%

5
1mn%

石油 ・石炭 1

ス「、「ミ%
1

含「1「1似
1

ス含 「、%
3

1mn似

ゴム製品

ガラス ・土石製品 1
1mn%

1
1mn%

鉄鋼 1

6「1%
5

ス1「1似
3

1只 只%
2

1つ 「%
2

1つ 「%

6
ス7「%

16
1mn似

非鉄金属 1
フ「n%}

2

「nn%1

1

つくn{z

4
1mn%

金属製品 1
1nn%

2
つnn似

3
『nn%

1
1nn%

4
4nn%

10
1mn%、

機械 6
4つq%

2
14「 、%

1
71%

1
71似

7
くnn{z

14
1mn似

電気機器 5
4く%

66
6∩n%

14
1フ7%)

11
1nn似

10
q1%

55
『nn%

110
1mn賜

輸送用機器 4
14ス%

5
17q%

3
1∩7似

21
7「n%

28
1mn%

精密機器 2
Rn%

16
64n%

4
16n似

1
∠4nz

6
つ4n似

25
1mn%

その他製品 5
q1ス%

1

丙 「、似

2
1つ 「%,

8
「∩n%}

16
1mn%

卸売業 7
R1%

28
スウ6似

16
1R6%

26
スnつ%

20

フス 「1%}
86

1mn%

小売業 2
つつ%

8
qn〔 拓

16
1Rn%)

47
「つR%

7
7q似

28
q1く 似

89
1mn%

銀行 1
4つ%

3

1つ 「%1
17

7n只Z
1

4ウ%
3

†フ 「%1
24

1mn似

その他金融 1

『nn%)

1
「nn%

2
1mn%

証券 1
1mn%、

1
1mn砿

保険 1
1mn%

1
1mn%

不動産

陸運 1
「nn似

1
くnn%

2
1mn似

海運 3
「nn似

2
禽『ス賜

1
1`7似

6
1mn%

空運

倉庫 ・運輸 1
4く%

1
4く 似

6
ウ7文砿

3
1「16%1

13
「q1%

2
q1%

22
1mn(Z

通信 8
667%

2
167%)

2
167〔Z

12
1mn%

電気 ・ガス 12
Rnn%

1
后7%)

3
つnn砿

15
1mn%1

旅行関連サービス 2
1mn%、

2
1mn(Z

情報サービス 4nZ m2 ,。2
5

1m似

その他サー ビス
、7Z ⊇ 3

1m%

行政

その他 1
つ「n%1

2
「nn%

1

ワ「∩似

1
つ「n%

4
1mn%
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図表2-41:相 手業種別 ・電 子デー タ交換方式 の状況(購 買業務)
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図表2-42は 、電子 データ交換実施 して いる企業が、今後新たに電子データ交換 を実施

したい企業を、a)購 買側 、b)販 売側 のそれぞ れ につい て、37の 「業種 分類」 か ら

主な業種 を3つ まで選 択 した結果 である。

図表2-42:「 電 子 デ ー タ交 換 」 を新 た に希 望 す る相 手 業 種(3っ までの複数回答)

1997 1998

実施希望業種 a) b) c) 計: a) b) c) 計:

購買側 販売側 (aか つb) a+b-c 購買側 販売側 (aか つb) a+b-c

01:水 産 ・農 林 3 1 4 0.9% 2 2 05%

02:鉱 業 2 2 05%

03:建 設 2 8 10 2.2% 6 7 2 11 2.9%

℃4:食 料 品 8 6 1 13 2.8% 4 5 2 7 1.9%

05:繊 維製品 21 3 1 23 4.9% 15 5 2 18 4.8%

06:パ ル プ ・紙 8 5 3 10 2.2% 7 3 1 9 2.4%

07:化 学 21 4 3 22 4.7% 7 4 1 10 2.7%

08:医 薬 品 2 4 6 1.3% 2 2 0.5%

09:石 油 ・石 炭 8 4 2 10 2.2% 2 2 4 1.1%

10:ゴ ム製品 1 1 2 0.4%

11:ガ ラス ・土石製 品 3 2 5 1.1% 3 3 0.8%

12:鉄 鋼 9 3 1 11 2.4% 8 4 1 11 2.9%

13:非 鉄金属 9 9 1.9% 8 1 9 2.4%

14:金 属製品 15 6 2 19 4.1% 13 3 16 4.3%

15:機 械 12 12 1 23 4.9% 9 5 14 3.7%

16:電 気機器 29 28 13 44 9.5% 27 18 8 37 9.9%

17:輸 送用機器 2 6 1 7 1.5% 4 10 2 12 3.2%

18:精 密機器 11 10 4 17 3.7% 8 10 4 14 3.7%

19:そ の他製 品 15 4 3 16 3.4% 15 7 3 19 5.1%

20:卸 売業 27 34 13 48 10.3% 26 27 9 44 11.8%
■

21:小 売 業 5 33 1 37 8.0% 5 26 4 27 7.2%

22:銀 行 17 13 7 23 4.9% 11 11 5 17 4.5%

23:そ の他金融 3 1 1 3 0.6%

24:証 券

25:保 険 1 1 0.2%

26:不 動産 1 1 0.2% 2 2 0.5%

27:陸 運 12 12 3 21 45% 9 7 2 14 3.7%

28:海 運 3 3 1 5 1.1% 4 2 2 4 1.1%

29:空 運 1 1 0.2% 1 1 0.3%

30:倉 庫 ・運 輸 26 27 12 41 8.8% 20 15 5 30 80%■

31:通 信 3 1 1 3 0.6% 2 3 1 4 1.1%

32:電 気 ・ガ ス 3 4 7 1.5% 1 1 0.3%

33:旅 行関連サー ビス 3 1 1 3 0.6% 1 3 1 3 0.8%

34:情 報サー ビス 4 5 1 8 1.7% 4 2 6 1.6%

35:そ の他サー ビス 1 1 2 0.4% 2 1 3 0.8%

36:行 政 1 7 8 2.1%

37:そ の 他 5 9 4 10 2.2% 2 9 1 10 27%
■

合 計 291 254 80 465 100.0% 228 202 56 374 100.0%

*業 種 の前の01～37は 、デー タ管理上 の番号。
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〈参考資料:EDI実 態調査(国 内編)・ 調査票〉
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EDI実 態調査(国 内編)・ 調査票

⊥一会社概要(各 数字は右詰めでご記入下 さい)

Ω⊥⊥資本金(平 成9年3月 末時点)

£LL2売 上高(国 内 平成9年3月 末まで1年 間の年商)

Ω⊥3従 業員数(国 内 平成9年3月 末時点)

旦⊥4業 種(別 添 「業種分類」から1つ 選択 して下さい。

また、複数の業種が考えられる場合は、売上高が最 も大 きい事業の業種を1つ だけお答え下さい)

旦」=5取 引状 況(国 内:平 成9年3月 末 まで1年 間の月平均)

発注、受注それぞれの件数について、下記の選択肢から選んで下 さい(平 成8年 度の1ヶ 月平均)。

1回 の受発注で複数種類の商品、サービスの取引が行なわれている場合は、総延べ数でお答え下 さい。

a)国 内企業への発注件数:発 注伝票(あ るいは商品、サービスの発注に付随する伝票や電子データ)の 件数

b)国 内企業か らの受注件数:受 注伝票(あ るいは商品、サービスの提供に付随する伝票や電子データ)の 件数

≡

1)1件 以 上

2)500件 以 上

3)1000件 以 上

4)5000件 以 上

500件 未満

1000件 未満

5000件 未満

1万 件未満

5)1万 件 以上

6)5万 件 以上

7)10万 件 以上

8)50万 件 以上

5万 件未満

10万 件未満

50万 件未満

2.一 電子 デー タ交換 の状況

'
,叉'

モ シ ゑ ザ

・"電子 党一 タ交換 川

一
.'へ ・・、'講'、.'

.ぷ 、,弐

,鶏

..、,,∨ 撤 、_。 。.。 、.、t'㌔ 懸1

榔 … 繍 戴

_ぶ …磁 … ・・1㌻ii

2.1～2.3は べ て の に ご 回答 を お,い=し ま

皇ユユ 貴社 では、国内の企業 との取引で、"電 子 デー タ交換"を 行 ってい ます か。

旦
1)行 っ ている

2)行 っ ていない

Ωユ2Q2.2とQ2.3は 、Q2.1で 「1)行 っ ている1と お答 えの場合は、電子デ ータ交 換 の更 な る推 進 上 の 課 題 、

「2)行 っ ていない1と お答 えの場 合は導 入 しない(で き ない)と い う立 場 で お答 え 下 さい(3つ ま で)。

鯉
1)必 要性 がない

2)法 制度上ペ ーパー レスにで きない

3)ペ ーパ ー レス以外 の法律 の問題

4)コ ス トがかか りす ぎる

5)人 手 が足 りない

6)社 内 の情報化 が進 んでいない

7)ハ ー ド、 ソフ トなどの環境整備不足

8)効 果 が分か らない

9)ト ップの理解 を得 られない

10)得 意先 の理解 を得 られない

11)そ の他(具 体的 にお書 き下 さい)

一153一



－Q-2.2"電 子 デ ー タ交 換"を 行 う ため に 要望 す る こ とが あ り ま した ら、 お答 え 下 さい(3つ ま で)。

=
1)安 価 な トランス レー タがほ しい

2)行 政 がEDIを 実 施 してほ しい

3)EDIの 重 要性 を一般 に知 らしめてほ しい

4)EDIの 現 状 を一般に知 ら しめてほ しい

5)国 内 の標準 を統 一 してほ しい

6)業 界 内の方 式 を統一 してほ しい

7)法 制度 上、電子 媒体 に よる書類 の保存 を認 めてほ しい

8)シ ス テム作 りをア ウ トソー シング したい

9)高 度 利用す るための コンサルテ ィングを受 けたい

10)そ の 他(具 体 的にお書 き下 さい)

※ 次 の2つ の 質 問(Q2.4、Q25)は 、Q2」f2)行 っ て い ない1と 回答 した方 のみ お 答 え下 さい 。

≡ 貴社で"電 子デー タ交換"を 行 う計画はあ りますか。

≡
1)平 成9年 度中(平 成10年3月 まで)に 実施予定

2)3年 以内に実施予定

3)必 要性を調査中

4)計 画はない

旦ユ亘"電 子 デー タ交換"を 実施す る場合、希望の相 手業種 はあ りますか。a)購 買側、b)販 売側 のそれぞ

れについて、別添 「業種分類」か ら選択 して下 さい(主 な業種 を3つ まで)。

※ こ こ か ら は 、Q2.1 「1)行 っ て い る」 と回 答 した方 の み お 答 え下 さい。

「2)行 って い な い」 と回答 した方 は、 こ こで 終 りで す 。 有 難 うご ざい ま した。

「国 際 線」 に もご 回答 下 さい。

エ_通 信 回線接続 の利用

皇ユユ"電 子 デー タ交換"を 行 ってい る業務 について、利用 している通信 の接 続形態 に○ を付けて下 さい。

(記入例)
業 務

VANを

利用

インター初 ト

接 続

パソコン

通信 を利用

公衆回線

利用

自社の

専用線

その他の

接続

生産 ・工程管理 ○

在庫管理

受注管理 ○ ○ ○ ○
発注管理 ○

販売管理

原価管理

事務管理

設計管理 ○
物流管理 ○

製品情報管理

オンライン照 会予 約

その他の業務 ○

1「

¶r
具体的な業務をお書き下さい:

(発 注 予約 管理)
具体的な接続形態をお書き下 さい 二
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4.取 引先 との電 子データ交換の仕方

〔販売業 務につ いて〕

Ω∠旦 販売(サ ー ビスの販売 を含 む)側 の業務で"電 子デー タ交換"を 行 ってい ますか。

=
1)販 売 側 の業務 では行 っていない。 ・ →04.2の 回答 は不要です。

2)受 注 デー タ件数 のほぼ10%未 満 について行 ってい る。

3)受 注 データ件数 の50%未 満 につ いて行 ってい る。

4)受 注 デー タ件数 の50%以 上 について行 ってい る。

5)受 注 デー タでは行 っていないが、別のデー タについ て行 っている。

旦⊥2受 注デー タについて、下記の記入例 に従 って、表 にご記入下 さい。

6雛 鱒 務騨 難 文・
r彗'

`

ぷ'吻'.繕,葺

・七

)txcs'

≡
7

　 1

∀

(記 入 例:Cll標 準 で 業 種1、1・Lと ご 相 手 先 方 式 で 業 種2:.s・、41'.と実 施 して い る場 合)

電子データ交換の方式(標 準) こL相手業種 取引企業数
こ2デ ー タ件数

(1カ 月 平均)

a.EDIFAcr(国 際 標準)

b.CII(業 際 標準):

CH(ま た はEIAJ)シ ン タックスルー ルと

業界 の標準 メッセ ージを利 用 してい る もの

7 7 7 3 7 0 0 ρ

c.※ 自社業界標準1

自社が所属 している業界団体などで広 く共通

して使 うことを取 り決めている方式

d.※ 相手業界標準:

取引相手先が所属 している業界団体などで広

く共通 して使うことを取 り決めている方式

e.自 社 方式:

a～dに 属 さず、 自社が主導的 に導 入を

進め ているデータ表現方式

f.相 手先方式:

a～dに 属 さず、取引相手先が主導的に

導入を進めているデータ表現方式
2 4 7 0 3 0 0 0'

↓
鯉 ユ Ω旦 の方式c(自 社業界標準)～f(相 手先方式)に つ いて、方式の区分(c～f)、

相手業種(上 記の番号)、 標準 の名称 をご記 入下 さい(主 な ものを3つ まで)。

(例) 標準の区分 相手業種 標準の名称

f 2 S社 データ交換方式

皇旦 販売業務で新 たに"電 子 デー タ交換"を 実 施 したい相手 業種 はあ りますか。別添 「業種分類」か ら選択

して下 さい(主 な業種 を3つ まで)。
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〔購買業務について〕

Ω⊥4購 買(サ ー ビスの購買 を含 む)側 の業務で、"電 子 データ交換"を 行 ってい ます か。

已

Ω⊥ 互注文書 デー タについて、下記の記入例 に従 って、表 にご記入下 さい。

ぷ 、1憲 ・蘂"^.

'・ ・♪F"s

茱'c

l鞘 、

蘂

、'}♪ ∨'ひ

き 謬
,を

華贈 ・

轟灘 灘 懸 難 猟
、 、㍉

・ぷ,

(記入例.て 皿標準で業種4と;相 手業界標準で業種5ご6と ミ 自社方式で業種1ぐ ・2と実施 している場合)一・

電子 データ交換の方式(標 準)

(下の 各方式については、Q4.2を 参 照)

こ1相 手業種 取引企業数 三2Lデ ー タ件数

(1カ 月 平均)

a.EDIFAcr(国 際標準)

b.CII(業 際 標準): 4 6 8 0 0

c.※ 自社業界 標準:

d.※ 相 手 業界標準: 5 6 4 2 0 0 0

e.自 社 方式: 7 2 2 7 0 0 0

f.相 手 先方式:

↓

旦旦 ユQ.S.5_の 方式c(自 社 業界標 準)～f(相 手先方式)に ついて、方式 の区分(c～f)、

相手業 種(上 記の番号)、 標準の名称 をご記入下 さい(主 な もの を3つ まで)。

皇⊥亘購買業務で新たに"電 子データ交換"を 実施 したい相手業種はあ りますか。別添 「業種分類」から選択

して下 さい(主 な業種 を3つ まで)。
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〈別 添 〉

[業種 分類】

1.水 産 ・農 林 ll.ガ ラ ス ・土 石 製 品 21.小 売 業 31.通 信

2.鉱 業 12.鉄 鋼 22.銀 行 32.電 気 ・ガ ス

3.建 設 13.非 鉄 金 属 23.そ の他 金融 33.旅 行関連サー ビス

4.食 料品 14.金 属 製 品 24.証 券 34.情 報 サ ー ビス

5.繊 維製品 15.機 械 25.保 険 35.そ の 他 サ ー ビス

6.パ ル プ ・紙 16.電 気機器 26.不 動 産 36.行 政

7.化 学 17.輸 送用機器 27.陸 運 37.そ の 他

8.医 薬 品 18.精 密 機 器 28.海 運

9.石 油 ・石 炭 19.そ の 他 製 品 29.空 運

10.ゴ ム 製 品 20.卸 売 業 30.倉 庫 ・運 輸
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講演4

2-1-4貿 易金融EDIの 動 向について

(財)日本貿易関係手続簡易化協会 常務理事

上濱隆一 氏





2-1-4講 演4貿 易 金 融EDIの 動 向について

【講師】

(財)日本貿易関係手続簡易化協会 常務理事 上演隆一 氏

1.貿 易取 引手続

貿易 取 引で はい ろいろな 関係 者 が存 在 してお り、荷 主や 取 引先 の銀 行 、船会 社 、港湾 当局 、海

貨業 者(FreightForwarder)、 保 険会 社 などが関係 している。外 国 との貿 易取 引 が決まると、輸 出

者 の方 は輸入 者 との間 でブッキングということで、船腹 、船のスペ ースを予 約す る。そして、シッビン

グ・インストラクション(船 積 指 示書)、 インボイス、パ ッキングリストといったFreightForwarder関 連

の 書 類 を海 貨 業 者 に委 ね て具 体 的 な船 積 み 手 続 をす る。この 手 続 が 終 わると、B/L(Billof

Lading:船 荷 証券)が 発 行され る。船 が貨物を積 み仕 向け地 に近 づくと、船 社 と輸入 者の 間にA/N

(ArrivalNotice:到 着 報 告 書)と いう「何月 何 日に横 浜 の何 岸 壁 に何 丸 でこういう貨物 が届 きます 」

という連 絡が来 る。一 方 、輸 出者 は船積 み をしてB/Lを 発 給してもらうと関連のB/L、 インボイス、

保 険 証券 などを持 って銀 行 で買い 取 りをしてもらう。B/Lは 輸 出先 の 銀行 経 由で輸 入者 に届 けら

れ る。

2.B/Lの 危 機 とそ の対 応

A/Nが 予定された 日時までにB/Lが 輸入者の手元に届 けばよいが、日本から東南アジアへの

輸送などの場合、荷物 は着いたがB/Lが 届かないということが起こりうる。B/Lが ないと貨物の引

き取りができなく、そのような事態をB/Lの 危機 という。その他 に、輸出者から船会社 、途 中の

FreightForwarder関 連のものを、関係者それぞれがコンピュータを駆使しながら書類をつくってい

るのに、受け渡しが紙ベースであるため、次の関係者に渡ると再入力しなけれ ばならない。書類ベ

ースは安全ではあるが、かなりの膨大な書類が紙で動くというのも大きな問題である。しかも、商社

など大手企業だけで動くのではなくて、中小などにもいろいろなしわ寄せが来る。貿易取 引にはた

くさんの関係者が存在し、B/Lの 発給を受けるとそういうところにB/Lの コピーを持っていくことに

なる。かなり前の国連の調査では、少ないところで10部 、多いところになると40部 もコピ・一一をつくっ

ているとの報告もある。こういった問題は20年 ほど前から起きているため、1997年 に国連の勧告

が出されている。船荷証券の危機問題を解決するためにいろいろな取り組みがなされており、その

一環としてB/Lそ のものを本格的に電子化してはどうかという取 り組みがなされている
。CMI(万 国

海法会)が 、B/Lを 電子化するプロセスを開発して、CMI規 則というのをつくっている。B/Lの 電子

化という試みとして、MANDATE、BOLEROな どのプロジェクトに欧州委員会が資金提供 してトライ

アルが行われた。MANDATEで は、現在紙で行われているやりとりを電子的なものに代替できない

かについての理論的な検討を行った。検討の結果、システムに参加する者全体が契約を結んで、
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電子B/Lと して発行されたものもB/Lと 認 めるようにしている。それについてBOLEROと いうシス

テムで実証実験をやろうということになった。

3.新BOLEROシ ステ ム

BOLEROは 、元 々はヨー ロッパ のシステムとい うことで提案 をされ たが、SWIFTとTTCIubが

BOLEROシ ステムを買 い 取って、そ の継 承 システムとして発 展 させ ている。こうい う経 過 を経 て

BOLEROと いうのがいま動 き出そうとしている。メンバ ー はル ール ブックというのに署名 して参加 す

ることになるが、特徴 は業界 横 断的 か つ 中立 的なプラットホームをつくろうとい うもの で、B/L番 号

だ とか特定 のキー コードで検 索 すれ ば取 引 に関与したものは共 通 に情 報 の共 有 化 ができる。登 録

機 関 や認証 機 関といったコンポーネントがあり、中央登 録機 関(CentralRegistry)で 、B/Lの 発 給

か ら、裏書 き譲渡 されるなどの権 利 譲 渡の経 緯 をフォロー している。そのメンバ ーと中央 登録 機 関

の 間 は専用 回線 でも結 ばれ てお り、また、VAN経 由やIntemet経 由、公 衆 回線 経 由でもできるよ

うになっている。セキュリティについては、国際標 準のITU-TS-X509に 準じたものを採用 してお り、

このような最 先端 の技術を導 入 しながらシステム構築 がなされ ている。

4.日 本で の動 き

日本 ではNACCSシ ステムが動い てお り、貨物 が入 港 してくると、船 積 み貨 物の積 荷情 報がシス

テムに入 り、入港 手続 通 関 が始 まる。まず トン税 の納 付 、保 税 の手続 、輸 入 申告、輸 入許 可 、など

い ろいろな手 続 がEDIFACTの メッセ ー ジで 処 理 され る。輸 出 は、輸 入 とは逆 にな る。従 来 、

NACCSの システムはオンラインシステムで 、クローズなシステムであるが、来年 の10月 か らEDIを

ベ ースにしたEDIシ ステムを公 開をする予 定 である。

また、EDEN(ElectronicDEIiveryNegotiabledocument)と いうシステムが 、昨 年の暮れ から取 り組

み を始 めてお り、来年の3月31日 までに、ヨー ロッパ のBOLEROに 対 して 日本 としてどう対応 す

るか、また、インフラ整備 も含 めて実 証 実験 をやろうとしている。
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貿 易 金 融EDIの 動 向 に つ い て

貿 易 手 続 のEDI化

船 荷 証 券 を 巡 る諸 問 題

国 連 勧 告

船 荷 証 券 の 危 機 問 題 へ の 対 処 策

船 荷 証 券 を 巡 る諸 手 続 のEDI化

日本 で の 取 組 み

ANNEX

■.法 的 側 面 の 問 題 点

2.技 術 的 側 面 の 問 題 点

働 日本貿易関係手続簡易化協会

上 澄 隆 一
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貿 易 金 融EDI
■.貿 易 手 続 のEDI化
1.貿 易手続のEDI化

の 動 向

〈従来の取引 システム〉

企莫A 企貢8

デ～タ入力

昆'
粛務のコンピュータ処理

受発注
物 流
請求 ・支払

取引データの文ぬ
デー タ入 力

　 ロ

ー民
間精のコンピュータ処理

受発注
物 流
口次 ・支払

ロ 頭

電 話.FAX

帳 票●類 ⇒

〈今後の取引纂務処理システム〉

企薬A
企真8

ロ
ユ εDl取 引

[コ
一一
⊇

'
嬢務システムの効率化

:㌶ 磯 ㌍ 鑑 正剛ヒ・鞠 ヒ・・ス・殴
書鍵務システムの続合化
'纂 務処理の高度化

有効情蝿のデータ交換

〈 出 典:JASTPRO235(1998-03)よ り〉

2.電 子商取引(経 常的な商取引の電子化)

一商取引の流れとED【FACTに よる情報交換一

売 主 買 主
(供給者 ・輸出者)(購 入者 ・輸入者)

②見積書

QUOTES
(Quotaヒion)

③ 値 段表/カ タログ

PRICAT

(Price/salescatalogue)

⑥注文請書.

ORDRSP

⑦ 出荷 案内書

DESADV

⑧ 送 り状

INVOIC

(lnvoice)

(PurchaseOrderResPonse)

(DespatchAdvice)

①見積請求書
REQOTE
(RequestforQuote)

④注文書

⑤注文内容変更書

ORDERS

(PurchaseOrder)

ORDCHG

(PurchaseOrderChange

Requesヒ)

⑨貨物受取書
RECADV

(ReceivingdviceMessage)

REMADV

(Re皿ittanceAdvice

Message)
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3.全 中貿 サ イパ ー トレー ドネ ッ ト(CTN)イ メ ー ジ

消費者or流 通など

サイ バー トレー ドネ ッ トHP

国 内

協業サーバーを介 した協業の流れ

協 業 サ バ
海 外

ん社(協 業)

家具を調達したい

㎝ にて"売り出す村

matwmu

B社 商品に該当あり

B社 宛引合入力

u見積受取り

買付け決定 ・発注'

買付け契約締結

商 品受取 り

!!
買掛支払

㍉
剖
N
＼

思

照

参
…

参

参 照 ・∨,

口
買 掛 計 上 ・'㌧.

、

、

、

、
・

昏
へ

.
、

引合(サ イパー トレー ドネット経由)

国 内

B社()1

参照＼

A

引合履歴4一 ー一一

＼.

.見積履贋
'

、
、

、
、 、、
、
、 、、
、
、 、、

参照 、、 ＼

㌔
、.、 、 、、4

、 、

1鱒 ＼.
[
'一ト 発注通 知目一

元論 ㌔ 荷通知
加 〉

、 ＼

:;

へ
、
、 、、
、
、 、、
、
、

引合受ける

C社 宛引合入力

見積り受取 りu

原価計算 ・見積り作成

受注u

契約書発行u

C社 へ発注

注文請書確認u

L/C発 行依頼 ・発送

貨物到着

,船荷証券到着

貨物引取 ・通関

頑

出庫 ・納品

請求書発行 ・.売上計上、

売掛回収

月末棚卸

L/C決 済

協業(業 務の協業)

自社内業務の流れ

社内取引

く出典:

C

〆

'
'

"ノ

'

メ

/

メ

/

'
"

,

"

'

'

'

・

'

'

'

'
■
'

ノ

,

'

,

'

,'

,

'

ノ

'

,

"

/
/

/

ψ

,
"

」

/
',

,'

'
,'ノ,
,"
///
'ノ

"ノ
ノ
'
'
'
'
'
'

'

協業(ビ ジネス チ ャンス の協業)ト ー ーーーーー ー ト

〉

一
ー一一一一一一→〉

「全 中貿EDI促 進 セ ミナー」資料(兵 庫経済研 究所;

-163－

lB社 より引合受取 り

,原価計算 ・見積 り作成

u

受注

u
注文請書発行

影 －l
L/C銀 行買取 り・輸出代金回収

平成10年3月)よ り〉



4.船 積貨物関係 の情報交換

(1)オ ース トラ リア ・ニ ュージ「ラ ン ドの システム

ExportEconomy

ShippingCo.IAgent

8'し,SWB

C8rgoWF

B8yplen

Exporter

8'し,SW日

lhlportingEconomy

.・・...,つ・.r.・・縁cl

籏9駿 芦 頬,:・i

lnvoice

PacklngUst

DESADV

tnvoice

V

C.Re佃se'

F

ヨ

'二 酬い
,ド"..・ 兄 ・●戸 ・

・
㌔

〆
'・
〆

..

レ

き

ば

・'念

.

二==鴫 一一

:,、↓♪二、∵ ・.、一吉∴":〈!ご:'
Aベ ー ■1>A→T

.・'・〔 …

9二'P-一='"

^・,.'r～ 】・い ・∨ ‥・、、ひ 之=訂 三面・←.〔 ●r、吟 ξに 二'『:

三宅 → 畿 ・治 己≒;・r"4:';'=・=こ=　 =;治'吉 言
　　　ら ハごへ 　ひ ぐ　 ロト 　ヤご をヘコリヂ で ロぽ 　 の　ぽヨ ぽい の　ド　コひシエロ のリ

ニぶ ㌻'・'・㌻ち}'・こ・こ:'"9『,で9i絃㌫ 烈:二 字 吉ご1:㌻ 轡 ・'

Rem白rk:

一一ー ーー 一 一>lnternalEDiLinks

4レOverseasEDIしinks
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(2)わ が国の システム

÷

.

三元H;口 調 は 、 …oa路 、
、1

」

:
1.、

一
・ ・,7

一 輪 汀::

掴,鳳,■ ■.黒

/

㍉

×'

態 謹 麹齪 繋,
戦 虜疏 薄臓'嚥 …__

=一,縣 購 難 講 薪]畷 雛

、

}

1プF'〈i.

■団■

S.C./S.F.NETCENTER
SHtPPER!CARRiERSHIPPINGINFORMATIONNETWORKSYSTEM

SHIPPERFORWARDERNETWORKSYSTEM

〈 出典:「 荷主 と輸送」No274(平 成9年8月)よ り〉
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5.通 関情報処理 システム

(1)ア ジアの システム

①輸入通 関 システム

DeclarationSubmission/PermissionFlow

(Import)

BROKER

LmpoパLDεCしAR .A「「tON !.OεCしλRAηON
eck抽 。DATA

－ 通一 ーー ーーー一一《ri▼
「CUSDεC、 ●

。苦.墨 氣 』mSO⌒RE
・喝

].肥 しεA5ε

NOTICE
,fr－ －DATA
■・5直 ■L■4■ ■

DECLARAnON

ENTRYSYSTEM

CUSTOMS

(CUSRES)

Customs

rnforrnation

⑰

⑳
3.R£LEASE

:oTrr(=E

(CUSIU;S) ↓
2.DECしA・

RAＴTON

(CUSDEC)

3.R£LεAぷENOTrCE－ TRADE・VAN

Z.DεCしARAT「ION

(CUSDεC)

ED〔・NET＼

)

、

・

レぜ

CUSDEC(CustomsDeclaration)

申告 者が、税関当局 に送 る輸入又 は輸 出され る物品の申告に関する

メッセージ

CUSRES(CustomsResponse)

税 関 当局か ら、通関用の メッセージを送 った送信者(申 告者)に 送

られるメッセ ージ

②関税納付システム

AutomatedElectronicPaymentSystem

throughTrade-VanNetwork

/魎
艦 罐 ・幽

FinancialTnformatio

Syst韻nte「 … …-TRADE-V

1

#1

↓

Custom`sBankAccount

上畳ー

Customs

－
3.一
士=B「o認 ㍑ に口

1.Du【yPuymentNoticc(CUSRES)、

2.ExtendcdPaymentOrdcr(PAYEXT)

3.DcbitAdvice(DEBADV)

4.Ex【cndedCreditAdvice(CRじE)ぐr)

5.ReleaseNotice(CUSRES)

@Sec町eζ 三コthCnticati。nand

AcknowledgetncI"(AU1'ACK)

i.Digitalsigna白re&Sccurity

Adrninistra【io`1Sy5忙rn

<出 典: 「諸外国 におけるEDI化 の動向 に関す る調査 ・研 究」
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(輸入)

(2)わ が国の通 関情報 処理 システム(1999年 稼働予定)

貨物の流れ 現行Sea・NACCS

躍
劇
画

魑

入港予定船

通報

入港届

・とん税等納付

申告

・積荷目録提出

一 ・搬入確認

鰯 ・.保 税台帳記帳

・保税運送申告

・保税運送承認

次期海上システム

麗
・船舶運航情報登録

・積荷 目録情報登録

入港届麗

麗 ・とん税等… 告

一 … 麗

麗'船 　 録

薗
・保税運送承認

通知提示

醐
搬出確認
・保税台帳記帳

搬入確認

騨 ・保税台帳記帳

曝
・搬入間合せ

・輸入申告

・納税

・輸入許可

麗
・保税運送申告

・保税運送承認

・… … 麗

麗'搬 出　

・搬入確認登録

(搬ス時申告可廃り

・… 報照㍉ 黒

・輸入 申告

・納税

・輸入許可

'篭三i蓬蒸 国内引取 り

・二≒ジ三

面 誓‡　 鼻 ・……

〈 出 典:THEFINANCEMAY.1998.VOB4No2(大 蔵 省)よ り〉
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(輸 出)

工

貨物の流れ

蔵置揚

荷

入

ンニング

1酬 絹酬 ・

現行Sea・NACCS

騨
・搬入確認

・保税台帳記帳

圏
・搬入間合わせ

・輸出申告

・輸出許可

次期海上システム

鳳'　 　

薗
・輸出許可通知

提示

・搬入確認登録

(紺ス時47告 可能ノ

ー …鳳

・輸出申告

・輸出許可

・… … 鼻

騨:ま ㌶ 帳」鳳 一 …録

コンテナ

雛霧

騨:=記 帳鳳 ……

騨.保 税_
船積 薗 ◆　

嫡 鷲
ヒ リ ド

㌦否 、 、,出 港

≒、 〆 薗
・出港届

・出港許可

鳳 ・… …

・出港届

・出港 許可

〈 出 典:THEFINANCEMAY.1998.VOL34No2(大 蔵 省)よ り〉
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]

メインセンター サブセンター

メ イ ン処 理 部

オンライン系 オンライン用 パッチ系 パッチ用

フロントエン ド

処理部

メ
ー
ル
サ
ー
バ
ー

日 一

†巳 一.cl、 一〔〕
,}　 F-LL..

イ 輸
ン 入

L i一 タ手
フ 続
エ き

1
'

ス

シ
ス
テ

口 ム

P サX レE
P 125 lD
P バ ト ト1

サ
ー
バ
ー

ラ
ン
ス
レ
ー
ト

ル
ー

タ
ー

F

A
C

T

ト
ラ

ン

ス

サ
ー

バ

ー

メイ ン処理部

フロントエン ド

処理 部

＼〔〕…

125

1ラ

民間利用者用ネ ッ トワーク 税関用ネットワーク

ゲー トウェイ接続 ルーター接続 Pee,t。Pee,接 続 税関

昌

〈 出典:「 貿易実務ダイ ジェス ト」(日 本関税協 会i平 成10年4月)よ り〉
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「
2.船 荷 証 券 を 巡 る 諸 問 題

1.船 荷証券の危機

2.書 類中心の事務処理の非効率

,魚詳 ピ
=・ 璽「§=

寅
Customs

血

,,e、g塵

一－Advisingbank 血
lssuingbank

<出 典:JASTPRO235 (1998-03)よ り〉

MANTFEST

振込通知

肌 引渡

D'O
フ レー ト ・

フ ォ ワ ー ダ ー

MANIFEST

振込通知

ブッキング

肌 発行

Sα 、PIL

イ ンボイ ス

〈 出典:「 我が国における貿易金 融EDIの あ り方 に関する調査研究 」(JASTPRO;平 成10年3月)よ り〉
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3.国 連 勧 告

【海上運送証券の手続簡易化のための方策(国 連ECE勧 告第12号 、19了9年)】

《勧告の骨子》

①非流通性SeaWaybi11に よる流通性の代替

② オ リジナル1通 のみによる流通性船荷証券の発行

③裏面 白紙 フォームの使用

④多 目的利用 フォームの用意

⑤ コピー部数 の制 限

4.船 荷 証 券 の 危 機 問 題 へ の 対 処 策
1.保 証渡し

2.海 上運送状(SeaWaybill)の 導入

《 「海上運送状 に関す るCMI規 則」の制定》(1990年)

3.船 荷証券の電子化への取組み
《「電子式船荷物証券のためのCMI規 則」の制定》(1990年)

CMl規 則 によ る取 引のプロセス EDIメ ッセ ー ジ

ーーー一 権 利 の 移 転 等

《荷受依頼》

①運送品の引渡し ⑥②情報の通知

②運送品の受取通知・個人キー発給 ⑦処分権受領通知
(船荷証券の必要的記載事項等通知)

⑧新個人キーの発給③受取通知内容
の確認

(内容確認により、荷送人は、運送品の支配・処分権を有する所持人となる。)

④第三者への権利移転意思の通知

⑤運送人による確認

⑨荷受人の指定 ⑩運送品の引渡予定
(場所・日付)通知

⑪指定された荷受人
であることの証明

⑫運送品の引渡し
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5.船 荷 証 券 を 巡 る 諸 手 続 のEDI化

1.船 荷証券を巡 る諸手続のEDI化 のための トライヤル ・プロジェク ト

《EC委 員会の各種 プロジェク ト》

①MANDATE

②BOLERO

③EDIBOL

2.欧 州発 のプロジェク ト(BOLERO)

《TheBoleroProject(SWIFT,TTCLUB)に よる承継 プロジェク ト》

(1)中 立的で業界横断型の共通 のプラッ トフ ォーム

了r

o$cials

CorrierFreigt
Forworder

Lan

Carrier

|n5uronce

Company

<出 典:BoleroBusinessRequirementsSpecification

(2)BOLEROシ ス テ ム の 概 要

PortAuor;t>i

S陀vedore

Ocean

Corrier

DraftasofMayl997よ り 〉

登 録…
.i機 関

ボレロ

ユーザ

i・i:,issn'

糖 関 ・・

.ザ三 ビズ ー

'ご文書 管理
・:

サ ニ ピス.

権利登録

データベース

<出 典:BoleroServiceBusinessRequirementsSpecification
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わ トグ ク

サー ドパーティ

付加価値サー ビス

サー ドパーティ

付加価値サー ビス

国 劇 ・幽 するインフラ

Version1.012September1997よ り 〉



(3)BOLEROシ ステ ム の キ ー ・コ ンポ ーネ ン ト

〈 出 典:BoleroserviceOverview(1997)よ り 〉

(4)BOLEROシ ス テム の セ キ ュ リテ ィ ・ア ーキ テ クチ ャー

か ら得 た公 開鍵 を用

い てユーサ'一から送信

され てきた各メフセーゾ

上 のディヅタル署 名 の

有 効性 を確 認

⑤ ユーサ'一証明

の作成 、登 録

⑥ユーザーの付

情 報の登録

①ユーザー登録 要 求(ハ'ブリックキーの送付)

④ユーサ'一登 録要 求

(ユーサ'一名 、公 開 鍵等 の送付)

公開鍵、秘密

鍵を生成

〈 出 典:BoleroserviceOverview(1997)よ り 〉
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6.日 本 で の 取 組 み

1.「 貿易金融EDI調 査 ・研究会」 による取組 み

(1)貿 易関連業界 における実務処理の現状 と問題点 の レビュー

(2)BOLEROプ ロジェク トの フ ォロー

①実体把握

② プ ロジェク トの評価

商社

外為部局

商社

経理部局

商社

営業部局

]書債船旬但

現地法人

(売先)

← 一
⑱船積通知

保 申込

(21)

⑯船積数.景暗記
← 一

商社

受渡部局 ⑫EtD、EtR
－

買 先

(メーカー)

⑩3hipping

〈出典:「 我が国における貿易金融EDIの あ り方 に関す る調査 研究 」(JASTPRO;平 成10年3月)よ り〉
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2.貿 易手 続 電子化 実 証 実験 プ ロ ジェ ク トに よ る取組 み

《EDEN:ElectoronicDEIiveryofNegotiableDocument》

(1)プ ロジェクトの実施

①実施計画の策定
②実験システム構築
③実証実験
④実験 レポート作成
⑤プロジェクト終了

(2)実 験対象範囲
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0
σ

0
σ
0
σ

0
σ

0
己

0
σ

冶
船積
SC/SF

POLINET

通関
NACCS

輸出者

船
積
指

示

、 ㌔ インボイス

・信 用状

ぐ___⊇ ≡____→ 一輸 入 者

』

保険

支払し
CMS

と

翼 、
依

銀行

㊥
支払い

〈出典:EDEN運 営委員会資料(平 成9年12月)よ り〉
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貿易管理手続き簡素化のための流通性書類の電子化プロジェクト(EDEN)概 要(案)

<出 典:EDEN概 要(案)EDEN運 営委員会資料(平 成10年5月)よ り>

1.目 的

本実証実験プロジェクトは、貿易金融取引に係るB/L(Bill・fLading,船 荷 証券)、1nv・ice、P/L(PackingList)を 電子化 し、

B/Lの 発行、買取処理および貨物引渡 ・B/Lの 回収まで、電子データ交換(EDI)に よる貿易金 融取 引に係る業務の電子化

実験を行うものである。

本実証実験において、貿易金融取引のEDI化 が技術的に可能であり、かつ効 果的であることを実証し、グローバルに受け入れ

られる貿易金融EDIシ ステム構築のための技術基盤を確立することを目的としており、今後、貿易金融取引の電子化を各企業

で実装する際の基盤となることを目指すものである。

なお、本プロジェクトは、通産省・電子商取引共通基盤整備事業(9年 度補 正予算)の 一つとして、IPA(情 報処理振興事業協会)

により採択されたものであり、プロジェクトの実施期間は、平成9年12月15日 から平成11年3月31日 とされ ている。

2.内 容

貿易金融取 引関係者 のうち、商社、船会社、銀行間で電子化された貿易書類の交換を仮想データを用いて実施する。

特に、船荷証券の特性に鑑み、その権利移転、公証、認証が電子的に可能であることを実証する。

3.参 加 会 社ll

ユ ーザ ー 企 業:川 崎 汽 船 、三 和 銀 行 、住 友 商 事 、東 京 三 菱銀 行 、日本 郵 船 、富 士 銀 行 、三 井物 産 、三 菱 商 事

ベ ンダー 企 業:日 本ア イ・ピー ・エム(プ ロジェクト・リータ'一)、日本 電 気 、野 村 総 合 研 究 所 、日立 製 作 所 、富 士通 、NＴＴデ ータ

4.実 証実験

1)対 象業務:(添 付対象業務フロー参 照)

・船会社から荷主へのB/L発 行(但 し、運賃支 払いは対象外とする。)
・荷主から銀行への 買取 り書類持ち込み

(書類をセットする、フォルダー機能や書類間の整合性チェック)

・銀行間業務(但 し、銀行間決済そのものは対象外とする。)
・揚げ地における銀行 から荷主への書類受け渡し業務

・荷主から船会社へのB/L差 し入れ、及び船社 の確認まで(D/0は 対象外)

2)対 象書類:

・指図式船荷証券(OrderB/L)

・インボイス

・梱包 明細(P/L)



5.実 験ケース
・積地船社および輸出地商社のB/L登 録およびB/L発 行業務

・輸出地商社および買取銀行の買取依頼業務

・買取銀行および発行銀行の買取業務

・発行銀行および輸入地商社の買取書類引渡業務

・輸入地商社および揚地船社の貨物引渡業務

6.評 価

上記5.の 実験ケースを通 じて、電子書 類ベースの貿易金融取引に係る業務処理が、現行の書類ベースの業務処理を

代替し得るかを検証し、主に有用性および安全性の観点からその実用性を評価する。

一

一
ミ

ー

7.使 用す る標準

・EDIプ ロトコル

EDIFACTISO9735

SC/SFNETメ ッセー ジ準 拠+EDEN拡 張

・通 信 プロトコル

メー ル(SMTPIPOP3)

・公 証 ・認 証 プロトコル

PK1方 式 による電 子 署 名 、X.509形 式 証 明 書

・セキュアTCP/IPネ ットワー ク

・メッセー ジ ・キュー イング ・インフラス トラクチ ャー

8.開 発される標準

・貿 易金融ED圧 デル

・権原証券所有権移転 管理機能

・文書管理機能

・公証・認証プロトコル

・EDIメッセージ規約



実験対象業務一1/2
〈出典:EDEN概 要(案)EDEN運 営委員会資料(平 成10年5月)よ り〉

積地}紛在 書類管理
データベース 騒

IB/L情 報 の登録

輸ス青斑銀《テ

ー

ミ

o。
ー

3B/L番 号

通知

(登録 ・照会)

量子 化書類

データベース

4.買取書類登録

5.登録完 了通知

6.買取依頼

昌

昌
置放書類デ ータベース

'

＼ ▼

7.買 取書 類

内容確認

9.買 取 通 知

ガエ

輸出者 輸出者彫銀テテ



実験対象業務一2/2
〈出典:EDEN概 要(案)EDEN運 営委員会資料(平 成10年5月)よ り〉

一
や
q⊃
一

揃ス増翻銀行

11.書類 到着

通知

(L/C)

圏
書類 管理

データベース

12.書 類 引 渡 し処

_題
1四
'酷

(登 録 ・照 会)

13.貨 物 引 渡 し要 求(B/L呈 示)

圖
B/Lデ ー タベ ース

騒
買取書類 データベース

電子z書 類

データベース

揚地捌在

輸ス者



ANNEX
■.法 的 側 面 の 問 題 点
1.文 書の成立

(1)電 子 メッセージの書面性

(注1)文 書の成立(日 本法)
書面に法定の事項を記載 し、署名 しなければならない。
《船荷証券(商 法第769条)、 為替手形(手 形法第1条)》

(注2)書 面の必要性(米 国法:UCC§2-201)
価格500ド ル以上の物品の売買契約 は、麺 でしなければならない。

《改正作業》
「書面」の概念に代え、 「記録若しくは電子記録」の概念(「 記録」とは、有体
の媒体物上に記述された情報若 しくは電子や他の手段により保存され
る情報であり、知覚可能な形式に置き換えることが可能な情報をいう。)
の導入が検討されている。

(2)電 子署名の有効性
《問題点》
電子署名として付された電子データの羅列を 「捺印」とみることができるか。

①日本での対応
立法措置を講じる方向で検討が進められている。

②米国での対応
「書面を前提としたサイン」の概念の代わりに、 「記録を識別する手段
としてのサイン」を定義することを検討している。

2.電 子メッセージの証拠能力 ・証拠力

(注)現 状での取扱
実務(訴 訟手続)に おいて、その有効性が認め られる方向にある。

3.意 思表示の時 点(発 信 ・受信)⇒ 電子 商取 引におけ る契約成立 の時機

(注)メ ールボ ックス ・ル ールの見直 し(米 国)

発信主義(郵 便 によ り承諾 の意思表示 を行 う場合 には、ポス トに投函 した

時点で、その承諾 の効力が発生 し、相互 の合意が成立す る。)に 基づ くメー
ル ボックス ・ル ールの改訂 が行 われ る。

4.法 的効果の帰属 と認証

な りす ま し 《名義冒用、無権 限者 による取 引(民 法第110条)》

受領権限のない者 に対す る弁済 《債権の準 占有者 に対す る弁済(民 法第478条)》

5.物 権的効力

物権的効力(商 法第575条)

指図 による占有移転(民 法第184条)
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2.技 術 的 側 面 の 問 題 点

【セキュリティ ・リスクと対応策】

① 情 報 の 改 ざ ん
(セキュリティ・リスク)

(a)情 報 内 容 の 改 ざ ん
(対応策)
修 正 検 知 機 能

(Co【1tentIntegrity)

[コゴ 一 一 一一 一一 ∫

[〕

比司

ハツ運

暗号アルゴリズム
および
CA証 明書

発 儒 者 のPrivete-keyで

碑 号 化 され た ハ ッ シ ュ 値

↓
セ キュ リティ

ヘ ッダー
一 メ ッセ ー ジ 一

.

セ キ ュ リテ ィ

トレ ー ラ ー

1 1

(セキュリティ ・リスク)
(b)不 正 な 部 分 削 除

(対応策)
メ ッ セ ー ジ 順 序

の 保 護

(MessageSequenceIntegrity)

セ キ ュ リテ ィ

ヘ ッ ダ ー
メ ッセ ー ジ 一 メ ッセ ー ジ メ ッセ ー ジ 一 セ キ ュ リテ ィ

ト レー ラー

1 1

並タ繊 巧

包含漣労ヲ

*S.H.G=SecurゴtyHθaderSθgment6roμ ρ

*S.T.Gr=SecurityTraゴ1θr5egmentGrouρ

〈出典:「 流通性書類 に関する調査 ・研究 〔ll〕」(JASTPRO;平 成9年 度)よ り〉
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② 成 り す ま し
(セキュリティ ・リスク)

成 り す ま し
(対応策)

発 信 者 の 謡 言正

(Authenticaしion)

(注)略 号の説明

R

P

A

A

I

T

R

C

D

T

TheRegistraしionAuthority(登 録 機 関)

TheCertificationAuthority(認 証 局)

TheDirectry(中 央 登 録 機 関)

TrustedThirdParty(第 三 者 サ ー ビス 提 供 者:VAN)

③ し ら ζま く れ
(セキュリティ・リスク)
発 信 者 の
し ら ζま'く れ

受 信 者 の
し ら ζま く れ

④ 情 報 の 漏 え い
(セキュリティ・リスク)
秘 密'f青 幸侵の
掃 え し、

①秘密鍵(対 称鍵)暗 号化方式

発信者

(対 応 策)

発 信 者 の 署 名

(Non-repudiationofOrigin)

署 名 付 き

受 信 確 認

(Non-repudiationofReceit)

(対応策)
メ ッ セ ー ジ の
暗 号 イヒ

受信者

②公開鍵(非 対称鍵)暗 号化方式

ぺ
[フ

プブイベイ ト鍵

暗 号 化

く出典:「 流通性書類 に関する調査 ・研究 〔Il〕」
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公 開 鍵

復 号 化

(JASTPRO;平 成9年 度)よ り〉
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2-2第2回 EDI/EC関 連の最新 標準化動 向

【平成10年9月4日(金)】





講演1

2-2-1シ ンタックスル ー ル ーCIIとUN/EDIFACT－

蝶理情報システム(株)シ ステム営業本部 販売促進部次長

藤野裕司 氏





2-2-1講 演1シ ンタックスル ール ーCIIとUN/EDIFACT－

【講師】

蝶理情報システム(株)シ ステム営業本部販売促進部次長 藤野 裕 司 氏

CIIシ ンタックスルールの標準動向

(1)CII標 準 の構 成

ベースになっているCIIシ ンタックスルールは、EIAJ((社)日 本電子機械 工業会)が 作成した

EIAJシ ンタックスル ールを基に拡張 している。その下で、各業界がメッセージをつくっている。た

だ、重複を避けるためにデータ項 目だけはCIIに 登録して採番するようになっている。

通信の中心となるのはVANの 機能であるが、このVANも 各業界がばらばらだと統一がとれな

い。そのため、E][AJのEDIサ ービスをベースとして拡張したCII-EDIサ ービスというデータ交換

等のサービスが行なわれている。通常は複数のVANを 経 由してデータ交換した場合、VAN個 々

の料金が請求されるのだが、このサービスでは、VAN間 の協調体制がとられているため、その間

の行き来は自由にできる配慮がなされ ている。

(2)CII標 準 開発 の歴 史

<EIAJで の 開発 経緯>

1986年 に、EIAJで は業界VANの 標 準化 の検 討 が始 まった。日本 は独 自のシンタックスを作

って、国 際標 準のEDIEACTを 採 らなかったとい う批判 がある。しか し、E】AJが 標 準 を作 った

1986年 は 、EDIEACTの 検 討 に入 ったところであり、その時 点で はまだ 国際標 準 として使 える段

階 になっていなかった。EIAJシ ンタックスル ール は 、標 準化 を急 がざるを得なかったとい う環 境 の

中で立 ち上 がったのである。

87年 、シンタックスル ール を正式 に作 り、88年 か ら順 次 トライアルバ ージョンを開 始 した。90年

1B、91年1Cと 段 階的 に改 良を重 ね て、中心 となるメッセー ジの拡 充 を図り、94年 度版 、97年 度

版 と3年 毎 に改訂 を加 えている。97年 度版 からは完全 にCIIシ ンタックスにのっとった標 準化 が確

定 され ている。

<CIIで の開発 経緯 、JIS化>

89年 にはEIAJの 本 格展 開 が始まり、使 えるということが分か ったため、これをベ ースにした 日

本標 準 を作ることになった。89年 か らEIAJとCIIが 一般企 業 と共 同でCII標 準の開発 に入 り、91

年 にCIIシ ンタックスル ール の試作 バ ージョン(1.00)が できた。そこか ら順 次改 良を加 え、96年 に

2.10、98年 の3月 にバ ージョン3.00速 報版 が出来 、普 及 が図られ ている。

日本 の公 的標 準 とはJIS登 録 されたものであるが、バ ージョン3.00をJIS化 する動 きは95年 か
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ら始 まっている。同時 にEDIFACTのJIS化 も検 討 をされ てきている。

第1期(89年 、90年)で は、JIS登 録 の検討 を行ったが、E]AJ標 準はまだ普及 に入 った段 階

であり、1業 界 のみの採用 であったため 、JIS化 は見送 られ た。

第2期(95年)か ら再度 、検討 に入った。この段階 では、かな りの業 界がCII標 準 を採 用す るよ

うになってい たため、積 極 的 に登録 の作業 に入った。最 終 登録 年度 を決 め、その時点 での最新 版

をJIS化 するということにな り、バ ージョン3.0の 設 計 に入 った。

な お 、CII標 準 のCIIは 、当 初 は 産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー(CII:Centerforthe

InformatizationofIndustry)の 略 であったが、国 の標 準 に1機 関の名 前 がつい てしまうので普

遍 的な名 前 にするために、SyntaxrulesforCross・industryInformationInterchange(行 政

/産 業 情報 交換用 構文 規則)の 略 に変えた。

(3)バ ー ジ ョン3の 内容

97年 から具体的作業 に入り、従来では全体で一括りであったものを4パ ートに分けた。これ は、

EDIFACTが 一つだったものを最新版では10パ ートに分けたのと同じ趣 旨である。第1部 が構

成要素、第2部 がメッセージグループの構造、第3部 が短縮型メッセージグループの構造、第4

部が安全保護機能となっている。JIS登 録するのは第1部 から第3部 までである。第4部 の安全

保護機能は、EDIFACTの 方も具体的には決まっておらず、国内での使われ方も明確 になってい

ないため、現時点ではJIS化 から外れている。

バージョン3で 追加された機能として、メッセージ作成 日の2000年 対応、拡張変換テーブルア

クセス機能、非構造化モード、セキュリティ機能オプションがある。また、廃止された機能としては、

1byteデ ータタグと名無しマルチ明細がある。バージョン2か らトータルチェック機 能、非透過モー

ド、タイプEモ ードを廃止した。

UN/EDIFACT

(1)UN/EDIFACTデ ィ レ ク トリー… /

UNTDID(UnitedNationsTradeDataInterchangeDirectory)は 、序 文(第1部)、 デー タ

通信 による貿易 デ ータ交換 のための統 一 実施規 則(第2部)、 用語(第3部)、EDIFACTの た め

の 国連 規則 集(第4部)、EDIFACT国 連 ディレクトリー(第5部)の5部 構成 となってお り、第5

部 にセグメント、複 合デ ータエレメント、デ ー タエレメントおよびメッセージの各 ディレクトリー が収 録

され ている。EDIFACTシ ンタックス規 則 、シンタックス実施 ガイドライン、メッセージ設計 規則 な ど

は第4部 に、そして、最 新 の勧 告26号(電 子 データ交換 に関する交換 協定 書の商 的利 用)が 第

2部 に収録 され ている。
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(2)管 理機構

旧組織(UN/ECE/WP.4)で は、各国各地域の代表によって検討がなされてきた。しかし、それで

は地域の利 益を主張するにとどまってしまうため、また、EDIが 幅広く国際貿易のみならず 、国内

取引にも使用されるようになってきたため、EDIFACTの エキスパート集団が、高度で安定した国

際標準づくりをグローバルベースで行うための組織改革作業が93年9月 より行われてきた。97

年3月 に新組織CEEACT(行 政、商業、運輸のための手続と実務簡易化センター)が 立ち上がり、

18カ 月間の移行期間を経て98年9月 に最終的な移行が完了している。

新組織は、従来通り国連欧州経済委員会(UN/ECE)の 貿易拡大委員会(CDT)の 下に位 置す

るが、CDTも97年4月 に貿易 ・産業・企業拡大委員会(CTIED)と 改称された。CEFACTは 、

貿易手続の簡易化とEDIFACTの 選任検討組織として独立したセンターであり、この下に、技術 ・

方法論WG(作 業グループ)、業務プロセス分析WG、 国際貿易手続WG、 法律関係WG,コ ード

関係WG、 そしてEDIEACTWG(EWG)が 常設作業グループとして設置された。EWGは 、従来

のJRT(合 同ラポーターチーム)会 議に代わるもので、物 品管理、受発注、運輸、通関メッセージ

などのメッセージ開発を担 当するSWG(サ ブワーキンググループ)や合同技術評価(JTAG)、 イン

タラクティブEDI、 セキュリティ、EDI関 連オブジェクトといったSWGが ある。

(3)シ ンタ ックス規則 の開発経緯

バ ー ジョン1は 、ヨー ロッパのTDI(TradeDataInterchange)グ ル ープ とアメリカのANSI

X.12チ ームとの合 同 によるジョイントEDIグ ルー プ(UN/JEDI)に より85年 か ら検 討を開始 して、

87年3月 にUN/ECE/WP.4で 採 択 され 、同年9月 のISO!TC154でISO9735と なった。

バ ー ジョン2で は 、メッセ ージバー ジョン/リ リース番号 、機 関識 別コー ドのタイプ をニューメリック

(数 字)か らアル ファニューメリック(英 数字)に 変 更している。翌年 の91年 には、バ ージョン3と し

て、使 用 可能 な文 字種 が英 数字 しかなかったため、ラテン文 字6種 類 やダブルバ イト文 字 セットを

含 む汎 用文 字セット(ISO10646)を 追 加 している。

その後もEDIユ ーザ のニーズの変化 に対応 するために、開発 が続 けられ 、バ ー ジョン4で は、イ

ンタラクティブや 図形 ・バイナリーデ ータのためのEDI関 連 規則 、セキュリティ関連 規則 が追 加 さ

れ 、現 在 目的別 にパ ー ト1か ら10ま で10部 で構成 され ている。パ ート1-3、8は 、すでにISO

で正 式版 が印刷 中である。パ ート4-7、9も すでにISO!TC154の 投票 を賛 成多 数で終 え、ISO

の 内部 手続 中である。パ ー ト10(イ ンタラクティブEDI用 安全性 規則)の みが現在 開発 中である。

(4)EDIFACTのJIS化

CIIと 同 じように、第1期(89年 、90年)に 検討 を開始 したが 、まだメッセ ージができてい なかった

ため、JIS登 録 を見送 った。
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95年 になり、EDIFACTが 普 及 し始 めたため、ISO9735を そのまま 日本 語化 して、JIS登 録 しよ

うとい うことになった。JIS化 している最 中にもかなりの項 目が変わ り、なか なか確 定 しなかったが、

この3月 にJIS登 録を申請 し、現在審 議 中 である。正式 に登録 されるのは来年(99年)の3月 ぐら

い になると思われる。
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図 一1

目次

へ
M
烈
》

ジ滋
該
該

シ ン タックス ル ー ル

1.C瞬 票準 の動 向

燦:1.Cll標 準の構成

CllとUN/EDIFACT－

2.Cll標 準開発の歴 史

3.CIIシ ンタックスルールV3の ポイント

H.UN/EDIFACT標 準 化 の 動 向

1.UN/EDIFACTの 構成

2.機 構 の改 定

3.シ ンタックスルールV4

4.JRT最 新検 討状 況

鰭
繭　鹸

螺理痛ψシステム操ズ会社 2

図 一2
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∫.α/標 準 の動 向

Cll標 準 の 構 成

2、Cll標 準 開 発 の 歴 史

(1)EIAJシ ンタックスル ー ル の 開 発

(2)CIIシ ンタックスル ー ル 開 発

(3)JIS化 の状 況

3.Cllシ ンタックスル ー ルV3の ポ イント

(1)各 バー ジョン間 の 機 能 の 違 い

(2)V3で 追 加 され た機 能

(3)V3で 廃 止 され た機 能

図 一3

7.0〃 標準 の梯滋

Cll:CenterfortheInformatizationoflndustry

Cll標 準 メッセザ 群

標麟 ジ 標記 ジ

EIAJモDl乎 ビ ス CIl-EDけ 一ビ ス

蝶理燈鞍システム操式会社 4

図 一4
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20〃 標準携醗 の歴史

(1)EIAJシ ンタックス ル ー ル の 開 発

1986年 社)日 本 電子機械工 業会(EIAJ)が 業界VAN

の標 準化検討開始

1987年EIAjがCllと 共同で、EDI標 準を開発

EIAJシ ンタックスルールを発 表

1988年 標準メッセージ、標準データ項 目を加えた

「EIAJ取 引情報化対応標準4A」(暫 定版)を

開発

1989年EIAJ標 準の本格的展 開開始

以 下 、1990年 「1B」 、1991年 「1C」 発 表

1994年 「1994年 度 版 」、1997年 「1997年 度 版 」発 表

」粛軍清瀞システム療ズ会社

図 一5

繊

(2)Cllシ ン タックス ル ー ル の 開 発

1989年 電 子 計 算 機 相 互運 用 環 境 整 備 委 員 会

電 子 デ ータ交 換 分 科 会 が 発 足 、日本 のEDI

の 枠 組 み につ いて検 討 開 始 。

1991年Cllよ りEIAJシ ンタックスルールの 拡 張 版 として、Cll

シンタックスルール試 作仕 様1.OO発 表。

1992年Cllシ ンタックスルール実 用 版1.10を 発 表 。これ と業

界 ごとの メッセージの 管 理 体 制 を整 備 し、Cll標

準 とす る。

1993年 バイナリーテ'一・一タを扱 えるように 開発 したCIIシンタッ

クスル吋口.51発 表 。

1996年CIIシ ンタックスルール2.10発 表 。

1998年Cllシ ンタックスルール3.00(速 報 版)発 表 。

図 一6
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20〃 摸鞘i擁 の歴史

(3)JIS化 の 状 況

第1期(1989年 度 ・1990年 度)

◇ED槻 格 のJIS化 の 可 能 性 に つい て調 査 。

◇EIAJ標 準 しか なく、一 業 界 の 標 準 とい う位 置 づ け で、JIS化 に適 当

な シン タックスル ール としては 未 成 熟 であ った 。

第2期(1995年 度 ～)

◇Cllシ ンタックスル ー ル のJIS化 を 目指 す 。

◆JIS化 の 対 象 は、登 録 時 の バ ージ ョン とす る。
(Cllシ ンタックスル ー ルV3.Oが 対 象)

◆f997年 より、検 討 作 業 を開 始 。全体 を4部 構 成 とす る。

第1部 構 成 要素

第2部 メッセー ジグ ル ー プの 構 造

第3部 短 縮 形メッセー ジ グル ー プの 構 造

第4部 安 全 保 護 機 能

ただ し、第4部 はJIS化 ニ ーズ が 不 明確 で あるた め 対 象 か ら除 く。

◆ 名 称 を 「行 政/産 業 情 報 交 換 用 構 文 規 則 」

SyntaxrulesforCross-industrylnforr〕ationlnterchange

とす る。

鯉 僚翻システム療ヨ会社 7

図 一7

3.0〃 シン タックXノ レー/bV3の ～桔 〆ン み

(1)各 バージョン間 の機 能の違い

規格名
バージョン名

定義内 リリース時期＼
機能項目

EIAJシ

ン卵 ク

スルール

Cllシンタックスルール

1シ リーズ 2シ リーズ JIS

試作仕 様
1001011.02110

V

1.11

V

1.51

暫 定

2.00

V

2.10

∨

220

V

300

88/4 91/491/691/892/8 93/3 93/3 95/4 96/7 中止 98/3
1bvt6デ ー タタグ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
2byteデ ータタグ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
3byt。データタグ ◎ ◎ ◎
X,9属 性 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
KN属 性 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
Y属 性(2000年 対策) ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
B|T属 性 ◎ ◎ ◎
1byt。長さタグ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
2bvte長 さタグ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
JIS文 字コード ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
0一 カル文字コード O O O O O O O
漢字(X-0208) ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
漢字(X-0212) O o ○
漢 字(X-0221) O
シフトJIS漢 字 O ○ O

⑨ 標畑仕様O.オ プション仕様 △ 不完全な仕様

耀 煽義9システニム蕨三亡会社 8

図 一8
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3.011シ ン タックス ノP－ル レ「3di・tOインA

ノ

図 一9

図 一10
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3.α1シ ン タyク スノP－ ノレV3のPt『 インβ

(2)V3で 追 加 さ れ た 機 能

① メッセ ー ジ 作 成 日 の2000年 対 策
・作成 日付時刻 の西 暦2桁 の意 味を

、
51～99=1951～1999年

00～50==2000～ ご050年

とす る。

② 宛 先 国コー-S'、発 信 元 国 コー ド各3種(各3バ イト)

★宛 先 国⊇一 ド

・受信EDIサ ー ビス事業者管理機関コード

・受信センターコード管理機関コード

・受信者コード管理機関⊇一ド

★発信元国コード

・発 信EDIサ ー ビス 事業 者 管理 機 関 コー ド

・発 信 セン ターコー ド管理 機 関 コー ド

・発 信 者 コー ド管 理 機 関 コー ド

」磨理燈禰システム獄王ζ会社 〃

図 一11

30//シ ンタックスノb－ノbV3の ・XlインA

(2?M3で 巡 加 さカた捲能

③拡張変換テーブルアクセス機能(オ プション)
・メッセージグループ先頭にメッセージグルーブ単位の

変換テーブルを指定。

④ 非 構 造 化 モ ー ド

・業務メッセージ(可 変長)も しくはバイナリーデータを、

最大32001バ イトの(分 割区分を含む)の 可変長物理

レコー ドに含む。

⑤セキュリティ機能(オ プション)
・メッセージグループもしくはメッセージ単位 に暗号化を

行う。

図 一12
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3.0〃 シン タックスノb－ ノbV3の 刀keイン ♪

(2)V3で 廃 止 され た機 能

①1byteデ ータタグ(縮 小モー ド)

② 名無しマルチ明細(縮 小モード)

③ トータルチェック機能[V2よ り廃止]

④ 非透過モード[V2よ り廃止]

⑤ タイプE(EDIFACTモ ード)[V2よ り廃止]

V2.20は 開発 中止

頭ぎ理 燈嘉「システム扶茸会 社 ノ3

図 一13

∬.ひ く//ε α κ407標 準怜批 の動 々

1.UN/EDIFACTの 構 成

2.機 構 の 改 定

3.シ ン タックス ル ー ルV4

(1)EDIFACT(ISO9735)開 発の歴史

(2)V4の 構 成

(3)V4の ポイント

(4)H本 語の使い方

(5)JIS化 の状況

4.JRT最 新 検 討 状 況

(1)JRTか らEWGへ の移行

(2)今 会議(4/24～5/1:米 国マイアミ)でのポイント

操「理僚ξ智システム操」寸余」虻 14

図 一14
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σ〈//ε0〃 勢07「の 構成

EDIFACT:Electronicdatainterchange

foradministration,commerceandtransport

行 政 、商 業 お よ び 運 輸 の た め の 電 子 デ ー タ交 換

【EDIFACTの 構 成 】

1江)IF∠へ(1;Jl.SYI〕ruxRules(ISO973S"}

EDIFAC'TDataElementsDir¢cbry(ISO7372、

3、EDII「ACTUNSM,sDirectory

4.M・s・a9・1)e・ig・1G・id・1ille

5,SyntaxImplementationDuideline

6.EDIFACTCOdeList

7.EDIFACrComp《)siteDataElcmonts

8泥DIFACrStandardSegmentDirectory

9、UIliformRulesofConductf(,rthe

lnterchangeof'TradeDataby

Tclctrang.mission

lO・ 恥eC・mmcrciaほ 戊se・flnterchange

AgrcementslbrElectronicI)ata

Intcrchange

(UN/ECEReCi')mmend:itionNo.26)
11・Explanntorymaterialasappropriule

El)IFACTシ ンタックスルール
EDIFACTデ ータエレメント集(E1)ED)

EDIFACT標 準メッセージ集(EDMD)

メッセ ー ジ設 計 ガ イドライン

シンタックス実 施 ガ イドライン

ED|FACTコ ー ドリスト

EDIFACrl'複 合 デ ータエ レメン ト集(EDCD)

EmFAcr標 準 セグ メント集(EDSD)

デ ー タ通 信 に よる貿 易 デ ー タ交 換 の た め の

統 一 実 施 規 則 くUNCID)

EDjモ デル交換協定書

(UN/ECE勧 告26号)

各種説明資料

図 一15

2鍾 拷の9£定

ぽ ・

【機構 ・組織の再編成が 行われた】

従来のEDIFACTは 、国・地域別の代表によって検討を進めてきた。新体制では、EDI

のエキスパート集団による、より技術的に高度で安定した国際標準づくりを目指す。

旧 組 織

1

国連欧州経済委員会
UN/ECE

間違組織
国 間口標 準化 機 構
lSO

シ 馬1子 ㌔-

貿易拡大委員会
CDT

専 門家 委員 会,54
TC154

ド
∨戸A'

賞揚手続簡易化作鎮
部会WP.4

》
一11鋤EC川cll

} 一 寸1・U/・ ・1

痢1肩 【門 年会 ■(GE.1)
データエレメントと 自動 データ交 換

ト

第2専 門家 禽■(GE.2)
手 続 と書類

声ゴ

1

'i"'ド

lUN/・D・ ・ACTラ ポ ータ ー

1ぶ1 1ド1 i
汎 米
εDIFACτ
委 員会

'

西}ロ7パ
EOIFACT
委員 会

㌻

へ

中央 ・昂〔ヨ一口フパ
ED`FACT
委 員 会

豪 州/ニューンーランド
EDIFAC■
委員 会 へ

ア ジア
ED`FACT
曇員 会

∨ アフ リカ
EOIFACT
委 員 会

]1^1 1き1

聴 借1蔀システム療式二会社 1δ

図 一16
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2樫 樟の改定
沼組緒

ラ ポ ー タ ー グ ル ー プ

七 、.べ 、泣 ・ ＼・

'

r、合同ラポーター会蹟(JRT)
・.',べ ＼ 、':丁'

支援関係作業グループ
,

技術 関係作業 グル ープ メゥセージ 開 発 作 業 ク'炉 プ・::已"f

㌦
冷三妻・三

三裟1

・・』… 野 実施ガイドライ・ 川 … イ・タラクテ・プεDll

、 、 、/∨.、 い ㌔'∠ 〉'内 、 」ぺ....・ ソ ・.・ 一 ・'い 、'S鳴 話 ・%へ ∨・炉 邸 ごw

lC・ 手続1い1・ 合同飾 評価(・・^C)

1… 師 噌 及l

l

1

い2コ ードグルーブ1

J出.物 品 管理 関 係

JH2.受 発 注 関係

J田.製 造/品 質テ㌔ タ関 係

坦4.輸 送 関 係

」H5.通 関 関 係

」M6.金 融 関 係

」"7.構 造 ・エンシ・=ア1」ンクふ・建 設

J朋.統 計 関 係

」日9.保 健 関 係

川10.旅 行 ・レジ ャー関係

川11.ヘ ル ス ケ ア

」H12.社 会 福 祉 ・雇 用 ・教 育

lc・ ・法律関係ラポ一夕1 T4,安 全性

lc5・賠 局領1 蔦.ピ シ'ね ・情 報 モデ1ルク'

(8憎)

1・6・標準連絡l

l…ED・ 噛 〃 …}

い8… セー搬 計ガイドライ・1

蝶理擶瀞システム操ヨ会社 ∫7

図 一17

田辺欧州経済委員会
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シ ン タ ッ クX/b－ ノbV4

(1)E…DIFACT(ISO9735)開 発 の 歴 史

① バ ー ジョン1

1985年 、UN/JEDIに て 開発開始。

1987年 、ISO9735と して登録。

② バ ージョン2

1990年 、一部 のデータ型を`n'か ら`an'に 変更。

③ バ ージョン3

1991年 、使 用可能な文字種を追加(ラ テン文字)。

④ バ ージョン4

1992年 、抜本 的な見直し要請のもとに、UN/ECE-WP,4

にて 開発開始。

1998年 より順次ISO登 録。

図 一19

3シ ンタツ久スル ール レ'4

(2)V4の 構 成

ISO9735-1シ ン タ ック ス 共通 ル ー ル

.㌘ISO9735-2バ ッチEDl

ISO9735-3対 話 型EDl

ISO9735-4バ ッチEDl用 サ ー ビス 報 告 メ ッセ ー ジ

lSO9735--5バ ッチEDl用 セ キ ュ リテ ィ共 通 ル ール

ISO9735-6確 実 性 と受 信 確 認 の 確 保 メ ッセ ー ジ

ISO9735-7バ ッチEDl用 セ キ ュ リテ ィル ール

ISO9735-8EDl関 連 デ ー タ

ISO9735-9セ キ ュ リテ ィ鍵 と認 証 管 理 メ ッセ ー ジ

ISO9735-10対 話 型EDl用 セ キ ュ リテ ィ規 則

★:lSO内 で 取 り扱 い につ い て調 整 中

lSO標 準

lSO標 準

lSO標 準

lSO投 票中

lSO標 準★

lSO標 準★

lSO投 票中★

lSO標 準

lSO標 準★

UN審 議中

蠕理肩瀞システム療蛸会社 却

図 一20

一196一



(3)V4の ポ イン ト

①V3の 上方互 換性を維持。

②文字データだけでなく、長大ビット列データも扱える。

※Part-8に「EDI関連データ」として定義。

③使 用文字 種を拡大し、マルチバ イトキャラクターも使用可能 と

する。

*複 数文字表現手法として以下の2種 類が追加となった。

lSO2022(情 報交換用符号の拡張法)

ISOIO646(国 際符号化文字集合)

④文字符号 化に関する規則を明確化した。

峯文字の形(文字レバートリ)とビットでの表し方(エンコーディング)

を指定できるようになった。

⑤繰 り返し分離記号を追加 した。

来セグメント内でのデータエレメントの反復を区切るための構文文

字を追加。

図 一21

⑥ セ グメン ト衝 突 の 回避 方 法 を規 定 。

*セ グメント衝突防止グループヘッダーとトレーラーを規 定した。

⑦ セグメントタグ の 取 り扱 い 変 更。

峯複合データエレメントであったセグメントタグを、単純データエレメ

ントに変更 した。

⑧ 対 話型EDICI)追 加 。

*Part-3に 対 話型EDIを 追 加。

⑨ 運 用電 文 の 追 加 。

峯Pa斥4に サービス報告 メッセージ(メ ッセージ種 別:CONTRL)と

して定義。

⑩ セキ ュリティ機 能 の追 加 。

*Part-5、Part-6、Part-7、Part-9、Part-40に セキュリティに関わ

る規 則を追加。

図 一22
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ζ

3シ ン タックニスノレール レ4

(4)日 本語 の使い方

⑦具体的用法
来情報交換用符号の拡張法ISO2022(JISXO202)に より、下図

∴.,方 法 で日本語の使 用が可能 となる。

1:ぷ[e¥甥 翌 翌;
叱

[esc]:エ ス ケ ー プ=1B"xx
:使 用 文 字 の 識 別

ff:エ ス ケープシーケンス最終文字

XIX2×3×4:文 字 符 号 」

エスケープシーケンスの例(イ ンターネットでの使用)

xxffの 組み合わせにより使用文字セ ットが決まる。

28421SO646

284AJISXO201

2440漢 字 旧JlS(JlSXO208-1978)

2442漢 字 新JlS(JlSXO208-1983)

葉理擶潮システム療虻会社23

図 一23

3シ ンタックスノ〃ール レ4

JlSXO208に よ る 日本語文字符号 の一例

1B24425909436034324726一
・ エスケープ'漢 字 新JlS日 本 太 郎

ぺ癬
ざ

" .。1峯 構 文文字(セ パ レ一夕文字など)は 、ISO646で ないといけない。

よって、日本語項 目の後 は、エスケープシーケンス(1B2842)に より、
lSO646に 戻 しておく。(トランスレータの機能)

②導入時の考慮点

※当事者間で、事前に漢字を使用する項 目を合意しておく。

峯EDIFACTの メッセージにする前 に、事前にJIS漢 字 に変換 しておく。

(IBM漢 字 、JEF漢 字 、K∈IS漢 字 、など)

葉理情報システム操虻会社24

図 一24
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3シ ンタックスル ーノb

(5)」1S化 の 状 況

第1期(1989年 度 ・1990年 度)

◇EDI規 格のJIS化 の可能性について調査。

◇EDIFACTは 存在していたものの、シンタックスルールがようやく制定され

たところで、メッセージについては開発が始まったばかりであった。

◇国際標準ではあるものの実用普及に至っていないためJIS化 には未成

熟と判断。

第2期(1995年 度 ～)

◇EDIFACTのJIS化 を目指す。

◇対象は、ISO9735。

(そのまま日本語化しJIS化)

◆]997年 より、検討作業を開始。ISO9735-1か ら一10のうち、

Part-1,2,3,8をJIS化 するものとする。他は、まだ最終ISO規 格が確

定していないことと、JIS化ニーズが不明確であるため、今回は対象から

外した。

◇1998年 度上記4PartをJ{S登 録。|SO規 格 の登録状況に応じて、他も

JIS化 を検討予定。

図 一25

4.」 ソマ7=最新 鹿 討 状況

1998年4月24日r5月1日 にかけて、米国マイアミにおいて

UN/EDIFACT会 議 が開催された。

(1)JRTか らEWGへ の 移 行

※従来のECE-WP4の もとで開催されていたJRT(Joint

RapporteursTeam)か ら、ECE-CEFACTの 管轄 にょる

EWG(UN/EDlFACTW。rkingGr。up)へ の移 行が行われた。

※4/24-4/29がJRTと しての最後 の会 議が開催され、

4/30-5/1がEWG議 長選挙を経て最 初のEWG会 議が開

催された。

図 一26
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(2)今 会 議 で の ポ イ ン ト

① セグメントコリー ジョンの 回 避 方 法提 案 。

楽日本か らセグメントコリージョンの回避方法としてUGH/UGT方 式

が提案され 、承認された。

② 新 メッセー ジ設 計 ル ー ル 導 入 の た めの 支 援 チ ーム 結 成 。

*新MDR(MessageDesingRules)の 適 用にあたり、MADRAS

(Messagedesignrulesassistancegroup)を 結 成し、ユーザを支

援することになった。

③ デ ィレクトリ内 容 相 互 参 照 の ため のWeb技 術 の 提 案 。

*メ ッセージ設計 ルールでカバーしきれない経験 則などを、MACH

文 書(MessageandCodeHandbook)と してWebに 公 開。

図 一27

騰

4.品 η最 新 撰恒プ夢e況

④DMR処 理 の システム 化 。

寮DMR(DataMaintenanceRequests)処 理 を効 率化するため、情

報交換 をEDIで 実 現することが決まった。

⑤ 統 一 国 際TAGに よるDMR処 理 効 率 の 向上 提 案。

*従 来JTAG(JointTechnicalAssessmentGroup)会 議 は、年2回

開催されていた。また、本会議 にかけられる前 に、地域ごとのTAG

会 議 で承認され る必要 があった。

峯処理 の効 率化を図るため 、地域ごとの承認を省き、新たに統 一国

際TAG会 議 を年4回 開催 するよう提案された。

図 一28
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Z参.照貿抑7

○「Cllシンタックスルール バージョン3.OO(速 報版)」

平成10年3月 版 財)日本情報処理開発協会産業情報化推進センター 発行

窯「電子データ交換標準化調査研究成果報告書」

平成10年3月 版 財)日本情報処理開発協会産業情報化推進センター 発行

邊「EDIで実現するネットワーク・ビジネス社会」

平成9年9月 版 財)日本情報処理開発協会産業情報化推進センター 発行

難「EDIFACTガ イドブック 第4版 」

1996年9月 財)日本貿易関係手続簡易化協会 発行

鐡「UN/ED|FACT関 連規則(改 訂版)」

1998年3月 財)日本貿易関係手続簡易化協会 発行

図 一29

どう己あ 財 主とうごさzハまLた

ご不明な点、お問い合わせ等ございましたら、

ご遠慮なく、いつでもご連絡ください。

蝶 理 情 報 シ ス テ ム 株 式 会 社

シ ス テ ム 営 業 本 部 販 売 促 進 部

藤 野 裕 司

〒112東 京 都文 京 区 関 口1～43-5新 目 白 ビル

TELO3-528了 一7|30FAXO3--5287-713|

E-mai}LDAO3175@niftyser∀e.or.jP

図 一30
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講演2

2-2-2XML(拡 張可能なマーク付 け言語)一 インターネットEDI向 け新言語 一

東芝アドバンストシステム(株)

ソリューション事業推進部SGML/XML担 当部長

池田 実 氏





2-2-2講 演2XML(拡 張 可能なマーク付け言語)一インターネットEDI向 け新 言語 一

【講師】

東芝アドバンストシステム(株)ソ リューション事業推進部SGML/XML担 当部長 池 田 実 氏

1.X皿 の概 要

XML(eXtensibleMarkupLanguage)と は 、電 子 ドキュメントの 標 準 の ための 仕 組 み である

SGML(StandardGenerahzedMarkupLanguage)を 簡易 化 してインタ・一ーーーネット上 で使 えるよう

にしたもの である。インター ネット上 のプ ロトコル の一 つ であるHTML(HyperTextMarkup

Language)もSGMLの 機 能をかなり縮小 したものである。XMLが 開発され たのは約2年 前であ

り、98年2月 にW3C(WorldWideWebConsortium)で 認 可され 、現在 、事 実上 の標 準となっ

ている。

現在 のインターネットは 、サ ーバで 情報 を公 開して、ブラウザで閲 覧 する仕組 みである。その 間 に

ハイパ ーテキストのリンキングがあり、い ろいろなところに飛 ぶ 事が できる。この 時の ユー ザ は個 人

である。しかし、ビジネスに役 立 てたい場合 では、大量 のビジネスデ ー タを扱 わなけれ ばならない。

インターネットの使 い方 を自動 化 し、コンピュータ同士 で処 理 を行 うことがXMLの 目指 す ところで

ある。そういう意 味 でもEDIやECの インフラとして、インターネットを活用 することをXMLは 実 現

することができるのである。

XMLは 、HTMLと 比較 すると理 解 しや すい。HTMLで 書かれ たWebサ イトをブラウザで見 る

と、人 間にとっては分 か り易 いが、コンピュータが受 け取る情報 としては不 十 分である。デ ー タの 両

側 にタグと称 するブラケットがつ くことで、ブラウザ はそのデ ータを視 覚 的 にきれい に映し出す ことが

出 来る。しか し、そのデ ータが何 であるか定義 することは出来ない。送 られ てきた情 報 が取 引 デ ー

タだ とすると、値段 なのか数 量なのか 区別できないのである。XMLの 場合 、タグがデ ータを囲 むこ

とにより、保 持 している情 報 が何 であるかを明確 に示 すことができる。

また 、XMLに は、DTD(Document[[lypeDefinition)と 呼 ばれる構 造 図を記述 する言 語がある。

そのため、一 定のル ール の 下で、取 引相 手 同士で意 味構 造を 自由に設 計す ることが 出来る。これ

はHTMLで は出 来ない。定義機 能 を持たず拡 張もできないため、決 められたものを使うだけであ

る。

2.X肌 のEDI応 用

EDIを 行う場合はアプリケーションごとにいろいろなフォーマットが決まっているが、HTMLで は

設計能力がないため使用がかなり制限されてしまう。XMLで はDTDを 使って設計することができ

るのでフォーマットを決 めることができる。

また、XMLで 表せる情報 は、データベース等の現在使われているコンピュータの情報をほぼ完
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全 にカバ ー している。従 って、ネットワークとコンピュータは ほとんど切れ 目なくつながるようになる。

しかもインターネ ット自身がもう既 にくまなく行き渡っているので 、非 常に効 果が大きいと思 われ る。

XMLの 使 い方 や対象 は デー タ交 換や 取 引デ ータだけではない。幅広 い範 囲をカバ ーす ること

ができ、企 業 内、企 業間を問わず 、いろいろな取 引 関係 に応 用す ることができる。(図 一27)

XMLのDTDの 代表 的なものは、1.Tabular、2.DataSyntax/Semantics、3.MetaRuleで あ

る。中央のDataSyntax/Semanticsが1番EDIに 近い と思わ れる。この 中にOFX(Open

FinancialExchange:イ ンターネット経 由で金融機 関、企 業 そして消 費者 間でや りとりす る金融 デ

ータの電子 取 引を決めた統 一規格)と いうものがあるが
、これ は様 々な業界 で始まっている。

3.X肌 の可能性

現在のEDIは 、系列のような安全な範囲で使用している。しかし企業をとりまく環境は常に変化

しており、企業側もそれ に対応 していかなければ生き残れない。そこで、素早く簡単に安くできると

いうことが非常に重要になってくる。そこにXMLの 存在意義がある。もちろん、既存のEDIと 共

存することは十分考えられる。図・34の ように、生産、流通、販売等の過程のそれぞれにXMLの

サイトを持たせ、ブラウザにもっながった各既存の予算管理や 生産管理等のシステムに接続させ

る。

ここで重要なのは、生産会社 は生産 計画と在庫を見て製 品の発注をするが、この過程のデータ

取引を自動化するということである。もちろん全てを出来るわけではないが、何十万点もある部品を

一々手書き伝票で処理しているという現状を考えると
、明らかにその何分の1か は自動化できるは

ずである。そうすると、サプライや側 はもちろん 自分の在庫管理や生産システムと連携させようとす

るであろう。ロジスティクスともつなげることにより、発注側はそれがいつどこの工場に入るか的確 に

分かるようになるだろう。これがほぼリアルタイムで出来、低コストで準備するものもほとんどない。こ

のようなシステムは自社 内だけではなく、取引先 にまで広 げられていくだろうということがすぐに連

想できる。

現在ではERP(EnterpriseResourcePlanning)を 実施する上で、システムの中にこのような

仕組みがどんどん取り入れられてきている。もちろん既存のEDIシ ステムとも併用されているが、

顧客からの要望はXMLを 使ったソリューションとの両方になっている。しかし、将来的には汎用性

が非常に高いXMLが 普及していくと考えられている。そして今後、XMLは サプライチェーンやロ

ジスティクスにまで応用されていくだろう。
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図 一1

》《朧し⑳

図 一2
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ミ:慧ミ凝 然 ぎ論 い蕊輔 、

・思 い付 き

・不 定 形

・趣 味 的

・画 面 表 示

『 難亨麗
麗人

品 轟
個人 個人

罵れ森熟⑳鯵 一翻 ・

・自動 処理(計 画 的 、組 織 的)

・ビジネスTOビ ジネス

・オ ープンEC・EDI

・コンピュー タTOコ ンピュータ

生産 ・物流

}山 販 売

{lIl

メインフレーム

基幹情報 系

図 一3

イ濾嘩 蓼tへ⑳繍謄
・インターネットを使 い や す く(自動 化)

・もっとビジ ネスに役 立 てたい

・EDIやECの インフラとして

・ビジネスデータを扱いたい

・サーバだけでなく、クライントでもアプリケーションを処理したい

嶋 囎 儀翻》癒拗

図 一4
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HTML XML

サーバ' アプリケーションの処理結 果

をHTMLで 送る

アプリケーションデータを

送る

クライアント HTMLを 表示する 受け取ったXMLをJAVA等
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dtime
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〈!ELEMENTvlist(vacant*)〉
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〈!ELEMENTcompany(#PCDATA)〉

〈1ELEMENTfnumber(#PCDATA)〉

〈!ELEMENTdtime(#PCDATA)〉

〈!ELEMENTatime(#PCDATA)〉
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XMLはLanguage

CDF,OSD,

RDF
OFX,XML-edi

Document

XMLdata,DCD

HDML,PGML
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WhatistraditionalEDI?

Exchangeoffixedstructuredinformatlon

betweentwoorgamzatlonscomputer

systems.

AccgrdingtoIndustryStandardizedformats

thatarepre-defined.

Bothbatchandreal-timeprocessingmodes

supported.

・Door-to-doorprocessing
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ImplementationMechanlcs
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・TimetoImplement
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exchange,dataonly
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XMLを 取り巻く環境

図 一31
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ERP(EnterpriseResourcePlanning)

企 画 ・設計 製 造 ・加 工 物 流

図 一35
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サービス情報提供

既存の公開サイト
HTML

JALサ イト

ANAサ イト

ご

JASサ イト

同 －DTD

JALサ イト

ANAサ イト

JASサ イト

同一のXML

利用者/エージェント

図`42
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ぞ⑳撒⑳雄

異 なるDTD

JALサ イト

ANAサ イト

JASサ イト

サービス情報提供

⇔W・aPP・ ・

利用者/エージェント

図 一43

図 一44
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暦$牛 瞭認 監諏一

コンサ ルテーション

教 育、トレーニング

セミナー

ツール販 売、サポー ト

ツールカスタマイズ

システムインテグ レーション

業務分析
DTD設 計

レガシーデ一夕変換
SGML/XMLデ ータ作成

その他コンテンツサービス

XMLツ ール販 売

ECソ リューション提供

EDIソ リューション提供

EC・EDIシ ームレスインテグレーション

インターネットソリューション

各種受託開発O
SGML/XM」 ツール開発'

図 一45

鞭 うござい靴
東芝アドバンストシステム株式会社

池 田 実,角 井 恒

mikeda@hq.tas.co.jpkakui@hq.tas.co.jp

http://www.tas.co.jp/sgml

も図
一46
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聯G懸縄ご・蹴 ◎ 旛翻 助≡譲ば ア.紗 這拠寵で健癒⑫鴎 灘認{ト㊧露翻し愈窺
＼

以上の全てをB2Bイ ンテグレーションサーバ@とB2Bデ ベロッパーキット@が実現します。

例えば、既存のマッピングシステムとインターネットを接続する。あるいは、モバイル機に実現している保

険料計算システムとサーバが供給する最新情報を連動させる。アイディア次第で御社の戦力が倍増しま

す。

また、インターネットやイントラネットで情報システムを再構築する動きも盛んです。極めてリーズナブル

なコストと時間で、ワールドワイド情報システムが構築できます。そのようなケースにもインテグレーション

サーバとB2Bデ ベロッパーキットは威力を発揮します。既存の設備を活かしながらリニューアルを強力に

支援します。

@B2Bイ ンテグ レーションサー バとB2Bデ ベロッパーキットは米国webMeth。ds社 の商標 です
。

図 一47

シ ナ リオ1.

地図上の場所の埋設・施設情報を表示する ブラウザは要りま

S

i

ヨ置
・♂
鷲纏

ゴぞほ

蕊}

マッピングソフト

まや ロ

三無ii・i＼

1膓迂;イ ル Ω
B2Bサ ー バ

HTML

既存

図面上の部品を指して、在庫を調べる、発注する
カタログ情報を設計に取り込む

既存

"「
E

CAD B2Bサ ー バ

HTML

最良の条件で提案書を自動作成する

凹
一一』

1三i≡Bxcerw。rd

XM L

B2Bサ ー バ

図 一48
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ンナリオ2

在庫、販売情報を社内や関係会社に流したい

NetScapeやIEな ど

普 のプラウ

既存。シ:。ム
o

.B2Bサ ー バ

ERP'1やSCM宰2を イントラネットで統合したい

*1EnterPriseResourcePlaning

図 一49

*2SupPlyChainManagement

シナリオ3

図 一50
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ソナリオ4

(iSiliiiiSi)DDTDグ ラフ・カ・レ設計ツール
コ ン バ ー ジ ョ ン ツ ー ル(サ ー バ 、 バ ッ チ)

Near&FarDesigner3.O

OmniMarkKonstracter,CI4.0

東 芝 ア ドバ ン ス トシ ス テ ム 株 式 会 社 ソ リュー シ ョン推 進部EC/EDIXMLア プ リケー シ ョングル ー プ

〒162新 宿 区住 吉町8-12Tel:03-3226-3683Fax:03-3226-3644URL;http://www .tas.cojp!smlMai-to:infヒ@h.tas.co.'

図 一51
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講演3

2-2-3二 次 元 コー ド 一 倍 ・物 一 致 を 目指 すEDIー

エーアイエムジャパンEDI研 究会委員長/

(株)テックBCS商 品部部長

久野四朗 氏





2-2-3講 演3二 次 元 コードー情 ・物 一 致 を目指 すEDI－

【講師】

エーアイエムジャパンEDI研 究会委員長/

(株)テックBCS商 品部部長 久野 四朗 氏

二次 元コー ドとは、横 一列 にデ ータが並 んでいるバ ーコード(一 次 元コー ド)に 対 し、面 で情報 を

持 つ 自動 認識 コー ドのことである。バ ーコー ドよりも情報 密度 を高 くして、情 報 量も多 くしたいとい う

要 求 から開発 され たものである。バ ー コー ドを多段 化 したスタック式 と碁盤 の桝 目を白黒 に塗 りつ

ぶ したような形のマ トリックス式 の2種 類 に大別 できる。

二次 元コードが普 及す るために、一 番 重要 なことは標 準化である。シンボル の標 準 化 ということで

は、AIM(AutomaticIdentificationManufacturers:国 際 認識 工業会)に おい て、パ ブリックド

メイ ン で あ る こ とを 条 件 に 登 録 され 、そ の 後ISO(InternationalOrganizationfbr

Standadization:国 際標 準 化機 構)/IEC(lnternationalElectrotechnicalCommission:国

際 電気標 準 会議)JTC1(技 術 委員 会)/SC31(第31分 科会)で 更 に選別 され て標 準化 され てい

る。アプリケーションの標 準 化で はANSI(AmericanNationalStandardsInstitute:全 米規 格

協 会)等 、ア メリカ 中 心 で 進 め られ てい るが 、JAMA(JapanAutomobileManufacturers

Association,Inc.:(社)日 本 自動 車 工業 会)や 全 日本文具 協会 でも標 準 への提 案 がなされ ている。

EDIに 関して重要 な物 流ラベル で は、ISO/IECJTC1/SC31の 資料 として案 が出され ている。

(図一13)

例2オ フライン利 用タイプでは製 造メーカ、物流業 者、サービス業者 関係 がすべ て利 用できるよ

う、荷 物の 明細が 中央の 二 次元コードの 中に書きこまれ ている。これ を読 める装置 があれ ば 、ネット

ワークが接 続 していない ところでも情報 が入 手できる。

EDIは 情 報の流 れであり、実 際 の物 との対 応 をとることが必須 である。この成 功 の鍵 は物 に 自動

認 識コードをつけることである。従来 はバ ーコー ドラベル をつ けていたので、情 報 量 は十 数桁 に制

限され 、その情 報 を検 索キ ーとして本 当に必 要 な情 報 はデ ー タベ ースか ら持 ってこなけれ ばなら

ず 、デ ータベ ース管理 の煩 わしさや 、情報 より荷 物が先 に届 くと処理 できない等 の弊 害があった。

このため、より効率 のよいEDIシ ステムが 目指 されるようになり、現 品票 に 二次 元コードが添 付され

るようになった。これ が情 ・物 完 全一 致 である。これ により、オ フラインでも情 報 がその場 で見 られ る

ということになる。

二 次元 コードの実用性 能 は、必ず しもカタログ性 能 と一致 しな い。導 入 の際 は各メーカー に十 分

相 談 してほしい。それ は 、以 下 のような注意 点があるからである。1.デ ータ量とコー ドサイズの関係 。

シンボル 規 格 の最 大デ ータ量 に合 わせ て設計 するとサイズ が大きくなりす ぎ、対応 できるリーダー

がない。一 般 に1つ のシンボル には多くて400桁 くらいが実 用 上の最 大 と言 われ ている。2.デ ー

タ量 と読 み 取 り時間。情 報 量 が多 くなれ ば、読 み取 り時 間もかかる。自動 仕 分 けの場合 は 、システ

ム全体 のスル ープットを含 め十分検 討す ること。3.セ ルサイズ。セル を小 さくす れ ば格 納 できる情

一231一



報量は増えるが、余り小さくすると、エラー訂正機能があっても、ちょっとしたほこり、あるいは傷 で

読めなくなることもある。

将来的に見ると、二次元コードは極小部へのIDの マーキングと、大容量データキャリアの2つ

の用途に分かれて発展していくだろう。周辺機器の価格低下も進み、更に普及が加速すると考え

られる。現在、二次元コードにおいては印刷精度に対する検証機がリリースされていない。これは

不具合発生時の原因切り分けに大変有用なので、機器メーカの早い対応を望む。
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次 元 コー ド

青・物 一 致 を 目指すEDI－

1998・9・4

エーアイエムジャパ ンEDI研 究会

株 式会 社 テック

久 野 四 朗

図 一1

次 元コードとは?

一

データをもつ

データを

もたない

2一図

332



ソースマーキングの普及

号

バーコードが産業界に発展

o

バーコー ドの利用分野拡大

号

バーコードの進化に限界

次元コード誕生の背景

≡
ITF、NW7

CODE39

CODE128

二次元コードの出現

情報の高密度化

英数字記号化

高密度、

フルアスキー

情報の大容量化

省スペース化

図 一3

二次元コードの種類

〈スタック式〉

騰灘l
PDF417

搬

八二コードとの併読が可能

読取り深度が大

(レーザー式スキャナを利用 した場合)

〈マトリックス式〉

竃
QRコ ード

髄
情報密度が高い
360度全方向読取り可能

低精度の印刷に対応

図 一4
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主なマトリックス式二次元コード

=〒雨惇

一
直=自 己.
Code1(コ ー.F'ワン)

ロ ■・

・ ■

DataMatrix(デ ー如 一ド)

霧鰯
・,L!

画 論.

QRCode(QRコ ート)

雛
MaxiCode(マ キシコード)

圏
VeriCode(へ ●リコート)

ti

i:・'"・'t.
● ●●

DataMatrix

ECC200

竃
CPCode(CPコ ート◆)

コ

i'回=

　

AztecCbde(ア ス'テック)

ArrayTag(ア レイタク')

図 一5

主なスタック式_次 元 コード

舗鵬翻

図 一6
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マトリックス式 の進化

D…M・ ・ri・・CPC・d・U

㍑ 蒜ixu

DataMatrix

(ECC200)

図 一7

スタック式の進化

1989

バーコードの積み重ね
1987-89

9Code16K'CPde4gl

[illgkllillgl22iilllglgg、

9PPF417gIUIt'aCgde
フリーサイズ機能

SuperCode

1994
情報密度

MicroPDF

図 一8
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二次 元コードの特徴

・正確、迅速 かつ簡単な読取 り

・非接触 読取 りが可能

・容 易に印刷が可能

・メディアが安い

の
特

徴

バ
ー

コ
ー

ド

・情 報量 が 多くかつ、 報化密度が高 い

・エラー訂 正機能

・かな、漢字、画像 のコード化が 可能

図 一9

標準化の動 向(1)

・シンボ ル の 標 準 化

－AIM(国 際自動認識工業会)

標準化の条件:パ ブリックドメイン等

－tSO/IECJTCISC31

(国際標準化機構/国 際電気標準会議の

合同会議JTC1の 分科会SC31)

標準化の条件:広 く世界的に使われているシンボル

世界的普及が確実なシンボルで技術的

な問題が無くパブリックドメインであること

図 一10
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標準化の動向(2)

アプリケーションの標 準 化

－ISO/IECJTCISC31

シンボル識 別子、データ構 造等の規格 化

－ANSI(全 米規 格協会MH10 .8.3M

物 流、マテハン用ラベル の標準 化

一日本 自動車 工業会(JAMA)

EDIの ための伝EEか ん ばんの標準化

一全 日本文具協 会

物流EDIの 荷札等 の標 準化

図 一11

標準化動 向(3)…
機関 ・団体名称 PDF417

　 　

α)de49 Dat鋤 Ma亘 〔bde QR眠e Azt㏄(bde α)del6K 皿el

国際自動認識工 業会

(AlM)
0
1994

0
1993

O
l996

0
1996

O
l997

0
1997

0
1993

0
1994

国際標準化機構

(ISO)

△ △ △ 口
`9819

アプリケーション 格

機関 ・団体名称 略称 PDF417 Fぽ1e49 DataCde MaxiF{頁le QR℃"1" 、6riαxk

全米規格協会 ANSI △ △ △ △

米国国防総省 US・DoD ○

米国エネルギー省 US・DoE ○

米国 自動`1〔工 業会 AIAG ○ ○ ○

米国半導体工業会 SEMI ○

米国電子工業会 EIA o ○

米国家具製造工業会 AFMA ○

公共産業グループ UIG ○

米国自動車管理協会 AAMVA ○

米国通信情報産業協議会 TCIF ○ ○

日本自動車工業会 JAMA △

全日本文具協会 △

奨

奨

奨

推

推

推

推奨

O:標 準化済み △:検 討中

図 一12
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lSO標 準 物 流ラベル

例①EDI利 用タイ2 オ万 イン 用タイプ
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tSO/IECJTCISC3】 委 員会 資料 、ANSI「 グローパ ル エレ外 回ニクスがイドライン」よ り

図 一13.

文具統一荷札(案)

国

●

'

'回

19ST!06!11

AA-000001

文貝共同配送

トナミ運送

東京都港区
出 荷H:199〃06山 勘.

㈲ 曾人)

内■但 篭●■

0001!0011
:《A-〔㎜1

JIS:1誕
一 東京都 港区御 成門3】'日22・1
　
■■
情 報 処 理 蚤 興 事 業 協 会

rEL:03・"10・t7SCtoOε:1134SS-OO・e抱 ・,Ol?92

■■■■(の 返人,

■■■tsmtsnm■ 唱1一 フ1"一

■ ■ ■煩文mnteR"6烏 －
i晶 蒜 言語

。。、,。,、,,.。 文n#,Rntas-
E`=アロ:.1日商 ト ナ ミ 運 送

i=
■■
殿

QR(bdcの 内容(英 数 約150桁)

受注企集コード、納入 先企 業コード、伝 票日、

地区コード、個数、荷札番号etc

これでわかったバーコードの応用(AIMJ発 行)よ り

図 一14
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二次元 コー ドの役 割(1)

・EDl成 功 の 鍵=ハ ㌔]一 ドラペ ルの標 準化

惜 物 一 致IDI.ド

受発注情報 一送の標準化

情物完全一致 ξ禮麟

効 率 良 い 二 二 次 元 コードラペルの 標 準 化
EDlシステム

図 一15

二次元 コー ドの役割(2)

・EDIが 普 及 す る ほ ど二 次 元 コードが 必 要

一事 前情報 が遅れる場 合

・荷物輸送距離が短い

・VAN経 由のEDI(バ ッチ処理)

一小規 模ベンダー向 けEDI(ペ ーパーEDI)

一受発注者、運送業者、及び他 の 中間業者 の

共 有の納 品荷 札(異 業種 間のEDI)

図 一16
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医薬保険管理システム

鍵{

図 一17

圃
輸出部品入出荷管理システム

▲■● 混載箱輸送一 一 一 ■→
〉'

← 一 一
受領書

.圏 醸 麟 懸

図 一18
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図 －ig

函
照明器具見積り支援システム

営業課 見積課

b'Lgt'i=1[1

カタログ

(データコード付き)

11巨露 臼1◇

5　
.肩 呼
=,

・

遇

τ

巨圓

熟プレゼンテーションボード

謬
瓢

一 －L
→ 各メーカーへ

図 一20

一242一



次元コードの実用性能

・デ ー タ量 とコー ドサ イズ

ーリーダーの読取り窓 ロの700/o(全 方 向時)

一－CCD画 素 数(30万 ～44万 画素)

1セ ル認識最低画素数(3x3～5x5)

・デ ー タ量 と読 取 り時 間

一リーダー単体 の読 取り時間とシステム全体のスルー

プット時間の違いに注意(連 続読 取時)

・ 冗 長 性

一セルサイズ、PDFの パー高さの確保

図 一21

次元コードの将来性

・IDコ ー ド表 現 手 段 へ の 応 用

・薬の錠剤等の極小部への印刷

・宝石・アクセサリー向け小形化粧値札

・大容 量データキャリアとして

・丁一夕ヘース化 不 要 の 単 発 的情 報 の 効 率 的運 用

・現 場 対 応 型オフラインシステム

・周辺機器

・目的 明 確 型 リーダーと量 産 効 果 による低 価 格 化

・バーコード併 用 型 マルチリーダーの普 及

図 一22
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遷
DataMatrix(テ'一 夕コート')Ecc200で の シ ン ボ ル サ イ ズ

■ 一 正 方 形1]一 ト'ワード:8ヒ'ット、オーハ'ヘット':エラ+ド ワート'/コ ート'ワート'撒

コード全 体

のセル数

データ領域 コードワード総 数 データ容量の最大 オー'v

ヘッド(%)セル数 田の字数 デ ータ エラー 数字 英数 バイト数

10×10 8×8 1 3 5 6 3 1 62.5

12×12 10×10 1 5 7 10 6 3 58.3

14×14 12×12 1 8 10 16 10 6 55.6

16×16 14×14 1 12 12 24 16 10 50.0

18×18 16×16 1 18 14 36 25 16 43.8

20×20
、'

18×18 1 22 18 44 31 20 45.0

22×22 20×20 1 30 20 60 43 28 40.0

24×24 22×22 i 36 24・ 72 52 34 40.0

26>～ ち6 24×24 1 44

.'

28 88 64 42 389

32×32 14x14 4 62 36 124 91 60 36.7

36×36 16×16 4 86 42 172 127 84 32.8

40×40 18×18 4 114 48 228 169 112 29.6

44×44 20×20 4 144 56 288 214 142 28.0

48×48 22×22 4 174 68 348 259 172 28.1

52×52 24×24 4 204 84 408 304 202 29.2

64×64 14×14 16 280 112 560 418 278 28.6

72×72 16×16 16 368 144 736 550 366 28」

80×80 18×18 16 456 192 912 682 454 29.6

88×88 20×20 16 576 224 1152 862 574
'
28.0

96×96 22×22 16 696 272
`1392

1042 694 28.1

104×104 24×24 16 816 336 1632 1222 814 29.2

120×120 18×18 36 1050 408 2100
`

1573 1048 28.0

132×132 20×20 36 1304 496

、

26 1954 1302 27.6

144×144 22×22 36 1558 620 3116 2335 1556 28.5

2.長 方 形 コード ワード:8ピ ット、オ一八'ヘッド:エ ラーコー ドワート'/コ ー ドワード 総 数

コード全体

のセル数

データ領域 コードワード総 数 データ容量の最大 オーバ

ヘッド(%)セル数 田の字数 テ三 夕 、 エラー 数字 英数 〆イト数

8×18 6×16 1 5 7 10 6 3 583

8×32 6×30 2 10 11 20 13 8 52.4

12×26 10×24 1 16 14 32 22 14 46.7

12×36 10×34 2 22 18 44 31 20 46.7

16×36 14×34 2 32 24 64 46 30 42.9

16×48 14×46 2 49 28 98 72 47 36.4
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講演4

2-2-4暗 号化技術の現状と展望

三菱電機(株)情 報技術総合研究所

情報セキュリティ技術部主事

松井 充 氏





2-2-4講 演4暗 号化技術の現状と展望

【講師 】

三菱電機(株)情 報技術総合研究所 情報セキュリティ技術部 主事 松井 充 氏

過去において軍事外交 目的の非公開技術であった暗号は、現代では非常に身近な存在になり、

プライバシー保護を目的にここ20～30年 間、活発な研究がなされてきている。インターネットのよ

うなオープンネットワーク上で使われる暗号は、仕様を公開して標準化を進めていくのが基本的な

考え方である。作成者 のみが解明可能な仕組みを暗号内に組み込んでいるのではという使用者

の疑念を払拭するためである。また、第三者により安全性が評価されることにより、信頼性が向上す

る。しかし、そうすることは、アタックのための情報を多く与えることを意味する。

暗号には秘密鍵 と公開鍵 がある。秘密鍵では、事前に送信者と受信者 が鍵 を共有しておき、暗

号化と復号化では同じ鍵を使う。暗号化の速度は公開鍵の1000倍 速く、小型化が可能である。し

かし、オープンネットワークのように危険な通信路の場合、鍵を暗号化するための鍵をどう配送する

のかという問題があり、予め誰と通信するか分からない環境で秘密鍵だけで通信するのは難しい。

秘密鍵はブロック暗号とストリーム暗号に分類できるが、現在、商用暗号として使われている暗号の

殆 どがブロック暗 号である。現 在 、世 界のデファクトとなっているDES(DataEncryption

Standard)も ブロック暗号である。しかし、制定されてから25年 経ち、暗号解読法の進歩で強度

が低下しDESの 安全性が落ちたため、現在、DESの 後継暗号に関する議論がなされている。

DESを3回 かけるTriple・DESとAES(AdvancedEncryptionStandard)が 二大候補である。

AESは 、MST(NationalInstitutesofStandardsandTechnology)主 催の公募により、2000

年を目標に後継アルゴリズムとして選 ばれる予定である。

公開鍵 は異なった暗号鍵 と復号鍵がペアになっている。プライベー トキーは各人が秘密 に持つ

が、パブリックキーは電話帳のようなもので公開する。各ユーザは自分のプライベートキーのみを管

理すれ ばよく、相手のパブリックキーは公開名簿を参照して得ることが出来る。相手が自分に送信

する際に必要となる鍵を公開しても、秘密鍵とは違ってオープンネットワークでも通信が出来る。こ

れはEC(電 子商取引)の 原型につながる。このような利点があるが、非常に暗号化の速度が遅い

ので、データそのものはDESの ような秘密鍵で暗号化し、その際に使用した鍵を公開鍵で暗号化

して送るという二段構えの方法がとられている。また、公開鍵暗号の応用例としてディジタル署名が

ある。署名を付けることが出来るのは当人しかいないが、その署名のチェックは公開鍵簿を見れ ば

誰 でも出来るという点を利用したものである。

公 開鍵には、離散対数型 と素因数分解型の二種類がある。素因数分解型にはRSA暗 号があり、

非 常に暗号化の速度が遅い。離散対数型には楕 円暗号があり、1024ビ ットのRSA暗 号と同じく

らいの強度ならば、楕 円暗号では160ビ ットくらいの長さですむため、RSAに 比べて高速である。

しかし、デジタル署名ならば、RSAで も十分なスピードが出るので、楕 円暗号が威力を発揮出来る

のは、ICカ ードのような非常に計算能力が限られた分野になる。実際、米 国ではICカ ードに楕 円

一245一



暗号を搭載する開発研究が行われている。しかし、楕 円暗号は平文サイズが短いため、一回の演

算で暗号化できるデータ量が少ない。そのため、複数回の暗号化処理が必要であるという問題 と

プログラムサイズがやや大きく、開発されてから10年 弱の歴史しかないので、どのような欠点がこ

れから出てくるか分からないという問題がある。

公開鍵と秘密鍵 はそれぞれの特徴 を活かした領域で使い分けられていくことになるだろう。
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hMITSUBIS田ELECTRIC

暗号化技術の現状と展望

三菱電機株式会社情報技術総合研究所

松井 充

図 一1

AMITSUBISHI肌ECTRIC

現代暗可とは

古典暗号の世界

・暗号の歴史は人類の歴史と同じ長さ

・軍事外交目的の非公開技術

・参加者限定の1対1通 信を前提

・文字の置換を中心とする変換処理

現代 暗号の世界

・本格的な開かれた研究は1970年 代から

・プライバシー保護目的への利用

・不特定多数が参加するネットワーク型指向

・ディジタル信号の変換処理

・計算量理論をもちいた安全性評価

図 一2
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ネ ッ トワーク暗号の考え方

暗号アルゴリズムは積極的に公開する

・暗号アルゴリズムの秘匿は事実上困難

・第三者の安全性評価による信頼性向上

・知名度の向上による普及が期待できる

・暗号の健全利用の促進

・暗号の安全性は鍵の秘匿にのみ依存する

・攻撃にさらされる危険性が増加する

図 一3

h、MITSUBISHI肌ECTRIC

暗可方式の分類

秘密鍵暗号

ス トリーム暗号

ブロック暗号

公開鍵暗号

素因数分解型暗号

離散対数型暗号

Vernum,RC4,..

DES,IDEA,RC2,RC5,..

FEAL,MULTI2,MISTY,..

RSA,Rabin

Diffie-Hellman,EIGamal,

DSA,ECC

図 一4
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AMITsuBIS田 肌ECTRIC

秘密鍵暗号の原理

秘密鍵暗号
(暗号化)

秘密鍵暗号
(復号化)

・暗号鍵と復号鍵が同じ(これを秘密鍵 と呼ぶ)

・秘 密鍵は事前 に何らかの方法で共有しておく

図 一5

kMITSUBISHI肌ECTRIC

ネットワ一列 おける秘密鍵暗号の利用

⑥
悟
園
路≦
墨
嘘]、

追 口

圃豪
鍵

・通信相手ごとに異なる鍵を共有する必要がある

・通常この鍵配送には公開鍵暗号の技術が必要

・公開鍵暗号に比べてきわめて小型で高速処理

図 一6
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A、M、TS皿 、SH、 肌ECTR、C

ブロック暗号

鍵 一→

平文1ブ ロック

暗号 文1ブ ロック

ブロックと呼ばれる数十 ビット

(通常64ビ ッ ト)を処理単位 と

して平文 自身をか くはんする。

ソフ トウエアでも高速

・ISOで 利 用方法 が標準化済

・商用暗号の多くがフ'卵ク暗号

・認 証等の用途 に も利用可能

・伝送誤 りが復号で拡大する

図 一7

▲MITSUBISHI肌ECTRIC

1)ES(DataEncryptionStandard)

DESの 成立

NBS(現 在のNlST)が 暗号の公募

lBMが 応募 した ものがDESの 原形

NSAが 強度評価 および改 良

1976年FlPSと して成 立(FlPS46-2)

1981年ANSIに 採用

lSOで の標 準化は米国 自身が拒 否

NIST:NationalInstituteofStandardsandTechnology

NSA:NationalSecurityAgency

FIPS:FederalInformationProcessingStandards

ANSI:AmericanNationalStandardsInstitute

図 一8
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kMITSUBISHI肌ECTRIC

DES(1)ataEncryptionStandard)

DESの 現 状

・ 世 界 で 最 も利 用 され て い る 暗号

・米 国 か らの輸 出禁 止

例外:金 融用途,非 暗号用途,鍵 縮 小版

・暗 号 解 読 法 の 進 歩 で 強 度 が 低 下

DESの 後 継 暗 号 に 関 す る 議 論

Triple-DES:銀 行 は賛成,急 速 に浸透 中

SkipJack:国 論 を二分す る大 論争

AES:1998年6月 募集終 了

図 一9

h、MITSUBISHI肌ECTRIC

MISTY

・三菱電機 によって設計されたブロック暗号

・ブロ ック長64ビ ッ ト,鍵 長128ビ ッ ト

・S/W ,H/Wに かかわ らずあらゆる環境で

実用的な高速化を実現する方針で設計

・最近の暗号解読法の進歩に対応 した安全性

(差 分/線形解読法に対する証明可能安全性)

特許無償実施許諾契約受付中

図 一10
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MISTYの 性 能

迎 小 型 化 重 視 の8,16ビ ッ トプ ロセ ッサ の場 合 の 一 例

プ 助"ラムサイス◆ROM2KB+RAM50B

暗 号 化 速 度1msec/1block(如 ック10MHz)

パ ソ コ ンで の 実 装 の 一例

プ ログ ラムサイズ8K]B

暗 号 化 速 度60Mbps(Pentiumll266MHz)

RISCプ ロセ ッサ 実装 の例

暗 号 化 速 度126Mbps(Alpha600MHz)

暗 号 化 速 度111Mbps(PA-8200236MHz)

旦△亙 速 度 重 視 の 場 合 の 例20Kgates420Mbps

小 型 化 重 視 の 場 合 例8Kgates66Mbps

い ず れ も0.6μLPGAで のworstcase

図 一11

hMITSUBIS田 肌ECTRIC

AES(AdvancedEncryptionStandard)

・DESの 正式 な後 継 アル ゴ リズム(2000年 予 定)

・NIST主 催 の公募 によ り選ばれ る

・第1次 選抜で5本 程度 の候 補 に絞 り込み

・最終的 に選 ばれ た アル ゴ リズムはFIPSに 登録

・ブロ ック長128ビ ッ ト
,無 償化 が必須条件

・Triple-DESと の住み わ けや選定の基準
、

強度評価 の方法 な ど未解決 の問題 が 多い

図 一12

一252一



hMITSUBISHI肌ECTRIC

AESの 要 求 条 件

・秘密鍵 ブロック暗号 である こと

・ブ ロックサイズは128ビ ッ トをサポ ー トする

こと(DESは64ビ ッ ト)

・鍵サ イズは128
,256,512ビ ッ トをサポ ー トする

こと(DESは56ビ ッ ト)

・ライ セ ンス フ リーで利 用できる こと

図 一13

▲MITSUBISHI肌ECTRIC

ISO9979暗 号 登 録 制 度

・ISOに おいてDESの 標準化失敗をうけて成立

・どんな暗号アルゴ リズム も登録可能

・アル ゴリズムを公開する必要もない

・国内での登録 申請はIPAが 実施

・安全性などの保証は一切ない

・登録番号を交付 されることにビジネス上意義

図 一14
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hMITSUBISHI肌ECTRIC

ISO9979登 録 暗 号 一 覧(1998年5月)

名称

B-CRYPTBT(イ ギ リス)1992

1DEAAscom(ス イス)1993

LUCLUC(ニ ュージ ーラント・)1994

DESNCS(ア メリカ)1994

CDMFlBM(ア メリカ)1994

←NSA(ア メリカ)1994

RC4RSADSI(ア メリカ)1994

RC2RSADSl(ア メリカ)1994

MULT12日 立 製 作 所(日 本)1994

FEALNTＴ(日 本)1994

BARASETSl(フ ランス)1995

SXAL/MBALロ ーレルインテリシ〃エンス1995

(日 本)

MlSTY1三 菱 電 機(日 本)1996

ENCRiPNEC(日 本)1997

ACRSAGEM(フ ランス)1997

EWZICheckPointSoftware

(イスラ1ル)1997

SPEAMI松 下 電 器(日 本)1997

ELCURVE日 立 製 作所(日 本)1998

図 一15

▲MITSUBISHI肌ECTRIC

秘 密 鍵 暗 号 の 応 用:ユ ー ザ 認 証

<
証明者

〉<
通信路

一 一 〉<
検証者

ユーザA ホストシステム

〉

ユーザーID

l[込

鍵(パ スワード)

KA

秘密鍵暗号
E

ユ ーザーIDの 通 知 ユーザ情報

ll塾KA

l[bKB

:

秘密鍵暗号
E

乱数生成器

テ

使い捨て乱数R送 信
∈

E(R,K△)の 返 信
》

OK/NGの 通知
∈

・パスワードを直接通信路に流すことなく認証可能

・乱数Rは 第三者に予測可能であってはならない

図 一16
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hMITSUBISHI肌ECTRIC

秘密鍵暗号の安全性

図 一17

公開鍵暗号の原理

パブリックキー(公 開鍵)

0110111

プライベートキー(秘 密鍵)

1100110

公開鍵暗号 暗号文
(暗号化)A5?m8&$

公開鍵暗号

(復号化)

・暗号鍵と復号鍵が異なっている(ペアで用 いる)

・暗号鍵 の方 は公 開しても安 全性が保たれる

図 一18
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▲M、TSUBISH、 蹴CTR、C

ネットワークに お け る 公 開 鍵 暗 号 の 利 用

/
葦
ぴ

オ

・
量

感

願
(ぱ

間
ぱ

稗鷲

鍵

鍵

密

密

秘

秘

週
諾ZΣ
＼

＼

・各ユーザーは自分の秘密鍵だけを管理すればよい

・送信相手の公開鍵は公開名簿を参照して得る

・低速なので多くのデータを暗号化するには適さない

図 一19

AMITSUB、SHI肌ECTRIC

公 開 鍵 暗 号 の 応 用=デ ィ ジ タ ル 署 名

<
署名者

ユーザA

〉<
通信路 検証者
一 一 〔一"一 一 〉 ぐ"一 一 一 一ー ー ー

ユ ーザB

Aの 秘密鍵

㌦s

公開鍵暗号
E

メッセージ 署名
Aの 公開鍵

KAP

公開鍵暗号

E

× メ・セージM署 名1署
1ハッシュ関数Hl

↓

」 ・ 『
__1

㎞ 傘

メッセージM」

、'

1秘密鍵で暗号化1

1
1公開鍵で
1

〉

で暗号化

E(H(M),KAS) E(H(M),KAP)

図 一20
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▲MITSUBISm肌ECTRIC

安全性の根拠

離散対数問題

公開鍵暗号の例

素因数分解問題RSA

用途

鍵共有方式

公開鍵暗号

ディジタル署名

公開鍵暗号

公開鍵暗号

図 一21

hMITSUBISHI肌ECTRIC

RSA(Rivest・Shamir・Adelman)暗E

鍵 生 成 と配 布

・各ユーザは個別に素数pと 素数qを 生成 し、

Nニp×qを 計算す る。 ここでNは 公開す るが

pとqは 公 開 して はな らな い。

・公 開鍵(パ プ リッ舛 一)Keと 秘 密 鍵(プ ライベ ートキー)

Kdを 次 の 式が 成 り立 つ よ うに 一 組 決 め る。

Ke×Kdニ1(mod(p-1)(q-1))

Keは 公開 して誰 にで も読めるよ うにする。

Kdは 本人だけが秘 密 にもってお く。

図 一22
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▲ 、M、TSUB、SH、 肌ECTR、C

RSA(Rivest・Shamir・Adelman)暗rr

Aか らBへ の暗号通信

・Aは 次式を用いて平文Mか ら暗号文Cを 生成 して

Bに 送信する

Ke

CM(modN)

・Bは 次式を用 いて 暗号文Cか ら平文Mを 回復 する

Kd
(modN)MC

・暗号化 してか ら復号 して も
、復 号 してから暗号化

してもデータはもとにもどる(Femlatの 小定理)

図 一23

▲MITSUB、SH、 肌ECTR、C

RSA暗 号の安全性の根拠

素 因数分解 問題 とRSAの 安 全性 の関係

Nの 素因数分解に成功すれば、Keか らKdを

求めるのは簡単。

RSAを 解読することと素因数分解問題の

同値性は証明されていない。

・現状ではNの サイズが1024ビ ットあれば

十分安全であるとされている。

図 一24
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▲MITSUBISHI肌ECTRIC

楕 円 離 散 対 数 型 暗 号

・離散対数問題に安全性の根拠をもつ暗号/署 名 方式の

演算を楕 円曲線上 で行ったもの

・楕円曲線上の離散対数問題は通常の離散対数問題より

解 くことが困難 とされている

このためRSAやDSAよ りも扱 うデータ量が 少な く

しか も高速に計算を行うことができる

鍵サイズ1024ビットのRSA暗 号/署 名の安全性が、鍵サイズ

160ビットの楕円EIGama1暗号や楕円DSA署 名の安全性と同程度

図 一25

hMITSUBISHIELECTRIC

楕 円 曲 線 上 の 演 算

円x2+y2=a2上 の2点(x1,y1),(x2,y2)の 加 算 公 式

(Xl,yl)

(x、,y、)9(x3・y・)=(Xl・yl)+(x2・yil

X3=XlX2-yly21

y3=Xlyl+X2y2

(x3,y3)奮 こ のr加 算 」 は,法nで の 整 数 の 乗 算 と 同 値

楕 円 曲 線y2=x3+ax+b上 の2点(xl,y1),(x2,y2)の 加 算 公 式

(・、,yD(X・ ・y9=(X1・y1)+(…yD

X3={(y2・y1)/(X2・X、)}2・X、 ・X2

(X1・y1)炉{(y
、'Yl)/(・プX1)}(Xl'・,)-Yl

(x3,y3)こ の 「加 算 」 は,1変 数 で は あ ら わ せ な い

図 一26

一259一



h.、TSUBISm肌ECTR、C

RSA暗 号 と楕 円 暗 号 の 性 能

・RSA暗 号 も楕 円離散 対数暗号 も充分最適化された

ソフ トウエアプログラムな らパソコン上で充分高速

・ICカ ー ド等 計算能力の限 られた環境 ではRSA暗 号 は

低速なた め専用の コプロセ ッサが必要

・楕円暗号は高速なのでこのような環境でも

ソフトウエアだけで実現できる可能性がある

・RSA暗 号は署名検証が署名生成よりも高速

楕円DSAは 署名生成が署名検証よりも高速

図 一27

AMITSUBISHIELECTRIC

RSA1024vsECCl60

総計算量比較の一例

RSA暗 号 楕 円EIGamal暗 号'

暗号化/署 名検証 1.3 4

復号化/署 名生成 27 1

RSA公 開 鍵 は65537固 定,RSA署 名 にはChineseRemainderTheoremを 利 用

楕 円曲線 は素体GF(p)上 でp=a.3な る もの を利用

楕 円Elgamal署 名 生成時 には1280バ イ トの事前テ ーブルを利 用

図 一28
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楕円暗号の課題

・平文サイズが短 いため一回の演算あた り暗号化できる

データ量 も少な い ⇒ 複数ブロックの暗号化処理必要。

・計算式が複雑なためプログラムサイズがやや大きく

ICカ ー ドな どでの実装では小型化の工夫が必要。

・標準化が途上である。

・安全な曲線を設計する一般的なアル ゴリズムは現状

では計算量が多い。

・若 い暗号であるため、安全性 に関する新 しい結果が

これか らも多く発見されると予想される。

図 一29

楕円暗号最前線

・楕 円 曲線 の 設 計 手 法

狙い撃ち生成法vs

狙 い撃 ち生成法 は曲線の種類が限定されるが高速、

ランダム生成法は汎用的だが低速

・楕 円 曲線 の 実 装 手 法

PC用 高性能CPUvs組 み込みマイ コン

PC用 高性能CPUで は署名生成/検 証が数msec

組み込み マイ コンでの実装例(三 菱電機):
16bitマ イ コンMl6c(10MHz)上 の完全S/w実 装

総 メモ リ4KBで 楕 円DSA署 名150msec,検 証630mse

図 一30
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r-AM-SH-TR・C一
秘密鍵暗号と公開鍵暗号の比較

秘密鍵暗号 公開鍵暗号

暗号鍵 秘密 公開

復号鍵 秘密 秘密

鍵配送 困難 容易

鍵保持数 通信相手の数 自分の秘密鍵

だけ必要 だけでよい

速度 高速 低速

e密 鍵暗号と公開鍵暗号はペアで用いられることが≡

図 一31

r-A-B・SH-TR・C-・
文献紹介

[入門書]

太田和夫他:情 報セキュ リティの科学一マジックプロ トコルへの招

講談 社 ブルーバ ックス(1995)

辻井重男:暗 号 一ポス トモダンの情報セキュリティー

講談 社 選書 メチ エ73(1996)

B.Schneier:AppliedCryptography{secondedition)

JohnWiley&Sons(1996)

[中級向]

岡本龍明他:現 代暗号

産業図書 シリーズ/情 報科学の数学(1997)

A.Menezes,P.C.Oorschot,S.A.Vanstone:

＼一 麗 麗 ㌫1拍dC卿 卿 悔 ノ

図 一32
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講演5

2-2-5イ ンター ネ ットEDI導 入 に あた って

(社)日 本電子機械 工業会(EIAJ)EDIセ ンター技術WG主 査/

富士通(株)ネ ットワークコンテンツ本部ネットワークサービス統括部

ネットワークアプリケーション部部長

笠井利一 氏





2-2-5講 演5イ ンターネットEDI導 入 にあたって

【講師】

(社)日 本電子機械 工業会(EIAJ)EDIセ ンター技術WG主 査/

富士通(株)ネ ットワークコンテンツ本部ネットワークサービス統括部ネットワークアプリケーション部

部長 笠井利一 氏

昨今 の経済情勢においては、製品の開発やサービス及び提供の面でスピードアップ、コストダウ

ンを図ることが求められており、中小企業を巻き込んだEDI導 入の要望が高まっている。ただし、

既存のEDIは 投資コストが大きいこと、技術者の不足が問題となっている。そこで、インターネット

を利用して、安く、簡単に、グローバルなEDIを 実現することに期待が寄せられている。

このような背景から、(社)日本電子機械 工業会(ElectronicIndustriesAssociationofJapan:

E]LAJ)で は、通商産業省と(財)日 本情報処理開発協会 産業情報化推進センターのご協力 、ご

支援を得てAPEC域 内におけるインターネットEDIの 実証実験を実施し、検証した。

今回の実証実験では、取 引先との間に時差や運用時間の違いがあるため、蓄積交換 機能を持

つ電子メール方式を選択した。また、ハードその他の選択には、中小企業にも適用できるインフラ

を考慮 した。メッセージは、国際標準のUN/EDIFACTを 利用した。当初から問題 になっていたセ

キュリティについては、データの改ざん、なりすまし等の防止のために認証暗号化機能を持つパッ

ケージソフトを利用した。

業務モデルとしては、FAXで や り取りしていた情報のうち、見込データ、注文データ、納期回答

データ、インボイスデータの4つ を、それぞれDELFOR、ORDERS、ORDRSP、INVOICの

EDIFACTの メッセージにし、インターネットを用いてデータ交換を行った。(図・15)

ハードウェア環境は、受注者側 はWindowsNT、 発注者側 はWindows95を 載せたパソコンを

使用した。また、ソフトウェアとしては、EDIFACTト ランスレータ、暗号化ソフトウェア、電子メールソ

フトウェアの市販パッケージを使用 した。

評価としては、インターネットEDIが 実際にそれほど問題なく実現できたと言 える。長期 間に亘っ

ての大量データ交換の場合 には問題が発生するかもしれないが、一応 可能だと思われる。しかし、

いろいろと課題 は出てきた。技術面の課題としてパッケージ間の連携 の問題 がある。今回は運用

の 自動化をするために独 自にインタフェース部分を作成した。最近、オールインワンでこの辺がで

きるようなパッケージも出てきているが、まだ数は少ない。また、受注者用のアプリケーション機能 は

日本側で負担して作成 したが、業務アプリケーションを含んだパッケージがないと、なかなか普及

が難しいと考えられる。ただし、これ はインターネットEDIに 限った話 ではない。また、電子メール

方式を使用する場合は、メールの遅延や到達の確認等の対応が特に必要になる。その他、現地

側 におけるプロバイダの選定、パッケージ類のサポート体制や障害時の代替手段等も今 後の課題

である。

こういった実証実験の評価を基に、EIAJ技 術WGに おいて「インターネットEDI導 入ガイド」を
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とりまとめたので、その抜粋を説明する。

システム設 計上の留意事項として、送達確認、データ振り分け、セキュリティ管理の機能をどうす

るかということがある。インターネットにおいては、転送遅延、メッセージ消失、送信ファイル順序の

逆転が起こる可能性がある。これらの対策として、受信確認メッセージの出力や、転送時間の規約

を定めて、1日経っても来ないものは再送を依頼する方法や、メールが消失したのかデータがない

のか判 断するために0件 メッセージを送信する方法、データ処理ナンバーを付加する方法等があ

る。

インターネットに直接接続してデータ交換する場合 には、自分で宛先管理をしてデータを振り分

ける作業が発 生する。ただし、ネットワークベンダの付加価値サービスを利用することも可能であ

る。

セキュリティの管理には、データの暗号化 とパスワードや鍵の管理の問題 がある。まず、暗号方式

を企業 間で合意しなけれ ばいけない。それに加えて定期的なパスワード、鍵の変更の仕方、鍵 の

保管の取り決めが必要である。また、暗号化に関しては大きく2つ のやり方がある。1つ はEDIの

シンタックスルールにあるセキュリティメッセージを使って暗号化する方式であり、もう1つ はEDI

のメッセージ全体を暗号化し、電子署名や認証書をつけて送る方式である。

ネットワーク構築 においては、インターネットに接続する方式の選択とプロバイダの選定が重要で

ある。データ量、費用、サービス、信頼度等、全てを含 めて判断する必要がある。加 えて、ファイア

ウォール方式に関して、どういうプロトコルを通すかといったような企業 間の合意も必要である。通

信 ・ネットワークレベルでのセキュリティを確保するための仮想的なプライベートネットワークを組む

方法もある。

最後に運用上の留意するべきこととして、プロバイダの運用スケジュール 、セキュリティ管理、メッ

セージ保存の期間等の取り決めがある。通常のEDIと 同様、連絡体制と担 当窓口の取り決め、お

よび、EDI取 引の契約も重要である。

「インターネットEDI導 入ガイド」については、http:〃www.edi.eiaj.or.jpを 参照してほしい。
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イ ンター ネ ッ トEDIの 導 入

に あ た って

1998年9月

富士通株式会社

図 一1

:'一夕ー ネ ッんED/導 ス の 背景

■環境の変化

取 引のグローバ ル化

中小企業へのEDI普 及

インターネットの拡大

PCの 普及

■既存EDIの 問題点

投資コスト大

⇒費用対効果が不明確

情報処理技術者不足

■ インター ネットEDIへ の 期 待

・接続 が容易

・通信コストが安い

・共通化された技術

図 一2
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(1)フ ァイ ル 転 送 型

・バ ッチ型EDI:EDIメ ッセージをファイル 形 式 で交 換

・通 信 プロトコルFTP
,SMTP/MIME,全 銀TCP/IP等

① ファイル転送タイプ

発注者

猛ernet・ 、i

選
図 一3

無難蓼ターネッんED1の 分 薪1ノ

② メール転送タイプ

発注者

メールソフト

⊇攣

S
M
T
P
サ

1
バ
ー

((

万 「nternet
∫1

.

・ レ/

－
S
M
T
P
サ

1
バ
ー

受注者

メールソフト

障
/躍蓮 璽琵懸 ～一

4

図 一4

C エ 迂冶孜
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ttターネ ッんED1の 分 撤2ノ

(2)WWW型
・EDIメ ッセージをHTML形 式に変換 しWWWサ ーバに登

録 、WWWブ ラウザにてメッセージ閲覧、入力

・通信プロトコル:HTTP

WWW

ブラウザ

璽
図 一5

通信プロトコル 概要 留意事項

FTP 一 般 的 なファイル

転 送プロトコル

一送 達 確 認 にファイルサイズチェック

全銀TCP/IP 送 達 確 認 、ファイル

再 受信可能

一ホ.一ト番 号5020を 利 用 できない

インターネット上 の サーバ あ り

SMTP/MIME メール送 信 プロトコル 一複 数 メールサーバ 経 由 の た め メッセー

ジ紛 失 の 恐 れ あ り
一プロバ'イダの データ量 制 限

HTTP WWWで 利 用

され ているプロトコル

一相手が閲覧したか確認できない

受信確認メッセージの返信が必要

図 一6

一267一



'講 ・テAXSM?(1?

■ファイル転送型

業務アプリ

トランスレータ

医 配 信ソフトウエアl

SMTP,

FTP

B企 業

業務アプリ

トランスレータ

1集配 信 ソフトウェア1.

SMTP,

FTP

c オ 式

図 一7

■ファイル転送型

ソフトウェア 必要要件

トランスレー タ ・ ユーザデータとEDI標 準メッセージの変換

・ 操作性がよい

・ 上位アプリから制御可能なAPIを 保有

集配信ソフトウェア ・ セキュリティ機能、通信機能を含む
・ 宛先振分け、順序保証、到達確認
・ 状態照会、再送、全体の 自動運用
・ 上位アプリ制御可能なAPIを 保有

・ 標 準規約に準拠し接続しやすい

8

図 一8

C エ 託
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テム麓戎 ピ2ノ

■WWW型

WWW

ブラウザ
/nternet

萎霧 之1±

WWWサ ーバ

ソフトウェア 必要要件

WWWサ ーバ ユーザ管理、セキュリティ機 能、動的HTML生 成

WWWブ ラウザ セキュリティ機 能

9 Coργ"θ昂⑥'9∬ 直エロ揮迂)ee

図 一9

盗聴

改ざん

【対策】

情報の気密性保護

情報の完全性確保

【セキュリティ技 術 】

暗 号 化

電子署名

なりすまし

盗難

相手認証

否認防止

アクセス制御

ウイルス対策

パスワード認証

証明書、認証局

ファイア ウオー ル

ウィル スチェック

図 一10
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詫'・

■ 実 験 内容

・インターネットを利用した国際間EDIの 実現

■ 検 証 項 目

・国際標準メッセージUN/EDIFACTの 利用

・データ改ざん、相手先なりすまし防止

⇒ 認証/暗号化機能 の利用可能 性

lt Coρyng掠e7●"」 「エ卸昂般 右

図 一11
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/
受注者側

発注者側 、 r
見込情報処理
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髭力勝
坦務研 奏

ネクメξ刀/〃%の 麓能

発注者側システム

購 痘

発塗要用…業務
アブ肺呼ヨン機能

i序AC卦 うンスレ ・タ

2タ弓 ‡・一ス・機能

、通信ソフ持工?

イン釘‡一ス機 能

'葺嚇 畷 亦転筆

冒口

ン タ{ネ ツiト:

見込デーヲ

(DELFOR)

主文テ三々

(OFUDERS)

納期回 答デー,

'ORDRSP)

受注者側システム

受注者用…業務
ガ リケ シヨン機能

ACTト うンXE,一夕

シタ弓 ‡一ス機 能

通信ツ荊 ロ
インタフ㍗ス機能

,:葺溺 禰 麟 綜

若醐 磯'

,濠 導漂㈱ 、:i;:.

豆麟 右

図 一15

生者1用 ・業 務 フワoググ一方 ノ礎 能

発注者用 ・業務アプ リケーソヨン機能

口

メイノフレー

ED行 一タ

頃 込テ.タ 〔

見込情報薬理

EDI〒 一夕

抽 出ファイル

望 箔 霊呈上下。 騨 イス1

注文情報処理 インボイス処理

注担当
名称

取引先
称

マズ夕日管理.

見込〒一夕 (故,→ 納期 回答

〒一タ

インボイス

チータ

即 研AC卦 ランスレ呼インタラェ:一ス機 能

16 c叩y吻h㈹'9"4rx運 ぶ式怠在

図 一16

一272一



生者カヲ

c多 ギバ"糠 ㌻〆、ぷ'

百 助 拒 ナンズ

見込み精題処理

故 怜髄 遵・

イノ司まイヌ処理:

終 ア

業 務Zフoグ クーションr機『能 の 画2目7

1'

r-"・ ■

イパ・`

一

一:

図 一1了

見込チータ

見込情報処理

業務フプ グク一句ノ麓能

班 麟¢丁場 λいタィ夕虹一 議 能

注文チータ
納期回答

チータ

納期風害情報処理

インボイス

テータ

イジボィス処理

見込チータ
庄
↓
受

〒
納期チータ

等の入 力

・淫 受注データ

受 注 者 用 ・業 務 アプ リケーソヨン機 能

ノホィステ一夕

入力

図 一18
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図 一19

07ア カ π〃ー〃 シタフ■一ズ拶 能

発注者用 ・業務アプリケーション機 能

EDI用 メッセーノ

ファイル

EDtFACTFラ ンル ータイ ン タ フ ェー ス 機 能

EDIFACT標 準

メッセーノブアイル

逼傷口 トウロ イン鱈 鍵一ス機能,

ッピングテーブル
作成機能

図 一20
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図 一21

男験の評価

■インターネットEDIの 実現 は可能、しかし課題 あり

■今後の課題

図 一22
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ば 一男験の評価

■今後の課題

運用面

・ インターネットプロバイダの選定

(サービス内容、信頼性、アクセスポイント)

・ パッケージの現地サポート体制

・ セキュリティの管理

・データの送受信確認機能

・転送遅延、データの受信順序管理

・障害対策 代替メールアドレス、電話/FAXの 併用
エ 迂●孜

図 一23

イン ター ネ ッAEDI#9ス ガイ声"

z4 エ 迂'在

図 一24
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諸機能 留意事項

送達確認 ・インターネット上の転送遅延

一受信確認メッセージ出力

一転送時間の運用上の規約

・転送メッセージの消失
一〇件メッセージ送信

・送信ファイルの順序の逆転
－EIAJ標 準 メッセージのデータ処 理No .を利 用

データ振 り分け ・取引先別にデータを分けて送信

セキュ1斤イ管 理 データ暗号化 ・暗号化方式の決定

・暗号化方式の企業間の合意

パスワード ・定期的なパスワード、鍵の変更

鍵管理 ・利用者、利用方法、保管管理 の明確 化

図 一25

テム設計Lとの留意事項

■EDIメ ッセ ー ジ レベ ル で の セ キ ュ リテ ィ確 保

・CIIシ ンタックスル ー ル 、EDIFACTの セキュリティメッセー ジ

・EDIrNT⇒S/MIME

■ 電子 メー ル 利用 上 の 留 意 事 項

・EDI専 用の企業取引用メールアドレスを準備

・添付ファイル形式がメールソフトで異なる

■ 国際 間利用時の留意事項

・日単位の転送遅延の発生

c叩yWgh罐◎19"直 エ7∂"」{冶方

図 一26
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灘 料 ワーク構築Lとの留意点

■ 接続 方 式

・ダイアルアップ接続(自 動 リトライ)、専用線接続

■ プ ロバ イダ 選 定

・サービス内容、接続方式、料金、実績、信頼度、アクセス

ポイント

・送受信可能なデータ量

■ ファイア ウォー ル 方 式 の 企 業 間 の 合意

■ 通 信/ネ ットワー クレベ ル での セ キ ュリティ確 保

・VPN(IPsec 、トンネ リング等)

・SSL等

C エ 見参音

図 一27

攣 土曜 甜
■プ ロバ イダの 運 用 スケジュー ル

・稼働 日、稼働時間 → 原則24時 間365日

・メッセージ送達の所用時間

■ 責 任 範 囲

・インターネット内の管理組織がない

→リスク回避策の検討(電 話,FAXの 併用)

■ セ キ ュ リティ管 理

・パスワード/公開鍵 の期限、変更タイミング、連絡体制

■ メッセージ保 存 期 間(送 信 元 、送 信 先 で 自 己 管 理)

■ 連 絡 体 制 及 び 担 当 窓 口

■EDI取 引 契 約 で の 取 り決 め

・基本 契約、メッセージバージョン
28Ct式 台孜

図 一28
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インター ネットEDI導 入 ガ イド

購入方法
申 し込 み 先:(社)日 本 電 子 機 械 工 業会EDIセ ンターへ

(1)ホ ーム ペ ージより購 入

h廿p=//www.edi.eiaj.or.jpのEDIセ ンター のホー ム

ペー ジの 「刊 行 物 の ご案 内 」で申込 が 出 来る。

画 面 の 指 示 により申し込 む 。

(2)フ ァックスで購 入

Fax番 号:03-3593-8324のEDIセ ンター 北 崎 様

に郵 便 番 号 、住 所 、企 業 名 、部 署 名 、氏 名 並 びに

電 話 番 号 と書 名 ・部 数 を記 入 して送 信 す る。

書 式 は 、自 由で結 構 です 。
万CoprrtgbtθtggeStinv

図 一29
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講演1

2-3-1EDIの インター ネ ット化 とWebEDI

EDI推 進協議会 普及・啓蒙部会委員/経 営コンサルタント

太田秀一 氏





2-3-1講 演1EDIの インターネット化 とWebEDI

【講師】

EDI推 進協議会 普及 ・啓蒙部会 委員/

経営コンサルタント 太 田秀一 氏

本 日は 、非 常 に易しく、インターネットEDIとWebEDIに ついてお話 ししたい。

1.従 来型EDIの メ リッ ト、 デ メ リッ ト

私は「EDIと は」と聞かれ た時に、あえて正確さを犠牲にして「請求書や領収証等 の伝票を電子

化することである」と言っている。これは間違いではあるが「電子伝票のようなもの」という意味であ

る。

EDI化 する以前は紙の伝票だった。発注側が発注伝票に書き、品番 、品名 、その他いろいろな

情報を書き入れる。それを郵送で送り、仕入先は受注伝票に書き起こす。発注伝票と受注伝票 に

記載する情報はほぼ同じであるにも係わらず、発注側と受注側の双方で伝票に書き入れる手間

が生じていた。しかし、EDI化 した後は、片方が入力すれば、その手間が一度で済むようになる。

いったん情報を画面に入れると、自動処理が行われるからである。転記ミスや間違い探 しの手間

が減り、処理も早くなる。人件費の節約にもなる。つまり「早い、安い、間違わない」ことが、EDI化

のメリットである。

ではデメリットとは何か。二つあげることが出来る。一つはVANの 問題である。使用料金 、システ

ムの改訂の人件費のコストが大きい。またVANは 非常に遅く、インタラクティブでないともいわれ

ている。もう一つは、EDIの 標準規約は一般の企業の情報システム部門や調達部 門、営業部 門

の人にとっては、非常に難しいということである。

2.新 型EDI

新型EDIに は二 つあると考えている。インターネットEDIとWebBDIで ある。この2つ は基 本 的

に非 常 によく似 ている。「回 線 」は、インターネ ットでも、専用 回 線 でもよい。ただし、通 信 手順 は

TCP/IPを 使 う。異なるのはインターネ ットEDIの 場 合 、コンピュータ同士 が直接 対話 す るの に対

して、WebEDIは 人 間 が間 に入るということである。これ は相 手先 のコンピュータとブラウザ 画 面で

対 話 するということである。要 す るにインターネット通販 のようなもの と考 えるとよい。つ まり、Web

EDIで は規約 を勉 強す る必 要 がないのである。

ところで 、インターネットが危 険だという話 がある。私は 、飛 行 機 や 自動車 の方 がよほど危 険 だ と

思う。ガートナ ーグル ー プが95年12月 に 「インターネットは現 実 の世界 に比べ て安 全 である」と

いうレポー トを出 した。例 えば、クレジットカー ドの事 故率 はインターネ ット上で起 こる事 故 率よりも
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高 い。

3.従 来 型EDIと 新型EDI

新型EDIで あるインター ネットBDIとWebEDIの 二 つ は、正 規分布 の両 端 に位 置 すると私 は思

っている。従 来のVAN型EDIは 、中堅企 業 に向いたや り方だ ったのではないか と思 う。そして今

後も恐 らく、中堅企 業 はこのVAN型EDIを 使 っていくだ ろう(図 一15)。

VAN型EDIの 長所 は、親切 なヘル プデスクがあり、また受発注 の作業 そのものをかなりの割合

で請 け負 ってくれ るところである。それ をあえて 自営化 しようという企 業 にはインターネットEDIが

向く。VANを 使 うにはコストがかか りす ぎるし、VAN用 のEDIを 勉 強するのも骨 だという企 業 には、

単 純 なWebEDIが 向く。すなわち、先進 企 業と中小 企業 の二つ の両極 に対 して、新 しい手段 が

提 供 され たのではないかと思う。今 までは一 つだった手段 が、VAN型EDI、 インターネットEDI、

WebEDIと 三 つ に多様 化 したのである。そしてこの 中で今後 特 に注 目され ていくのが、WebEDI

だ と思われる。

4.WebEDI導 入 時の成 功鉄則

ではどうすれば成功できるのか。WebEDIを 導入する場合は、達成 目標である「目的地」を見極

めることが重要である。それには図一17で 示す5段 階が考えられる。また事前にWebの 利用に

おいて、以下のいくつかを経験しておく事が必要であると思われる。

1.「市場調査」

2.「広報・宣伝」

3.「商品の発送」

4.「顧客サービス」

5.「専門家から助言を安く」

6.「業界ニュースをインターネットで」

7.「総務調達」

今 日は「EDIのインターネット化とWebEDI」 ということで、発注から後の話が中心だったが、それ

以前のプロセスも非常に重要であることを忘れないで欲しい。っまりサプライヤの選 定や調達先を

決 定するまでのプロセスもWebEDI導 入を成功させ るためには重要なことだと考えている。
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EDIの インター ネ ット化 と

太 田秀－

WebEDI

E-Commerce&KnowledgeManagementConsultant

EDI推 進 協 議 会 、普 及 ・啓 蒙 部 会 委 員

http:〃www.CIO・cyber.com/pj/

sohta@ca2.so・net.or.jp

お願い:
・当資料へ、皆さまからご意見をいただければ光栄です。
・当講演資料の著作権 は、著者 ・太田秀一に属 しますが、
・著作権法の範囲内で、ご自由に引用・参照くださいませ
・その他、詳しいことは、末尾の 「付録一3」の通りです。

図 一1

経 営コンサルタント・太 田秀 一

84年 慶応大学経済学部卒 業(計 量経済 学専攻)

同年～ 日本旧Mに て

製品マーケティング、リストラ・プロジェクト事務局

営業企画統括担当常務取締役補佐

会計情報システム販売 などに従事

94年 ～ 独立

エレクトロニック・コマース

ー ナレッジ・マネジメント の2分 野で経営コンサルタントに

著作

一 『企業を変えるグループウエア』C95年、日経BP社)

一 『IT革命対応最新経営イノベーション手法50』(同、同、共著)

一 『企業を変えるコンカレント革命』(近刊、同)

『流通設計』『セールス・マネージャー』『自動化技術』などへ寄稿

一 その他、電子メール新聞『ECスクエア通信』を発行

・http://www .CIO-cyber.com/pj/ec2/

図 一2
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uestions

・なぜ 情 報 化 が 大 事 な の?

・EDIっ て何?

・ そ の メリットは?デ メリットは?

・ 従 来 型EDIvs新 型EDl

・ どうや れ ば 成 功 で きる の?

一うちの会社 の「目的地 」はどこ?

一どんな「経験」がいるの?

一コレに成功できりゃ「十 分」なの?

図 一3

なぜ情報化が大事なの?

・ モ ノの 動 き を 「支 配 」して い る の は 情 報 だ か ら

一 何 を ・何 個 ・どこに ・いつ までに運 ぶ か の 情 報 が なけれ ば ...

・物流は大混乱、

・在庫は積み上がる一方、

・欠品は頻発→製造ラインは止まり、お客は怒る

一 誰 に ・何 円請 求 するか を間 違 えれ ば ..

・お客も怒るし、お金は入ってこない

一 どの 製 品 で何 円儲 か ってい るか 分 か らなけれ ば

・どの製品を伸ばし、どの製品を切ればいいのか、決断できない

図 一4
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EDIっ て何?

電子 アータ交 換 つ

・正式な定義

「異なる組織 間で、

一 取 引のためのメッセージを、

通信 回線 を介 して

標準 的な規約(可 能な限 り広く合意された各種規 約)を 用いて、

コンピュータ(端 末を含む)間 で交換すること

一'89年 、通 産 省 、電 子 計 算 機 相 互 運 用 環 境 整 備 委 員 会

－JIPDEC/Cl1「EDIネ ットワ ー ク 化 と企 業 戦 略 」

http://www.ecom.or.jp/jedic/what _edi/what.htm

図 一5

EDIっ て何?

・答 ・ 電 子 伝 票 の とで あ る(と 思いまし。う)

EDI前(紙 の 伝 票)

・「品番 、品名、数量、単価、自社の識別コード_」などを

・発注伝 票にボールペンで書く

・それを仕入先に郵送

EDI後(電 子 伝 票)

・「品番 、品名、数量、単価、自社の識別コード_」などを

・画面 にキーイン

・それを仕入先に電送

図 一6
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一

(c)太 田秀 一

EDIの メリットは 伯
一'⇔

●

・答1:「 二 度 手 間が なくなる!」

－EDI前(紙 の伝票)

・発注側が、

一 .「品 番 、品 名 、数 量 、単価 、自社 の識 別コー ド.」 などを発 注 伝 票 に書 き、

一それを仕入先に郵送

・そして仕 入先は仕入先で ...

一 「品 番 、品 名 、数 量 、単 価 、顧 客 の 識 別コー ド..」な どを受 注伝 票 に書 き、

一社内処理に回していた

－ED1後(電 子伝票)

・発注側が、

一 「品 番 、品名 、数 量 、単 価 、自社 の 識 別 コー ド_」 な どを画 面 に入 れ ると、

一 それ が 回線 → 仕 入 先 の ホス トに 入 り...

・仕入先は

一 あとは自動処理

図 一 了

(c)太 田 秀 一

EDIの メ リットは ・ロ
一 ⇔
・.

・答1=「 二 度 手 間 がな くなる!」

・答2=「 転 記 ミスが減 る1」

・答3:「 間 違 い探 しの 手 間 も減 る!安 い!」

・答4:「 早 い!」

図 一8
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(c)太田秀－

EDI(従 来 型)の デメリットは?

・ 導 入 に金 が か か る(ソ フト導 入 、開 発)

・ スキ ル が いる

・ ス キ ル が あっても、訓練 がい る

・ 現 行 の システム との 連 携 が難 しい

・ 維 持 費 が か か る

一∨AN使 用 料 金 が高 い

一 接続先が増えた →システムの改訂が要る

－EDI規 約が変わった →システムの改訂が要る

－EDIソ フトが改訂された →システムの改訂が要る

・VANが 耐 え難 く遅 い

図 一9

(c)太田秀一

丘Dl(従 来 型の)デ メリットは?

…覇 態 菌 叢灘 織 纏
縫9嚇 ぷi,._FVづ

・ 導入 に金 がかかる(ソフト導入、開発)∈

・ スキル がいる く

・ スキル があっても、訓練 がいる(

・ 現行 のシステムとの連携が難しい 鴫

・ 維持 費がかかる

→-VAN運 営料金 が高い

一 接続先が増えた →システムの改訂が要る 唯

－EDI規 約が変わった →システムの改訂が要る 《

-EDIソ フトが改訂された →システムの改訂が要る 鴫

→ ・VANが 耐 え難 く遅 い

図 一10
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要 す るに今 まで のEDIは...

・メリットは大きかった

・だけどデメリットも大きかった

・だから中堅 ・中小企 業には普 及しなかった

・ここで出てきたのが、新 型EDl

－インターネ ットEDI

ー ウエ ッブEDl

図 一11

uestions

・なぜ情報化が大事なの?

・EDIっ て何?

・ そ の メリットは?デ メリットは?

・ 従 来 型EDIvs新 型EDl

・ どうや れ ば 成 功 でき るの?

一うちの会社 の「目的地」はどこ?

どんな「経験 」がいるの?

一コレに成功できりゃ「十分」なの?

図 一12
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2つ の新 型EDl

イン ター ネ ットEDIと は

「回線 」は、インターネットであってもなくても可

ただし通信手順 はインターネットと同じTCPAPを 使う

コンピュータどうしが直接対話する(途 中で人間は入らない)

ウ エ ツブEDIと は 、

「回線」は、インターネットであってもなくても可

ただし通信手順 はインターネットと同じTCPAPを 使 う

人間が相手先のコンピュータと「ブラウザ画面」で対話する

(インターネット通販といっしょ)

図 一13

(c)太 田秀 一

2つ の 新 型EDIの 特徴

インターネットED1

一 ただし通信手順はインターネットと同じTCPAPを 使う

・「早 い、安い、安全」

一 コンピュータどうしが直接対話する(途中で人間は入らない)

'ウ エ ツブEDIと は、

一 ただし通信手1頂はインターネットと同じTCPAPを 使う

・「早 い、安い、安全」

一 人間が相手先のコンピュータと「ブラウザ画面」で対話する

(インターネット通販といっしょ)

・ 「カンタン。EDI標 準 規約を知らなくていい」

図 一14
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2つ の新 型EDIの 位 置 づけ

先進企業

/中堅企業

現在

VAN型EDl

図 一15

uestions

・なぜ情報化が大事なの?

・EDIっ て何?

・ そ の メリットは?デ メリットは?

・ 従 来 型EDIvs新 型EDI

・ どうや れ ば 成 功 で きるの?

一うちの会社の 「目的地 」はどこ?

どんな「経験」が いるの?

一コレに成功できりゃ「十分」なの?

図 一16
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新型EDI(ウ エッブEDI)導 入 時の成功鉄 則

・自分の 「目的地 」を見極めよ

・デビッド・リーチ氏の「5段階発展図式」

一第1段 階:ウ エッブ・サーフィン+電 子 メール

ー第2段 階 単純な(静 的な)ホ ームページを出す

一第3段 階:人 の作ったウエッブEDIを 使う

一第4段 階:自 分のホームページを動 的にする

一第5段 階:ウ エッブEDIサ イトを自営 する

図 一17

新型EDI(ウ エッブEDI)導 入 時 の成功鉄則

図 一18

一291一



(c)太 田秀 一

新型EDI(ウ エツブEDI)導 入 時の成 功鉄 則

・ 自分の「目的地」を見極めよ

・ ウエッブEDIを 使う前 に「7っのウエッブ用途」で経験を

一1 .市場調査:ラ イバル や、お客さんのサイトは毎 日、見ましょう

一2
:広報 ・宣伝:プ レスリリース、プレスカバレッジを載せましょう

一3 .商品の配送':(こ れ はソフト業界 特有の用途)

-4顧 客サービス:苦 情 ・要望 はネットで受け付けましょう

一5 .専門家からの助 言を安 く

一6 .業界ニュースをインターネットで

一7総 務調達:オ フィス家具などはバーゲン・サイトで買ってみ ましょう

図 一19

(c)太 田秀 一

新型EDI(ウ エッブEDI)導 入 時の成功鉄則

・ 自分の「目的地」を見極めよ

・ ウエッブEDIを 使う前 に「7つのウエッブ用途」で経験を

・ ジュディス・パイン氏の「5つの注意 点」

-1 .EDI導 入 計 画 は 、自社 の 戦 略 に 沿 って く季ロ

ー2 .投 資 効 果 を絶 え ず 測 定 せ よ く季コ

ー3 .ウエ ッブEDI技 術 を 頭 か ら盲 信 す るな

一4電 子 コミュニ テ ィの 住 人 として の 礼儀 を守 れ

一一5 .よ きア ドバ イザ ー を得 よ

図 一20
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KeyOuestions

・ なぜ 情 報 化 が 大事 なの?

・EDIっ て 何?

・ そ の メリットは?デ メリットは?

・ 従 来 型EDIvs新 型EDl

・ どうや れ ば 成 功 で きるの?

一うちの会社 の「目的地」はどこ?

どんな「経験 」がいるの?

コレに成功できりゃ「十分」なの?

・上流も忘れず に

・ロジスティクス以外も忘れずに

・コンカレントヒ に

図一21

事例4:

(c)太田秀一

米 コンソリ・エ ジソン社 のrTPN」

・調達プロセスの全工程を支援

上流を支援(候補発掘→見積依頼→見積交渉→調達先決定)

下流も実行(EDI相 当部分)

コンエド社 調達先決定

壺舞＼
見積要求

サプライヤー企業

入札

TPNセ ンタ ー

注)電 通国際情報サービス(1998)よ り改造の上、転載

図 一22
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事 例4=米 コンソリ・エジソン社 のrTPN」

調達候補
の
選定
講慶F團 闇闇国

国 一23

KeyOuestions

・なぜ情 報 化 が 大 事 な の?

・EDIっ て 何?

・ そ の メリットは?デ メリットは?

・ 従 来 型EDIvs新 型EDI

・ どうや れ ば 成 功 で き るの?

一うちの会社 の「目的地 」はどこ?

一どんな「経験 」がいるの?

一コレに成功できりゃ「十分」なの?

・上流も忘れず に

・ロジスティクス以外、KMも 忘れず に

・コンカレントヒ に

図 一24
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(c)太 田秀一

企 業 の ビ ジ ネ ス ・プ ロセ ス とは...

一エンジニアリング ・プロセス(新 製 品の開発)

一マーケティング ・プロセス(需 要 の創造)

一ロジスティクス ・プロセス(需 要の充足)

_マ ネジメント・プロセス

・本 当は、どこに注 力すべきなの?

図 一25

(c)太 田 秀 一

ロジスティクスが「重 点」になるケースとは?

・ロジスティクス≒工場の 「内と外」の補給 業務「全般」

一 受注→材料手配→製造→出荷→請求→入金確認

・ 工 場 「内」の カイゼ ンだ けでは 不 十分 な ケース

ー むしろ工場「内」の問題は、工場「外」の問題に起因

・なぜラインが止まるの?な ぜ不良品が出るの?

・なぜ在庫が積み上がるの?な ぜ欠品が出るの?

・ 全 体 最 適 ≠部 分 最適 になってるケース

ー 工場:生 産効率を上げるため、余計にものを作る

一 物流:積 載効率を上げるため、余計にものを載せる

一 営業:営 業成績を上げるため、月末には押し込み販売

図 一26
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(c)太 田 秀 一

産業青報化 =EC+】 幻M

1プロセスの知識集約度 科学研究

原油探査 薬品 病院1織 講
衆x発

門サービ

空母
製造 電機 投資銀行

自動車
t 商

口

小売 個人向

け銀行パ

、

化学 新サービス
…

器
知

物流 %共 サービス 食品' 識

白物 集
家電

齢 山 農.

娯楽

雑誌出版

約
度

繊 書籍出版

注)Moore(1997)よ り、やや単純 化の上、転載

図 一27

入梅
(c)太 田 秀 一

㌦

/
図 一28
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産業情報化 EC+KM

Proces

産業情報化=

Po

Tec

Cntent

ogy

+Methodoloies

図 一31

KeyOuestions

・ なぜ 情 報 化 が 大事 なの?

・EDIっ て何?

・ そ の メリットは?デ メリットは?

・ 従 来 型EDIvs新 型EDI

・ どうや れ ば 成 功 でき るの?

一うちの会社 の「目的地 」はどこ?

一どんな「経験」がいるの?

一コレに成功できりゃ「十 分」なの?

・上流も忘れずに

・ロジスティクス以外、KMも 忘れずに

・コンカレントヒ 烹 に

(c)太 田秀 一

図 一32
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コンカレント・ロンスティクスとは

コンカレン ト・ロジスティクス 以前

コンカレン ト・ロジスティクス 以後

メーカー営 業 メーカー工場 仕入先工場

(自動在庫補充)(生 産計画)(生 産 計画)

物流業者
(配送計画)

図 一33

コンカレン

常に共有しながら、歩調を合わせ

安価な商品を、欠品なしで

消費者に常時供給すること

スとは ⇔

パラレル

図 一34
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(c)太 田秀 一

ところで皆さん_息 抜きクイズをひとつ

質問:これって何かに似てません?一
働 一 戯 ⇒一撫 一触 ⇒働
小売 メーカー営業 メーカー工場 仕入先工場 物流業者

⇒ 『 ⇒ 一

図 一35

それ じゃ次 は、まじめな質 問を...

質問:な ぜ情 報流をコンカレント化=並 列化 したの?

答 「情報の減衰 」がイヤだったから

質問:な ぜ情報流をコンカレント化=並 列化できたの?

答 情 報を「電子 化」したか ら

醜
メーカー営 業 メーカー工場 仕入先工場 物流 業者

(自動在庫補充)(生 産 計画)(生 産計画)(配 送計画)

図 一36
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では再 び、息 抜 きクイズ を...

メーカー営業

(自動在庫補充)

図 一37

(c)太 田 秀 一

で は再 び、息抜 きクイズ を...

質問 これって何に似てますか?

コンカレント・ロジスティクス以 後

藤『蚕…
扇㌶議 違憲場 欝欝 罐麟)

38一図

103



(c)太 田秀 一

コンカレン ト・ロジスティクスとは?

一
答=伝 言 ゲーム

コンカレント・ロジスティクス 以後

一斉同報

図 一39

uestions

・ なぜ 情 報 化 が 大事 なの?

・EDIっ て何?

・ そ の メリットは?デ メリットは?

・ 従 来 型EDIvs新 型EDl

・ どうや れ ば 成 功 でき るの?

一うちの会社 の 「目的地 」はどこ?

一どんな「経験」が いるの?

一コレに成功できりゃ「十分」なの?

・上流も忘れず に

・ロジスティクス以外、KMも 忘れず に

・コンカレントヒ に

図一40
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以上で、本講演は 終わります

一 ご 静 聴 、ま ことに 有 り難 うご ざ い ま した 。

一 よ ろ しけ れ ば 、ご 質 問 ・ご 相 談 を 。

・今 でも

・後 日でも

－sohta@ca2 .so-net.orjp

図 一41
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講演2

2-3-2GE-TPN(Traヒ ㎞gProcessNetwork)の 最 新 動 向

(株)電 通国際情報サービスEC事 業部長

鈴木和典 氏

GEイ ンフォメーションサービス社

プロフェッショナルサービス部門 シニアコンサルタント

シン・キヨハラ氏

(株)電 通国際情報サービスEC事 業部

ソリューションコンサルティング部 主任

城 山泰二 氏





2-3-2講 演2GE-TPN(TradingProcessNetwork)の 最 新 動 向

【講師】

(株)電 通国際情報サービスEC事 業部長 鈴木和典 氏

GEイ ンフォメーションサービス社 プロフェッショナルサービス部門 シニアコンサルタント

シン・キヨハラ 氏

(株)電 通国際情報サービスEC事 業部 ソリューションコンサルティング部主任 城山泰二 氏

1.ISIDTPNサ ー ビ ス紹 介

ISID((株)電 通国際情報サービス)では、国際ネットワークサービスあるいはそれを通じたシステ

ムの構 築、システムインテグレーション、ソフトウェア開発、販売をメイン業務としている。EC事 業

部は、その中で、米国GEイ ンフォメーションサービk社 の国際VANサ ービス、あるいはTPN、EDI

エンタープライズ等のEC関 連のソフトウェアとサービスを中心に、マーケティングをしている部 門

である。

設計から始まって、調達、生産、物流、販 売 決済までのデータの流れは、一企業の中では完

結するものではない。調達や生産部 門、あるいは物流についても、1社 で全て行うわけではなく、

パートナー企業や取引先企業 との間の連携作業で成り立っている。企業が外部とデータを交換

する際の、コーポレートゲートウェイという位置づけが、ISIDの 提供しているECプ ロダクト群の特

徴である。

TPNは 、1994年 にGEの 社内の戦略的システムということで開発、運用が始まり、現在GE以

外の米国の大企業の間で利用されている。現在、GE全 体では全調達価格の30%か ら40%を

TPNを 通じて調達を行っているが、2000年 までに50%を 超える調達を実施する予定である。

発注から決済といったEDI、 購買管理 ・在庫管理といったシステムはご承知の通りである。しかし、

実際に発注が行われるまでの調達先の決定、調達の条件 ・契約内容の決定は、ほとんど手作業

で、見積依頼書をFAXで 送ったり、詳細も電話で相談 したりしながら行っている。この部分を電

子化 して、発注から決済までのプロセスをいかに短縮し、効率化していくかに焦点を絞って開発さ

れたのがTPNで ある。

TPNは 、経営戦略上にかなりインパクトがあると考えている。戦略的なパートナーの獲得やリレ

ーションの構築ということで、従来のビジネス以外に、新規の取引先の開拓の機会が一気に拡大

していく。さらには、公平、透明な取引体制という形で系列取引からネットワーク取引へ移行し、最

終的 には日本企業の国際的な競争力を向上させることになると考えている。

2.米 国最新動向

フォレスターリサ ーチ 社 によると、インター ネットを介 した売 買の額 は現在80億 ドル であるが 、
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2002年 には3,270億 ドル、日本円に換算して、9,600億 円から39兆 円に膨れ上がると試算 さ

れている。その内訳はオークション関係で12%、 入札 関係で36% 、カタログ関係で52%と いう構

成である。ECは 市場の様相を一変させるのである。

現在のアメリカでは、生産コストは非常に上がっているが、製 品価格は下がっている。アメリカの

ビジネスでは、少ないコストあるいはリソースでより多くのものを達成することに注力している。それ

を実現するために多くの生産性プログラムが存在する。

例えば、JIT(ジャストインタイム)の在庫管理の考え方、DFT(デ ィマンドフローの技術)、EDI(電

子データ交換)あるいはSixSigmaの プログラム、あるいはERP(EnterpriseResourcePlanning:業

務統合パッケージ)のソリューションなどである。

企業は、実際にいろいろな生産性プログラムを実施してきて、今、壁に突き当たっている。これ

からどういった方向で節約ができるのかを考えると、まさに会社の内部、そして外部を含めた、い

わゆるサプライチェーンマネジメント(SCM)の 考え方で生産性を上げるということが次のチャレン

ジである。

調達のプロセスにおいて、現在アメリカの企業では、サプライヤとバイヤの間で非常に事務が煩

雑 になっている。そこで社内の生産性を上 げるために有用なのがTPNで ある。見積書、請求書

などを電子的に送信、配付するだけでなく、プロセスの改善も行う。そしてそれが標 準化の確立 に

なるのである。TPNに よって、EDI、ERP、社内システムといったものが統合されていくのである。

アメリカにおけるTPNの 参加企業群の中には、製造分野だけでなく、サービス分野の企業、弁護

士事務所、オフィス製品の企業なども含まれ ている。企業数は、1万社に達しており、さらに増加 し

ている。

TPNの 導入によって、実際にどういった投資収益が考 えられるのか。コスト面であるが、アメリカ

では全体の売り上げの50%が 資材調達コストと試算されている。TPNの 導入でこのうちの10%の

削減が見込まれる。サイクルタイムは50%の 削減が見込まれる。またバイヤの時間の50%は 、非

戦略的な業務に使われているが、その内の33%の 時間を戦略的なソーシングに向けることが出

来る。より充実した効率的な時間がとれるのである。また、TPN、戦略的調 達支援システムを使うこ

とにより、サプライヤとの関係がより強固になり、チームとして緊密な協力とれるようになった例は数

多く存在する。

TPNと は、どういった形でビジネスをやっていくのかという、まさにそのものである。アメリカでは

SCMの 新しいビジネスのやり方と考えている。SCMを さらに改善しながらサプライヤ、バイヤとの

間でWin-Winの 関係を築いていく。TPNは 未来のSCMの 新しい形であると考えている。

3.日 本 版TPNの デ モ ンス トレー シ ョ ン

TPNを 使用するには、インターネットへの接続環境とPCの 二つを用意するだけである。

現在、物品調達の際に通常の企業では紙 の見積依頼書を使用して入札作業を実施している。こ

れを電子的に行うのがTPNで ある。まず、TPNで は調達にかかわる品 目の属性や、調達の条件
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を入力する。今は手入力をしているが、将来的にはERPと いった、後方システムと連動して、自動

的にデータを入力することも可能になる。

次に、依頼したいサプライヤの候補企業を選び出す。既存のサプライヤは、既 にローカルで持

っているサプライヤデータベースの中から選び出すことができる。新規のサプライヤを選びたいな

ら、インターネット上のTPNサ プライヤデータベースの中から探 し出すことも可能である。その後、

入札のスケジュールを加えてTPNの センターにデータを送信する。

このようにして、TPNの センターに登録された調達案件は、サプライや側に対してはEメ ールで

通知が送られ、サプライや企業はTPNの センターにブラウザでアクセスすることになる。また、TPN

は項 目だけでなく添付ファイルも送ることができるので、設計図面等を確認することもできる。

調達案件 に対 して各サプライや企業が入札を行う。サプライや企業は、バイヤ側の条件に対し

て必 要な項 目を入力し、データをセンターに送る。入札の期 限になったら、バイヤ企業は各サプ

ライヤが回答した条件の一覧を表示 して内容を評価することになる。1社 に決めるだけでなく、複

数の企業に分けて発注することもできる。その結果をセンターに対して通知する。

最後のステップでは、サプライや企業が決定結果の通知を受け取る。選ばれなかった企業には

通知のみ、選ばれた企業には入札の価格と決定した内容が届くことになる。

このように「TPNは 受発注前の交渉業務に対して、スピードアップとコストダウンを実現するため

の強力なツールである。また、このようなオペレーションを非常に安価なコストで行えることが大き

な特徴である。さらに詳しい情報が、ISIDあ るいはGEイ ンフォメーションサービス社のホームペ

ージ上に掲載されているので参考にしてほしい。
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戦 略 的 調 達 支 援 サ ー ビス
'「
radingProcessNetwork

TPNサ ー ビス

ご紹 介

BtoBECの 早期実践 を目指 して

株 式 会 社 電 通 国 際 情 報 サ ー ビスEC事 業 部

http=〃www.isid.co.jp/ec

GElntormationServices,lnc.

http=〃www.geis.com

図1-1

lSIDのECビ ジネスへの取組み

2.TPNサ ー ビスの概要

3.米 国にお ける最新動 向

4.デ モ ンス トレー シ ョン

図1-2
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図1-3

会社概要 iSiD

■ 概 要

股立1975年12月

資本金5億 円

資本構成(株)電 通60%

米国GE社30%

持株会10%

売上高 約414億 円(1997年 度)

社 員826名(1998年4月1日 現在)

■ 事 業 内容

国際ネッ トワークサービス

システムインテグレーション

ソフ トウェア開発

ソフ トウェア販売

■ECへ の 取 り組み

製造システム事案部

CAE/CAD/CAMソ フ トウェア

PDMソ フ トウェア

IGES/STEP変 換 ソフトウェア

統合ソフ トウェア事業部

ERP/SCMソ フ トウェア

金融システム事粟部

CMS/Netting/Poolingソ フ トウェア

EC事 案部

ElectronlcCommerce専 門 部 隊

米 国GEIS社 の 国 際VANサ ー ビス

米 国GEIS社 のTPN及 びEDIEnterprlse等

EC/EDi関 連 ソ フ トウ ェア/サ ー ビ ス

CopytiOhte|nter情tぬnS|teU◎nalDentSv、Ltdll996
3

図1-4
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lSIDのEDI/ECビ ジネスの歴 史 iSie

株式会社電通国際情報サービス設立

▽

㊥ EDIビ ジネ スに着 手

GEIS社 の 国 際EDIサ ー ビスEDI*EXPRESSの 国 内 販売 を開 始

▽

㊥ EDIソ フトの販売に着手

EDI導 入に関わるコンサルーテーション・サービスを開始

▽

㊥ 企 業 向 けEDIエ ン ジ ンEnterpriseを リリー ス

ANY-t。 一・ANYの トラ ン ス レー シ ョン 機 能 を 備 え たEDIApplicati。nlntegratorリ リー ス

▽

㊥ GEIS社ECS(EnterpriseCommerceS。luti。ns)事 業 を 開 始

EC戦 略 子 会 社ICT(1ntθrC・mmercθTechml・gy、Inc)を 設 立

▽

㊦ 一 部・設立
Copyr口ht●|nfomatめnSenノ 嶋eslntematめnal・Dentsu,Ltd,1998

4

図1-5

商取引の参加者

手

メーカー系列の

下請多重構造∴

§IBB B

メーカ主導の

複雑な流通経路

B

B
B

iSiB

買
い
手

図1-6
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企業間ECの 成長

■98年 中には企業間ECの 取引額が一般消費者向けECを 上回る、

インターネット上に本格的な企業間取引の市場が誕生する。

iSin

企業間ECで の取引

額1ま一般消費者向

企業の取 引関係の けECの 取引額を98

流動化、オープン化 年 中にも抜き去る

が進 む

インターネットの安全性、

信頼性の向上

一般消費者向け

ECは 着実に発展

2000年

マルチメディア1997.8月 号)

図1-7

ISIDが フォーカスするECマ ーケ ッ ト iSiD

BtoC －・・ 限 定

… 本 流

発 展

号
ECの 本流 となるBtoBに フォー カス

CopyrロhtOlntorrnationS6 lDentsu,Lt】,lgge 7

図1-8
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ISIDのECプ ロダク ト群 iSiD

匡 正〉[調達〉生産・物流・販売 巳 亘 ⊃〉

(:.・…A・(・DCA・}:)・

Rhythm(SCM}

.思 郷hase(PDM)

P,BaaN(ERP)SA

,ノ 企軸 鮪 、

lGESIW。 ・k・( TPN )⊆ ・P・iseSy…⇒( N・"i・g)

EDI★Al
@AMAIW。 ・∋ )

)

Pooling

STEPIWorks ( WebAccess
ECソ リュー シ ョン

C ma L
8

図1-9

図1-10
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GETPNサ ー ビスの生 い立 ち iSip

十1994

GEグ ルー プ内で統一のインター ネッ トによる調達支援ア プ リ、

「GETradingProcessNetwork」 をGEIS主 導に より開発開始

+1996初'

サ プライヤー各社への導入 開始

+19967月

GEの12事 業部 中、8事 業部で稼動開始

GE情 報サー ビス部門(GEIS)に より、TPNサ ー ビスと して

北米地 区にて外販開始

+2000年

GE全 体 で1兆2000億 円規模(全 調達の50%)の 運用 目標

⇒
世界中のGEグ ループで数年間にわたって実際に使用 され、

生産性の向上に大きな成果をもたらし、

調達プロセスのリエンジニアリングを実現 した、

現実的なソリューションです。

CopyrightelntormaS 1[tentsuLtd1998

図1-11

TPNサ ー ビスの対象業務 iSig

OPR(Oom/nerceProcessReengineering?(Z)実372βfae3t.

TPNサ ービスは、要 求事項を基 に複 数調達先候補と価格 、納期などの

条件交 渉を行い、発注先を絞り込み、又決定する業務プロセスを強力に

支援 します。

EDL購 買管理システム、

在庫管理システムなど

調整 暴聯 繋
庫
理
在
管
H足入
査

納
受
検

‖ダ
理
一
管

オ

図1-12
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TPNサ ー ビスの構成 iSiD

バイヤ企業

TPNManager

Webブ ラ ウザ
ン タ ー ネ ・・ ト

TPNLink

劉 Webブ ラウザ

lSIDTPNセ ン ター

羅 響
CopyrrghtOlnfor閥 勧oSltebOna|,Dentsu,Ltd,1998

図1-13

TPNサ ー ビスの処理の流れ

図1-14
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TPNサ ー ビスの主要機能

バイヤ

・見積依頼書の作成

・設計図面な どのデータ添付

・社 内システム との連動

・調達先の選定

(指 名入札形式)

・見積依頼書/図 面の配布

・入札条件の交渉

・商談ステータス確認

・レポー ト作成

・サ プライやDBの 提供

・企業プロファイル

・企業検 索

一電子掲 示板 の運営

クライア ン トソフ トの配布
・デー タ送受信管理

(見積依頼●/図 面/入 札)
・見積依頼書到着通知

・商談ステー タス管理

システム運用管理
・電子 メール

・セキ ュリテ ィ(tD 、パ スワー ド管理)

調達先の決定

'笛o

サプライヤ

・事業内容/自 社製品のPR

・見積依頼署/図 面の受領

・社内システムとの連動

・見積作成と返送

・入札条件の交渉

レポート作成

図1-15

経営戦略上のインパク ト iSill

〆 戦 略 的 パ ー トナ ー の獲 得

新しいビジネスチャンス(新 規取引先開拓の機会)拡 大

優良なサプライヤーを厳選 し、取引を持続

1戦 略的な リレー シ ョン構築

サプライヤーとの合理的なコミュニケーション、コラボ レーションの実現

平等で競争的な入札

1・ 系 列 取 引 か ら、 ネ ッ トワ ー ク 取 引 ヘ

オープンコミュニティとしての取引の場の形成

公正、透明な取引体制の確立

業界全体の健全な発展

ゆ 国際的な競争力の向上
CopytightelnfomvabO【Sewにe51ntem■bOna|・D●nt$uLrd1998

図1-16
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TPNサ ー ビス導入の具体的なメリッ ト iSiD

メリット バイヤー サプライや

〆電子化による商談プロセスの標準化/合 理化 ● ●

1単 純 ミス及び帳票類などコス トの削減 ● ●

1取 引先 との コ ミュニケー シ ョンの迅速 化 ・高密度化 ● ●

!競 争環境創出による調達コス トの引下げ ●

〆取引先の拡大 ●

〆コミュニティ参加による新規取引先開拓 ●

Cyt L

図1-17

グ ローバルECセ ンター構想

㊥(蕊 ㊥

図1-18
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図2-1

図2-2
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図2-7

…ChangingElectronicCommerce

Landscae-KeyBusinessTrends...

TRENDS

灘
羅

やー
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図2-19
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図2-27
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図2-29
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戦 略的調達支援サービス/TPN

Ｔモンストレーンヨン
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EC事 業 部 ソリュー ションコンサ ル ティング 部

http://www.isid.co.jp/ec

iSiD

図3-1
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図3-3

バイヤ企業 プロジェクト登録 iSig
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バイヤ企業 調達品目の属性定義
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バイヤ企業 入札ラウンドの期限設定 iSin

図3-7

バイヤ企業 図面ファイルの添付 'fSiD

図3-8
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サプライや企業 メイン メ_ユ 一 色描

図3-9

サプライや企業 入札プロジェクトのダウンロードiSiD
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サプライや企業 設計図面の参照 iSiD
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図3-11

サプライや企業 入札条件の入力 iSiD
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サプライや企業 結果の確認 iSiD
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講演3

2-3-3ソ フトウェアベンダが提供するインターネットEDI

富士通(株)第 ニシステム事業部ECソ リューション推進室 室長

鈴木英彦 氏





2-3-3講 演3ソ フトウェアベンダが提供するインターネットEDI

【講師】

富士通(株)第 ニシステム事業部ECソ リューション推進室室長 鈴木英彦 氏

企業間ECは 、2001年 には90兆 円にまで達するのではないかと予想されており、インターネッ

ト利用者もかなりのスピードで浸透してきている。インターネットはコスト削減やマーケットの拡大と

いう観点から、第四の販売チャネルとして、今まで電話やFAXで 行っていた業務にも浸透してい

くであろう。

製造 ・流通業界では、コスト競争力の強化、戦略的な企業連携 の推進、顧客満足度の向上が求

められ ている。スピードアップを目的とする構 造改革をし、ネットワークで結び、グローバル化に適

応する必要がある。そのためには、BPR(BusinessProcessReengineering)と ともに情報技術 を

導入することが有効である。調達業務の迅速化、オープン化などがEDIに 求められ、開発 ・生産

のスピードアップ、企業間調達・販売のオープン化、国際調達 ・物流管理、消費者販売チャネル ・

サービスのシステムの構築が重要となっている。

今後は、特定回線を用いたEDIが 残る一方で、エクストラネットやインターネットを利用したEDI

も増加 していくと考えている。また、決済業務までEDI化 するために銀行を取り込んだオープン

EDIが 普及していくであろう。これまでは、一企業内で整理されていたワークフローを取引先まで

視野に入れて、どのようにワークフローを連携させていくかという取り決めが必要となる。システムと

して、図一14のようなものをイメージしている。実施例として、以下のものがある。

事例1は 、97年11月 に本稼働 した電子コメ市場である。ネット上で、卸と卸がコメの取引をし、

商社が仲介者となる。実際に定期的に取引関係者が集まる必要 がなくなり、ネット上で市場を常

時開設できるようになった。交渉履歴がデータベースに残るため、マーケティング情報がとれ 、市

場動向を正確に把握できるようになった。

事例2と して、ディーラ販社支援BDIで ある。対象販社は、全国810販 社、1,400拠 点で、取扱

品 目は、企業向けパソコンなどである。取引情報は見積、注文 、納品、請求、支払などである。従

来、FAXや 電話で取引をしていた企業に対しても全面EDI化 したことにより、マーケティング情報

の共有化、事務処理の効率化や情報装備による営業力の向上をすることができた。パッケージを

使って注文から納期回答、出荷、請求、受掛金 ・買掛金、マスターをお互いに交換できるシステム

を採り入れている。社 内システムがある企業とは、エクストラネット網で、持たない企業とは、ブラウ

ザでCII標 準メッセージを用いて行っている。

事例3は 、当社の総務購買である。利用部門から取引先まで、購買業務フローを全て電子化し

た。ネットワーク運用はアウトソーシングしたため、業務運用のみ に専念できる。メッセージはCII

標準を使用している。中小の取引先が非常に多かったため、低コストのWebEDIを 利用している。

現在 、見積は、全てWeb上 で行っている。取引を望む企業は登録 をし、面接をした上でユーザ

IDとパスワードをもらい、ホームページ上に公開された購入希望品をみて、見積を出す。当社は、
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一番安く
、早く回答してきた企業の商品を選ぶ。見積を公開することによって、公平な取引機会を

提供でき、また業務の効率の向上を図ることもできた。

事例4は 、資材購買EDIで ある。伝票の処理は、全取引先とのやりとりを電子化しないと意味

がない。EDIで の取引を普及させるために、標準化や取引先の理解を得るための説明会の開催 、

安価なEDIシ ステムの提供などをした。その結果、購買事務作業の約25%の 削減、調達期間の

短縮が進んだ。取引先でもインプット業務の効率化、納品・研修 ・売上確認の迅速化が実現した。

今後は、取引データのコンテンツ自体が高度化していくことが予想されるが、インターネットを含

めたネットワークの広がりの中でどのような調達業務をしていくかがテーマであると考えている。
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SOLUTIONVISION

ソ フ トウエ アベ ンダが提供 する

イ ンタ ーネ ッ トEDI

1998年12月4日

富 士 通 株 式 会社

図 一1

7.爵 弄醐 引の動向

2今 後求めらカるED1

3.ECシ ステムの男 雛事侮
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図 一3

電子商取引とは

企 業、一般消費者、官庁 ・公企業、教育機

関等の間でのあらゆる経赤 活動 を様 々な

コンと』 一夕ネッβワークを用いて行うこと。

:企業㌻
工場

図 一4
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ECの 適用形態分類

消 費者EC(BtoC) 企 業 間EC(BtoB)

(
バ ーチャル

モール

インターネットEDlW
eb

巨 遮][璽]シ ステム
ペ報交換 」 覧報共有珍

Il

スマートカード
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sぷ 一 ぷ 燈 滋9・
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1
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1暗 号 ・認証 ・公証・決済1)一
tCepvr`ght富 士通株式会社1998

図 一5

ECの 市場予測

1全 世界のEC/二よる取扱)富予i瀞

米商務省予測

米国2002年 で

約40兆 円規模

図 一6
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日米のインターネット利用者予測

!一 般家庭への急速なインターネ外 浸透

7700

5000万 台浸透

ラジオ38年

13年

CATV10年

インターネ外5年

図 一7

国内仮想店舗数の推移

1皇 砿メごナるモ・一ノレ市〕瘍

サイト数(累 計)

インターネット利用

男性 の5割 、女

性 の4割 がオンラ

インショッピンゲ経

験者
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取 引 コス ト

ーチ ャネ ル別 取 引 コス ト(銀 行 の 例)一
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新販売チャネル

1ECは 第四の販 売チャネル、マーケット拡大可能

販売チャネル別売上比率変化

直接(対 面)

販売

ダイレクト

メール

インターネット

以外のEC

インターネット

EC

図 一10
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図 一11

EDIに 求められる要件
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① 設計スピード/開発スピード

対応システムの構 築
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の強化

・規制緩和

への対応

・戦略的な企業

連携の推進

・顧客満足度

の向上

・新ビジネス

の創造

② 製造/生 産のスピードアップ

対応システムの構 築

1③ERPシ ステムの構築i
調達 ・販売 ・物流

の効率化とチャ机 拡 大
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1⑦ISO14001対 応/PL法 対 応
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電子商取引(企 業間EC)の 今後の方向性

第3ス テップ(決済を含めたオープンEDD

鋼
インターネット

エクストラネット

第2ス テップ(オーブンED1)

鋼
インターネット
エクストラネット

第1ス テップ(現状 のEDt)

鋼－
AllRightsR.served,Copvright富 士 通 株 式 会 社1998

図 一13
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調達システム構成例
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調達業務フロー例

利用部門

見積依頼入力

納期回答受理

出荷回答受理

入荷情報

調達システム
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見積回答受付
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ECシ ステムの実践事例

事例1電 子コメ市場

事例2デ ィーラ販社支援EDl

事例3総 務購 買EDl

事例4資 材購 買EDl
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國 電子コメ市場

園

圃

図

①会社規模 年商:1.6兆 円

②業種 総合商社

③取扱商品 コメ(今 回のシステム化対象)

④取引先 コメ卸200社
㍉}、 丁 人

　 ・

＼ 4

/

① ビジネスプラン立案

②開発スケジュール

③本稼働 日

96年10月 ～97年1月

97年5月 ～97年9月

97年11月
タ'　 ㌦,,㌢ い 叉^㌍ く鐸冷 、 。"・

㍉一 〉 療 訟'㍗;
へ〉 輯 一

①市場拡大および市場獲得の容易性

② ローコス ト・オペ レーシ ョンの実現(コメ卸、商社)

③市場動向の正確な収集

R()opyright富 士通株式会社1998
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電子コメ市場

1相 場型

】
ブラウザ

FENICSリ モート■_AN

ネ"

V

富士通館林
企業間ECセ ンター

WitWebサ ーが
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電子コメ市場(効 果)

◆ 市場拡大及び市場獲得の容易化
→1回/月 開催の相場市場を、ネット上で常時開催

◆ 交渉履歴のデータベース化
→交渉履歴(商談不成立含)をDBと して管理、市場動向把握

◆ 商談成立時の自動FAX配 信
→売 りたい商品を登録、成立時自動FAX通 知

ヨン会場

発信 か、

オークションを開催 し、落札者と個別取引

璽㌻隆
ブラウザ上より、取引条件を明確にした

商品情報を発信、市場を獲得する。

AI|RhtR c・py・ight⑥ 富士通株式会社1998

図 一21

團 ディーラ販社支援EDl

・対象販社 全 国810販 社、1,400拠 点

・取扱品 目 企 業向けパソコン、ネットワーク機器 等

・取 引情 報 見積、注文、納 品、請求/支 払、返品、各種マスタ等

灘

」 ・る

・マーケティング情報の共有(マスタ情報、受発注情報、顧客情報等)
・生産性向上に向けた情報の活用(標準化、統合化、迅速化)
・新規市場開拓に向けた最新システムの実践による有利な商談展開

クぶ"s

惑

蓉

'

・取引情報の全面EDI化 による事務処理の効率化

・クイックレスポンスによる顧客満足度の向上

・情報装備による営業力の向上

/・
　 '　 ・ ∫い 一 儲

砲,・ 　 　 '一'詳 轡=

川lRhRd恥pyr,●t富 士通 株式会社1998
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ディーラ販社支 援EDIシ ステム
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國 総務購買Web-EDl

①会社 富士通
②業種 情報通信
③取扱商品 総務備品
④取引先 ベンダ

・∨'　 ∴ンばパ さ:パ ▽"

圏
①受発注のコス トダウン

②ペーパー レス

③取引先の電子化拡大
/ 売が わ,、 ・妻∵.,.ミ'　 、 ふc当 主該 　 　 c.二.こ 「「'、七 　 バ ∪ ・・1狛
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総 務購 買EDIシ ステム概要

〈目的〉

口利用部門～お取引先までの購買業務フローをすべて電子化
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ゴヒ旦
刀 泉

社内BPRの 推進 社 内外BPR推 進

96年5月 97年3月 97年9月 ～

口総務関連事務手続き

の全事務所へのシス

テム導入完了
・計画年休取得申請

・出張旅費精算

・一般購入依頼など

(マイオ イス)

口各地 区購 買関連事 ロTRADEX-Net

務処理を集中化

利用者環境の整備 総務システムの

境整備

を利用した総務

EDtシ ステム構築

開始(98年1月

中小お取引先に

対する安価なEDl

システム提供

'総務部

門における購 買業務△ のEC/Ebl適 用'

AllR`shtsReserved(bpyright富 士通株式会社199S
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図 一29

見積依頼画面(公 開見積)
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受注処理画面

』

♪翼こノD篶

"受 注処理メニュー
ぐ ・-.〉'』 、

牡
'

EDIメ ニ 三一 ∵

'

企 業コード:XXXXXXX取 引 先名:NNNNNNNNNNNNNNNNNNNNNNNNN

「品 名」をクリックすると、納品書が表示されます。

1「三 一
「 一 ー －St'gr-8-一 「数量 「転 「「嘉蚕百 「願 「

』

「

(2)

XXXXXXXXXXXX

'声 声

]・21・r〔rcnm3

(3)NNNNNNNNNNNNNNNNNN

NNNNNNNNNNNN

(6)(7)NN

ZZZ,ZZgN

GRANPOWER5000シ|一 ズ

SA/SEハ ンドブッ 「二「「
JavaScript入 門 「 1「rc

(9)NN99999999

N

　 ぎ コ 　

陳収日

99999999

　

19-F三'「

1997・ ・,・・:出 力済 「 一

・21・〔…[一 ー ー 一 「一 ㌃「面一1997・… 「願 19970705

,禰_ば 蕊 、娩 ぽ 撫 ⇔ 。ぶ 蕊 駆 繭 イぷ ≡ 灘斑,ぐ鋼,鋤

Al!RilhtsReserved,〔li叩yright◎ 富士通株式会社1998

図 一31

検収明細画面
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総 務購 買Web-EDlに よる効 果

①公開見積による見積機会の拡大

見積情報の公開により、公平な取引機会の提供の推進

②ペーパ レス

年間約百万枚の帳票を削減

|

1

③業務の効率化

購買全プロセスにおいて約3割 の工数削減

④購買データの有効活用

見積情報の電子化により、購買データの分析が容易

⑤安価なシステム
システム導入時におけるお取引先費用負担を軽減

j

Copyr`かt富 士通株式会社199S

図 一33

鷲例4。 資 材 購 買EDl

閨

＼ /

①会社 富士通

②業種 情報通信

③取扱商品 電子部品、部材

④取引先 ベンダ 緩
/ 一 バ,、 ・ ぺ

Al「R;shtsR・ ・■rv●dC叩vri`ht◎ 富士 通株式会社,gg8
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取引先の状況

年購入額

ランク

100億 円以上

10億 円以上

1億 円以上

合計

取引先数比 購入金額比

(累計比)(累 計比)

20/o

7%

21%

(2%)

(9%)

(30%)

約3000社

65%

(65%)

250/o

(90%)

8%

(98%)

約2兆 円

AetRishtsR●s●r》 ●d.〔bpyright富 士通株 式会社'998

図 一35

(業務処理 イ メージ)
技術 ・研究部門

辱[購 入依頼]

生産管理部門

生産管理システム

ー 部門単位運 用 一

所要量計画
購入依頼

日
部品集約管理
部品在庫管理

部品払出管理

{製造ライジ回

購買寮務

受付→ 見積取得→交渉→ 注文決定

調達基幹システ
ー全社で統合運用

_一
購入依頼受付

自動発注

管理業務

管理データ提供

発注/変 更
注文処理 EDl

購 買情 報提供
・発注 通知

・入荷/検 収

買掛計上

取引先M
価格M

注残
取引実績 警

醒
圃
入荷 ・検収管理

・
ぺ
.
ぎ
.

♂

経理部門

買掛管理,支 払,

原価計算6t6.

受入・検査縮 縫

検 収 ← 検査 ← 物品受入

S5erV■d■ ⑭yri

lEDIセ ンタヨ

令AP

受 注

製 造

出 荷

t富 士通株式会社1998
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これ までのEDl展 開経緯

.1981/41醐 引φEDI化 開発着手 ∴ 一 ∵

醐4独 自方註 のパイ・ツト運用開娠:＼ ∵

1987/1・:主要♀工即 自1化 完了烈 ▽ ・誤 ぷ パ1

(1189/5・旦AJ取 引情報化対願 事 剛 定)㌫ ♂

199・/ξ羅1恕 騨 よるPイ アじ熟: 、OiO、

雛 翻 驚縄 ‡』器鶴翼:惑憲
己3El訂 褒鞠 品書への完全移行」

Co富 士 通株式会社1998

図 一37

資材EDlの 業務モデル

富
士
通

竃 ・鵜

難

〈 〉 は

所 要 計 画<0201>

*注 文(含 む 変 更)<0502～05

納 期 回答/搬 入 計 画<0702>

出荷 実 績<0704>

*入 荷 く0705

*検 収 く0901

*買 掛 明細 くllOl

分 コード*赤 字:EDIを 実施 蕊 る 孟 一'

弓

図 一38
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資材EDlの 推進状況

取引先

圃1脅 身方tf

ロ ロ凶」標準
一－ED/化 声ω

図 一39

資材EDl展 開上の問題と対応

問 題 取引先のEDlに 対する理解不足
予算、開発要員確保が困難

対 策1・ 取 り組みスタンスを取引先 にPR
・取引基本契約書を改訂(EDl推 進条項を追加)

・取 引先へ の説明会を実施(延 べ600回)

2.取 引 先 側 の 負 担 の 軽 減
・独 自方式 からElAJ標 準への切替え統一

・EDl専 用 パ ソコンを仕立て安価 に提供

3.推 進 力 を 強 化
・専任組織 を設 置(5名)

・弊社営業部 門 との連携(定 期的打ち合わせ)

・EDlパ ソコン教室開校

(96～97編 二,3ユ凪,1縫

図一40
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効果

吻富士通

J」購 買事 務 作 業 の 約2596の 削減(35人 分)

→ 取引先選定,価 格交渉,納 期管理 業務 に シフ ト

嘘調達手番 の短縮(発 注 ～納入)
⇒ 最低でも5日 短縮

吻ペ ー パ レ ス 化(注 文書,納 品書,変 更注文書 等)

→2,100万 枚/年 高 さ約2km削 減

吻 引

ジ矛一夕ジシラッ轟業務め効率花え1^響灘㌧
納 品 強 収 涜 上確認のスピ+障 汐 ・1

Copy・,sht⑥ 富 士通株式会社1998

図 一41
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図 一43

¥羅 羅戴 鷲鷲慧嫁き灘鷲

富士通の持つEDIの 豊 富な実績 に基づくノウハウを凝縮しt

統 合EDIパ ッケージ。

鋤鐙げ ・E)鰍 デ 築 の9θ θ

坦ジズテム構築に必要な質の高い、、豊
塑ラ鶯ウを汎用化してパッケージング'

灘 酒 ダ!形態 を〆一夕%.シ ㌍
紙大容量から小容量までをカバ三
泌ぷソコン1台から始められるED

KEDシ ステムをその ま利

国丙z遅 療 標準・、の
綱,UNンEDIFACτANSIX弐2対

簸 欝欝 ㍍纈 にサボ

㌫冤㍑篇蒜灘㍑
EJB:EnterprtSeJavaBt'a"s

o繍 惣

サーど× の充 実:i「

画 ら運用までをトータルサポ㌍ト

ぷ.新 テク/ロ ジーの」柴燈.

ll-.tL・,#1
ジェクト技術によるERP等 との

、文 軋 」w

XMＬEJBな どの 新技術

藏 認諺が
A1+R`thtsRes●rv●d,COpyr;tht富 士通株式会社1998
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● ネットワークに

依存しないEDI
システム構築の

実現

● 短期間で業務

サービスが稼動

可能

● 既存資産を活用
したEDtシ ステム

の構築が可能

AltRishtsReser》ed,Copyritht◎ 富士通株式会社1998
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TRADEMASTER(機 能構成)
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図 一47

トランスレートするフォーマヲトは,

右記の 定義ビューを使用し

て実現可能。

トランスレート可能なフォーマット

企業フす一マット

劾 与

ll,l
EDili

裟フオ「

霧企 業 ・〈
〃ヲオ一難

図 一48
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図 一49
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讐遊ぽ誉勲 び　
之騒

' 、ぷ ふ 、、、-lt,di/.vvrA

創テ■-S発生単位(格納)1集配信処理単位ノ日付により,ファイル内のデータを世代

管理することが可能です。

ゆ 　 ピ ヤひ ん 　

φ肩77〃 管 理 凝

冒メッセージ振り分け,トラッキング等の連携処理で発生したデータの保存用ファイルとし
て利用が可能です。

1擬i禦～黛 捲擁i
創 センタ名,デ ータ種 別,日 付 な ど,デ ータを 運 用 に 適 した グループで 関 連 付 け,ク ♪ 一プ

した 単 位 に ファイルか らの 抽 出 が 可 能 で す 。

ξ:

.、※⊇⊥A聯
冶'邸w^w'編』^食 シ、・ts☆添o八

割データ発生時に格納する処理と配信する処理を自動的に排他管理します。
また,数世代を蓄積した後,一 括して配信することが可能です。

AltRightsReserved.C。pyright富 士 通 株 式 会 社1998

図 一51
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集配信
受付/完 了
通知

トラッキン

完 了通知

蓄積操作

アドレッシング

完 了通知

蓄積操作
完了通知

繰金情報 取引情報

」照会情報－

L集eeeデ ータ管理.。イ,P

(トラッキング情報を格納)

黙

　
,,課金惰譲

へ ※
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WitWeb/PDMが 提 供 す るEDI基 本 機 能

WitWeb/PDM基 本機能

・日AJ

・Cll

v等
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講演4

2-3-4調 達側から見たインターネットEDI

(株)日立製作所 資材部EC推 進センタ長

稲上次男 氏





2-3-4講 演4調 達側から見たインターネットEDI

【講師】

(株)日 立製作所 資材部 EC推 進センタ長 稲上次男 氏

資材部 門においては、発注側 に受注から設計、資材調達、生産管理という形での業務サイクル

がある。一方、受注側も、同じような生産材のサイクルがある。以前は発注側と受注側で各種の伝

票が交換されてお り、その電子化がないと双方の社 内システムでの効果がないということで、1987

年くらいからEDI化 に着手し、全事業所、関連会社、さらには海外調達拠 点への拡 大に取り組 ん

でいる。

資材部 門におけるEDI導 入のねらいは、調達リードタイム短縮、電子化の工数削減 ・正確化で

ある。現在の社 内のワークフローでは、見積依頼 ・回答の過程を経て設計や製造現場からの発注

依頼 をオンラインで受け、発注決済したのち、注文残をデータにして取引先 に送っている。

企業間のEDIと しては、取引先に受信者用のソフトを提供して企業間の電子化連結をしたり、一

部体制の整わないところについてはFAX配 信も行っている。また数年前か ら電子公 開入札 を

Web上 で行い、資材部門のホームページから各社に展開している。その結果 、1997年 時点で発

注側 として自社の事業所、関連会社合わせて42社 、一般発注社合計74社 、受信側の取引先と

して約2,000社 、合計2,100強 の取引となっている。

企業 間EDIか ら企業 間ECへ の展開を考えたとき、現在資材 の業務の中に取引先の開拓や見

積仕様書、あるいは製造関係の在庫情報、生産情報のやりとりがあるが、これらは従来のEDIサ

ービスの限界であった
。今後は例えば具体的な課題 ・ニーズである新規取引先の開拓について、

見積依頼 ・回答だけでなく、図面・購入仕様書を添付してのやりとり、あるいは生産計画の提示な

どもっと幅広い形の対応をとっていきたい。またインターネット技術を利用 し、不特定な企業間に

おいてオープンな電子公 開見積も併せて行っていきたい。

このような考えの下に新しい企業間ECサ ービスとしてTWX-21(TradeWindsonExtranet-21)

を考えている。これは企業 間のビジネス連携をトータルに支援するもので、自社の商流、資材の

取引だけでなく、金流、銀行間、物流も含めた形のサービスである。またセキュリティあるいはデー

タ容量、応答性、信頼性などを確保した上で、専用ネットワークとインターネットの併用、接続を考

えている。

これまでのインターネットを使った資材システムとTWX-21の 違いは、前者がユーザ個別管理

型で、システム開発 ・運用の際にユーザに負荷がかかっていたが、それに対し後者 はセンター共

通管理型で、ネットワーク基盤の運用は運用会社が持つため、ユーザ側はその上 にあるビジネス

アプリケーションを使えばよく、負荷 が少なく効率がよい。

システムの全体像 は、運用センターが会員管理、課金管理、運用管理といったサービス基盤提

供を行い、企業情報提供、EDIの 機能をサービスサイト群でサポートしている。EDI機 能としては

従来からのフォーマット(専用フォーマット、EIAJ等)の 他、今回WebEDIの 機能に対応し、将来
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の国際取引を考え、UN/EDIFACTで の提供も考えている。(図一17)

またVAN機 能として、従来はバッチ処理だったが、将来はできるだけリアルタイムに持っていき

たいと考えている。また回線 はインターネットでつなぎ、セキュリティについては暗号化あるいは証

書による認証実施として、EDIデ ータのみならず多種多様 の情報を安全に送れる形にしたいと考

えている。

現在、資材部門におけるTWX-21導 入の取り組みを進めており、事業所では1999年1月 完

了を目指している。取 引先 については約3,000社 を対象 に展開を図ろうとしているが、対象を広

げようとすると取引金額の少ないところまで拡大する必要 が生じる。そのため、WebEDIやFAX

機能を付け、選択適用の範囲を広げている。事業所内のEDI化 率を上げるために、自社側は同

じEDIフ ォーマットのデータで相手に送れ 、一方受取側は規模 、件数に応じた形の受信を選択

できるというメリットがある。

また今後はSCM(サ プライチェーンマネジメント)をにらみ、情報交換や社内の情報伝達のスピー

ドアップを図り、物の流れをスムーズにすることが求められる。
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EDI推 進協議会普及研修会

調達 劔 から見たインタ・一ネッAEDI

斑曝璽綴講
LCA

図 一1
HITACHI

乳資材鯛 たお/ナる

EDノ荏の敢躍 み

…
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1.1製 造 業 としてのEDIの 捕 え方

発注企業

/〔 生産管理〕＼

受
注
販
売
業
務

企業内EDI

システム

＼畷 〕/

資
材
購
買
業
務

受注企業

/遍 ＼
受
注
販
売
業
務

企業内EDI

システム

資
材
購
買
業
務

＼[鶏/

〈EDI導 入による効果〉

(1)企業内 ・企業間の リー ドタイム短縮

(2)情報の電子化工数低減、正確化

(3)伝票処理など事務処理作業の削減

(4)情報/状 況のビジュアル化 による

管理精度の向上

HITACHI
図 一3

NlRlgMsReservedCopyT`ght(c),1998,HitachlLtd-3・

Ii.2HITVAN(日 立総 合 資材VAN)の 全体像

日 立 資 材

受
注
販
売
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務
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ヲ
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、
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璽
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≠
園

{園

[
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燈

⇔

E
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ー
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ス
テ
ム

ード リ

竃ll三 三瓢

企 間EDI:HITV

MailBox

膏曝 書
タ FAX配 信 サービ ス

鋼

取 引 先

パ吾
ノ⑳ ＼

運送依頼

絹 鳴 寄三 ヨ運送業者

受注者用ソフト

(VANTOPIA他)

フ
蟹 ※

.い 川.

㌫1℃ 企藁箒 ㌢

HITACHI

図 一4
AtlRightsReservedCopyright(c),1998、HttachlLtd-4一
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1.3HITVAN(日 立 総合資材VAN)構 築 の経 緯

〈開発 コンセプ ト〉・企業間に跨るビジネスフ'ロセス全般の電子化による合理化(相 互互恵の実現)
・社内モデルでの先行開発と全社標準システム展開

86 8788 89 909192 939495 96

発
注
者シス

テ
ム 全

企業内EDI対 応

〈購買オンラインモデ・立」々 版(-BR)開 発 ・事業所展開願 ら麟'支 くC〃S違納品書

企業間EDI対 応

〈
モデル 全事業所展開i
立上

関連会社展開 海外調達拠点展開 i標準納品書

電子化対象業務(テ'一夕種別の拡大)

企
業
間
E
D
I

体

構

HITVANEDIサ ー ビス

偏流・輌 づ 肖費⇒ リア校 換 … 商滞.タ の拡大 i物流デ耕 同配送FAX変 換漢霧 タ

業界標準ビジネスプロトコルサボ㌔ ト

〈検討開始 1-A1-B1-ci 1-DiElAJ'94 iEIAJ'96

〈

業際標準(物流)
検討開始

受

薮
テ
ム

想 EDIパ ッケージソフ ト EDIシ ステム

〈 受注者用ソフトVANMATE K受 注 者用 ソフ トVANTOPIA

優注管理

HITACHI

図 一5
AllRightsRcservedCopyr■ghl(c),1998.Hltach,Ud.≡5・

1.4企 業 間EDIサ ービスHITVANの 運 用 状 況

発注者側74社

日

立

全

事

業

所

・
関
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会

社
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計31社
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』

企業間EDI:HITV

支払計上 荷

HINET

口

FAX配

日立

口
EDIサ ービス、MailBoxサ ーピ

VANtoVANサ ーヒ'

EIAJ

準

行 万 嚢網
L立=ヒ入」

EIAJ納 品書 対応
上 システ

取 データ約650万 件/月 「

加入企業2182社

平成9年8月 現在

一 般 取 引先

シ
ス
テ
ム

AX配 信

705社

日立営業 関連会

⑭ ⑧ …⑳(露)

D社

E社

F社

屋営営

見積回答

EtAJ

標 準納 品

受注者側2108社

(FAX配 信を含む)

(敬称略 ・順不同)
HITACHI

図 一6
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2企 業靴)留日)ノの現 状

と掲1」養

HITACHI
図 一7

AnRightsReservedCopyright(c).]998.HltachiLtd・7・

2.1企 業 間EI)1か ら企 業 間ECへ の 展 開

塵

国
劇
嗣
陶
画

1取引先開拓1

㊨
注

⑯
⑮⑭
ム/測

1電子 化ニーズ1 従 来EDIサ ービスの 限

公開見積

品情報の収集

非定型情報の交換

特定企業間の

情報交換

一
商流EDI(伝 票情報の交換)

標準ビジネスプロトコル

による規定

大量/マ ルチメディアデータ
の伝送

日本固有の同期型

ファイル転送フ.ロトコル

(全銀/JCA手 順)

五h± 、死

力タロ'

回 答 言

注 口

響
オープンネットワーク技術の利用による企業間ECサ ービス

H「rACHt

図 一8
AllR`ghlsReser∨cd("pyTlght(c)】99SHItuLh`し(d.8一
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2.2調 達環境の変化とEDIに 要求される機能

課 題 ニ ー ズ 要求機能

1

市場変化に対応した
調達環境の最適化
及び原価低減

(1)新規取引先の効率的開拓

(2)市場変化に即応した
最安値購買

(3)図面付見積依頼業務の効率化

・公開見積支援

・図面 ・仕様書付

見積依頼支援

2

調達 リー ドタイムの

短縮

(1)需要動向に即応した生産管理

の実現

(2)緊急手配等の実務処理の
スピー ドアップ

・リアルタイム

EDI

3
調達管理業務の
省力化

(1)調達関連情報の公開による
調達活動の効率化 ・標準化

・情報交換

(掲示板)

4
取引先 との

コミュニケーシ ョン

(1)多様な非定型データの交換
による懸案事項の効率的処理

・情報交換

(私書箱)

HITACHI

図 一9
A1|RightsReservcdCbpyrlght(c}1998.Hltach`しtd9.

2.3日 立資材 における企業間EC化 への対応

HITVANl(S62～) TWX.21=(H9/9～)

特
定
企

業
間
E
C

〈資材〉

§

駕
ト

〈取引先〉
テ

1
1
c

〈取引先〉

一
見積依頼

見積回答1
図面/仕様書 一

見積明鋤

〈資材〉

巨積依頼ト
ぐ

国文副

見積回答1
1注 文書 テ

〉
承認図面1函

唖
一 ・

〉

ξ 楠 期回答1

テ幽

籠
ε

電子公開入札HPN
(HitachiProcurmentNetwork):(

H8/12～)
1 1公開入札]← 山応札情報1・新規取 引先の広域開拓

・スピーディーな処理

HITACHI

図 一10

AllRightsReservcdCopyright(c)|998HltuchsLld・10・
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3.新 しい企業間ECサ ー ビス

㎜ 一21

E∠CE」.」.」8日TM且M彩E上s

「」1シy工2⊥i

・パ 〔 ㌣一 を

HITACHI

図 一11
AllRightsReserved(IOpyright(c),1998,Hitach'Ud・11・

3.1TWX・21と は

((T"(X -21,'/≠21WMの ユ=クスAラ ネ ッA上/=eeぐ

費i易員!をイメー ジ プる

``乃 「adeWindso〃
」E⊇ttranet-21,,ノ から名誘ア1プまL、た。

HITACHI

・企業間のビジネス連携をトータルに支援

(商 流、金流、物流)

・専用ネットワークによるセキュリティ、データ容量

応答性など社 内システムと同等の信頼性を提供
・ネットワーク:TWX ・21専用ネットワークと

インターネットを併用

図 一12

AlsRtghlsReservedCopyr`ght(c}.|998,HitachiLtd'12一
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3.2TWX・21と インターネット資 材 システムとの 違 い

インターネット資材システム ㎜ ・21ビジネスメディアサービス

ユーザ醐y管 理型

発注企業1 受注企業1

送信ソフト
業
務処

理
シ
ス
テ
ム

送信ソフト

受信ソフト 受信ソフトギタ
ネ

ζ
遭}＼

ン

送信ソフト

受信ソフト
一

送信ソフ ト

受信ソフ ト
送信ソフト

受信ソフト

基 「

センタ共通管理型

業
務
処
理
シ
ス
テ
ム

業務
JAVAア

㎜ ・21センタ

総
総
VA

グ ラム
・ト伝送

システム

開発
・取引会社毎に取引システム構築要 ・ナビゲーション機能の提供(接続され七いる全取引会社の案件依頼状況を表示)

複数企業

との取引
・取引会社の各サイトに個別アクセス要 ・TWX-21機 能と連動した取 引会社 向けシステム の最新 版を提供

運用工数 ・発注者内にヘルプデスク対応者を設置要 ・TWX-21ヘ ルプデスクで前さばき対 応、ユーザ は最小 限の 対応の み

設備増強 ・接続先の増加に伴う回線設備等の増強要 ・TWX -21側 で設備増強

HITACHI

図 一13
AllRightsReservcd.Copyright(c).1998.HitachiUd.・13,

3.3・TWX・21シ ス テ ム 全 体 像
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3.4TWX・21提 供 サ ー ビス機 能

EDI機 能

HITVAN・EIAJ
H10/5

Media変 換(Fax出 力)

Web・EDI機 能 Hl1/1予 定

EDIFACT H11/1予 定

見積支援機能
指定見積機能 H10/6

公開見積機能 H10/6

図面データ伝送機能 図面、仕様書交換

H10/5
情報交換機能

掲示板機能

電子私書箱

ネッティング 機能
多角相殺 H9/9

総合振込み H10/6

HITACHI
図 一15

AllRightsRescrvcd.CopYrighl(c).1998,HilachiLtd,・15一

3.5TWX・21商 品 体 系,平 成、。年12臓,

と「ジネスアプグケー

ションサーピズ
一 ー
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ヨ

ー
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M71〃 〃r碑 銘 勤

]陥 醐 膚醗 lL
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・r鮮 獲克ノ

資材・鯛 薫務
」ε拶サーとウζ

見境支援櫛鞭 換 ‖

l

I

唱 図画云送

常葉粛殺 援
サーどス

夏舷 援・錫轍 交換1

唱 図面伝送

留厨伝送サーピズ1

借鮫 黄サーどズ1

決済糞蹄支援
サービス

ネツティング支鋼 ‖

1 総合振込支援1
WεbrED149惨'H11/1月 予 定

HITACHI

図 一16
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3.6TWX・21EI)1機 能 概 要
『之～i

リz}"ド'S・集配信"状況:伝 送1履歴あi∫ラルダイムた照i会

"Tt＼^、
,'、'.s"、#〔 ミP×..{要

専用線

発注企業A社

　ソ　　　 　　　サコパ

鵬1巴 黒.
・運用管理機能

・集配信機能

・自動実行制御

・送受信管理

・状況照会機能

発注企業A社

　 　　　 　　ト　　　

崎 巳 受黒.
・状況照会機能

HITACHI

公衆

響
取引先B社

ゆ屋
VANTOPIA-TWX

取 引 先C社

線TWX-21セ ンタEDlサ ー ビスサイ ト

工
・

」

'

'送 受鮒 能1

一

案配信機能

データ

同報機能 ⇔竃、

顧

再受信

機能〉

;:1

竃1:
P、

FAX
－

出力機能
取引関係管理

了

一

取引先D社
Web

－

編集機能 憂 一《 〆 含 、7w、

パ1ラ励 増 能 一.
芯㌧心 ㌧ ・ 、ぐ・

他社EDI

接 続機能

(全銀・相互送り付け)

取引先E社

曝ＴwX-27ネ ッ ト

[コ ・EDI基 本機能

[コ ・ED|オプション機能

[コ ・EOI基 本サービス「「訴願 一 「 他社VAN

図 一17

AllRightsRcservcd.Copyright(c).1998,HitachlLtd.・17一

3.7TWX・21・HITVANEI)1機 能 比 較

機 能 HlTVAN TWX-21

集配信 ・定時バッチ処理 ・24時 間/365日 稼 動

・リアル阿ム(トラ"◆クション単 位 処 理)

回線 ・専用線、公衆回線
・専 用 線 、 公 衆 回 線(lSDの 、

イ ンタ ー ネ ッ ト

通信

プロト]ル

・全銀/JCA手 順 ・TCP/lP

ビジネス

プ叶コル

・HlTVAN(独 自)

・ElAJ

・HlTVAN(独 自)

・ElAJ(Cll)

・UN/EDlFACT

セキュリティ ・暗号化な し ・暗号化及び証書による認証実施

その他 ・双 方 向N:N関 係 管 理

・非 定 型 情 報(図 面/仕 様 書

デ ータ)と の 連 携
・Web-EDl機 能

HtTACHI

図 一18

A|lRightsReservedCopyrIghl(c},1998,H■tachiしtd,18・

一381一



3.8TWX・21見 積 支 援 機 能 概 要

〈メリット〉(発 注側)指 定見積、公開見積といった多様な購買・舗達方法により、取引先の開拓、

(受注側)応 札、見積案件数増加により、ビジネスチャンス拡大。

原価め低減。

ウ ロヂ ぞモぽ マピ プ いザ でづつ べ の ク ア ヤ チ ジ ピ ご コオ コ ロ オ 　 ひ コ ロ　 　ず ロ ンコぐのコ コ へ お 　 ぞ ぺ　 ベ ロ

タイプ1:既 存システムファイル連携型

憧]麟

iAD

当[頂

設計情 報管理

シス テ._

内

LA

TWX-21用 見積 サーバ

団 魎 爵

∵需
セ
キ

ュ
ア
通
信

ひ 　 　 シぽ ボウベヘギへヘベ

タ イ プ2:ma-・21C/S.型W7-

TWX-21用 見積 サーバ

ー
i

<受 注企業>

TWX-21f':… 墜 グ恒 ぎ 言響 寮灘 璽

隙 隙2c吻イη 端 末型)ポ慣 寸1三

TWX-21

見 積 ・ アブ.リケーション

窯

|

<

」三濤

■
発注者

企業向け

;男;算

煕 是鞠

一

一

一

社

内

シ

ス

テ

ム

一

■
l

I

I

I

l

l

l

l

」

驚議蕊羅

TWX-21用 見 積 サーバ

←星

←TWX-21用 クライアント

HITACHI

図 一19
AllR`ghtsRescrved.Cbrpyrigh1(c},1998.HltachlUd-19,

3.9TWX・21情 報 交 換機 能概 要

繕 醸盤勲 這菖議麟 箋譲…賠 織鎌 奪謙 譲,一
(電子私書箱機能)

電話 ・FAXを 利用している通達/回 収業務の効率UP。

取引先に最新情報をリアルタイムに同報。

:ロ ム ロ ・ ・ ロ ム 口

〈発信者権限を持つユーザ〉

暗 「

.r

Webブ ラ ウ ザ

案件の掲示板/

電子私書箱登録

掲示板/

電子私書箱参照

回答作成W
ebサ ーバ

TVVX-27セ ン タ

〈参照者〉

・竜

HITACHI

図 一20
AIIR`ghtsReservcdCopyrighl(c},1999,HiLachiLtd.20一
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4e立 費r材 舵 免ごtJS`/,プる

7'膨X-27凛 ス の取 溜 み

HITACHI
図 一21

AllRtght・Reser・ed(lapyright(c}1ggs,HilachiUd-21・

14.i日 立 資材 部 門としての取組 み

基本的な

考え方
資材取引に関する企業間の情報交換は

全て電子化としTWX-21を 介 して行い、

受発注者相互での業務効率向上を目指す
一ー 一

機 能
『 ←← 一 一　 -

EDl

発注者(日 立)側 受注者(取引先)側 1
1

|

[

HITVAN→TWX-21へ の

全 社 一 斉 切 替

HITVAN→TWX-21へ の 早 期

移 行 、新 規 加 入 促 進
〔 一 ⌒ 一 ⌒ 一

見積支援
一 ー-

図面・仕様書のEDI化

全事業 所で順次導入

情報交換

一

注残・生産計画情報等の

開示、全事業所で順次導入

各事業所の実施時期に

あわせ導入

電子公開
入札

HPN→TWX-21へ 全 社 一 斉

切 替

TWX-21非 会 員でも参加

可能

HITACHI
図 一22

AllRtghtsReservedCopyr`ghl(c)1998H'lachiLtd・22一
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4.2TWX・21導 入 の メ リ ッ ト

機 能 発注者(事 業所) 受注者(取 引先)

EDI (1)24hr稼 動 、 リアルタ イム

(2)料 金 が安価

同左

見積支援
及び
情報交換

(1)調 達 リー ドタイムの短縮 (1)ビ ジネスチ ャ ンスの拡大
・納 期関連情報

(生産 計画、 フォーキ ャス ト)

(2)情 報の共 有化

・公開入札案件の増加

[日立+他 幹事会員]

(2)情報の共有化
・注残D/B 、部 品在 庫、

生産 計画等 の情報 の開示

(3)業 晒効率 の 向上

・タイムリーな情報の入手による

的確な生産計画、出荷の実現

(3)業務効率の向上
・図面と見積依頼(注 文書)

の付け合せ業務の削減
・見積明細のDB化 、

価格情報の蓄積

・見積決裁業務のワークフロー化

・見積業務の進度管理の実現

(回答提出、未回答等の状況)
・図面情報のDB化

共通事項 取引データの一元管理/ハ ン ドリングの実現
・EDIと 「紙 」(図 面/仕 様 書デ ータ)と の二重管 理廃止

H「rACHI
図 一23

AllRightsReservedCopynghl(c)1998.HitaehiLtd・23

14.3TWX・21EDI機 能 導入 基本 方針 1

(1)日 立全事業所で導入(HlTVANか ら移行)
→ 平成11年1月 完了予定

(2)取 引先 上 位3000社 を対 象 とす る
→ 購 入 件 数 比 ・金 額 比 で99%を カバ ー

→EDl,Web-ED1,FAX出 力 機 能 を 選 択 適 用

(3)ElAJ標 準納 品書取引先発行化推進

HITACHI

図 一24
ALIR'gh`』ResじrvcdCop)rlgh1{り1998Hituch]Lld24
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4.4TWX・21EDI機 能 の取 引先側機 能 選 択

多

↑

受
注
件
数

↓

少

発E
注D叫Web

側1 一

桓 受:発 注側:EDI化 率の拡大

注

側:受 注側:選 択による加入拡 大趣
匝

全てのEDIデ ータの受信可能

社内システムとの連携可能
幽

特定さ

れたEDI

データの
FAX受 信

Web-EDI

特定 されたEDIデ ーータのブラ

ウザ検索(照会 ・ダウシ日一ド)

小← 取引金額 ・企業規模 →大

HITACHI

図 一25
AllRightSRes6rved&)pyr`ght(c).1998.HitachiUd.・25・

4.5TWX・21EDI機 能 導 入 状 況

治巳.日立事業所 取引先:

論 溜㌫ 確 認 ㍑ ム'力1;輸から移行及び新規)
ξ薬 王・必要なハー ドウエア準備 ・必要なハー ドウエア準備
・:漬ン・事業所 導入 スケ ジュール 立案 ・環境設定(ソ フトウエアインストル)

三目li・取 引先加入説 明会開催 ・単体/連動 テス ト
之」・・ピ%HIOH11

漬立汽
寧挙所
霧パ

・ 【 ヰr

・鷺 一等

欝 一
恒 泣 三八7.

:'∴_.

燃 舗
拡大

熟 ○

^}

先 行2(芦業所移行

▲去稼動開始

:烈:鼻

.、 ＼t

.r嘔,"

全車ヨ

4月 ニミ月6月"～9"」8月::瑳11・ 月'1・ 月 、 ・2月 畑 ・月3月

Lピ

所移行

,

見明会:合

0/4)

平成11/1ま でにに31事 業所(全

事業所)HITVAN→TWX-21へ 移

行完 了予定
`
1事 業所

本稼動

計16回(H9/12

-6～ 同(

5事業所

本稼動

.A,

事業 所別個別 観
潮)(H1

2事 業所

本稼動

明会:合 計
「)/6～Hln

12事 業 所

本 稼動

9)

5事 業所

本稼動

事案所用

1事業所

本稼動

'

2事業所1事 業

本稼動予定本稼動 定

移行完

平成11/3ま でに取 引先之000社

とTWX-21上 でEDI化 予定

個別説明会( ロ期)(HIO/ )～
、 〉

`) 〉

`

HlTACHlAllR1ψt5Resewed,c。py,、ghI(c).1卯8,H11拭h山d.26.

図 一26
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14.6TWX・21見 積 支援 機 能導 入事 例 1
弊社A事 業所 NBONetworkBuyer'sOffice

A慧 所 ・指定見積
・公開見積
・図面伝送
・情報交換

職隅
♪ インターネット

受注企業B社

社内システム端末

●H9/10～ テスト稼動、HlO/4～ 本稼動

〈効果〉(1)仕 様書 ・図面 ・注文書等の電子化による業務効率

向上(スピードアップ)

(2)応札価格の公開による取引先の競争意識改革

(3)新規取引先開拓によるマルチベンダ化の強化

(4)取引先との非定型情報の情報交換による電子化

範囲の拡大
HITACHI

図 二27.

TWX-21～

クライτント

量
TWX-21TWX-21

クライアント クライアント

AIIRightsRcservedCopyright(c},1998,HltachiUd-27一

5今 後の展開

HITACHI

図 一28
Al|RlghtsRescrvcdCopyright(c)1998.HitachiLtd-28一
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今後の展開と課題
「-〔. 一一}一 一}「

＼ 機 能 作 業 項 目 課 題
一一一 一 ーー一㎡ 一一 、 一

定
型
情
報

EDI
・取 引 先 側 のHITVAN→

TWX-21へ の 早期 移 行

・標 準 納 品 書 取 引先 発 行 化

・取引先側社内システムとの

連携
・事業所側伝送のリアルタイム化

非 見積支援

・モデル事業所(立ち上 げ済)

及び全事業所への展 開

・事業所内関連システム整備

(図面、仕様書の完全電子化
定 (非量産 系、情報システム系 及び購買システムとの連携)
型 →量産系事業所)

情
報

}一

情報交換
・モデル事業所立ち上げ

及び全事業所への展開

・事業所内生産管理システム

との連携
(量 産系、情報システム系
→非量産系事業所)

一}一

電子公開

入札

・TWX-21公 開見積機 能への

全社 一斉切替
・公開品目の拡大

・取引先側応札体制の整備

(インターネット接続)

HITACHI
図 一29

AIIR`ghtsRescrvcd.(lapyright(c)、1998,HitnchiLtd.・29,

5.2次 世代製造業システムの全体像 ～SCMへ の適用～

lTWX21 11 生産額 所1Twx211
、

設計システム

PDM

一

〆 、.

一
・カタログ情報
・改廃情報提供麟社篤

㌔惑 緯.

流通在庫

実販管理 一

∨

1

一

.'さh,・ 頁 、冨 一

購買システム

¶'

N
〆 、

一
・見積依頼/回答
・内訳明細
・公開見積
＼ づ

曇藁

適
b

　⇔
'

⑳
受注
業

顧客

舗

顧客

ネットワーク受 注 センタ / ＼、
-i
・新製品情報

L

M

長

P

l

P

A

L

購買}竺⊃

生産計画
システム

)

基幹業務

情報群管理工 』受注

生産

庫

高速MRP
"

⑳⑳⑳

=,

一→レ
一

'、

う図面伝送機能〆

…
・受注手配処理
・注文変更
s

、
一括出図送信

2

部品調達
業務支援
システム

、

.

じ⌒ ・
・国内EDI

・海 外EDI

」

/

=
・納期間合わせ

/回答
・受注品進度管理
＼

＼'-

ERP

/ r、

レ縫 交 換 機 能
・納期 間合 回答

・検査 結果情 報
＼2
`「≡ ×弓ふ・■

1 部品在庫1
一

一

〈

、ゴ・ジご鳶:㍗ 」
/

工程 管理システム
ー

製品在庫

ネットワーク保守センタ

薄 書『

鷺濡社 鰯

情報共有化捲

一

.■'

参 生産 計画

(中 日程/小 日程)
・注 残/検収情 報
s 、酪一

ぐ雰
物流セ万1

製 造リー ごタイム桔 縮

ジ販売リードタイム短縮1 調達リードタイム短縮
1 ,

HITACH`
図 一30

AllRightsRescrver]Copyright(c).1998.HitachiUd.30.
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講演5

2-3-51SOC-IETFに お けるインター ネ ットEDIの 検 討 状 況

(株)三菱総合研究所 情報技術研究センター

情報技術開発部 主任研究員

飯村次郎 氏





2-3-5講 演51SOC-IETFに お けるインターネットEDIの 検 討 状 況

【講師】

㈱三菱総合研究所 情報技術研究センター 情報技術開発部 主任研究員 飯村次郎 氏

本講 演で は、インターネ ットEDIに つい て、技術 的側 面から検 討 し、その標 準 規格 の提案 を行

っているIETF(lnternetEngineeringTaskForce)に おける検 討 状況 を報告 する。

IETFは 、Internetの 仕 様 の開発 と技術 的 レビュー を行 う組 織 であ り、1989年 にIAB(lnternet

ArchitectureBoard)の 再 構成 に伴 って発 足 した。政府 主導 で一 部技 術 者 ・研 究者 の手 によって

進 ん でいたインターネット構 築 が、市 場 主導 にシフトし始 めていた時期 である。IETFは 、複数 のエ

リアに分かれ て活 動 しているが、インターネットEDIはApplicationAreaの なか にあるElectronic

DataInterchange-lnternetIntegration(ediint)と 呼ば れるグル ープ で検 討 され ている。

他 のグル ープも同様 であるが、ediintに お けるほとんどの議 論 は専用 のメーリングリスト上 で行 わ

れ 、適 宜 、Face-to-Faceの 会 合 が補 完的 に開催される。ediintへ の参加 は、極 め てオー プンか

つ公 平なもので、その運 営も主査を中心 に 自律 的に進 めることになっている。ediintの 場合 、ietf-

ediint-request@imc.orgに 電子メール を送ると直ちにメンバ ー登録 が行 われ 、以降 、メーリングリス

トietf-ediint@imc.org上 での議論 に参加 することができるようになる。

現 在 のediintが 発足 する以前 、IETFで は電子メール の拡 張規格(MIME:MultipurposeInternet

MailExtension)を 利用 してEDIを 実現 するための規 格が検 討 され ていた。この電子 メール の 添

付 ファイル にEDIデ ータを格 納 する規格 は、1995年 に標 準規 格 文 書 に相 当す るRFCに なる

(RFC1767)。 この検 討 のなかで、「ベ ンダ に依存 しない相 互運 用 可能 なEDIの 環境整 備 」の必

要 性 が認 識 され 、ediintが 発 足 した。

ediintの 最 初の成 果 は 「Requirementforinter-operableInternetEDI」 と題 するInfbmlational

Document(情 報提 供 を主 眼とす る文書)で ある。ここでは 、暗 号 、鍵 管 理 、デ ータ信 頼性 チ ェック、

本 人 認証 と送 信 否認 防 止 、受信 確 認 と受信 否認 防 止、トラッキングとエ ラー 処理 といった 「セキュ

リティ」に関す る論 点を中心 に相 互運 用 可能 なインターネットEDIの 要件 を提示 している。このな

か で"ediintら しい"主 張と言 えば、インター ネット上 で受信 確認 を実 装す る場合 、UN/EDIFACT

等 の個別 標 準で定 めている方 式で はなく、IETFで 検 討 している方 式 を推 奨している点だ ろう。

続 いてediintは 、「MIME-basedSecureEDI」 と題 するApplicabilityDocument(実 装 規約 的な

文 書)を 作成 している。ここでは、「送信 者 が電子 署名 付 ・暗 号化メッセージを送信 し、受信 者 は電

子 署名 で送信 者 の本 人 確認 とデー タの信 頼性チェックを行 い、最 終 的に受信 者 は署名 付 き受 信

確 認 と送信 デ ータのメッセ・一・一ージダイジェストを返 信す る」という「SecureTransactionLoop」 の実装

方 法 が具 体 的に示 され ている。日本 でも良く知られているCommerceNetプ ロジェクトの適 合試 験

によれ ば、す でに本規 約 に適合 した6つ の製 品 が実 用 化され てい る。また、米 国の 医療 業界 は、

本 実装 規約 に準拠 したEDIの 構 築 を業界 レベル で推進 しているとのことである。

目下 、ediint内 で議 論 が活発 なの は、「Process-to-Process(プ ロセス間)」のEDI実 装 規約 の検
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討である。リアルタイムEDIあ るいはインタラクティブEDIが 議論の中心であり、従来の電子メー

ルに限定せずHTTP等 を含めた検討を行っている。約3ヶ 月の間、ビジネスニーズに関するブレ

ーンストーミングを行い
、そこで提案された要件を具体的に考慮するかどうかを投票で決定する、

という議論の進め方をしている。この議論を見ていて興味深いのは、WWWを 利用したEDIと 言

っても、その解釈 が各様に存在 している点である。人間が理解 できるブラウザの特性に注 目する

立場があれ ば、むしろHTMLの インタラクティブ性を大事に考える立場もある。議論の方向を見る

と、Process-to-ProcessEDIの 実装規約 は後者の解釈でまとめられるようである。

最後に「IETFに おけるボランタリな活動に、日本からももっと積極的に参画すべきではないか」

という指摘があった。ediintとはいえ、既存のBDI標 準に対する配慮を欠いた無謀な意見が出さ

れることも少なくない。日本における健全なEDI普 及には、こうした議論に対して日本の主張を述

べていくことが必要ではないか、というのである。
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飯村 次郎

(株)三 菱総合研究所

情報技術研究センター 情報技術開発部

図 一1

lSOC・lETFの 概 要

Q.TCP/lPイ ンターネ ッ トプロ トコル体系では、

誰が技術的方向を定め、標準化の時点を決定 して

いるの?

lAB(lnternetArchitectureBoard)

■TCP/lPを 基盤 とする研究開発のまとめ ・調整

■重要なプロ トコルのニーズの決定と方向づけ

■方向づけ ・計画策定はするが、実際の研究開

発 に資金は出さない
■ボ ランティア主導の活動

図 一2
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lSOC・lETFの 概 要

QTCP/lPや イ ンターネ ッ トを構築する体制はど

のように推移 してきたの?

■19831AB(1nternetArchitectureBoard)設 立

DARPAの 特 定 研 究 グ ル ー プ か ら 自律 的 組 織 へ

■19891AB再 構成(1ETF誕 生)

TCP/lP開 発設計者 主導か らメ ーカ と市場優勢 へ

■1992イ ンターネ ッ ト学会

政府主導か ら民間主導へ

図 一3

lSOC・lETFの 概 要

IRTF
lnte「netResea「ch

TaskForce

lnternetプ ロ ト コ ル と ア

の 鯛 整

lABの 機構

図 一4
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ISOC・lETFの 概 要

Q.イ ンターネ ッ トEDIの 検討 はlETFの どの グル ー

プが行 って いるの?

図 一5

lSOC・lETFの 概 要

図 一6
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lSOC・lETFの 概 要

(つづき)

イ ン タ ー ネ ッ ト上 の マ ル チ ベ ン ダ で 相 互 運 用 可 能 な"EDI"

GeneralDiscussion:ietf-ediin@imc.org

登fflZ77F'bス:ietf-ediint-request@imc.org

Archive:http://www.i〃lc.org/ietf-ediint/

イ ン ター ネ ット上 の 商 取 引 の た め の 相 互 運 用 可 能 な 枠 組 み

取 引 実 績 が な い 取 引 当 事 者 間 で 電 子 決 済 シ ス テ ム に 依 存 しな い

オ ー プ ン な 取 引

GeneralDiscussion:ieif-trade@lists.eListX.com

登録 房 アドレス:ietf-trade-reques@lists.eListX.com

Archive:http://www.eListX.c・m/archives/ietf-trade

CII普及研修会資料

図 一7

lETFに お け るWGの 活 動

Q.世 界中の人が参加するWGは どのように運営され

ているの?

■WG設 置前 に"BirdsofaFeather"(MLに よる予備 的霞論

でr市 場調査」 と 「ブ レー ンス トー ミング」)の 結 果 を見 て

WG設 置の判断

詳 細 は_RFC24181ETFWorkingGroupGuidelinesandProcedures

CII普及研修会資料

図 一8
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lETFに お け るWGの 活 動

A(つ づき)

■オ ー プ ン(Open)か つ 公 平(Fair)な 参 加 ・議 論 、 自律 的な

WGの 運 営

■Chairが 最 初 に提 示 す るdraftagendaに 基 づ いて 議 論

■殆 どの 酷 論 はML"face-to-face"の 会 合 で 補 完

■"roughconsensus"processで 意 見 集 約 ・決 定

(コ ン セ ン サ ス の 度 合 い の 評 価 が 問 題)

■ 自 由 な 議 論 とWG文 書 の レ ビ ュー

-RequestForComments(RFC)httP:/fwww.rfc-editor.orR/rfc.html

Internetに 関 す る 仕 様 ・標 準 ・ガ イ ド、提 案 、ア イ デ ィアetc.

-Intemet-Drafts(1-D)http://"・ww .ietforRIID.html

準 備 段 階 のRFC

-WorkingGroupLast-Call

CII普及研修会資料9

図 一9

EDllNTに お ける議論 の背景

Q.EDllNTが 設 置 さ れ た 背 景 は?

A.

EDIの デ ー タ をメー ル の 拡 張 規 格(MIME:MultipurposeIntemet

MailExtension,RFC1341)で 送 受信 す る規 格 が まず 検 討 され た。

MIMEEncapsulationofEDIObjectsRFC1767(1995)

⇒
FRC1767を 作成 した結果 分か った こと。

■ベ ンダに依存せず、相互運用可能なEDIの ため の環境

整備が必要(特 に セキ ュ リテ ィ)

■既存のlnternet技 術 が、EDlに どのよ うに適用 可能か

を さ らに明確化する必要

CII普及研修会資料 10

図 一10
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EDllNTIお け る議 論 の 背 景

MIMEEncapsulationofEDIObjectsRFC1767(1995)

MIMEにANSIX12,UN/EDIFACTのEDIメ ッセ ージを格納 する仕様を定義

MIME:単 純 な メール(RFC822)の 機 能を拡 張:

■ASCII文 字 以外 が取扱可能

■フォーマット付きマルチフォント・テキストが扱える

■画像(イメージ、動画)、音声などマルチメディアに対応

■multipartを サ ポート

図 一11

EDIINTの 目的

(1)EDIユ ー ザ が 、 イ ンタ ーネ ッ トを 用 い て 相 互 運 用 可 能

なEDIを 達 成 す る た め の 要 求 項 目(lnformational

document)

(2)MIMEお よ びSMTPベ ー ス の イ ンタ ー ネ ッ トEDIに 、 既

存 の イ ンタ ー ネ ッ ト標 準 を適 用 す る 方法

(Applicabilitydocument"AS#1")

(3)Process-to-ProcessEDI(interactiveEDI,リ ア ル タ イ

ムEDI)に 、 既 存 の イ ン タ ー ネ ッ ト標 準 を 適 用 す る 方 法

(Applicabilitydocument"AS#2")

(4)組織 間でEDIを 行 う際 のセキ ュ リテ ィに関する検討

図 一12
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図 一13

相互運用可能なEDlへ の要求項 目:暗号化

櫨
(発信者)

搬

弛

～
蘂

髄

樋

闇

CII普及研修会資料

図 一14
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相互運用可能なEDlへ の要求項 目:暗号化

鍵の強度、アル ゴ リズムの実装ス ピー ド、国際的 に利用可能か ど

うか、APIとToolKitの 公 開、利 用頻度

■DES:Triple-DESの 利 用(Should)、CipherBlockChaining

Modeの 利 用(Recommend)

■RC2/RC5=国 内 取 引 用EDIに は40,75,128bitの 鍵 長(Recommend)

■IDEA:商 用 で は最 低75bit以 上 の鍵 長(Recommend)

■ 安 全 なEDIを 狙 う には 、Triple-DES,IDEA,128bitRC2/RC5

(Recommend)

図 一15

相互運用可能なEDIへ の要求項 目:暗号化

データレベルセキュ リティvs通 信 レベル セキ ュ リテ ィ

・EDIメ ッセー ジ固有 のセキ ュ リテ ィ(Xl2 .58等)

は相互運用性 を確保 する上で障害 になる可能性

・EDI普 及 には電子 メール と同様 の手軽 さでEDIが 利用で き

る ことが 重要

⇒
通信レベルのセキュリティとデータレベルのセキュリテ

ィの分離

CII普及研修会資料 16

図 一16
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相互運用可能な印1へ の要求項 目:対称鍵管理方式

対称鍵管理に公開鍵を利用する場合、鍵の強度、アルゴリズムの
実装スピー ド、国際的に利用可能かどうか、APIとToolKitの 公開

利用頻度

■対称鍵 の管理 と配布 には、RSAの 公 開鍵を利 用(Recommend)

※S/MIMEとPGP/MIMEは セ ッション鍵の管理 にRSAを 使用

■RSAの 鍵長は最低768bit(Recommend)、 よ り安 全性 を要 求する

場 合は1024bit(Should)

図 一17

相互運用可能なEDIへ の要求項 目:非 対称鍵管理方式

Need:

信頼のおける管理モデルの利用か認証局の利用、認証書を認証局
と利用者間で交換するためのプロトコル

lssue:

十分 に普及 して いな い認証局 サー ビス とX.509v3認 証の プ ロフ ァイ

リングの度合 い

Recommendation=

■短期的 アプローチ

当面、信頼 のおける取引 当事者間の"Self・certity"、 できれ ば取 引

当事者が信用する認証局 よ りX.509v3ペ ースの認証 書取得

(Recommend)、 取 引当事 者間で認証書 を交換

■長期的 アプローチ

簡易な鍵管理の仕組みの標準化 に期待 、PKCS7,PKCSIO等 の評価

と利用可能性を検討

CII普及研修会資料18

図 一18
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相互運用可能なEDlへ の要求項 目:デ ータ信頼性

圃
②通信内容を改ざん

通常のラインに戻す

勲
轡

'

・
.
‥9

一

図 一19

相互運用可能なEDIへ の要求項 目=デ ータ信頼性

Need:

データ信頼性を保証する一方向ハ ッシュアルゴリズムの選択

lssue=

安全かつ広く利用可能なハッシュアルゴリズム、最低128bit以 上

のハ ッシュ値を生成

Recommendation:

■送信 の場合 、SHA-1を 利用

受信 の場合 、SHA・1とMD5を サポ ー ト(Recommend)

図 一20
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相互運用可能なEDlへ の要求項 目:

本人認証と送信否認拒否

盤
〉

図 一21

相互運用可能なEDlへ の要求項 目=

本人認証と送信否認拒否

Need:

電子署名アルゴリズムの選択

lssue=

電子 署名 アル ゴ リズム を強度、 アル ゴ リズム の実装ス ピー ド、 国際

的に利 用可能か どうか 、APIとToolKitの 公開、利用頻度で評価 、適

切な鍵 長の選択

Recommendation:

■対称 鍵の暗号化 にRSA公 開鍵 アル ゴ リズム を利 用する場合 、電子

署名 も利 用(Recommend)

■電子 署名 に利用するRSAの 鍵長は最低768bit(Recommend)、 よ

り安全性 を要求す る場合は1024bit(Shoutd)

図 一22
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相互運用可能なEDlへ の要求項 目=

受信確認 と受信否認拒否

Need=

(1)メールボックスへの配信時に受信確認を自動生成

(2)受信者が、データ信頼性チェック結果と一緒に受信確認を返信

(3)受信確認による受信否認拒否の保証

(4)受信確認には、 トラッキング、記録等のデータも付加

Recommendation:

■EDI独 自の 受信 確認 の実装は不適(MustNot)

■IETFreceiptWGの 成 果(例 え ば、RFC2298等)を 採 用(Shall)

■ 受信 確認 におけるタイムア ウ トや再送処 理、重複 メ ッセージ処理

(Should)

■MtMEmultipart!signedtype/subtypeを 利 用 した受信確認の実装

(Must)

Cl暗 及研修会資料 23

図 一23

相互運用可能なEDlへ の要求項 目:

トラッキング とエラー処理
Need:

(1)メッセージを正 しくlnternet形 式からEDI標 準メッセージに変換

② メッセージを正 しくエンコー ド、暗号化、署名して送信

(3)メッセージを受信者のメールボックスに正 しく配信

(4)所定の受信者に正しく受信

(5)受信者がEDI標 準メッセージを正常に読みだし

Recommendation:

(1)検 討 の範囲外(MustNot)

(2}EDrア プ リケー シ ョンで管理(Must),メ ッセ ー ジIDとMessagelntegrity

Check(MIC)も 管 理運用

(3)RFC1894に 基 づ く配信通知の返信

{4)受 信 確認の返信{Must)

※X12997やEDIFACTCONTRLで はな くイ ンターネ ッ トの受信確認 を実

施{Recommend)

{5)検 討 の範囲外{MustNot)

CI暗 及研修会資料 24

図 一24
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図 一25

EDllNTに お け る 最 近 の 議 論

■EDIoverHTTP,WebEDI

■ イ ン タ ラ ク テ ィ ブ なEDI

■XML/EDl

OBI(openbuyingontheinternet)以 外 は事 例 は少 な い

Cll普及研修会資料 26

図 一26
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EDllNTのMLに 参加 して得 られ る情報 のま とめ

■lnternet技 術のEDIへ の適用に関する様々な

専門家のアイディア、評価、分析

■各業界 ・ベ ンダの動き

■インターネ ッ トEDIに 求められる要件 に関す

る自由な専門家の意見

■場合 によっては質問に対する回答

CI1普及研修会資料 27

図 一27
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新動向

日(金)】
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EDI先 進 業界

【平成11年3

2-4第4回





講演1

2-4-1鉄 鋼業界事例紹介

(社)鋼材倶楽部 鉄鋼EDIセ ンター鉄鋼EDI幹 事会委員長/

新 日本製鐵(株)営 業総括部営業システム企画グループリーダー 部長

植坂 良 氏

(社)鋼 材倶楽部 鉄鋼EDIセ ンターシステム技術検討会サブリーダー/

三菱商事(株)金 属総括部次長

情報化推進室国内システム支援チームリーダー

伊藤善文 氏





2-4-1講 演1鉄 鋼 業界事例紹介

【講師】

細鋼材倶楽部 鉄鋼EDIセ ンター 鉄鋼EDI幹 事会委員長/

新 日本製鐵㈱ 営業総括部 営業システム企画グループリーダー 部長 植坂 良 氏

㈱鋼材倶楽部 鉄鋼EDIセ ンター システム技術検討会サブリーダー/

三菱商事㈱ 金属総括部次長 情報化推進室 国内システム支援チームリーダー 伊藤善文 氏

鉄鋼 業界で平成9年 度から取り組んでいるEDIの 海外接続事業について報告する。

まず は、鉄 鋼業界の現状を説明したい。年間の粗鋼生産量は普通1億 トンくらいであるが、現

在は不況のため、約9,000万 トン程度に落ちている。国内出荷が75%で その用途は建設が約

50%で あり、その他 は自動車、造船等である。一方、輸出は25%で 、地域的に見るとアジア地区

が全体の70%で ある。東南アジア地域が50%を 占めており、現在の最も大きな輸出先となって

いる。製 品を輸出するだけではなく、我が国の鉄鋼業各社も東南アジアの現地へ進 出しており、

その数は約70社 強になる。

日本の鉄鋼メーカでは、中間製品である熱延コイルを作成し、それ を加 工して、最終製品 に近

い冷延コイルを作成する。海外の場合は、前工程、すなわち溶鉱炉の設備がないため、リロール

メーカかコイルセンターという企業形態をとる。その場合、日本からは中間製品の熱延コイルを海

外へ持って行き、現地のリロールメーカで加工することによって冷延コイルをつくり、それをコイル

センターで切断したり縦割りしたりして、冷延薄板と言う鋼板状のものにする。今回の接続相手先

であるSUS社(TheSiamUnitedSteelCompany,Limited)は リロールメーカであり、冷延鋼板の製

造販売を目的にしている。

今回実証実験を行ったEDIシ ステムを図一8に示す。日本の鉄鋼メーカが禁廷コイルをつくり、

これをSUS社 に船で送る。そのときに発生する情報として、「出荷現品情報」と「検査成績情報」が

ある。熱延コイル には鉄鋼業界の標準バーコードをつけており、出荷現品情報と検査成績情報と

マッチングできるような仕組みになっている。日本の鉄鋼メーカから出荷現品情報と検査成績情

報とバーコードをつけて、商社に送る。この間は100%EDI化 されている。商社では、「船積通知

情報」を作成 し、それを加えてSUS社 に送る。SUS社 では、船で現品が到着するとバーコードを

読むことで、出荷 現品情報や検査成績情報とマッチングをとり、検収作業を行う。

標準メッセージは、メンテナンスのし易さを考慮して国内用と輸出用を明確に分離 した。バ ーコ

ードラベル の標 準作成 では、既存の鉄鋼標準の規定項 目を基本 とし、英語の表記 はAIAG

(AutomotiveIndustryActionGroup:米 国 自動 車 工業 会)標 準様 式 に準拠 した。英 語 版

Windows95上 で動作する、英語表示のCIIト ランスレータは市販されていないため、富士通エフ・

アイ・ピー(株)に 開発を委託し、日本語の製品を改修してもらった。全体のネットワーク構成を図一

15に 示す。

運用規約 については、国内の鉄鋼標準の標準書をベースに覚書と取り決 め書を作成 した。海
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外向けの追加事項として、①紛争の解決は国際商工会議所の仲裁による、②法律上の解釈はシ

ンガポール の法律を適用する、③TCP/IP接 続のため互いにネットワークの管理を厳密に行う、④

ネットワークの接続機器の変更は事前に相手の了承を得る、等が盛り込まれている。

SUS社 への研修は7回 実施 した。EDIの 概要、コイルセンターの現場での鉄鋼EDIの 利用法、

CII標 準、トランスレータ等の説明を行った。

7月 から11月 までの実証実験で、ネットワークの障害や伝送データの内容不備等の障害が発

生 し、全部収束するまで4カ 月ほどかかった。11月 には障害がなくなり現在まで安定して実際の

運用を行っている。

実証実験の成果として次の4つ をあげる。①CIIシ ンタックスルールをベースにした海外とのEDI

について、技術面で本質的な問題 はないことが証明された、②鉄鋼業界において「海外接続 用

鉄鋼EDI標 準メッセージ」、「輸 出向け鉄鋼標準」を開発 し、海外対応の環境が整備された、③海

外と実際にEDIを するとき、回線の確保 の難しさ等、通信の事情についての知見を得た、④SUS

社側で 日本側同様 にEDI導 入効果が確認されたこと、である。

今 後の課題としては次の3点 をあげることができる。①トランスレータのメンテナンス容易性 に制

限があり、新たなメッセージや新たな項 目の追加が難しかった。今後ほかの企業に展開するため

には改善が必要である。②汎用的な通信 管理方法の検討の必要がある。今回はFTPと いう非常

に簡 易な伝送方法をベースとしたが、例えば全銀TCP/IPの ような管理面でもう少し行き届いた

海外で使えるソフトが必要である。③現地での通信環境である。専用回線は一番確 実な方法であ

るがコストが高い。TCP/IPネ ットワークを含め通信環境の技術進歩は今後もフォローしていく必要

がある。
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ED海 外接続事業への取り組み
平成11年3月5日

(社)鋼 材 倶 楽部 鉄 鋼EDIセ ンター

鉄 鋼EDI幹 事 会 委 員長 植 坂 良

新日本製鉄㈱ 営業総括部 営業システム企画グルーフ'リーダー 部長

システム技術検討会 サブリーダー
三菱商事㈱ 金属総括部次長 情報化推進室

伊藤 善文

①

図 一1

鉄鋼業の現状

1粗 鋼 生産 量 が

三糸勺,,1:⇔≒tl方トジ;

中 国その 他

パ14x

韓 国北米

14×
15X

約灘 講 ←一→

輸 出(2千4百 万 トン、約25%)

東 南 アジア

46X

建設53・/。

愚
自動車170/o

1

'

造船6% 電気機械5%産 業機械5%

その他14%

出所:(社)鋼 材 倶楽部 ・日本鉄鋼輸出組 合資料。

注 ・数 値はいずれ も1997年 度のもの。輸 出・向先別の数値は全鉄鋼(普 通 鋼・特 殊鋼含む)ベ ース、国 内の数値は普通鋼 ベース

図 一2

②
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わが国製造業のアジア地域への進出状況 儘
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図 一3
③

東南アジアにおける日本鉄鋼業 の進 出状況
(コイルセンター設立状況)

●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●
●●

図 一4

㌔T

主
※1997年 現 在。日本鉄 鋼輸 出組 合 資料 よリ.

④
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鉄鋼製品の輸出形態と現地企業の役割

国
鉄鋼 メーカー

1 需 要 国

働‖/
、

刀

、

r

令
・

-
凪
▼
・
シ

弓

懸

リロー ル メー カー コイルセンター

1

現地 ユー ザー

亀

亀_一 →w_→

図 一5

麗

⑤

鉄 鋼 業 界 の 標 準 化 とEDI活 動...・ ・...

⑫ 標準化活動!●
昭和43年 度 「鉄鋼帳票コード委員会」設立

・鋼材取引に関する帳票・項目名・コード内容等の業界標準策定

昭和60年 度 §_一

匡垂 亙1>_ぷ 】砲砲

平成5年 度1
樋 幽".

蛭

通産省が『鉄鋼業における電子計算機の連携利用に関
する指針』を告示

「鉄 鋼 ネ ットワー ク研 究 会 」設 立

・EDIの研究と鉄鋼標準の作成開始(鉄 鋼メーカー6社+商 社7社

「鉄 鋼EDIセ ンター設 立」

平成8年 度
一

「鉄 鋼EDI標 準(1)(2)1994年 版 」刊 行

・コイルセンター8社 との間でEDI化 実証実験開始

「鉄鋼EC研 究会(鉄 鋼EC)」 設 立

●
●
●
●
●
●

も_
・豪 州BHP社 とED[に つ い て協 議

・東 南 アジアEDI調 査 団 派 遣

唖
平成10年 度}_一

『鉄 鋼EDI標 準(1997年 版)』発行

「企業間EC技 術基盤研究会(鉄 鋼EC2)」 設立

・ED晦 外 接続(初 年 度)

・海外接続用標準メッセージ作成
・実証実験の準備

・ED晦 外接続 ・タイ

実証実験を実施

図 一6

SUS社 との

⑥
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ED海 外接続事業の枠組み(1)

THAII.AND

バンコク

SUS社 工 場

(バ ンコクか ら200km)

璽鍾SUS社 の概要

冷延鋼 板の製造 販売を目的に、1995年 に タイ側6社 と日本 側5社 、

(後 に3社 追加)及 び韓 国浦項 総合製鉄 の出資で設立 された合弁会社。

会社 名:TheSiam1,1nitedSteel(1995)Company,Limited(略 称SUS社)

サイアム・ユナイテッドスチール(1995)株 式会社(1995年10月30日 設立)

.工場所在地:タ イ国ラヨン県イースタン工業団地内(マ プタプット港近くの新規工業団地)

出 資:資 本金60億 バ ーツ(約240億 円)

函[i亘 】
新日本製鉄株式会社 株式会社神戸製鋼所

川崎製鉄株式会社 住友商事株式会社

住友金属工業株式会社 日商岩井株式会社

三井物産株式会社

三菱商事株式会社

回 鯛 側(・%)瀬 総合製鉄株式会社
(注)出 資比率は日本側3社 が追加後のもの、産業新聞1998年4月t4日 付記事より

事 業 内 容:冷 延 鋼 板(含 む 亜 鉛メッキ用 原 板 、ブ リキ 用 原 板)の 製 造 ・販 売

図 一7

自 タイ側(44%)サ イアム・セ・ント株式会社を中心・・6?±e

厘]躰 側(53%)

{

⑦

ED晦 外接続事業の枠組み(2)

口SUS社 とのデータ交 換

鉄鋼メーカー

董ll
新日本製鉄㈱

川崎製鉄㈱

住友金属工業㈱

う

順

商社

`ム1`▲ 」

三井物産㈱

三菱商事㈱

SUS社

B日o日B

目θ θ白

`
船積通知情報一 〉

1

出荷現品情報 、 出荷現品情報
EDI情 報

'

、

1

7
、7

Ψ

1 1

検査成績情報 検査成績情報
EDI情 報

- '

＼黍 ●
熱延コイル

(海外接続用鉄鋼

標準バーコード付)

Illl
〆

現品を輸送
〉口
E団 情報/バ ーコード

による自動照合・検収

図 一8 ⑧
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EDI海 外接続事業の枠組み(3)

口海外接続事業の推進体制

通商産業省

(財)日 本情報処理開発協会

産業情報化推進センター(CID

(社)鋼 材倶楽 部

「鉄鋼EDIセ ン ター」

ー

ム

ム

ー

ー

チ

チ

討

外

ム

隈

・算

}

伽
㌍

標準管理チーム

システム技術検討会

商社検討会

「EDI海外接続研究委員会」

メーカー

(3社)

露

悠)慮

幽 、,

・§

.驚

;

⑨
図 一9

EDI海 外接続事業の枠組み(4)

口実施スケジュール概要

平成9年 度

1Q2Q3Q4Q

平成10年 度

1Q2Q3Q4Q

・SUS社 との共同研究 合意

・EDI海外接続システムの構築

・海外接続のための『鉄鋼EDl

標準』改訂

・関係企業のシステム開発

・Cll標準企業コードの取得

・平成9年 度報告書の作成

・専用通信回線の確保

・EDI関連機器/APの 設置

・実証実験の実施

・海外接続運用規約の検討

・実験結果の取りまとめ・分析

・平成10年 度報告書の作成

⇔

4

4

)

,

( ,

衿

`●

喝 )

⇔ (実 運 弔へ)

4

( ●

晴

●

,

司 ●

10一図

114「
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実証実験における課題と対応

海外接続用標準メッセージ/バ ーコード

英語版 トランスレータ

回線と接続形態－
SUS社 に対する研修一

図 一11 ⑪

海外接続用『鉄鋼EDI標 準 』の整備(D

海外接続用標準メッセージの開発

口 基 本 整 理

・国内輸出兼用メッセージとして運用するか

・輸出専用の標準メッセージを新設するか

∪

ロ 留 意 点

・改訂時の維持管理の負荷

・輸出関連項目は国内需要家にとって不要

・情報区分で海外向けを振り分け可能に

母

口検討結果

分けて運用する。

口「輸出用出荷現品情報」
「輸出用熱延検査成績情報」

「船積通知情報」

用メッセージは明確に分離し、情報区分を 、

白目 臼 二

口SUSネ+か らの伝送亜請`塾
咄 荷内容に関する情報」

「製品(熱 延鋼板)の検査成績に関する情報」

「船積及び現地への到着予定日に関する情報」

母 司

情報」(既 存のメッセージをペースに制定)

成 績情 報」(〃)

(新 た に制 定)の3情 報を開 発・制定

且
口海外接続用標準メッセージの英文化

図 一12
⑫
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海外接続用『鉄鋼E団 標 準』の整備(2)

㎜ 海外接続用鉄鋼標準バーコードの開発経緯

口 既 存 の 鉄 鋼 標 準 バ ー コー ドの 規 定 項 目

・「材料識別コード」

・「供給者企業コード」

・「現品番号」又は「梱包番号」

・「発注番号」

・「質量/員 数」 以上5項 目

ロ海外 接 続対 応 にあたっての問 題 点および検 討結 果
・「輸出国コード」の追加是非 → 必要なし
・英語表記 →AIAG(米 国自動車工業会)の標準様式に準拠

ロバ ーコード表示様 式

・『鉄鋼EDI標 準』で規定されているA-1様 式、B-1様 式のうち、海外接続ではま

ずA-1様 式を採用

ロ参 考

材料識別コード

供給者企業コード

現品番号又は梱包番号

発注番号

質量/員 数

PRODUCTIDENT.(P)

SUPPLIERNO.(1V)

SERIALNO.(S)

又 はPACKAGBID(3S)

CSTMR.ORD.NO.(K)

MAss/P肥CES(Q)

週
ロ鉄鋼バーコード標準解説の英訳

図 一13 ⑬

海外接続用トランスレータ

製 品名:富 士 通エフアイピ一 社製Cll海 外 接続用 トランス レータ

動 作環 境:Windows95、WindowsNT

設 置場 所:SUS社 受 信 用EDIサ ー バー

国 内 用

Cllト ラ ン ス レ ー タ

(Windows95、

WindowsNT対 応)

s

D一

隻語 版Windows95、WindowsNT上 で の動作 、

確認
＼ ノ

海 外 接 続 用

Cllト ラ ン ス レ ー タ

(Windows95、

WindowsNT対 応)

、

蹴.

●

匿 魎 面およびエラーメ・セージの英文麺 イヒ 〕 ・

〔 製品説畦 導入ガイドの英文化 〕 ・

〔 保守規定の検討 〕'

偏鉄鋼EDI標 準』海外接続用メッセージ(英 文)の 、

テーブル登録
＼ ノ

●

図 一14

⑭
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全体ネットワーク構成図

鉄 鋼メーカー

鮪鞠

新日本製鉄㈱

川崎製鉄㈱

住友金属工業㈱ VAN

三井物産㈱

繭
EDtサ ー バ ー(東 芝UX5000)

・SC社 製Cllト ランスレータ

・通信 管理ソフト

三菱商事㈱

磯
メインフレーム(1BM9672)
・SC社 製Cllト ランスレータ

三井物産
バンコク支店

塾 EDIサ ー バー(MESK460)
・通 信管理 ソフト

専 用回線

(国 際 ・タイ国 内)

三菱商事
バンコク支店

SUS社

eθ ● θ8

日目 θ

EDI受 信 用 サーバー

(英 語Windows/NT)
・富 士通FIP製 海 外

接続 用cnト ランス

レーター
・通 信管理 ソフト

SUS管 理 サー バー

(IBMRS6000)

図 一15 ⑮

日本一タイ間の通信 回線の整備

(1)日 本 国 内のEDI(鉄 鋼 メーカー～商 社 間)=IBM-VAN従 来と同様

(2)日 本一 タイ間のEDI(商 社 ～SUS社 間)

↓
検討の必要性

ロ インター ネット

・安価だが信頼性が不充分、セキュリティ ■
技術が発展途上

■吟

不適当]

◆ i
・:・

1

ロ国際 およびタイ国 内公 衆 回線 ■
・タイ国内公衆回線の品質が危惧される。
第3者の侵入の危険性もある。

■

口国際 およびタイ国 内専 用 回線
・セキュリティは十分だが月額使用料が高価

但し、
・商社が既に敷設した国際専用線を利用して費用を抑制できる

。

○魍
●

国際およびタイ国内専用線の採用を決定

図 一16
⑯
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日本 ～ タイ 間の ネ ッ トワー ク

(三菱商事の場合)

白9● 臼θ

θθ θ目 SUS社

国 際 専 用 線(256Kbps)をTDM

に より分 割 し、9.6Kbpsを 確 保

ル ーター

CISCO2501

ED|用 サー バ ー

SK460

ル ーター

CISCO2501

タイ鞍願 鰍T;鵠 脇
、

三井物産
(TOT)

三 菱商事

ライベートIPアドレ

三菱商事

グロー バルIPア ドレス

SUS社

グ ロー バ ルIPア ドレス

SUS社

ライベ ー トIPア ドレ

図 一17 ⑰

恥
三

通信管理

醗 ζ,によるファイル転
送

データ到達確認のための通信管理機能が必要

1,三 井 物 産

社内開発のソフト「簡易データ転送

システム」を使用した通信管理

三 井 物 産UNilX機

(FTPク ライアン ト)

実行

SUS社WindowsNT機

(FTPサ ー バ)

データ転送

モジュール

Statusreturn

デー タ転 送

サーバモジュール

三菱商事

FTPコ マンドの発行による通信管理

三 菱 商事UNIIX機

(FTPク ライアント)

FTPのputコ マ ン ドに よ ■_レ

りFi|e転 送

ls=】マンドによ りSUS
⇔

社 で受 信 したFileサ イ

ズを取 得 し、オ リジナル

と比 較

SUS社Wind。wsNT機

(Frpサ ー バ)

図 一18

⑱
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●一 運用規約 薮1糎
'1

1把

,綴 蓋
三井物産

1企 業間データ交換並びに朴 ワーク接続に関する覚書
百

白白9白 白

目目 θ白

SUS社1企 業間データ交換並びに初 ・ワーク接続に関する取り決め書翻
三菱商事

A

』

e=
・1～F'・

.葦'二"

苛メ

海外向けの追加事項

ロ万一、紛争発生時の解決方 法については、国際商工会議所の仲裁による。

口法律 上の解釈が必要な場合は、第三国(シ ンガポール)の 法律を適用する。

口双方のネットワークがTCP/IP接 続のため、ネットワーク管理 は厳密に行う。

ロネットワーク接続機器などの変更は事前に相手の了承を得る__等

図 一19
⑲

SUS社 へ の研修
(平 成9年4月 ～12月 実 施 、カッコ内 は説 明者)ρ

}

第1回EDI海 外接続事業概 要説 明(鉄 鋼EDIセ ンター)4

第2回 日本鉄鋼 業およびEDIの 概要説 明(商 社)■

第3回 商社のED嚇 現場視察研修(〃)庄 内

第4回 コイルセンターのED俣 施 現 場視 察 研 修(コ イル センター)

第5回EDI基 本概念の説明 ( lBM )

第6回Cll標 準 の 説 明 ( Cl )

図 一20

⑳
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20

18

16
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8

6

4

2

0

(件)7月

運用実験の結果
エラー発生 状況(1998年7～11月)

一 ー 一

8月 9月

図 一21

10月

亡=]ネ ットワーク障害

咽 商社側システム障害

⑭ 伝送データの内容不備

■■■ その 他

一か一 合 計 エ ラー 数

11月 ぷ 』

渉黒
黒

命 21

EDI海 外接続実証実験の成果

璽 CIIシ ンタックスル ー ルをベー スとした海 外 とのEDIに つ いて、技 術 面で本 質 的 な問

題 の ないことが 実 証 され た。

圏鉄鋼業界において「海外接続用鉄鋼EDI標 準メッセージ」「輸出向け鉄鋼バーコード標準」等が開発され、海外対応の環境が整備された。

⑫データ送信側の 日本鉄鋼メーカーおよび商社において、海外需要家向けのデータ提供体制が整備され、海外の通信事情等についての知見が集積された。

璽データ受信側の海外需要家で、日本国内と同様のEDI導 入効果が確認された。-ED1デ ータの活用によるコスト削減効果とデータ精度の向上

－EDIデ ータの 速報性、バーコード利用等による作業効率の向上
一『鉄鋼ED|標 準』の採用によるデータ交換業務の統合化および省力化

図 一22
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匝}今 後の課題

⑫ 酬 妾続用トランスレータの汎用性・メンテナンス容易性の繊

圏 汎用的な通信管理方法の検孔

⑬ 現地での通信蹴

●
●

●

●
●

●
●
●
■

図 一23 23

EDI海 外接続事業 お問い合わせ先

主)鋼材倶楽部 鉄鋼EDIセ ンター事 務局(情 報開発部EDI推 進課)

TEL:03(3669)4820E-mail:edi@kozai-club.or.jp

図 一24
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講演2

2-4-2物 流業界事例紹介

物流EDI推 進委員会 委員/

出光石油化学(株)情報システム室開発課課長

三上 誠 氏





2-4-2講 演2物 流業界事例紹介

【講師】

物流EDI推 進委員会 委員/

出光石油化学(株)情 報システム室開発課課長 三上 誠 氏

石油化学工業協会(石 化協)のEC活 動は、需要家との受発注EDI、 物流事業者 との物流関

係、同業との融通取引、委託加 工メーカとの委託取引、金融、購i買等様 々である。EDIは1985

年から始め、92年 に受注に伴う石化協ビジネスプロトコル(BP)標 準書第2版 を刊行している。

物流EDIは1993年 に取り組 み始め、95年 に通商産業省のEC推 進事業に参加 し、BPの 検

討等を石油化学8社 で開始した。97年 に物流EDIト ライアル版BPが 完成し物流事業者3社 と

の実証実験を経て、98年 から実運用に入っている。

物流EDIが なかなか推進できなかった理 由は、①各メーカと物流事業者間の独 自プロトコルで

のEDIシ ステム構築、②各メーカと物流事業者との商取引の中での複雑な運賃形 態(割 増料金

等)、③石化メーカにとってのメリットが不明確、の3つ である。

一方
、国内外の競争に対し、システムを含めた業界の共通インフラ整備や物流事業者 間の業

務フローをBPRに よりシンプルにしコストダウンする動き、また化学メーカのアライアンス等の動き

に対して独 自の物流システムが障害になる問題等が起きてきた。

こういった状況の下で始まった検討での具体的なBPの 基本方針は、石化協の中でのBPと い

うことよりも、物流EDI標 準のJTRNに 合わせて物流全体に共通的に使えることを考え、石 油化学

業界の特殊性はサブセットという形で独 自性をある程度認めてもらう形で進めた。またシンタックス

ルールについては、CII標準を採用した。

業務の範囲・形態は、最初から業務形態すべてを包含するのではなく、最初に実証実験できる

範囲から議論して標準にし、後からニーズの出てきたものについてはその都度検討し追加してい

く形で充実させることとした。また対象製品はまず樹脂で、将来への対応も考 え化成品、ゴム等も

意識して作っている。一方輸送手段はトラックを中心とした陸上輸送を考えた。

具体的に開発したメッセージは図一13の 通りで、データ項 目は石化協で使うものが195項 目、

JTRNに サブセットで追加した分 は32項 目である。マイナスデータを扱うことになる赤黒 区分は国

際標準等の点からその扱いが検討 されたが、石油化学各社のシステム事情を勘案 したものとなっ

た。

これらの検討の後、97年11月 から98年5月 までトライアル運用体制で実証実験を行い、調

整期 間を経て98年9月 から実運用を開始した。そしてトライアル、実運用での状況を石化協各

社に報告し、石化協の物流BP標 準書として、98年12月 に第1版 を制定した。

次に、出光石油化学(株)の実運用の状況についてであるが、物流事業者3社(う ち1社 は準備

中)との輸送手段をトラック輸送とRORO船(ト レーラーシャーシや商用車を自走により、積み卸し

する荷役方式の船舶)とした輸送指示 について、対象製品を樹脂 として開始 しており、99年10
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月から化成品にも取り組むという段階に進んでいる状況である。

システム構成は、当社が基幹業務システムを再構築 中で物流関係もERPパ ッケージで構築し

ている。基幹システムからEDIサ ーバ経 由し、ISDNネ ットワークを利用して物流事業者のシステ

ムに入るようになっている。伝送の送受信方法は、依頼データ送信 は当社から自動的に1時 間ご

とにバッチで物流事業者にデータが行く。一方、物流事業者からは報告データを随時送ってもら

い、受ける当社側で1時 間ごとに自動取込するようにしている。

在庫は月次の在庫報告から在庫調整報告を日々調整するテストをしている。また請求に関して

は、EDI切 換に際し物流事業者との一番基本になるタリフを一般的なJISの ゾーンコードに変え

てこれまでとの違いを検証中である。

これらの状況で実際にやり取りされたデータ件数は、2社で13,000件/月 程度である。

導入効果 について、物流事業者側 では今まで各メーカの専用端末を設置していたが、自社シ

ステムとの一元化により多端末現象の解消、実績データの二重入力の解消、業務の標準化により

非常に省力化が進んだ。また在庫 突き合わせを月末ではなく、毎 日データで処理 ・チェックするこ

とで月末月初の作業集 中がなくなり、転記や作業ミスなども減った。

一方、当社の導入効果は、省力化効果 、在庫突き合わせ作業の平準化があるが、一番大きい

のは専用端末を廃止できたことである。これは2000年 問題対応の端末の置き換えをする必要が

なくなったためである。

今後は、請求EDIに 着手し、請求書の分析をタイムリーに行うことでもう少 しコストダウンしてい

きたい。またEDIシ ステムの稼働状況の監視方法・体制の確立や、EDI対 象外となる例外処理に

ついての運用ルールの明確化が課題である。

石化協の意義については、アライアンスのネックを解決する一つのきっかけとして、また共同物

流への一つのツールという形など、業界を越えてメーカと物流事業者を含めた全体の競争力の向

上 につながると考えている。また今後は、業界標準はできているので効果を上げていくため、啓蒙

活動やメーカ・事業者 、あるいは商品等対象の拡大を目指したい。
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物流EDI標 準JTRN導 入事例報

1万 万善化学二τ蓑1協会/;=1右/ナる

物 流EZ)lr;の留 分 ノ

平成11年3月

物流EDI推 進委員会

出光石油化学㈱

図 一1

はじめに

石化協 について

EC活 動の経緯

2.石 化協物流EDI

EC1の 経緯

ビジネスプロトコル の標 準化

3.導 入事例

3-1運 用の概要

3-2業 務フローの概 要

3-3メ ッセージ他の評価

4.導 入効果

物流事業者の効果

出光石油化学の効果

石化協の意義

5.今 後について

2一図

124



図 一3

◆石化協とは

1-1.石 化 協 に つ い て

石油化学工業協会

住友化学工業㈱

三井化学㈱

㈱日本触媒

東燃化学㈱

昭和電工㈱

加盟会社33社

日本石油化学㈱

三菱石油㈱

日本ゼオン㈱

日本ユニカー㈱

三菱レイヨン㈱

三井 ・デュポン ポリケミカル㈱

旭化成工業㈱

電気化学工業㈱

新日鐵化学㈱

㈱トクヤマ
三菱ガス化学㈱

日本ポリオレフィン㈱

ダイセル化学工業㈱

宇部興産㈱

大阪石油化学㈱

㈱クラレ

協和油化㈱

日本ポリケム㈱

丸善石油化学㈱
JSR㈱

三菱化学㈱

チッソ㈱

出光石油化学㈱

日曹油化工業㈱

東ソー㈱

大日本インキ化学工業㈱

丸善ポリマー㈱

㈱グランドポリマー

以上33社(会 員名簿順)

図 一4
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1-2.石 化協 のEC活 動

金融機関 委託加工

メーカー

石油化学

メーカー

▲

'

委託加工取引 融通取引

原材料

供給業者
石油化学メーガー 需要家

§

∪

●

1曇'

注
取

引
司 晴

「一一一一:

llEC2ま で の 活 動 範 囲
L-__」

物流取引

物流業者

藻

彩

瞳

図 一5

1-2.EC推 進 活動 経 緯

1985 ビジネスプロトコル小委員会発足、ビジネスプロトコルの標準化検討開始

1990 石化協 ビジネスプロトコル(JPCA-BP)を 協会標準とする。

1992 石 化メーカ2社 と商社数社においてJPCA-BPに 基 づく電子取引開始

石化協ビジネスプロトコル標準書(第2版)刊 行

1993 専門商社向けパソコン用JPCA受 発注パッケージ完成・配布

彪 流類 会と艀鰯 揖委員会仁よる●肩 ワー牛ンクた τ

傷舵 £初槻 瀦

1995 商社など関連業界向けJPCA-BP説 明会開催

颪産省ε0離 婁業への参加嫡 瀦

1996 編 旦刀仁欝する項「否定霧の」整理完アτ物読日)囎 糠 ソを引継 ぐ
ε0男 貨プ已ジェクト佐io小委員会ノ発足

1997 輪 ビジネスプZ7声コルの鱈 場 琉五Z刀騨L17]Q～ ノのサブセッ♪

βライアル版の競 、物流印 ψの実証顯 瀦

1998 Jpα4編 と「ジネスカ βコル鑓 用瀦

藻

,

箋

図 一6

一423一



石油化学工業メーカー(石油化学工業協会 会員33社)

1
r

励 化 学L工 業 協会[JPCA:JapanPetrochemical
、

IndustryAssociation]

理事会

1
1情報通信委員会1 その他25委 員会

1

ll

㌧

BP小 委員会 EC2小 委員会一

一

一

WG1:JPCA受 発 注'、.ッケージソフトの 開 発

WG2:JPCA物 流ビジネスプロトコルの標準化

ノ

lll

商社 物流事業者 需要家

巡

健

図 一7

2.石 ごZ左夢物 語 ∠三α

2-1EC1の 経 緯

2-2ビ ジネスプロトコル の標 準 化

懸

藁

竜

8一図
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2-1.石 化 協物 流EDIの 背 景

◎ 石化協物流EDIの 検討開始 → 平成5年(1993年)

口
口

◎ 実態はなかなか推進できなかった

理由 ・すでに独 自システム構築(独 自プロトコル)

・各社 毎に複 雑な運賃形態(割 増し料金 など)

・メーカーのメリットが不明確

傷

」ユ
◎ 海 外企業との競争 力 → システムを含むインフラは業界協調

◎ 物 流事 業者 間の業務フローをシンプル化 、オープン化

→B .P.Rを 実現 しコストダウン

◎ 業務提携 、合併の動き活発 → 独 自システムが障害

箋

図 一9

2-1.石 化協EC1の 経 緯

平成7年 度「通産省EC推 進事業」へ石化業界 として参画するため平成7年12

月情報通信委 員会 の中にEC1小 委員会を設立した。ただちにECテ ーマ提案活動

を開始 、平成8年4月 に下記3テ ーマが採択された。

情報通信委員会

(27社)

EC1小 委員会

(19社)

受発注パッケージの 開発(主 管:旭 化成)

LAN、 ウインドウズ、インターネット等新しい技術に対応した

商社・一般ユーザ用の受発注パッケージソフトを開発する

群 動誌ε跳の縫 仁主管∫出光石化ノ

物流日)麟 の娠 化蒼図るために、広ぐ●倉を放〃ながら

繊 と「ジネスフ『ロ1・コルの標 津化と賊 難2ξ 存ラ

WG3電 子マーケットへの対応(主 管:三 井 化学)

業界の共通情報、各社 の製品カタログ等の情報を登録した

石化協ホームページを作り電子マーケットの可能性を探る

図 一10
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2-1WG2の 推進 体制

・広く合意 の取れた標準 とするため、石化メーカー8社 の協 力を得てSUB1を 組織した
・実証実験を睨み 、物 流事 業者3社 の協 力を得てSUB2を 組織した

活推進委員

物流EDI専 門委員 情報通信委員会 物流委員会
「 一レ

推進委員会EC1小 委員会 企画小委員会

標準BP

(SUB1)

リーダ 日本触媒(石 田)

サブ 出光石化(竹 内)

三井化学(木 村)

日本合成ゴム(宮 ロ)

昭和電工(前 田)

トクヤマ(衛 藤)

三菱ガス化学(高 橋)

旭化成(黒 木)

協 力 鉄道情報システム(武山)

リーダ 出光石化(竹 内)

サブ 出光石化(濱 田)

協力 三朋流通(松 尾)

センコー(松 本)

NTC(日 野)

日本触媒(小 島)

三井化学(森 園)

日本合成ゴム(萩)

昭和電工(古 田)

トクヤマ(菊 池)

NTT(橋 ロ)

撰

褐

図 一11

(国 内における標準 化の状況)

一物流EDI推 進委員会(JTRN)

・物流3団 体(物流EDI推 進機構、JILS、EIAJ)を 母体として組織化

・物流EDIの 日本標準を作成するべく国内各業界が参加して活動

・石化協己甜 化学辣 のκ表とLτ繊 メン!`㌔仁多勿、群Zを 痴雛 遊

鍛

(標準化推進の基本方針)

一他業界と親和性が高い石化協標準を実現する。具体的には全業界共通の全体標準である

JTRNか ら石油化学業界で使用する部分(サブセット)を特定し石化協標準と定める

一シンタックスルールとしては事実上の国内標準であるCIIシンタックスルールを採用する

一 業務範囲・形態等で各社毎にかなりの相違が想定される物流EDIの 場合、完成度が高い

標準を一気に作る方法は現実的ではない。むしろ「嚇 な部分からUt芦fk/=手 をつ1六

必要の搬 グバイズをか1プτ♪タ容の充美PをLτいぐ」という進め方により、早期のデファク

トスタンダード化を目指す

嚢

電

図 一12
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適用範囲

2-2.成 果物 の概 要

製品 樹脂 、ただし化成品・ゴム等も意識 して作成

運送手段:ト ラックを中心とした陸上運送 。鉄道 ・船 は除外

対象業務 開発 した標準メッセージ(20メ ッセージ)

運送 運送依頼、運送完了報告

入庫 入庫予定、入庫報告

出庫 出荷依頼、出庫報告

在庫 在庫報告、在庫差異報告

在庫調整報告、在庫調整報告承認

流通加工 流通加工依頼、流通加工報告

請求
運賃請求明細、運賃請求明細確認、運賃支払明細

倉庫料金請求明細、倉庫料金請求明細確認、倉庫料金支払明細

マスター 品名マスター、荷届先マスター

叙

両

輪

*流 通加工 荷姿転換など詰替えが主な依頼

図 一13

2-2.デ ータ項 目の標 準 化

デー タ項 目数 は 全 部 で195

一 内、32項 百 ぽ石化婁界とLて'JTRN/=tSM要 望した

・ヘッダー情報:デ ータ作成時刻、赤黒区分

・運送指示情報:積 み合せ番号、荷届先検収区分、運送依頼有無区分 など

・在庫情報:在 庫調整報告番号、在庫増減原因 など

・流通加工情報:流 通加工依頼番号、流通加工作業コー ドなど

・荷扱い情報:ユ ニットロー ド指定区分

・受寄物情報:荷 届先検収数量 、ユニットロードコードなど

・請求情報:運 賃明細コメント、保管料項 目コードなど

一残り163項 百仁つい甜 僧薫界と共万化できた

概

竜

馬

図 一14
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一

◎ 平成9年11月 から平成10年5月 トライアル運用(実 証実験期間)

◎ 平成10年9月 から実運用開始

◎ トライアル運用、実運用におけるBPの 結果を石化協各社に報告

◎ 石化協物流と「ジネスプ旨声コル群 書

⇒xm・ 傘72月 第一鰯 定

◎ 物流EDI標 準書(JTRN)の2A版 に準拠 したサブセットとして、正式に

了承

図 一15

図 一16
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3-1.出 光石 油 化学 の紹介

1.創 立 昭和39年 … 出光興 産の石油化学部 門

2.売 上 高3300億 円

3.従 業員2500名

4.取 扱い商品

化成 品、合成樹脂、機 能性樹脂、樹脂製品 等

5.事 業所

工場 ・… 千葉、徳 山、マ レーシア、台湾、ブラジル等

研究所 ・… 樹脂研究所、化成品研究所、製品研究所

支店 ・営業所 … ・全国主要都市

書

駕

図 一17

石化協BP小 委

3-1.運 用 体 制

メーカー

WG2

物流BP改 善

物流事業者

H10.9月 開始

使用倉庫

出光石油化学

JTRN

響

三朋流通 五井一
他全基地

H11.1

セ ンコー 青柳
辱

東大阪

他全基地

H11.3月 開 始予 定

日本 トランスシティ
名古屋一 見

他全基地

図 一18
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システム構成

トラン ス レー タ

NTS-410-Tran

トランス レー タ

NTS-410-Tran

センコー トランス レー タ

E三]ED・ ・'・・/CII

日本トラ

[lSDN網]・ スシテ・

回
トラ ンス レー タ

FEDIT/TRN

社 内

アプリケーション

社 内

アプリケーション

図 一19

EDI適 用範囲

適用範囲 製 品 樹脂(10月 から化成 品開始)

運送手段:ト ラック運送、船(RORO船 含む)

対象業務 JPCA物 流BP標 準 メッセージ

運送 運送依頼、運送完了報告

入庫 入庫予定、入庫報告

出庫 出荷依頼、出庫報告

在庫 在庫報告、在庫差異報告

1在庫調整報告、在庫調整報告承認1

流通加工 流通加工依頼、流通加工報告

請求 運賃請求明細、運賃請求明細確認、運賃支払明細

倉庫料金請求明細、倉庫料金請求明細確認、倉庫料金支払明細

マスター 品名マスター、荷届先マスター

毘

駕

[=]:現 在テスト運用中Hl1.3中 開 始予定

図 一20
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3-1運 用 方法

(データの送 受信方法)

一 メーカーからの依頼データの送信方法

・対象データは運送、入庫依頼、出荷依頼、流通加工依頼 等

・依頼データの作成はメーカー側で随時に行う

・メーカー斑空夢で依願データ蒼嚇 事業者翅へ送信する

(1es7t毎 ξヲ、動ノfツチ処理 ノ

ー 物流事業者からの報告データの受信方法

・対象データは入庫報告、出庫報告、流通加工報告 等

・報告データの作成は物流事業者側で随時に行う

・物読糠 青斑全軍で叛昔データを荷主卿へ送信する

Cメーカr鰍 ≠7醐 毎β劫バッチ必!」副

(障害対応)
一データの送達確認、データ障害発生時の対処 等についても

依頼データはメーカー側、報告データは物流事業者側で責任を持って行う

菖

騒

闇

図 一21

アータ件数

業務

送 受信データ件数(1月 分)

三朋 センコー トランスシティ 計

運送依頼 8,700 4,400
一

13,100

入庫依頼 620 430
一

1,050

出庫依頼 7,200 4,400 一 11,600

出庫報告 6,940 2,660 9,600

流通加工依頼 280 10 290

停
酸

峯

嶋
鐸
・.

図 一22
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3-2.業 務 処 理フロー(入 庫 業務)

荷主
物流事業者

協力会社
事務担当 倉担当 配車担当

1機 械処理11入 庫予定1
>1受 信1

T
1機 械処理(帳票)1

1運 送依頼1一 1変更 ・削 除オーダー覧1 *1
♪ 1マ ・・アル処理1

1修 正入力1 *2 1マニ・アル処理(帳 票)1

1
∀ ウ

1入 庫指 図一覧表1

ウ

1保 管域記 入1*3

♪
1(入 庫予定)1

1運 送指図一疑1
♪

1配 車繰 り・手配 卜一'

♪
1入 庫引取書1

'『 運送事業者

1

1篭

麩

*1変 更 ・削 除オーダの一覧表

*2変 更 ・削 除オーダの修正入 力

(翌 日分 なら緊急メールを発信)
*3予 定する保管域

*4実 績の保 管域 、区画、棚番 、

入庫数量
*51件 毎 に実績を入力する

▼ 、 '' 、

1空 車1
>1照 合 ・指示(受 付) ` >1入 庫作業1

1

1着 荷 「
♪

1実 績言己入1.4

十

1入 庫実績入力1< 1(入 庫実績)1
テ1配 車難 入力1

1入 庫報告1∈

丁*5
1送 信1

図 一23

3-2.業 務処 理 フロー(出 庫 業務)

荷主
物流事業者

協力会社
事務担当 倉担当 配車担当

1出 庫依頼1
>1 受信1 1機 械処理

,

丁
1機 械処理(帳票)

1運 送依頼 「 1変更 ・削 除オーダー覧1
1マ ・・アル処 理

*1ウ

1修 正入力1.、
匡 ・アル処理(帳票)11

ウ ▼

1転 送指図1 1運 送指図一覧表1一 ♪

1転 送指図修正1 1配 車 繰り・手配 十 「
一『 運送事業者1

胞
♪1

、〆 ▼

1積 み合わせ指示 十`
♪

1出 庫受付表1 1出 庫指図一覧表1 一」 出庫引取書L3

、

♪

∋

一

♪

1納品書・受領書ド 1出 庫指図書1 1路 線会社 入 力1*4

,↓ 噺
「

↓ 1路 線出荷依頼書r一
一司 運送難 者1

㍉
1空 車1 照 合 ・指示(受 付)1 >1出 庫作業1>1 干

率1変 更 ・削 除オーダの一覧表

*2変 更 ・削 除オーダの修正入 力

(翌 日分なら緊急メールを発信)
*3工 場 等からの直送分

*4路 線 会社の決定、入 力

♪ 「 路線送り状1

1路 線便 卜 1実 績書己入1
♪

1(出 庫実績)1
♪

1一 括 出庫確 認1∈ 1転 送指図確認1 >1配 車実績入力1

丁
1出 庫報告 ド 1送 信1

図 一24
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3-2. 業務処理フロー(流 通加工業務)

荷主
〃IL物法事業者

協力会社
事務担当 倉 ・加工担 当 配車担当

l

l,l

l.2

ヤ

1
1 流通加工依頼1 〉.■ 受信

1機 械処理
罵

T 1機 械処理(帳票) 1
1加 工指図一覧表

1マ ニ・アル処理 1♪

1作 業スケジ・一ル作 成 1マニ・アル処理(帳 票)1
ウ

捷

・爾

1加 工指図・報告書 1., ♪

1 出庫転送指図1 *4 1 配 車繰 り・手配 卜'
'『 運送事業者1

T ♪

*1新 規加工オーダの一覧表

*2ス ケジュール表への反映

*3新 規加工オーダの指図書

*4必 要に応じて保管域 を修正

*5実 績の保管域 、区画、棚番、

入庫数量

*6前 日までに終了させる

*7当 日分加工オーダの指示

*8実 績の加工数量 、ル]ンNo等

*9実 績の加工数i、 完了 日等

*10運 賃計算 用の実績入力

1転 送指図一覧表1 1 運送指図書1
♪ ♪

1 出庫作業1 1 運送作業1
♪

〆

1 (出庫実績)1き,
、♪

1出庫転送指図確認1.6 1 配車実績入力1

↓

*10

▼

1 照 合 ・転記 1鴫

1.9

1

1

1作 業指示 ・確認 書1*7

♪ ウ

1(報告用加工実績) 1 加工作業1
十 ♪

1入 出庫実績入力 1 (加工実績)L8
♪ 1

1 流通加工報告 ド 1 送信

図 一25

,

3-2. 業務処理フロー(在 庫調整業務)

荷主
物流事業者

協力会社
事務担当 倉担当

凋

攣

這

1 返品 入庫(破 袋)肖 、 1運 送事業者1
♪

1破袋等在鳳 発生L2 1棚卸等在庫増発生1
♪ ♪

1 増減報告書起票1 1 増減報告書起票1
♪ ♪

'

1 荷主への報告 1 増減報鵠1.3 1 増減報鵠 ㌔

、

1∈
1機 械処理11

1 荷主への報告' ド

■-

v

(出荷止め)

1機 械処理(帳票)1
1見 積伝票入力1 1 保管場所移動1

(出荷止 め)

、

T 1マ ニ・アル処理1
1 転送指図/確 認1

1マニ.アル処理(帳 票)1♪
1 入出庫予定入力

,↓
■こ4

牢1破 袋による持ち戻り入庫

傘2破 袋およびその他在庫差異
*3数 量および原因を記入する
*4増 減数量の入力
*5増 減報告書と内容照合する

率6月 間の集計表を作成する
率7本 来の保管場所へ(増の時)

干「

l

l

1 在庫調整報告1∈ 1 送信

マ
1 承認1
♪

1在庫調整報告承認1 ,1 受信一「

'∀

1照 合 1,5>1 保管場所移動L7
♪ ♪

1 破袋報告書作成1 1 転送指図/確 認1*6∀

1原因別破袋報告書 ト
一1
原因別破袋報告書1

図 一26
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3-3.メ ッセージ他 の 評価

◎ 標 準BPに ついて
・物流事業者の業務フローに沿ったBPが 開発できた

・物流事業者の 自社システムへ のつなぎ込み のし易さにおいても満足

・JTRNの サブセットとして実運用に耐えうる

◎ 伝 送 所 要 時 間 につ いて

O伝 送手順と回線速度

・三朋流通:全 銀TCP/IP(64KBPS)

・センコー、トランスシティ:全銀ベーシック(9.6KBPS)

*当 然ではあるが、回線速度の 向上が業務処理の迅速化に大きく寄与する

◎ トランスレー タにつ いて

・漢字を含むコード変換機能があるので開発工数の削減 につながる

・応答性(レ スポンス)も非常に良い

・パラメータ設定に慣れれ ば導入は容易である

健

㌔

図 一27

4.導 入 効果 懲

4-1 物流事業者の効果

4-2出 光 石油化学の効果
窪

,

4-3 石化協の意義
奪

図 一28
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4-1.物 流事 業者 の効 果

◎ 自社システムへの 一元化

・賭 データの二重 λカの鯉

・荷主倉庫端末か らのデータ移送作業及びマニュアル送信操作の廃止

・メーカーシステムのコー ド、操作が無くなり、事務所 内業務が標準化 が図れた

禦
、

登◎ 月末在庫の突合わせの効率化

・帳票での突合わせを廃止し、在庫データのマッチングにより差異の早期発見と

対応を実施

◎ データで直接処理することにより作業指示における転記ミスの激減
亀

三朋流通の場合 ⇒3-4紛 礪 勤 鰍 なった

図 一29

4-1.業 務省 力化 の評 価

業務 三朋 セ ンコー トランスシティ

運送 26※ 22※ 67

入庫 10※ 44 50

出庫 77※ 47※ 80

在庫 8 ※ 現状、倉庫端末から

FPDに て依頼データを

自社システムに入力し

ている流通加工 17

請求 16

マ ス ター 100

平均 45% 33%173%

愚

藻

*セ ンコー 、NTC.ト ラ

イアル時の 予想値

*EDI以 前の 状態 駕i

を100と した場合

の 省 力化率

図 一30
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◎ 省力化

・在庫の不突合いは月末、月初に集中し、翌月訂正
→ 平準化(毎 日チェック)

残業減

・運賃請求書の突合わせ業務の軽減が期待できる

◎ 辱靖蛛 の噺!ご よる深守抑、逓信費の繊

◎ 請求データの分析をタイムリーに行い、更なるコストダウン

懇

急

迫

図 一31

4-3石 化協の意義

茜

◎ 業務提携、合併などのネック解消への期待

◎ 共同物流などへの布石

◎ 業際を越えて、メーカー ・物流事業者を含めた

全体競争 力向上への一助

違

込

守

32一図

634



5.今 後 について

◎ 出光・物流事業者共通課題への対応

・請求データのEDIの 早期実現

・EDI稼 動 状況の監視 方法 ・体制の確 立

・EDI対 象外 となる例 外処理についての運用ルールの明確化

◎ 石化協について

・標準ビジネスプロトコルの普及及び啓蒙活動の強化

・対象の拡大 → メーカー、物流業者

→ 化成品、ゴム

◎JTRNに ついて

・荷札 、送 り状、納品書 ・受領書 の国内統一化

・共通コードの維持管理に工夫が必要

ぽ

葡

聾

、

図 一33
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講演3

2-4-3石 油化学業界事例紹介

石油化学工業協会 情報通信委員会EC2小 委員会主査/

住友化学工業(株)総 合計画室 主席部員

村上統英 氏





2-4-3講 演3石 油化学業界事例紹介

【講師】

石油化学工業協会 情報通信委員会EC2小 委員会主査/

住友化学工業(株)総 合計画室主席部員 村上統某 氏

本 日は、電子商取引共通基盤整備事業の一貫で実施した、石油化学業界の生産 ・販売・物流

プロセスにおけるEC共 通基盤整備 のEC2次 プロジェクト(EC2)に ついてご報告する。EC2で は

化学産業における融通取引・委託加 工取引をとりあげ、EDIに 関して業界標準モデルの構築及

び実験を行った。目的は販売 ・物流プロセスでの企業間データ交換を実現させ、販売プロセスの

コスト削減及び商慣行是正を図ることである。

融通取引とは、石油化学メーカ間の製品取引である。ロケーションスワップ(物 流費の合理性を

求め、需要家に近い拠点から製 品を出荷)、タイムスワップ(自社が製品供給できない期間に他メ

ーカに応援 出荷を依頼)
、生産受委託(自 社で製造していない製 品の生産を他メーカに委託)の

3つ がある。委託加 工取引とは、自社の生産する石 油化学製品を需要に調合するため、加 工工

程を外部に委託する取引である。

この2つ の取引には、以下のような問題があった。融通取引については、受発注業務は商社と

の取引と同様だが、融通依頼や試験検査報告等の業務があり、清算は、貸借 の差額精算方式と

いう場合がある。また、発注側としてのEDIを 行っている石 油化学メーカがなかった。委託加工取

引についてはオーダ件数が多く、メーカによって様々な方法で取引を行っている。委託加工メー

カは 中小企業が多く、それら全てとオンライン化を実現できている企業 は少ない。このため、EDI

化し、標準化していくことが 目指された。

2っ の実 験 環 境 は 図一25の ようなものを構 築 した。シンタックスル ー ル はJPCA(Japan

PetrochemicalIndustryAssociation:石 油化学工業協会)受 発注ビジネスプロトコル(BP)及 び

JPCA物 流BPで 採用したCIIシ ンタックスルールを使用 しており、通信プロトコル は全銀及び

TCP/IPを 使った。作業期間は1年 であり、平成10年2月 に作業に入った。

融通取引では、BPで 制定した6業 務12メ ッセージから業務の中核である2業 務3メ ッセージ

を選択し、実用性 の検 証を行った。対象業務は注文業務と出荷請求業務であり、対象メッセージ

は注文、注文確認 、出荷請求である。評価方法は実験対象企業に対するアンケート方式を用 い

たが、検証結果は標準化した融通取引BPの 業務定義 ・用語の定義 ・メッセージの定義 には運用

上問題がなく、メッセージに過不足 はなかった。また、データ項 目定義にも問題 はなかった。発注

側、受注側の双方が効率をあげることができたが、その度合いは両者でかなり異なるものとなった。

受注側は既存の社内受注業務システムへのデータ取込が容易 に実現でき、二重入力の防止及

び省力化ができたためかなり高い稼働削減率が達成できた。それに対し、発注側 は石油化学製

品の発注業務システムが完備 しておらず、石化メーカで使用量を計算して自動的 に発 注するの

は難 しい。スタンドアロンの簡易発注業務システムを利用したため、社 内系の業務システムへのデ

一439一



一夕再入力などが発生し、発注側 ほど削減効果が見られなかった。だが、両者とも効率化を図る

ことはでき、融通取引でも電子商取引の基本業務である注文 ・出荷請求が有用であることが実証

された。今後、実運用のニーズは高まるものと思われる。

委託加工取引での実験では、委託加 工取引BPで 制定した6業 務12メ ッセージから、清算依

頼業務(委 託生産依頼、確認)、原料発注受付業務(原 料発注依頼、確認、検収報告)、試験検

査業務(製 品検査報告)、製品入 出荷業務(製 品出荷報告)、在庫管理業務(原 料使用実績)を

選んだ(()内 は対象メッセージ)。検証結果は、標準化した委託加工取引BPの 業務定義・用語

の定義・メッセージの定義 には問題がなく、メッセージにも過不足がなかった。また、データ項 目

定義 にも問題 はなかった。EDI化 による業務効率改善効果については、石化メーカ(発 注側)は

稼働 削減はかなり実現できたが、委託加 工メーカには効果 はなく、作業は増加 してしまった。石

化メーカには生産システムが出来ており、全てをEDI化 することができたため、効果はかなり高か

ったのに対し、委託加 工メーカはパソコンやWebEDIシ ステムに習熟していなかったため、作業

時間が増加してしまった。しかし、操作習熟により作業時間は短縮可能であると考えている。また、

今回は新規開発したWebEDIシ ステムを使用 したが、実業務での運用上問題はなく、石化メーカ、

委託加工メ・一一・E力共に80%以 上がこのシステムに満足していると答えている。この実験 により、Web

EDIが 中小企業に対するEDI普 及に有効であり、システムも短期 間で構築可能であることが判明

した。このシステムの成功の鍵は、クライアント側の操作牲 の習熟によると考えている。

日本の石化メーカでもEDIの 様々な業務の業界標準ができ始めたが、海外企業との合従連合

も始まっており、ビジネスモデルをグローバル化するとともに、インフラとしてのEDI、BPの 日本版

を早く構築して対応していきたい。
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◇
z学 業界の生産 ・販売・物涜力

セス仁ゐYナるEO共 運1麹盤の整備

」7彦ゼ17年3ノ ヲ5∠ヲ

石油 化学Lτ業 協 会

図 一1

◇ ・・〃一
θ佑 じめ/ご

1.石 化 協 とは

2.石 化 協 のEC活 動

θ4EO2の 活 動

3.実 施 形 態

4.概 要

5.実 証 実 験

6.融 通 取 引

7.委 託 加 工 取 引

θ最 後/ご

8.結 論 ・提 言 のまとめ

図 一2
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図 一3

◇ 7-7.石 化 協 とぽ

◆石化協(石 油化学工業協会)と は

α ヲ〃ウ

石油化学工業協会は会員相互の親睦、連絡、協調を図り、石

油化学工業の健全な発達と国民経済の発展に寄与する。

θ主 な 活 動 内 容

●石油化学工業の調査研究、統計の作成、資料及び情報収集頒布

●石油化学工業に関する知識の啓発及び普及宣伝

●石油化学工業に関する意見の発表及び建議

●石油化学工業関連業界との連絡

図 一4
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◇ 7-2加 盟 会 老t

◆加盟会社33社

住友化学工業㈱
三井化学㈱

㈱日本触媒
東燃化学㈱

昭和電工㈱

日本石油化学㈱

三菱石油㈱

日本ゼオン㈱

日本ユニカー㈱

三菱レイヨン㈱

三井 ・デュポン ポリケミカル㈱

旭化成工業㈱

電気化学工業㈱

新日鐵化学㈱

㈱トクヤマ
三菱ガス化学㈱

日本ポリオレフィン㈱

ダイセル化学工業㈱

宇部興産㈱

大阪石油化学㈱

㈱クラレ

協和油化㈱

日本ポリケム㈱

丸善石油化学㈱
JSR㈱

三菱化学㈱

チッソ㈱

出光石油化学㈱

日曹油化工業㈱

東ソー㈱

大日本インキ化学工業㈱

丸善ポリマー㈱

㈱グランドポリマー

以上33社(会 員名簿順)

図 一5

な'1じめ 仁

2石 一化協の石0活 動

2-1.会 社 め ぐる社 外 取 引

2-2.JPCA-BP作 成 まで

2-3.EC1に つ い て

図 一6
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◇ 2-7.会 社 め ぐる在 タ〆E2易/

料

美

材

給

金融機関

lEC2ま での活動範囲

肛

一
碧 石油化学

Lメ=力 二

物流取引

需要家

図 一7

1985 ビジネスプロトコル小委員会発足

ビジネスプロトコルの標準化検討開始

1990 大手 総合商社対象に石化協モデルビジネスプロトコル(JPCA-BP)を 協会標準 とする。

1991 CIIシンタックスルール検討開始

(社)日 本貿易会とビジネスプロトコルに関する合同検討開始

1992 石化 メーカ2社 と商社数社においてJPCA-BPに 基づく電子取引開始

石化協ビジネスプロトコル標準書(第2版)刊 行

1993 専 門商社 向けパソコン用JPCA受 発 注パッケージ完成・配布

1994 物流EDI検 討開始

1995 商社など関連業界向けJPCA-BP説 明会開催

1996 物流EDIに 関する項 目定義の整理完了

EC実 験 プロジェクト(EC小 委 員会)発 足

1997 一一
1998 εo－次実証顯 完 ア

εCL=次 ニカコジェ外 燈定

槻 と「ジネスプρ声コル内定

図 一8
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◇ 2-3.ε07仁 つ い τ

◆EC1(IPA企 業間 高度電子商取引推進事 業 平成7年度補正317億 円)

eJPCA--BPを"/A!7Lf=受)IS72E-tlの 』立波 ・ フe

目標:石 油化学企 業～商社で行っているJPCA-BPに よる受発注EDIの 普及 ・拡大。

開発:受 発注パッケージソフトをLAN及 びWindows95等 の最新端末環境へ対応。

標準化作業:国 際標準であるEDIFACTの 石油化学業界での海外取引への採用を検討。

θ物読業務の効率fヒ・オープン化推進

目標:物 流業務プロセス及びEDI化 による業界としてのBPRを 実現。

標準化:国 内統一標準作りに参画し、統一標準であるJTRN-BPの サブセットとして標準化 。

実験 内容:上 記物流BPに 基づき、メーカ・物流事業者間で実証実験を実施。

θ新たなマーケテ〃 グシステムの確立

目標:IT技 術を活用した、新たな石油化学製品のマーケティングシステム方法の検証。

実験 内容:実 証実験用WWWサ ーバと連携した、石油化学製品のデータベースを構築し、

Webフ'ラウザを利用したマーケティングの有用性を検証。

図 一9

EC2の1活 動

3.実 施 形態

3-1.契 約 形 態

3-2.実 施 体 制

図 一10
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3-7.契 約 形 能

図 一11

磯 3-2男 猫体制

石油化学工業メーカー(石油化学工業協会 会員33社)

甜 化 学 工業 協 会[JPCA:JapanPetrochemicalIndustryAssociation]

理 事 会iLr」
情報通信委員会 1その他25委 員会

lWGA:融 通取引BP標 準化 ・実験
住友化学工業㈱、旭化成工業㈱

㈱ 日本触媒、東ソー ㈱ 、日本ポリオレフィン㈱

三井化学㈱、三菱化学㈱ 、㈱トクヤマ

JSR㈱ 、大 日本インキ化学工業㈱

図 一12
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EC2の1活 動

1乙
4劣 優 ・

4-1.目 的

4-2.融 通 取 引

4-3.委 託加 工取 引

4-4.業 務 の現状 と問題 点

4-5.融 通取 引BPの 取 引 内容

4-6.委 託加 工取 引BPの 取 引内 容

4-7.作 業手 順

4-8.標 準化 の作 業方 針

4-9.ス ケジュー ル

図 一13

◇ 4-7.昂 労

eEC2の ∠ヲ卯

販売 ・物流プロセスにおいて、企業間データ交換の実現(EDI化)に

よる販 売プロセスのコスト削減及び商慣行是正を図る。

テーマ:化 学 産 業EDIの 実証

●融通取引業務における作業効率の向上

●委託加工取引業務における作業効率の向上

漁法瀞鰐蕎聾箋漂拒 瓢

化学産業の業界内取引の作業効率の向上、コスト削減を行い、

日本の化学産業全体の生産性向上及び国際競争力の強化を

実現。

図 一14
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◇ 4-2.融 通 敢 勇/

θ融運汲万とα

石油化学メーカー間での製品取引

ロケーションスワップ_主 に物流費の合理性を求め、需要家に近い拠点から

それぞれの製品を出荷

タイムスワップ...自社が製品供給できない期間に他メーカーに応援出荷を依頼

生産 受委託_自 社で製造していない製品の生産を他メーカーに委託

醐 取引
「

需要家 商社 注文 メー カー

発
注
者

注文

受
注
者

メ→ カー注文
●

請求

,
●

請求`
請求
■

納入

■

↑ 1
1物流業訂

図 一15

φ 4-3.委 託 力〃二王敢 勇/

θ委調 圧放列とぽ

自社の生産する石油化学製品を需要家のニーズに基づくグレードに

調合するため、加工工程を外部に委託する取引

委託加工取引

凡例

`■ ■ ■ 一 口 一 一 ー ー ー ー 一 ■ ■ 一 ■

需要家 商社 石 化1

メ ー θ]一 委託生産依頼 萎当三
副資材

メーカー
1 →

注文
一 ・一)

注文
一・一 ゆ

委1

託1 原料発注
←

委1

託1
元

1
先`

1
製品出荷請求 請求

1原 料 ・
← 注文

司← ・・ (← … ■副資材 1酬1 一 ・一 ・■ ・→ 1副司1

<
一 一 一 コ ■ ■ 一 ■ 一 一 一 一 ■

← †注文 請求● ▲ ▲ ↑` 子!
・ ・.」 1

請求 `

例 一'一'レ 情 報 の 流 れ 運送事業者
→ 物の流れ

図 一16
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◇ 4-4.業 務 の男 名ぐと彫題 点

θ融運敢勇/

・受発注業務は、商社との取引と同様だが、
融通依頼や試験検査報告という固有の業務

が存在。
・清算については、基本的には商社などとの
決済と同様だが、貸借の差額清算方式もあ

る。
・発注側としてのEDIを 行っている石油化学

メーカは無かった。

θ委詞勃肛 放ρ

・定常的な取引として頻繁に行われ ている。

・オーダー件数が多い。

・化学メーカーによって様 々な方法で取引

を行っている。(原料の支給方法等)
・委託加工メーカーは、中小企業が 多い。

・化学メーカー独 自のプロトコルで取 引を行っ

ている。
・すべての中小委託加工メーカーとのオン

ライン化を実施できている企業が少ない。

融通取引/委 託加工坂9/のEDtieの 必要性i

図 一17

◇ 4-5.融 通 敢 ξ78ρの敢 勇φ9容

石油化学メーカー間で行われている融通取引業務の業務モデル ・

基本業務フローを作成し、その業務フロー内で取り交わされる情報

をEDI標 準メッセージとして定義 。

麟 放夕業務モデソ

石化メーカー(発注者)メ ッセージ種類一 引菊至=
_

<一 ー 一{三 駆 逐i二]一一

ー一__[遍 通帳桓ユ__一 一 レ

ー[遍 頁確認コ__一 ー一

[二 注文=]一 一 ー レ
ザ 　 ロ 　 　 　　 ロト

くトコー一 一≒_注 文工ラ=_1

契約業務

融通依頼業務

注文業務

試験検査業務

出荷請求業務

支払業務

<トー■[連 文確認 コ

くト ー 一一冨覇検査報召
「日摘言≡…〕

石化メーカー(受 注者)

⊂請羅 認ユ 一一一一レ

た二:支援 一「

支払萌細工i←一ーーー一→レ

契約業務

融通依頼業務

注文業務

試験検査業務

出荷請求業務

支払業務

図 一18
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◇ 4-6委 話拓Lτ92/Bρ の敢 勇!内容

石油化学メーカーとその委託加工メーカー間で行われている委託

加工取引業務の業務モデル・基本業務フローを作成し、その業務

フロー内で取り交わされる情報 をEDI標 準メッセージとして定義。

一

石化メーカー

原料発注受付

業務

メッセージ種類

E亙 訂茱荏二]トー 一 →

【.委託生産依頼}一ー一一一一1レ

<}一一ー一≒[委託生産工≡ヨ

くトーー一一{委託生産確認1

<一 一≒[⌒ 画

一一一一一{〕颪霜蚕豆垂壬ロト一一一一ーレ

陳 書発注確滋→

<ト ー一一]原 料検]反報告i

<ト ー一一∋製品検査報告 ト 一一一一一一

くト一一一一≒製品出荷報告 ト一一一一一一
一一ー一一⇒製品検収報告トー一→

<ト一一一一原料使用実績 ト一一一一

委託加工メーカー

生産依頼受付
業務

原料発注依頼
業務

原料使用実績
管理業務

図 一19

φ 4-7作 業 手順

販売・物流プロセスの融通取引業務および委託加工業務の

ビジネスプロトコルを作成し、EDI化 の実証実験を行った。

項目 融通取引 委託加工取引

標準作成作業 融通取引BP 委託加工取引BP

開発作業 WebEDIシ ステム開発

実験環境構築作業 ネットワーク環境

融通取引ホスト環境 委託加工取引ホスト環境

EDI共 通 サ ー バー

WebEDIサ ー バ ー

WebEDIク ラ イアン ト

実証実験作業 融通取引EDIの

実用性の検証

委託加工取引EDIの

実用性の検証

図 一20
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◇ 4-8.標 準Zの 作『業方針

θ シンタックスル ーノレ

JPCA受 発注ビジネスプロトコル及びJPCA物 流 ビジネスプロトコ

ル で採 用 したCIIシ ンタックスルールを採用 。

θ逓 信 フ臼 トコル

EDIに おいて標準 的に使用され ている全銀協ならびにTCP/IPプ

ロトコルを想定 。

図 一21

◇ 4--9.ス ケ ジ ュ ー ノb

実証実験
作業

!4

≡ 査 作 業

図 一22
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EC2の1活 動

5.要 証男 験

5-1.実 験 項 目 関 連 図

5--2.実 験 環 境 の 構 成

図 一23

◇ 5-Z鼻 鏡項百開運図

標準作成作業と実験作業

融通取引業務、委託加工

取引業務の2業 務につい

て行った。

化学産業EDI標準作成作業

融通取引BP
・調査作業

・標準薬の作成作業

・国内調整作業

・標準検討作業

・標準書作成作業

委託加工取引BP
・調査作業
・標準案の作成作業

・国内調整作業
・標準検討作業
・標準書作成作業

融通取引
呂 ス ロ コ レ

委託加工取引

ビ呂 スプロ コ レ

化学産業EDl

・ネットワーク環境

・サーバー環境

・クライアント環境

化学産業EDI開発作業
。1
_ぐ 、

・メッセージ入出力管理機能

.い_ぐ ◆'、 鱈

化学産業EDI実 験 作業

EDIの の 加工EDIの の
・業務定義及び用語 ・メッセージ

定義の妥当性検証
・データ項目定義の妥 当性検証

・業務のEDI化 による業務効率

改善効果の検証

・業務定義及び用語 ・メッセージ定

義の妥当性検証
・データ項目定義の妥 当性検証

・業務のEDI化 による業務効率改善

効果の検証
・メッセージ送受信方法の妥当性検

図 一24
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◇ 5-2.男 。麓環境 の構成

以下の環境で実験を行った。

融通取引

モヨ　ヨィヒ　 メ　 力

量 繁繁引
モデム

公衆網

モデム

墨 融通取引ホスト

石油化学メーカ

モデム

墨 融通取引ホスト

石油化学メーカ

、

'

WebEDIシ ス テム

WebEDIサ ーバ ∋EDI共 通 サーバ

回国 口
TCP/IP

≡
=

≡

0
榔Nヰ ルータ0

よ託加工取弓Lレ ・セスサパ枡目 ヨ
1]

茸

口iJ

モデム.ノ

公衆網

砲 モデム

墨
委託加工取引

WebEDI用

クライアント

委託加工メーカ 委託加工取弓

図 一25

EC2cz).ZISt

6.融 通勿～ヲ/

6-1.実 験 対 象 業 務 お よび メッセー ジ

6-2.実 験 環 境

6-3.実 験 項 目

6-4.実 験 結 果

6-5.結 論 ・提 言

図 一26
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◇ 6-7.男 騒}対象業務ゐよひソッt－ ジ

融通取引ビジネスプロトコルで制定した、6業 務12メ ッセージから

業務の 中核 をなす 、2業 務3メ ッセージを選択 し、実験を実施した。

対象業務名 対象メッセージ メッセージの内容 データの流れ

注文 個別発注を成立させるため、契

約番号及び事前に通知された

取引条件では定まらない数量、 発注者→受注者

注文業務
納期 、納 入先等の注文要件を

満たしている情報。

注文確認 発注 申込または変 更に対し、

受注者が受諾の確認を行なう

情報 。又 は発注 とは異 なる条 発注者←受注者

件での受諾確認を示す情報。

出荷請求業務
出荷請求 受注者が納入先に出荷したこ

とを出荷単位毎に発注者に通 発注者←受注者

知し、代金の請求をする情報。

図 一27

◇ 6-2男 験環 境

e住 友z学 一ン担化成

θ∠≡7本触媒 ・一住友 化学

石油化学メーカー

(発注者)
PC

石油化学メーカー

(受注者)
メインフレーム

図 一28
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毒 6-3.男 験 項 目

θ融頒)灰i/EDIの 美冗用 性の検証

以 下 の3項 目につ い て検 証 を行 った 。

目的 ●「標準化した、融通取引BPが 運用上問題がなかったか。」

●「業務のEDI化 により効率化が図れたか。」

内容

業務定義及び用語 ・メッセ 今回、融通取引業務の標準化対象とし
一ジ定義の妥 当性検証 た業務モデル及び用語 ・メッセージに問

題がなかったかを検証する。

データ項 目定義の妥 当性 今回作成した標準BPの データ項 目定義

検証 が実業務上問題がないか及びデータ項

目に過不足がなかったかを検証する。

業務のED!化 による業務効 今回作成した標準BPを 使用して融通取

率改善効果の検証 引EDIを 行い、今までに比べて作業時間

が短縮したかを検証する。

θ評価方法
アンケー ト(事前 ・実験 中)の 実施により評価。

アンケー ト対象企 業:住 友化学工業(株)・旭化成工業(株)・(株)日 本触媒

図 一29

㌧

'6-4男 続結果

θ業務定義及び用語メッセージ定義の妥当性強面
、

〔 目的 「標準 化した融 通取弓IBPが 運用上問題がなか ったか・」

鋸
豊実験鷲

}ぜ

藻鵜 へ液嫉 一
夕 烏)㍗"さ'〉'∴ ク

.1

:',障:影 市続'餓 ≧・、

1望5

12/10

業務定義 パ ターン1 65件 妥当(不適合0件)

.

パターン2 60件 妥当(不適合0件) 1.標 準化 した融通取 引BP

の業務定義 ・用語の定

義 ・メッセージの定義 には

問題がない。

2.標 準化 したメッセージに過

不 足はない。

グ

用語定義 パターン1 65件 妥 当(不 適合0件)

ハ.タ ーン2 60件 妥 当(不 適合0件)

メッセージ定 義 パ ターン1 65件 妥 当(不 適合0件)

パターン2 60件 妥 当(不 適合0件)

メッセージの

過不足
パ ターン1 65件 妥 当(過 不足0件)

パターン2 60件 妥 当(過 不足0件)

「注」パターン1:住 友化学(発 注)～ 旭化成(受 注)

パターン2:日本 触媒(発 注)～ 住友化学(受 注)

図 一30
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◇ 6-4.男 験 、結 栗

θデータ 否定霧の ・当座麓証

目的 「標準化した、融通取 引BPが 運用上問題がなかったか。」

,∨ ‥.亀

:実験
一
ス,$

'

:麺 垣官 実験

ξガヂン:

業務

件数.

㎞

.。鎚 結果 崎.
ぺ ・'・ ゴ'・,㌣潮 間,冨 ㌧類 題

10/5

～

12/10

データ項 目

の過不足

パターン1 65件 妥当(過不足0件)

ハ.ターン2 60件 妥当(過不足0件)

データ項 目

の桁数
パターン1 65件 妥当(不適合0件)

パターン2 60件 妥当(不適合0件)

データ項 目

の属性
パターン1 65件 妥当(不適合0件)

ハ.ターン2 60件 妥当(不適合0件)

データ項 目

の運用区分
パターン1 65件 妥当(不適合0件)

ハ.ターン2 60件 妥当(不適合0件)

標準 化した融通取引BPの

データ項 目定義には問題が

ない。
・テ」多項 目の過不足なし

・データ項 目の桁数 は妥 当

・テ■一夕項 目の属性は妥 当

・データ項 目の運用区分は

妥当

「注」ハ.ターン1:住友化学(発 注)～ 旭化成(受 注)

パターン2:日本触媒(発 注)～ 住友化学(受 注)

図 一31

◇ 6--4.男 錬 結 果

θ業務のεDゾ伽fe!ごよる業務効 率改善効票1の操i証

目的 「業務のEDI化 により効率化が図れたか。」

、㌧ ・:'`三x『s

,
Ψ 戸

『

苦 へ,、

佃1∬導入前をioOとするの

ぐ
,一

.稼動

削減

率.E世 尊 入前

(9/7～10/2)

EDI導 入 後 ρ

(10!5～12/5)

発注側 パ ターン1 100 67 33%

パ ターン2 100 36 6496

受注側 パ ターン1 100 14 8696

パ ターン2 100 25 7596

「注」パターン1:住友化学(発 注)～ 旭化成(受 注)

パターン2,日本触媒(発 注)～ 住友化学(受 注)

発注側 ・受注側とも

稼動削減1!

受注側 は既存の社 内受注業務システ

ムへのデータ取込が容易に実現でき

たため、EDI導 入による二重入力の

防止及び省力化により高い稼動削

減率が達成。

発注側については、石油化学メーカ

では、石油化学製品の発注業務シス

テムが完備 していないため、本実験

ではスタンドアロンの簡易発注業務シス

テムを利用。

社 内系の業務システムへのデータ再入

力等が発生したため、受注側 ほど

は稼動削減効果が現れなかった。

図 一32
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◇6-5編 提 言

今 回の実証実験において、電子商取 引の

基本となる業務である、注文、出荷請求が 、

融通取 引でも有用であることが実証 され 、

今後融通取 引EDIの 実運 用のニーズも高

まるものと思われる。

図 一33

EC2の1活 『動

　ノ

←7委 鋤 刀工敢 ξγ

7-1.実 験 対 象 業 務 お よび メッセ ー ジ

7-2.実 験 環 境

7-3.WebEDIシ ステ ム の ス ペ ック

7-4.WebEDIシ ステ ム 画 面

7-5.実 験 項 目

7-6.実 験 結 果

7-7.結 論 ・提 言

図 一34
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◇ 7-7.男 験対 象業 務克'よびメッセ ジ

委託加工取引ビジネスプロトコルとして制定した、6業 務12メ ッセ
ージから、WebEDI用 サブセットとして制定 した5業 務8メ ッセージ

にて実験 を行った。

対象業務名 対象メッセージ メッセージの内容 データの流れ

委託生産依頼 委託元から委託先に通知される確定した 委託元(石 化)→委託先(委託加工)
生産依頼に関する情報

生産依頼業務
委託生産確認 委託先から委託元に通知される確定した 委託元(石 化)←委託先(委託加工)

委託加工受託に関する(納期回答を含む)

情報

原料発注依頼 委託先から委託元に通知される確定した 委託元(石化)← 委託先(委託加工)

原料の発注依頼に関する情報

原料発注受付業務
原料発注確認 原料発注依頼に対して委託元から委託先

に通知される確定した原料の受注(納 期

委託元(石化)一→委託先(委託加工)

回答を含む)情報

原料検収報告 原料発注依頼に対して、実際に原料が入 委託元(石化)←委託先(委託加工)

摩したことの確認・検収情報

製品検査報告 委託先から委託元に通知される製品の試 委託元(石化)←委託先(委託加工)

試験検査業務 験結果に関する(品 名・ロット番号ごとの

試験項目/分析値を含む)情報

製品入出荷業務
製品出荷報告 製品の加工が完了し、委託元の指定する

倉庫に納入する出荷業務が完了したこと

委託元(石化)←委託先(委託加工)

を通知する情報

在庫管理業務
原料使用実績 委託先から委託元に通知される原料使用

に関する個々の生産依頼に対しての使用

委託元(石化)←委託先(委託加工)

または一定期間の使用実績の情報

図 一35

吃

7-2.男 鹿 環 境=

θ三 化学一首ス日本精機`克 加工メーカーノ

本実験ではEDI共 通サーバーとWebEDIサ ーバーの連携 によるEDIト

ライアルシステムを構築 。

一
ア
ク
セ
ス
サ
ー

バ

ル

ー

タ

ー

些鱒藝 礁轍糠・鐸
WebEDIサ ー バ

WebEDIア プリケーション

(新 規 開 発)

SiteServer

SQLServer

GENTRAN:Server

SQLServer

WindowsNT

TCP/IP 瀬頭黙
屡雛i叢^
RCII

トランスレータ

)

.石油 化学 メー」カ

図 一36
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◇ 7-3.VVθbEDI,シ ス テム の スAOy・ ク

θεDZ宍 逓 サーバ ー
・ハ ー ドウ エア

CompaqProLiant3000(Pentiuml333MHz/320MBメ モ リ18GBHDRAID5)

・ソ フ トウ ェア

OSWindowsNTServer4.O

APGentran:Server2.1JforNT(EDIサ ー バ ー)

DBSQLServer6.5

evvθbEDItf－ バ ー
・ハ ー ドウ エア

CompaqProLiant3000(Pentium皿333MHz/320MBメ モ リ18GBHDRAID5)

・ソ フ トウ ェア

OSWindowsNTServer4.O

APSiteServer3.OCommerceEdition(コ マ ー ス サ ー バ ー)

DBSQLServer6.5

図 一37

◇ 7-4va/ebEDI,シ ス テAu「il7ZZ!7

x

フStro.但 毎ψ 表示M'/tカtO)《tOm・",intotC)Mフve

冒「一 口用方rr－ ーー一一一一} ≡L溢」.曲一画ロ.z」

図 一38
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/
,

7-4.VVebEDI,シ ス テム 画 面

フ〆似⑤ 蜘 表示ψ シ♪""9PComuabvtOtmp∨ フ⑭

ゴ

w爪

ぜ
既

』
無
難煕
煕
顯

16主剤
煕

煕研百里
面

。議 窺 毒 素 鵠,嘉 灘 ∵'四

新鶴デ'タ 扉絢表示 新規データタウンロー・r
_旦 ⊆!邑皇t」_」!!ZkE二!】 」

F声 『-1=二l

F已'一 下 辺'
戸」}声 一一「
FF⊆

fpml娠
■庄_F声 一1蜘知

「声 一一－
rl⊂ 已・・

嚇%θ …・ 渓

一覧画面

一.]
●「一 ∫ト〉研'. ヨエ'q」 φ⑲v.'.11

図 一39

VVθbEDZン ス アム 画 面

入力画面

」塑 」」塑…』

図 一40
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◆ 7-5.男"験 項'e

θ 融 主教引田 ゾの 用性の薦証

以 下 の4項 目 に つ い て検 証 を行 った 。

目的 ● 「標準化した、委託加工取引BPが 運用上問題がなかったか 。」

●「業務のEDI化 により効率化が図れたか。」

● 「WebEDIシ ステム(新規開発)が 業務に適応しているか。」

項目 内容

業務定義及び用語・メッセ 今回、委託加工取引業務の標準化対象とし
一ジ定義の妥当性検証 た業務モデル及び用語・メッセージに問題が

なかったかを検証する。

データ項目定義の妥当性 今回作成した標準BPの データ項目定義及

検証 び過不足がなかったかを検証する。

業務のEDI化 による業務効 今回作成した標準BPを 使用して委託加工取

率改善効果の検証 引EDIを 行い、今までに比べて作 業時 間が

短縮したかを検証する。

メッセージ送受信方法の妥 今回構築したWebEDI機 能及びその運用方

当性検証 法が委託加工取引業務のEDI化 に適してい

るかを検証する。

図 一41

◇ 7-6男"験 結 栗1

θ諜 義汲ぴ用語メッセージ の ・当盤 面

目的 「標 準化した、委託加 工BPが 運用上問題 がなかったか。」

纏 翼
ξ期眺灘 羅繋藻灘漉蛾灘灘縫
1望2

12/18

業務定義 事前運用 100件 妥当(不適合0件)

本運用 110件 妥当(不適合0件)

用語定義 事前運用 100件 妥当(不適合0件)

本運用 110件 妥当(不適合0件)

メッセージ定義 事前運用 100件 妥当(不適合0件)

本運用 110件 妥当(不適合0件)

メッセージの

過不 足
事前運用 100件 妥 当(過 不足0件)

本運用 110件 妥 当(過 不足0件)

1.標 準 化した委託 加工

取引BPの 業務定義 ・

用語の定 義 ・メッセージ

の定義 には問題がない。

2.標 準化したメッセージに過

不足はない。

「注 」事 前 運 用:10/2～11/6

本 運 用:11/9～12/18

図 一42
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◆ 7-6.男 鏡 結果

θデータ 百 の'当 盤薦証

目的 「標準化した、委託加工BPが 運用上問題がなかったか。」

湊ば潮間
～籔i舞:禦具 、:慧

'

遠鏡件数
江実験結果,一 ∵
☆ べ,～・壷,」 砕 ㌘ベ ー'、'、

10/2

～

12/18

データ項 目

の過不足

事前運用 100件 妥当(不適合0件)

本運用 110件 妥当(不適合0件)

データ項 目

の桁数
事前運用 100件 妥当(不適合0件)

本運用 110件 妥当(不適合0件)

データ項 目

の属性
事前運用 100件 妥当(不適合0件)

本運用 110件 妥当(不適合0件)

データ項 目

の運用 区分
事前運用 100件 妥当(過不足0件)

本運用 110件 妥当(過不足0件)

標準化 した委託加工取引

BPの データ項 目定 義には

問題がない。
・データ項 目の過不足なし

・データ項 目の桁数 は妥 当

・データ項 目の属性 は妥 当

・データ項 目の運用区分 は

妥 当

「注」事 前運 用:10/2～11/6

本 運 用:11/9～12/18

図 一43

◇ 7-6男 錬結果

e業 務のEDIIe!ごよる業務効率改善効果の薦1証

目的 「業務のEDI化 により効 率化が図れ たか。」

離離憂懸鍵灘灘1
ノ 蘂 輻"

A>〔㌶
・ .袈F

冷 冷 〆

七 、

、漣

.

藷離艦 漁;潮 瀬 饗tく1遵海袖 セズ18)灘蹴
石化

メーカー
100 7.8 92.2%

委託加工

メーカー

100 110.2
一10 .296

石化メーカー →92.2%稼 動 削減

委託加工メーカー →10.296稼 動増加

石油メーカーは、EDI導 入による業務

の自動化により高い稼動削減率が達

成できた。特に生産依頼業務、製品

入出荷業務において、100%削 減。

委託加工メーカーは、パソコン及び
WebEDIシ ステムの新規導 入におい

て操作習熟までの時間がなく、作業時

間は増加したが、平均して一件あたり
31秒 程度の作業時間の増加であり、

操作習熟により作業時間は短縮可能。

図 一44

一462一



◇ 7--6.男 鹿 結 栗

θメッセージ送受信方法 の'当 産 霊

目的 「WebEDIシ ステム(新規開発)が 業務に適 応しているか。」

1)EDI業 務運用方法の妥当性検証

灘麗

灘
葺 替

慧 議.講
還縫櫟

羅 繋 、
:L{数誉堤

1"操

ぷ懇 癒熟 鮨琵

11/9

～

12/18

発注側

クレーム

件数

送信 218件 妥当(クレーム0件)

受信 335件 妥当(クレーム0件)

受注側

クレーム

件数

送信 218件 妥 当(クレーム0件)

受信 335件 妥 当(ル ーム0件)

2)WebEDI機 能の操作性検証
W6bEDI画 面 満 足度 「三 菱 化 学 」

gx

今 回WebEDIシ ステムを使用して実施した委託

加工取引EDIは 実業務の運用上問題 がない。

3%

■A評 価

■B評 価

ロC評 価

■D評 価

■E評 価

91x

WebEDI画 面 満 足 度 「真 人 日本 精 機 」

13N

■A評 価

■B評 価

ロC評 価

■D評 価

■E評 価

　　ち

極 上吐K・ ・やや良・、唖 わらな・・、…bや 悪・里 ・悪い1

石油化学メーカ側 、委託加工メーカ側共に「8096」

以上がWebEDIシ ステムに満足している。

図 一45

◇ 7-7結 論 ・提 言

WebEDIが 中小企 業に対するEDI普 及 に

有効 であることが確 認され た。入 力方 式

などのクライアント側 の操作 性 がWebEDI

成 功 の鍵 になると考えられ る。

今後 は 、WebEDIベ ースの パッケージ開発

も視 野 に入れ て展 開を図っていきたい。

図 一46
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最後た

1/

(-8e結 論 ・提 言 の まとめ

8-1.結 論 ・提 言 の まとめ

図 一47

◇ 8-7.給 湯 ・提 言 の まとめ

企業を取 り巻く環境は急激 に変化 しており、特 に日本の企 業にとって、ここ10年

は、海外での変化(米 国経済の変動 や「EU」の 出現など)に拠る影響が大きく、また

早期化している。

今、米国は 日本より数年早く「EC」を経済および ・社会のシステムとして認識し、イ

ンフラの整備を進めている。

グローバル ・ボーダーレスを早 くか ら意識 している米国では必然のことであろうが、

日本においても今後 、社会の組織を担う企 業が1主 体のみでは成立 せず 、国内 ・国

外を問わず企 業連携の強化が必然となり、それなくしては企業の使 命である「企業

の継続」が危うくなるであろう。

そこで、日本 の化学産 業においても新 しいビジネスモデルをグローバル の見地 か

ら構築していかなければならない。

今 回のEC活 動では化学産業における融通 取引 ・委託加工取引を例 にED1に 関 し

て、業界標準モデルの構築 および実験を行った。 これらの作 業は本格 的な「EC」

実現にとって初期 に行われるべきものであり、今後 に有効であるとは思われ るが 、

本格的なインターネット技術 に拠したオープンマーケットとしての「EC」実現には程

遠いと言わざるを得ない。

今後、「EC」を軸とした新しいビジネスモデルを実現した欧米の企 業に、我 々日本

企業が経営業務の面で取 り込まれ 、ひいては企業全体が飲み込まれないためにも、

日本において、アジアを軸に欧米 に立ち向かえる新しく、また俊敏 に事業環境およ

び業務環境に対応可能なビジネスモデルを創 造し、欧米に対して行かねばならない。

図 一48
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電気事業連合会 情報通信部 部長
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2-4-4講 演4電 力業界事例紹介

【講師】

電気事業連合会 情報通信部部長 岩田隆太郎 氏

これまでの電力業界 におけるEDIの 取り組みと成果、最近の動向についてご報告する。

最近は規制緩和の方 向にあり、平成12年 には電力小売の部分 自由化が始まる。従来以上の

安定供給と低料金を含 むサービスの向上を両立させなくてはならない。そういう意味からEDI、

CALS、ECと いう情報化戦略が更に重要 となっていくだろうと考えている。電気事業は貯蔵が困

難であり、典型的な設備産業であるため、資材調達、請負工事、発注業務に多大な労力を要して

いる。BDIは この分野で非常に貢献してきている。

昭和61年 に「電気事業における電子計算機の連携利用に関する指針」が告示され、電力業

界ではこの指針に基づいて高度情報化を進めてきた。この指針 には3つ の柱がある。1.企業間

ネットワークの構築、2.実施体制の整備、3.ビジネスプロトコル(BP)の 標準化 、である。現在まで

に、電気料金収納業務、資材発注業務、電気料金請求業務、請負 工事発注業務(見 積依頼情

報、見積回答情報 他)、燃料油受発注業務に対するBPの 標準化を図った。これ に基づいて行

っているEDIは 、年々各社とも拡大してきている(取引先数は延べ654社 、平成10年 度の取 引

先の増加は92社(約16%増))。

現在 、電線 、電機 、金融、流通業界との連携は既に成 り立っているが、EDIの 今後の取り組みと

して、対象品 目の更なる拡 大、連携企業 ・業界の拡充、また中小企業、顧客との間でも活用して

いきたいと考 えている。EDIの 活用は、省力化、コスト低減の効果があるが、導入に際しては多大

な費用がかかるので、インターネット、Webの 技術を使うことで幅広い展開を図っていくことを検討

している。

現在では、情報技術の発展がめざましく、オープンで国際標準採用の商取引の概念も新しく出

現してきており、社会環境 の変化、顧 客のニーズの多様化等も進んできている。これ らの変化 に

対応できるように「電気事業におけるシステム連携将来ビジョン」を策定した。向けられるべき方 向

を4つ に分 けている。1.顧客サs-一一・ビスの更なる向上、2業務の効率化、3.コスト削減、4.地域への

貢献、である。ECや インターネットを活用して抜本的に仕事の流れを変革しなくてはならない。連

携の方向性 としても、関係業界だけでなく、もっと多方面の連携、そして電気事業者同士の連携

も別な意味で必要となってくるだろう。また、電気事業が率先してシステム連携も進め、我が国全

体の活性化や振興に貢献したい。それに必要なネットワークは基本的にはインターネット等のオ

ープンなネットワーク技術を活用するべきであるが、情報の内容にあった安全なネットワークを構

築しなくてはならないとも考えている。

電事連として、試行的に取り組み始めたものを2つ 紹介する。

ECS(EngineeringCommunicationSheet:技 術連絡書)とは、全国の電力会社の事業所とプラン

ト製造メーカとの間でやりとりされるもので、様 々なメンテナンスに関する重要な技術情報を含むも
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のである。これを紙でやりとりする場合、作 業が煩雑 になり、検索に時間がかかる等の問題があっ

た。そのため、標準化を行ってネットワークを介してデータの受け渡しを行うシステムを開発する必

要があった。ファイル形式はSGMLを 採用しているが、既存のOA環 境をそのまま使ってSGML

に変換 していく方法をとっている。当システムは平成9年 より運用され、現在では火力発電所、電

源 開発(株)な どを含めて16箇 所で実施されている。来年度からは他の火力発電所への拡大も

含めて本格運用を予定している。

もう1つ は、シーケンス図(発 電所等にある電気機器の展開接続図)である。この図面は、常に

最新の状態に維持し、多くの関係者で共有する必要があるため、電子化することが望まれていた。

だが、各メーカは独 自に開発したCADシ ステムによって作製していたためにフォーマットが違い、

また社外秘の情報が非常に多く含まれ、セキュリティ面での問題もあった。今年度は出力書式の

標準化作業を行い、来年度からはその標準化された形式とメーカの独 自CAD形 式を変換するシ

ステムを開発する予定である。ネットワークは電力グループ等のネットワークを工夫して、機密性 の

高いネットワークを実現したいと考えている。図面の確実な管理、図面更新の迅速化、検 索時間

の飛躍的な向上、低コストで精度の高い電力設備の管理ができる予定である。
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電力業界における

ED1の 取組みについて

電気事業連合会 情報通信部
岩田隆太郎

図 一1

電気事業の概要(1)

一電 力会社(一 般電気事 業者):

北 海 道、東北、東京、中部、北 陸、関

西、中国、四国、九州、沖縄 計10社

図 一2
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電気事業の概要(2)

(10社 計:平 成9年 度 末 現 在)

一電 力 設 備 概 要

・発 電1
,358箇 所185,763MW

・送 電158
,833km

・変 電6
,121箇 所698,777MVA

・配 電3
,787,496km

－ お 客 さま 数

・約77百 万 ロ

図 一3

電力業界のEDIへ の取組み経緯

「電気事業における電子計算機の連携利用

に関する指針」(S62通 産大臣告示)

企業間ネットワークの構築

実施体制の整備

ビジネスプロトコルの標準化

図 一4

一468一



企業間ネットワークの構築

関係会社との連携

配電工事会社をはじめとする一部の関係会社

とは早くから連携を実施していたが、更に連携

先や業務を拡大中

関係 業界 との連携

電線、電機、金融、流通、石油業界等と連携中

連携先の拡大について検討中

図 一5

実施体制の整備

電気事案としての情報高度化
に関する事項の審議立案

電気事案としての情報高度化
に関する事項の検討

EDIを 中心としたシステム連

携に関する動向調査、標準化

の推進、普及及び啓蒙

「EDI専門委員会」から発展し

た委員会

図 一6
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ビジネスプロトコルの標準化
ビジネスプロトコル標準の制定状況

ビジネスプロトコル標準 制定年月 改定年月

電気料金収納業務 平成2年3月 一

資材発注業務 平成2年3月 平成6年4月

電気料金鯖求業務 平成6年11月 一

鯖負工事発注業務 平成7年4月 一

燃料受発注業務 平成9年11月 一

月 一7

電気料金収納業務ビジネスプロトコル

ー 電気料金 ロ座振替 関係
、

電気料金ロ座振替業務に係わる振替請求・振

替結果およびロ座振替関係異動情報

(対金融業界)

一電気料金振 込通知関係

電気料金振込業務に係わる振込通知データ
(対金融業界および流通業界〔コンビニエンス
ストア〕)

図 一8
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資材発注業務ビジネスプロトコル

資材(物 品)発 注業務 に係わる、見積、注文、

修 理/加 工、検査、納 入、検収、支払、状

況確認 の情報(対 電機メーカ、電線メーカ他)

購入・修理仕様書情報

納入仕様書情報 等

図 一9

請負工事発注業務ビジネスプロトコル

請負工事発注業務 に係わ る、見積、注文、

施工、工事内容変更、契約 変更、検査 、支

払 の情報(対 工事会社)

見積依頼情報

見積回答情報 他

図 一10
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燃料油受発注業務ビジネスプロトコル

燃料油発注業務に係わる発注、納入、支

払の情報(対 石油業界)

注文書情報

変更注文書情報

注文取消情報

スペック情報

概算払価格通知情報

精算払価格通知情報 他

図 一11

電力各社のEDI実 施状況
平成10年 度末予定

業 務 取引先計 業 務 取引先計

資材発注
(電線)

94 委託発注
(支払)

3

資材発注

(変圧器)
19 居負工事発注 14

資材発注 ・修理

(計器)
4 舷料油発注 9

資 材 発 注

(コ ンク リー ト柱)
5 電気料金収納

(コ ンビニ)
56

資材発注(そ の他

配電用貯蔵品)
36 電気料金収納

(金融機関)
24

資材発注

(支払)
41 電気料金 口座振替

(金融機関)
127

資材発注

(車両管理)
1 入 出金管理

(金融機関)
220

委託発注
(システ ム開発)

1 合 計 654:

図 一12
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最近の動向

・情報技術の進展

・インターネットの普及

・ECやCALS等 の新しい概念の出現

τ電気事業1こゐソナるシステム連携の縣 どジョンノ

を策定

図 一13
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ー

ミ

《
ー

[情報技術の進展]
情報処理技術
・コンピュータの高性能化 ・

低価格化
・ネットワーク技術の進展

(マルチメディア化)

2.オ ー プンで国際標準採用の

商取引
・EC 、CALS等 の 概念

登場
・電子 マネ ー

[社会環境の変化]
・電気事業法の改正、規制緩和

競争社会へ
・お客さまニーズの多様化

・環境資源問題の

クローズアップ

図 一14

電気事業におけるシステム連携の将 ビジョン

システム連携のねちい

1.抜 本的な業務変革

・EC 、CALS、 イ ンターネ ッ ト

等 の情報技 術を活用

・システム連携候補

電気事業

s
@

ノ

官庁

自治体

電気事業者

-

関係会

関連業

畢
お客さまサービスのさらなる向上

(2)業 務の効率化

(簡素化 ・スピー ドアップ)

(3)コ ス ト削減

(4)地 域への貢献

2.産 業界の リーダーシ ップ

電気事業が率先 してシステム連携
を進め、我が国全体の産業の活性化

や振興に寄与する。

、システム連携の'ピジヨジ

(1)シ ステム連携業務と連携先

集義区分 業務変革の
ポイント

システム連携業務例

システム連携先

お客

さ
ま

電気

事
績
者

関
係会

社

関
連
某界
石
企某

官

庁
自治

体

お客さま対応
インターネゥトや電子
マネー等の仕組み

を活 用し電気

料金 支払方法

の多様化な ど

お客 さまチどス

の向上 を目指

す.

_:黒 黒使用患込.:.輪 転黒黒倣搭務 o O O o

黒黒工事店への工事委厩 o

::::鴛鮎漁{区納 O o O

広黒∴意業隈露 o
・・.■

停電情報の提供 o

緯虹 O,.⑳ ●

お客さま設備および利用状況把握
・ ● o
DSM O

設備関連
C糺Sの 概念の導

入、εDlの拡大等

によ り、設備の

目違から運用の
一連 のサイ妨にお

ける類癌 の効率

化、コスト削減を目

指 す.

_.撒灘 撫 魂 o O O

_,工 房発注 o O O

_.:熟 練 軽 o O o
・工事 管理 ・設備管理 o O o O

_漁 鳳恨観察の清掃 o o O
・電柱共架管理 o o
・資材融通 o O

一般事務 イン歩一ネうト活用の業

界共 同デ→へ'一ス

の構築 、電子決

済等電子取引の

拡大 によリ、簸

務の効率化、コスト

の削減 を目指す.

黒力業界における情報の共有 o
.…

二黒鷺{撫連 O o O・・.◆

燕薫蒸裏笠繕賞管理傭照璽漂纏 o
`...

照照∴魚穣Ω熊…決済 o1.・.

_:照 星願∴晶 出 o

_:熟 熟、.蕉盒保険罵魚燈穏笠勲勇構 O
・電柱広告等の申込受付 o

地 域 コミュニケーション

イン舛 ツトの活用、〆
チセ舵ンター機能などに

より、お客さま、
地域への情報提供
および災害時の自

治体等との円滑な
情報連携を目指す

._:願 力.兄A頻の溶媒 瓶 o O

_蒸 鳥烈簿頂報Ω鮒～ o o
・災害情報の収集、提供 o o O

(2)シ ステム連携基盤の考え方
・基本的にはインターネット等のオープンなネットワーク技術を活用する。
・情報セキュリティについては以下の考え方で進める。

電気事 事銭 お客さま

官庁、

自治体

(業務 ・情報の内容 によりセキ ュリティーレベル

を組み合わせる}
exa原 則公開

bパ スワー ド、ユーザ1/D等

c暗 号化

dサ ーバ ー経路等まで特定



ー

ミ

軌
一

事 に お け る シ ス テ ム 連 携 イ メ ー ジ

、

、

、

、

、

・電気使用申込 ・契約変更

・電気料金収納
・配電工事委託

・広報 ・営業開発

・停電情報の提供

など

、

、

、

、

一般企業

(金融機関、CVS、 スーパー)

!

'

!

!

〆

お客さま

お客さま

インターネット'

セキュリティ

電子認証

電子マネー
パソコン

マルチメディア

な

顧

官庁 ・自治体

(他公益事業者等)

、

、

関連業界
(電気工事店)

、

・災害情報の収集,提 供
・情報発信
・PA情 報

・環境,立 地情報
・地域情報

・PR情 報 等

EC

CAL'S

EDl

!

!

!

'

蝦
コミュニ

ケーション

務麟封書お

§
ノ

畢
、

＼
、團

早

'

'

!.

、

'

'

電気事業者

'

'

、

、

設備関連業務

'

・資材調達
・工事発注

・業務委託

・工事管理

・設備管理

・地図情報等の連携
・電柱共架管理

・資材融通 など

'

'

》..

ノ

官庁 ・

地方 自'

!

遍 、

関連業界

(メーカー)

'

1

関係会社

、

、

、 ・・'

、

'

'

:イ
!

電気事業者

、

臨

'

'

'

!

'
一般企業

、.、
、

、

官庁 ・

地方 自'

'

'

官庁 ・

地方自'

!

、

関連業界

、

、

、

、

・電力業界における情報の共有

・一般資材調達

・納税

・諸申請 ・届出

など

図 一15
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システム連携の将来 ビジョン実現 に一向けて の ITと 業務の 関連イ メージ

1⊥
ぶ

1

業 務 区 分 実 現 ス テ ツ プ

お客さま対応 ・広報 ・営業開発情報の発信

・ホ ー ム ペ ー ジ連 携

: :

・電子メールによる電気使用申込 ・契約変更受付

・電気料金収納の電子決済

・バーチャルセンター機能等によるワンス

(電力大→他の公益事業との連携)

トップサー ビス

設 備 関 連 . EDlの 連携先拡大、対象業務 ・データの拡大
・火カプラン トの運用業務へのCA

・図面情報のEDl化

・

L

・

災害時における業界大での資材融通

Sの 一部適用→他の業務、設備への拡大

地図情報等の他公益事業、地方自治体との連携

一 般 事 務 ・ 業界共同データベースの拡充(電 力業界における情報の共有)
・消耗品など一般資材の電子取引

・公開入札

・官庁 ・地方自治体への納税、諸申請 ・届出の電子化

地 域]ミ ュニケーション ・原 子 力PA 、 立 地 、 環境情報などの発信

i
■

i
●

・バーチャルセンター機能等を活用した地方自治体等との連携による

災害情報の発信

時 間1 ●

1T等

:

ì
:

電 子 マ ネ 一

電 子 認 証 s -
一

●

…s一

セ キ ユ リ テ イ

イ ン タ 一 ネ ッ ト

C A L S 関 連 技 術

E D 1 等 技 術
一 一

法 律 ・ 制 度 の 整 備

1

図 一16



将来ビジョンに沿った新しい試み

例 え ばCALSに 関 す る試 み で は 一

－ECS(技 術連絡書)へ の適用

一シーケンス図への適用

図 一1了

ECS(技 術 連 絡 書)へ の 適 用(1)

璽i、

已 ゲ"'パ

技、爆 睡 拾 書

しぶメ　カ

ECS:EngineeringCommunicationSheet

図 一18
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ECS(技 術 連 絡 圭)へ の適用(2)

図 一19

ECS(技 術 連 絡 圭)へ の適用(3)

九ナト魔 力㈱
唐津発電所

沖縄

具志川火力発電所

_露 ㌶電・鷲 霧鍵一 禦曝
丁』ば ば:

.'・

四国電力㈱
阿南発電所

中部電力㈱

知多火力発電所

東北電力㈱
仙台火力発電所
新f胎 火力発電所

東京電力㈱

五井火力発電所

図 一20

一478一



ECS(技 術 連 絡書)へ の適用(4)

既存OA環 境の活用

技術 連絡書 作成ソフト

図 一21

シーケンス図への適 用(1)

シーケンス図 とは:

発電所等にある電気機器の展開接続図。設備管

理の上で重要な図面の一つ

理 想 は:

常に最新の状態に維持し、多くの関係者で共有し

たい

課 題 は:
一メーカ毎にCADの 書式が異なる

一領データの電子授受に高度な機密性、信頼性を要

する

図 一22
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シーケンス図へ の適用(2)

』㌢

図 一23

シーケンス図へ の適用(3)

課題 の解決方法 は:

出力書式の標準化

電力グループのネットワークを工夫活用して機密

性の高いネットワークを実現

期待 され る効果 は:

図面の確実な管理、図面更新の迅速化、検索時間
の飛躍的な向上など低コス トで精度の高い電力設

備管理

図 一24
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ソーケンス図への適 用(4)

図 一25

おわりに

,,電 力 会 社 は 、'

灘 まで通り傭 眼 輪 宝し惚 気を
・国際的iこ遜色のなU価 格で

お客さまにお届けずるように努めてまいります。

両立
ユニバーサル

サービス,

供給信頼度

ご静聴ありがとうございました。

図 一26
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講演5

2-4-5石 油業界事例紹介

石油連盟EDI専 門委員会委員長/

(財)石油産業活性化センター石油EDI研 究会委員長/

日本石油(株)情 報システム改革室長

中村克一 氏





2-4-5講 演5石 油 業界事例 紹介

【講師】

石油連盟EDI専 門委員会委員長/

(財)石 油産業活性化センター 石油EDI研 究会委員長/

日本石 油(株)情 報システム改革室長 中村克一 氏

1.石 油業界の情報化

石油業界がいわゆる「標準に準拠 したEDI」 に業界レベルで取り組んだのは平成8年 からであ

る。石油業界 における企業間ネットワークの典型的な例 として、SS(ServiceStation:固 定式給油

所く通常のガソリンスタンド〉)を結ぶネットワークがある。これは、石油製品の受発注から物流業

務まで様 々なシステムを連携させるネットワークである。ただこのネットワークは元売り各社がもっ

ている販売ネットワーク内に閉じたものである。

一方、石油業界の主要な取引先業界との間で企業間ネットワークを構築する場合には、従来の

ような元売 り各社の取り組みでは限界があり、またコスト負担も大きな問題になる。業界全体で合

理化を進めるなか、各元売りの販売ネットワークの境を超えた取引も多くなってきており、標準化し

たEDIに より、オープンな企業間ネットワークを構築する必要性が非常に高くなってきている。

2.EDIへ の取 り組み

石油業界が標準準拠のEDIに 業界レベルで取り組んだ契機は、平成8年2月 に電気事業連

合会(電 事連)か ら、火力発電用の燃料油の受発注業務にEDIを 導入できないかとの申し入れ

があったことである。

電事連より提案のあった標準ビジネスプロトコル(BP)を 石油業界の視点で細部まで検討し、何

度か修正、提案の交換をして合意したのが平成9年 度に入ってからである。そしてトライアルを実

施し、実運用に入ったのは10年 度である。今、取り組んでいる事業の他に、業界 内取引EDI、 購i

買業務EDI、 ジェット燃料油受発注業務EDIが ある。UN/EDIFACT利 用予定のジェット燃料油

受発注業務EDI以 外 はCII標 準に準拠している。

3.電 力業界との燃料 油受発注EDI

電力業界との間で進 めている発電用燃料油受発注業務のEDI化 について説 明する。平成9

年8月 に標準BPに ついて業界間で合意した。10月 に中部電力から石油 ・商社計9社 に対しEDI

導入要請があり、石油業界はいくつかの検討を始めた。その最も大きなものが、石油EDI共 通パ

ッケージの開発である。石油連盟加盟の5社(日 本石油、出光石油、コスモ石油、昭和シェル石

一483一



油、ジャパンエナジー)が 協力して開発し、今回の中部電力とのEDI化 だけでなく、将来的に他

電力会社とのEDI化 にも利用できるように設計した。

中部電力とは、EDI連 携項 目と運用方法の調整を行った。連携項 目とは、データ項 目のサブセ

ットのことであり、電事連が定めた燃料油受発注業務BP標 準のデータ項 目の中から、実際に使う

データ項 目を選んだ。運用方法については会社によって考え方が違うため、調整 に時間がかか

った。

今 回、石油業界と中部電力との間で燃料油の受発注業務をEDI化 したのは、注文書、スペック

情報 、概算払価格通知書、精算払価格通知書の4業 務である。この4業 務は既 に書面を廃止し、

電子データのみによる受渡しを行っている。注文書とは、毎月月初 に、中部電力から燃料油供給

各社へ渡す、その月の購入計画の提示書であり、中部電力が仕入れている4油 種ごとの納入 日

と数量の情報を掲載している。スペック情報とは、油種の性状(性 質と状態のことで、例えば発熱

量、カロリーの発熱量、引火 点、硫黄分など)の情報である。発電所によって性状の規格が決まっ

ており、納入前に各社は性状を検査して、事前に電力会社へ連絡する。概算払価格通知書、精

算払価格通知書とは、電力会社から燃料油供給会社への支払に関する情報のことである。

4.電 力業界との燃料油受発注EDIの システム構成

ネットワーク形態は、CTI((株)コ ンピュータ・テクノロジー・インテグレイタ)が運用する商用VAN

を利用し、メッセージの交換 は同社 のVANに 各 自が設置したメールボックスを介して行っている。

通信 回線は、一般公衆回線かISDNを 介 したダイヤルアップ接続を行っている。通信手順 は、1

電子データあたりのバイト数 が小さい点とソフトウェアの種類や実績が豊富な点を考慮し、最終的

に全銀ベーシックとした。(図一8)

5.今 後の課題

今回の導入 によって、中部電力の業務合理化への貢献と石油業界におけるEDIの 知識の蓄

積 、意識の向上が図ることができた。今後の課題 としては、次の2点 を考えている。 ①他の電力

会社へのEDI拡 大を行う。EDIは 標準的な規約を用いて複数の取引先と行ってこそ大きなメリット

が出てくる。石油業界各社 としては、中部電力以外の電力会社も、燃料油の受発注業務をEDI

化していただけるよう強く要望したい。

②納入指示業務をEDI化 する。石油業界がEDIで の合理化効果を得るためには、納入指示

情報のEDI化 が重要である。
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EDI推 進協議会 普及研修会

石油業界事例紹介

中村 克 一

石油連盟EDI専 門委員会委員長

(財)石 油産業活性化センター石油EDI研 究会委員長

日本石油(株)情 報システム改革室長

図 一1

石油業界のプロフィール

■石油精製 ・元売の事業概要

繊
29社(1998年12月 現在)ガ ソリン

生 間売上 高 ナフサ
15兆5,067億 円(1997年 度)ジ ェット

従業員総 数 灯油
3万2800人(1997年3月 末現 在)軽 油

(石油産 業総従業 員 約43万 人)
重油計

原 油 ・石油 製品輸 入量o

3億73万 キ ロリットル(1997年 度)

原油 の輸入依存 度

99・7%躍97年 度)

■1998年 石油製品販売量(速 報値)

http://ww.paj.or.jpAitml/data/1.html

主な用途

自動車

化学用原料

航空機

家庭・業務、農林・水産
鉱工業他

自動車他

鉱工業、電力、
家庭・業務他

2000400060008000

(万 キ ロリットル)

出 所httplf/www.paj.or.jp/html/sta _1.html

図 一2
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石油業界の情報化

その他の非製造集

学校・教育

情報サービス・調査票、公告案

金融・保険業

卸売・小売業

運輸葉

電気・ガス・熱供給・水道集

新聞・出版・印刷同関連産菓

建設薬

良妻・林粟・漁業

その他の製造業

精密機械機具製造菜

館送用機械機具製造業

電気機械機具製造粟

一般機械機具製造票

非鉄金属製造婁・金属製晶製造粟

鉄鋼薬

窯集・土石製品製造業

石油製品・石炭製品製造粟

化学工業

パルプ・紙製遺棄

衣服製造業・繊維工集

食料品製造泉・飲料肥料製造業

全体

■ 部 門 しAN+基 幹LAN+WAN+企 業 間 ネットワー ク

■ 部 門LAN+基 幹LAN+企 業間 ネ ットワーク

ロ 部 門LAN+基 幹LAN+WAN

口 部 門LAN+基 幹LAN

■ 部 門LAN

図 一3

EDIへ の取組み開始

■EDI討 開始の経 緯

H8.2電 気事 業連合会 より電 気事 業連合会作成の「燃料油発注業務ビジネス

プロトコル標準」についての導入要請

H8.3石 油業界におけるEDI等 検討機関 の設置 に関する懇談会

H8.4石 油連盟EDI推 進協議会加 盟

H10.5(財)石 油産業活 性化センターEDI推 進協 議会加盟

■石油業界におけるEDI検 討体制

石油連盟

EDI専 門委員会 中心に活動

EDIに 関する業界 内の検討 ・調整

(財)石 油産業活性化センター

互蓮唖 五金中心に活動

EDIに 関する調査研究

他業界とのEDIに 関する調整

図 一4
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主な活動内容

平成8年度 平成9年 度 平成10年 度 平成11年 度

'、

電力業界
発電用燃料油
受発注業務EDI
sノ

業務調査 ＼
標準BP検討/ 忽蹴ジ

＼

/

,ライ。λ
実施/
‡㌫)妻 運用

＼予備調査
/

ll
鞠 ・開発 ＼[;;〉
システム醗/讐 ノ

＼

実運用)
〆
/

'、

業界 内取引EDI
∠

一
予備調査
/購買業務EDI

L」
…鷲 〉

〆

ll
'、

ジェット燃料油

受発注業務EDI
」 ∠

予備調査
/

＼

i;ii款〉

介
米国調査1

[〉 実績
'⊃

予定

図 一5

電力業界との燃料油受発注EDI(1)

トライアル検討開始～EDI本 運用まで

(敬称略)

年月
実施経過

平成9年 ・ 平成10年

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8～

中部電力より9社 へ

EDl導 入要請

▲

共通パッケージ開発

石油5社が中部電力へ実施表明
▲

連携項 目の検討

運用方法の検討

トライアル実施(出 光)

トライアル実施(他4社)

本運用実施

図 一6
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電 力 業界 との 燃 料 油 受発 注EDI(2)

業務 フロー とEDI対 象 業 務
年M8† 百 月 間 計 画 興 注 受 入 ・ 検 収 支 払

貝

柱

音

〔

電

力

会

社

〕

卜隔川砲 → 月間購入計画薫定
、 週間璃入射百寮定
(配船`†百驚 紗

L

縞入価轄算定検 収 ● 査

. '

..

'
■. 9.

、

.

.

■
.

破算払価格算定
鯖入橋絡決定
(価格陶

.F

. F

売買契約日延
(賄人仕線)

鰹糾油蝉注 納 入 指 図 検収データ寛行 検 収 通 知 破算払価は遣知

注

文

書

賄

書

.1

納

入

指

示

書

.

納

入

指

示

確

触

書

■

概

算
払

価
格
通
知
書

精算払価格通知.

売

買

契

約

書

〔

賄
人
仕
領
■

)

復

算

払

日

求

書

一 。支

1† ■/分 析
払 手 績`

伍
見

櫓

積 協

定
書

書

精
算
払
価
格
通
知
書

精

算

払

日

取

書

検

..取

通

知

書

受 入
舘 掛 決 定ト

"
隣
請
求
書

事 柄 専 査
.

試験成績表
(スペック情鋤

受

注

者

.. 9 . '
.
.

.. ■.. .

売買契約蹴合
傭人仕領)

燃'キ油 受 注 納入指図剰6 一 納 入 検収通知知コ 品 伐 日 求
1・ ・ 巨 ・・1 匝"・

日 掛 請 求

*1:月 間での授受は行わず.納 入指示書を注文書としている会社もある.

この場合も注文書情報に畑じて取り扱うものと守る.
;吉田準でのEDl対 象素瓶

図 一7

電力業界との燃料油受発注EDI(3)

EDIシ ステム構成

9・ 本石油
石油EDl共 通パ ッケー ジ

中部電力
対外連携機

一般公衆

回
出 光 興 産逸 ・

石油EDl共 通パッケージ

コスモ石 油

石油EDl共 通パッケー ジ

昌
昭 和 シ ェル

石 油

石油EDl共 通パッケージ

シ'ヤ ハ'ン

エナゾ ー

石油EDl共 通パ ッケー ジ

※ 東邦石油 商社3社 へ

図 一8
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電力業界との燃料油受発注EDI(4)

EDIト ライアル評価 ～導入効果

・中部電力殿の業務合理化に貢献

・石油業界におけるEDI知 識の蓄積 と、

EDI意 識の向上

図 一9

電力業界との燃料油受発注EDI(5)

EDIトライアル評価 ～今後の課題

・他 の 電 力会社 へ のEDI拡 大

・納 入指 示 業務 のEDI化

図 一10
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電力業界との燃料油受発注EDI(6)

業務フローとEDI対 象業務(理 想の姿)
年 間 計 画 月 間 許 否 婦 注 受 入 ・ 検 収 支 払

貝

柱

者

〔

電

力

会

社
)

卜綿 入品賜
」月噛 刈・碗 ト←

週間購入計画賀定
(配船計百草定) 匡 ・ 1船 脚 宣審 査11 1

'

ト1

...r '

1蹴愉⇒ 賄人価格決定
(価陪富⑦上

.

売買蓑矯 結
偏人仕様) 1馴 離 州 巨 ・口1 巨 データ・・ll餉 ⇒ 1・似愉⇒

注

文

書

賄

●

●

.1

納

入

指

示

書

'

納

入

指

示

確

聞

■

概
算
払
価
格
通
知
書

1精鰍 儲 紗1

売

買

契

約

書

(

購
入
佳
日
書
)

E脇 ・1

概

算

払

日

取

書

」 支 払 ・ ・1・
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1繍口 車1

*1:月 間での殻 は行わず、納入指示書を注文書としている会社もある.
この場合も注文■情報に準じて取り扱うものと†る.

:当僻事でのEDI対 象媒精

図 一11

先進的な米国石油業界EDIの 取組み

米国現地調査の収穫

・PIDX(PetroleumIndustryDataeXchange)

との意見交換

・EDI導 入 に積極 的な業務

一調達分野

一業界内取引分野

● CEO、CIO、 業 務 部 門 にお ける、

EDIに 対する高い理解度

図 一12
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石油業界 内取引EDIの 取組み(1)

業界 内取引の必要性

物流合理化/設 備統廃合に伴う

業界内融通取引の拡大
ll＼/

膨大なトランザクション数

情報技術の利用が不可欠
ll

『石油業界 の業界内取引における

EDI共 通基盤整備事 業』

平成10年 度第一次補正事業

図 一13

石油業界内取引EDIの 取組み(2)

システムイメージとEDI適 用業務

1甲軍陣 ■1叩

llll　 l

mF『"m
バータ先石油会社

EDIゲ ー ト

■[ウ ェイマシン

1甲1中印悼1

よ坤螺 バータ先石油会社

EDIゲ ー ト

■ 【 ウェイマシン

"
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出荷依頼

＼
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一一
イン歩一フェース

ユーティリ行 イ
」.ノ

《に、
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Σ

'
ら

ー

インターフェース

ユーティリ行 イ
L.」

一

出荷依頼
受付

口

」

o

標準運用規約

社内業務システム

i複 数社
1

、

一

社内業務システム

i複 数社

㌘1㍍1

図 一14
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石油業界内取引EDIの 取組み(3)

参加企業

標 準/ソ フ トウ ェア 開 発

一 出光興産(株)

一 日本 石油(株)

一 コスモ石油(株)

一 キグナス石油(株)

一 九 州石油(株)

一 三菱石 油(株)

一 昭和シェル石 油(株)

一(株)ジ ャパ ンエナジー

ー エッソ石油(株)

一 モービル石油(株)

一 ゼ ネラル石油(株)

11社 実 証 実 験 実 施6社

一 出光興産(株)

一 日本 石油(株)

一 コスモ石油(株)

一 三菱 石油(株)

一 昭和シェル石油(株)

一(株)ジ ャパンエナジー

図 一15

石 油 業 界 内取 引EDIの 取 組 み(4)

スケジュール

平成11年

石油

連盟

標準
開発

ソフトウェア

開発

実証

実験
実施

実証

実験
評価

実証実験
参加6社

実証実験準備
(自社業務システム改修等)

図 一16
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図 一17

今後の展開

18図
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EDl推 進協議会 会員名簿
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EDI推 進協議会 会員名 簿

.

●

・

.

⑳

・

◆

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

3

3

3

3

(財)エ ンジニアリング振興協会

(財)家 電製品協会

機工VANセ ンター

(社)軽 金属協会

(財)建 設業振興基金

(社)鋼 材倶楽部

(社)港 湾物流情報システム協会

(財)国 際情報化協力センター

写真業界流通情報システム協議会

(財)住 宅産業情報サービス

(社)情 報サービス産業協会

(財)情 報処理相互運用技術協会

(財)生 活用品振興セ ンター

(財)製 造科学技術センター

石油化学工業協会

(財)石 油産業活性化センター

石油連盟

(社)セ メン ト協会

繊維産業構造改善事業協会

全国コイルセンター工業組合

(社)全 国自動車部品商団体連合会

全国自動車用品工業会

全国鉄鋼特約店連合会

全国電機卸商組合連合会

(社)全 日本文具協会

全 日本電設資材卸業協同組合連合会

電気事業連合会

(社)日 本アパレル産業協会

日本インターネッ ト協会

日本化学繊維協会

(社)日 本ガス協会

日本紙商団体連合会

(社)日 本玩具協会

34.

35.

36.

37.

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

3

3

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

5

5

5

5

5

5

5

5

8

9

0

L

5

5

6

6

(社)日 本建材産業協会

(社)日 本広告業協会

(社)日 本自動車工業会

(社)日 本自動認識システム協会

((旧)エーアイエムジャハ.ン;国際自動認識工業会)

(社)日 本情報システム ・ユーザー協会

日本製紙連合会

日本チェーンス トア協会

日本電気大型店協会

(社)日 本電気計測器工業会

(社)日 本電機工業会

(社)日 本電気制御機器工業会

(社)日 本電子機械工業会

(社)日 本電子工業振興協会

(社)日 本電線工業会

(社)日 本パーソナルコンヒ.ユータソフトウェア協会

(社)日 本半導体製造装置協会

日本百貨店協会

日本フォーム印刷工業連合会

(社)日 本貿易会

(財)日 本貿易関係手続簡易化協会

日本紡績協会

日本優良家具販売協同組合

(社)日 本ロジスティクスシステム協会

(財)物 流技術センター 物流EDIセ ンター

(平成11年3月 末、名称変更予定:

㈱ 日本物流団体連合会/物流EDIセ ンター)

UBA(ユ ニックス・ヒ"シ"ネス・アソシエーション)

(財)流 通システム開発センター

旅行EDI研 究会

(財)日 本情報処理開発協会 産業情報化推進

センター
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ぎEDI推 進協議会 平成1・年度 関係者名簿
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EDI推 進協議会 平成10年 度 関係者 名簿

(順不同 ・敬称略)

1.EDI推 進協 議会 役 員

会 長:荒 木 浩

副 会 長:幸 田 重教

電気事業連合会

石油化学工業協会

2.EDI推 進協議会 運営委員会

委 員 長:山 本 勝

副委員長:宮 坂 真也

委 員:大 森 敬介

山田 正仁

香川 勉

千澤 忠彦

北村 守

三橋 博

池上 久雄

谷川 清

稲束 原樹

井上 毅

窪田 芳夫

大久保 秀典

宮川 秀真

中西 英夫

電気事業連合会

石油化学工業協会

(財)建 設業振興基金

繊維産業構造改善事業協会

(社)日 本 自動車工業会

(社)日 本電機 工業会

(社)日 本電子機械工業会

(社)日 本電線 工業会

(社)日 本貿易会'

(財)日 本貿易関係手続簡易化協会

(社)日 本 ロジステ ィクスシステム協会

(財)流 通システム開発センター

EDI推 進協議会 国際部会長

EDI推 進協議会 普及 ・啓蒙部会長

(財)日 本情報処理開発協会 産業情報化推進センター

(平成11年1月1日 より)

(財)日 本情報処理開発協会 産業情報化推進センター

(平成10年12月31日 まで)

3.EDI推 進協議会 国際部会

部 会 長:窪 田 芳夫

副部会長:伊 東 健治

東京電力(株)

(財)日 本貿易関係手続簡易化協会

一497一



委 員:冨 田 宏

三原 裕二

鬼頭 吉雄

小久保 行正

石井 満之

平沼 博志

内藤 政昭

井上 史郎

松平 誠

佐藤 誠

鈴木 耀夫

榊原 康行

府川 滑

河野 泰一

(財)建 設業振興基金

(社)鋼 材倶楽部

(財)港 湾空間高度化センター

(社)港 湾物流情報システム協会

石油化学工業協会

(社)日 本電機工業会

(社)日 本電子機械 工業会

(社)日 本貿易会

(財)物 流技術センター

(財)流 通 システム開発センター

旅行EDI研 究会

EDI推 進協議会 参与

EDI推 進協議会 参与

通関情報処理センター

4.EDI推 進協議会 普及 ・啓蒙部会

長

長会

会

部

部

副

委

大久保 秀典

三橋 博

員:藤 井 研一

石井 均

田原 幸朗

菊田 信行

岩田 隆太郎

寺戸 正明

工藤 俊太郎

佐塚 眞弘

石井 徹郎

磯貝 俊夫

太田 秀一

関根 直弘

東芝物流(株)

(社)日 本電線 工業会

(社)日 本 自動認識 システム協会

(財)住 宅産業情報サー ビス

(社)情 報サー ビス産業協会

石油化学工業協会

電気事業連合会

(社)日 本電機 工業会

(社)日 本電子機械工業会

(社)日 本貿易会

(社)日 本 ロジステ ィクスシステム協会

(財)物 流技術セ ンター

経営 コンサル タン ト

EDI推 進協議会 参与
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5.通 商産業省

稲垣 史則

萩原 誠司

今井 智之

機械情報産業局

機械情報産業局

機械情報産業局

電子政策課 情報政策企画室長

(平成10年7月30日 より)

電子政策課 情報政策企画室長

(平成10年7月24日 まで)

電子政策課 情報政策企画室

6.EDI推 進協議会事務局

浜中 栄治

山崎 武紀

瀬楽 丈夫

萩原 隆

尾崎 裕子

鶴間 千晶

　

　

　

　

　

　

財

財

財

財

財

財

(

(

(

(

(

(

日本情報処理開発協会

日本情報処理開発協会

日本情報処理開発協会

日本情報処理開発協会

日本情報処理開発協会

日本情報処理開発協会

産業情報化推進センター

産業情報化推進センター

産業情報化推進センター

産業情報化推進センター

産業情報化推進センター

産業情報化推進センター
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発行所

印刷所

禁 無 断 転 載

平 成11年3月 発 行

財団法人 日本情報処理 開発協会

産業情報化推進センター

〒105-0011東 京都港区芝公園3丁 目5番8号

機 械 振 興 会 館

電 話03(3432)9386

山陽株式会社

〒101-0051東 京都千代 田区神 田神保町1丁 目18番 地

電 話03(3293)5411
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